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生活困窮者自立支援制度の自立相談支援機関等における支援実績の分析研究 

及び帳票の検証 要旨 

  

目的  

本事業は、生活困窮者自立支援制度の自立相談支援機関等における支援実績の分析と重層的支援体制

整備事業等で活用している帳票類の改善に向けた検討を目的として実施した。 

 

実施内容  

① 生活困窮者自立支援制度における支援状況や支援を進める際の課題等の実態把握のため、「生活困

窮者自立支援統計システム」に登録されたケース情報の集計・分析を行う。また、分析結果を踏ま

えて、生活困窮者自立支援制度における支援の在り方等について検討を行った。 

② 重層的支援体制整備事業の円滑な推進のため、支援現場へのヒアリングを通じて事業で用いる帳票

の課題や問題点を明らかにし、帳票の改訂案を作成した。 

 

主要な結果  

 第２部 生活困窮者自立支援制度の支援実績に関する分析 

 今回の分析では、生活困窮者自立支援統計システムに登録された平成 30～令和２年度の支援実績

を見たところ、相談のみの人・プランを作成した人ともに、コロナ禍の影響を受け、令和２年に

向けて以下の傾向がみられた。 

 若年齢化・扶養義務のある子どものいる人が増加した。健康状態については、健康状態が悪い

人・通院している人が減少し、就労中の人が増加した。住居の状況は、持家の人が減少し、賃貸

アパート・マンションの人が増加した。相談支援機関にアクセスした際の相談内容については、

病気や健康、就労に関する相談内容が減り、収入に関する相談内容が増加した。 

 

 第３部 重層的支援体制整備事業で用いられる帳票類の改訂案 

 帳票類は、国様式をそのまま用いている自治体よりも、国様式を一部改変・省略したり、独自様

式の帳票を作成したりして対応している自治体の方が多かった。 

 帳票類全体について、複数の帳票に入力することの煩雑さや、同世帯内に複数の支援対象者がい

るときに個人・世帯どちらの単位で起票するか迷うこと等、運用の仕方が不明瞭な点があること

が指摘された。 

 相談受付・申込票については、初回相談で同意欄に署名を得ることの難しさや、複数の事業を利

用する場合に何度も本人に署名を求めることの不自然さが指摘された。 

 インテーク・アセスメントシートについては、様式内の項目が多いという意見が寄せられた。そ

のため、現場での情報共有のために別途書類を作成する必要があり、担当者の負担が増している

実態が明らかになった。 

 プラン兼事業等利用申込書については、何度もプランを改訂する場合や、本人と支援の担当者間

で認識している課題が異なる場合、同意欄に署名をもらうことが難しいという意見が挙がった。

また、多機関協働事業・アウトリーチ等を通じた継続的支援事業・参加支援事業の帳票を使用す

る際、各帳票の記載項目のうち、重複するものについては自動的に記載内容が反映されるなどの

連携が行われると分かりやすい、という意見が寄せられた。 



 

 評価シートについては、「見られた変化」に記載されている項目のハードルが高い、という点の指

摘があった。つながり評価シートについては、使い方や評価の指標、評価スパンが分かりづらい

という点が、複数の自治体から指摘された。 

 実績報告については、ヒアリング対象の全自治体がその負担の大きさを指摘し、他帳票と連携さ

せることなどを望んでいた。今後より多くの自治体が重層的支援体制整備事業に取り組むために

は、より簡便な方法での実績報告ができるようになることが望まれる。 

 

◆実施体制 

 
氏名 現 職 

田中 陽香 
みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社 社会政策コンサルティング部 
福祉政策チーム 課長 

佐藤 渓 
みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社 社会政策コンサルティング部 
福祉政策チーム 主任コンサルタント 

小松 紗代子 
みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社 社会政策コンサルティング部 
福祉政策チーム 主任コンサルタント 

井出 有紀 
みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社 社会政策コンサルティング部 
福祉政策チーム コンサルタント 

岡島 広枝 
みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社 社会政策コンサルティング部 
福祉政策チーム コンサルタント 
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第１部 調査研究の概要 
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 調査研究の背景・目的 

生活困窮者自立支援制度の運用にあたっては、平成 24～27 年度に国において大阪市

立大学の岩間教授を座長とする検討会が設置され、自立相談支援事業における相談支

援プロセスの在り方についての検討や、アセスメントシート及びプランシート等の帳

票類の開発の取り組みが行われてきた。 

平成 29 年度には、全国 119 自治体の「入力・集計支援ツール」に登録されたケース

情報のうち、平成 27 年４月から２か年のデータを活用して、支援の対象者像や、支援

内容、支援の質の向上に資する要因等を分析した。また、令和２年度には、「生活困窮

者自立支援統計システム」に登録された、支援実績に関するデータを平成 29 年４月か

ら２か年について追加取得して分析を深めた。 

新型コロナウイルス感染症の流行の影響を受けて、生活困窮者が増加する中、自立相

談支援事業の重要性は高まっていると考えられる。また、コロナ禍において自立相談支

援事業を利用する場合、支援を必要とする対象者の属性や支援内容に変化が生じてい

る可能性がある。 

このようなコロナ禍における支援実態の変化などを把握するためには、「生活困窮者

自立支援統計システム」に登録されたケース情報のうち、平成 31 年度（令和元年度）、

令和２年度のデータを追加し、支援の対象者像や、支援内容、支援の質の向上に資する

要因等を分析することが必要である。 

また、令和２月６月 12 日に公布された改正社会福祉法では、市町村が地域生活課題

の解決に資する包括的な支援体制を整備するため「①属性を問わない相談支援」「②多

様な参加支援」「③地域づくりに向けた支援」の３つを一体的かつ重層的に整備する新

事業として「重層的支援体制整備事業」が創設された。 

重層的支援体制整備事業（以下「重層事業」という。）は令和３年４月から施行され、

令和３年度は 42 自治体が事業を実施している。なお、令和４年度は 134 自治体が重層

事業を実施する予定であり、さらに 229 自治体が重層事業への移行準備事業を実施す

る予定である。 

現在、重層事業や移行準備事業を実施している自治体では、必要に応じて国が示して

いる帳票類が活用されているが、実践の場で実際に活用している自治体へのヒアリン

グ調査を通じて帳票類に関する活用実態や課題を把握し、より実践現場に適応した帳

票類に改善していくことが必要である。 

以上のとおり、生活困窮者自立支援制度の自立相談支援機関等における支援実績の

分析と重層事業等で活用している帳票類の改善に向けた検討を目的として本事業を実

施した。 
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 事業実施内容 

上記目的を達成するために、事業で実施した内容は以下の通りである。 

① 生活困窮者自立支援制度における支援状況や支援を進める際の課題等の実態把

握のため、「生活困窮者自立支援統計システム」に登録されたケース情報の集計・

分析を行う。また、分析結果を踏まえて、生活困窮者自立支援制度における支援

の在り方等について検討を行う。 

② 重層的支援体制整備事業の円滑な推進のため、支援現場へのヒアリングを通じ

て事業で用いる帳票の課題や問題点を明らかにし、帳票の改訂案を作成する。 

 

 事業実施体制 

本事業の実施体制は以下の通りである。 

図表 １-１  実施体制 

氏名 現 職 

田中 陽香 
みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社 社会政策コンサルティング部 
福祉政策チーム 課長 

佐藤 渓 
みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社 社会政策コンサルティング部 
福祉政策チーム 主任コンサルタント 

小松 紗代子 
みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社 社会政策コンサルティング部 
福祉政策チーム 主任コンサルタント 

井出 有紀 
みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社 社会政策コンサルティング部 
福祉政策チーム コンサルタント 

岡島 広枝 
みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社 社会政策コンサルティング部 
福祉政策チーム コンサルタント 

 

 調査研究成果の公表方法 

本調査研究の成果は、当社ホームページにおいて公開する。 

令和４年４月中旬まで：https://www.mizuho-ir.co.jp/case/research/index.html 

令和４年４月中旬以降：https://www.mizuho-rt.co.jp/case/research/index.html 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２部 生活困窮者自立支援制度の 

           支援実績に関する分析 
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第１章 分析データの概要 

 分析の目的 

平成 27 年４月より施行された生活困窮者自立支援法のもとで、生活困窮者支援

の中核を担う自立相談支援事業が開始された。自立相談支援事業では、各自治体に

おいて自立相談支援機関が、就労や健康、家計の課題、家族の課題等、生活困窮者

の多様で複合的な課題を広く受け止め、適切な支援を実施すべく、アウトリーチ、

アセスメント、プランの策定、支援へのつなぎと支援結果の評価等、一連のケアマ

ネジメントを実施している。 

その支援実績については、国が作成した生活困窮者自立支援統計システムの業

務支援ツールを用いて各相談支援機関が管理しているものの、全国統一での集計・

分析はされていない。 

平成 29年度の生活困窮者就労支援準備支援事業等補助金 社会福祉推進事業「生

活困窮者自立支援制度における自立相談支援機関における支援実績の分析による

支援手法向上に向けた調査研究事業」においては、平成 26 年度生活困窮者自立促

進モデル事業実施自治体を対象に、各自治体の自立相談支援機関が平成 27 年４月

１日から平成 29 年３月 31 日までの相談受付ケースについての分析を行い、支援

対象者の属性や抱えている課題、具体的な支援の内容や評価結果について明らか

にした。また、令和２年度の生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 社会福祉推

進事業「社会的孤立の実態・要因等に関する調査分析等研究事業」では、同様に、

モデル事業実施自治体を対象に依頼をし、協力いただけた 127 市町村 269 相談支

援機関のデータを対象に、平成 29、30 年度の支援実績に関する分析を実施した。 

それらを踏まえ、本年度の事業においては、データ提供依頼範囲をモデル事業実

施自治体だけではなく、全自治体に広げ、生活困窮者自立支援制度に対するコロナ

禍の影響の分析も含め、全国の自治体における生活困窮者自立支援制度の利用者

像の分析を行うことを目的として実施した。 

 

 分析対象となるデータ 

本事業においては、全国 906 自治体を対象に、生活困窮者自立支援統計システ

ム相談支援機関業務支援ツールに登録されている支援実績に関するデータの提供

依頼を行い、そのうち協力を得られた 289 市町村のデータを集計対象とした。デ

ータ提供依頼に当たっては、独自に作成したデータ抽出ツールを用いて、個人名等

の情報は匿名化した上で収集した。 
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図表 ２-１ データ提供協力状況 

 自治体数

A 

全部提供 

B 

一部提供 

C 

一部でも提供

有の割合 

（B+C）/A 

都道府県 45 10 13 51.1% 

一般市 733 215 5 30.0% 

政令市 23 3 5 34.8% 

中核市 59 22 5 45.8% 

町村 46 11 0 23.9% 

計 906 261 28 31.9% 

※一部提供とは１つの自治体内で複数の相談支援機関があった 

場合、その一部からのみ提供頂いたことを表す 

 

なお、今回集計対象としたのは、平成 30 年４月１日から令和３年３月 31 日ま

でに相談受付を行ったデータとなる。 

このうち、相談のみで終わった人、プランが作成された人、終結した人のデータ

等、下記の件数についての分析を行った。 

 

図表 ２-２ 集計対象データ件数 

 

今回のデータ分析においては、上記表のうち 

①プランを作成した人 

②相談のみで終了した人 

③プラン作成者のうちプラン終了者 

④プラン作成者のうち継続中の者 

⑤プラン作成者のうち中断者 

を対象とした。 

平成30年度 令和元年度 令和２年度
レコード

⼈
⼈ 24,552 26,255 61,824

レコード 19,258 19,815 36,043
レコード 16,797 18,231 23,540

最終プラン評価=不明 レコード 2 11 5
最終プラン評価=終結 レコード 10,880 11,834 16,215
最終プラン評価=再プラン レコード 5,587 6,016 7,048
最終プラン評価=中断 レコード 328 370 272
最終プラン評価=未記⼊ レコード 0 0 0

プラン評価がある⼈（2018/4/1〜2021/3/31）

相談のみの⼈

項⽬ 単位

データ取得範囲件数
400,488
372,786

プラン作成した⼈（2018/4/1〜2021/3/31）

⑤
④
③

①
②
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 分析上の留意点 

今回分析対象としたデータには以下の特徴があった。 

収集対象としたデータは平成 30 年度～令和２年度としたが、コロナ禍の影響も

受け、令和２年度は相談件数、プラン作成件数ともに大幅に増えていた。その影響

もあり、相談受付やプラン作成がなされていても、相談、アセスメント時の聞きと

りがすべての項目でなされていなかったり、相談受付票やインテーク・アセスメン

トシートの情報を生活困窮者自立支援統計システムに登録する作業が追い付いて

いないようであった。 

結果、令和２年度のデータに関しては、多くの項目において、平成 30 年度、令

和元年度のデータよりも、「不明である（＝入力がされていない）」項目が大幅に増

えていた。今回のデータ分析の解釈においても、そのことについて留意が必要とな

る。 

そのため、今回の分析においては、各年度を比較して「不明」の影響を除外して

も明らかに増減の傾向が見られる部分においてその旨について言及した。 

また各項目、複数選択が可能な項目についてのみ＜複数選択可＞と表記してい

る。各グラフについて年度の表記がないものは平成 30 年度・令和元年度・令和２

年度の合計値となっている。 

なお、報告書本編には主要な結果についてのみグラフ化して掲載している。さら

に詳細な集計については、参考資料に掲載している集計表を参照されたい。 
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第２章 データ分析結果 

 生活困窮者自立支援制度におけるプラン作成者の概況 

① 性別・年齢 

プランを作成した人について、性別・年齢を年度別で比較すると、いずれの年度においても

女性よりも男性の割合が多く、年齢階層は 40・50 歳代が多かった。 

年齢階層別の男女比を年度別で比較すると、いずれの年度・年代においても女性よりも男性

の割合が多く、特に 60～64 歳は男性の割合がいずれの年度も７割を超えていた。 

図表 ２-３ 性別（プランを作成した人 年度別の比較） 
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図表 ２-４ 年齢（プランを作成した人 年度別の比較） 

 
※平均年齢については、不明を除いて算出している 

図表 ２-５ 年齢階層別の男女比（プランを作成した人 年度別の比較） 
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② 世帯構成等 

プランを作成した人について、世帯構成を年度別で比較すると、平成 30・令和元年度は５割

が同居者有だったが、令和２年度においては、同居者有の割合が４割であった。 

婚姻状況については、平成 30・令和元年度は未婚者が約４割であったが、令和２年度は、未

婚者が全体の４分の１であった。平成 30・令和元年度は子どもがいない人の割合は半数近かっ

たが、令和２年度は３割であった。不明の影響を排除しても、令和２年度には扶養義務のある

子どものいる人の割合が高くなっていた。 

図表 ２-６ 同居者の有無（プランを作成した人 年度別の比較） 

 

図表 ２-７ 婚姻状況（プランを作成した人 年度別の比較） 

 

図表 ２-８ 子どもの有無（プランを作成した人 年度別の比較） 
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男女別年齢階層別に世帯の状況等を見ると、同居者がいる人の割合が最も高い年代は、男性

が 30 歳代で４～５割、女性が 30・40 歳代で６～７割といずれの年度においても最も高くなっ

ていた。以降年齢階層があがるにつれて同居者がいない人の割合が増えていた。また、女性の

場合は、令和２年度において同居者がいない人の割合が増加していた。 

図表 ２-９ 男女年齢階層別の同居者の有無（プランを作成した人 年度別の比較） 
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婚姻状況については、年齢階層があがるにつれて未婚者が減少している。女性については、

40・50 歳代で離別者の割合が約３割となっており、同じ性・年齢階層で最も高い割合を占めて

いた。 

図表 ２-１０ 男女年齢階層別の婚姻状況（プランを作成した人 年度別の比較） 
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扶養義務のある子どものいる人の割合は男性 50 歳代以下で年々高くなっていた。女性では

30・40 歳代で、扶養義務のある子どものいる人の割合はいずれの年度も３割を超えていた。 

図表 ２-１１ 男女年齢階層別の子どもの有無（プランを作成した人 年度別の比較） 
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③ 健康状態等 

プランを作成した人について、健康状態を年度別で比較すると、通院している人が平成 30・

令和元年度には４割弱、令和２年度は２割であった。また、通院していない健康状態が悪い人

は平成 30・令和元年度には１割強、令和２年度には１割未満であった。 

図表 ２-１２ 健康状態（プランを作成した人 年度別の比較） 

 

プランを作成した人について、健康保険の加入状況を年度別でみると、いずれの年度も国民

健康保険への加入が一番多くなっていた。 

図表 ２-１３ 健康保険の加入状況（プランを作成した人 年度別の比較） 
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プランを作成した人について、障害者手帳の保有状況を年度別で比較すると、障害者手帳を

保有している人は平成 30・令和元年度には１割強、令和２年度には１割未満であった。 

図表 ２-１４ 障害者手帳の保有状況（プランを作成した人 年度別の比較） 

 
障害種別で見ると、いずれの年度も精神的な障害を保有している人が半数を占めていた。 

図表 ２-１５ 障害者手帳保有者の障害種別（プランを作成した人 年度別の比較） 

 
プランを作成した人について、自立支援医療を利用している人は平成 30・令和元年度には１

割、令和２年度には１割未満であった。 

図表 ２-１６ 自立支援医療の利用状況（プランを作成した人 年度別の比較） 
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④ 就労状況 

プランを作成した人について、就労状況を年度別で比較すると、就労中である人は平成 30・

令和元年度には２割、令和２年度には３割と増加していた。求職中の人は平成 30・令和元年度

には４割強、令和２年度には３割であった。 

図表 ２-１７ 就労状況（プランを作成した人 年度別の比較） 

 

現在就労していない人については、直近の離職からの期間としてはいずれの年度も２年未満

が６割であった。 

図表 ２-１８ 直近の離職後の期間（プランを作成した人 年度別の比較） 
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⑤ 経済状況等 

プランを作成した人について、経済状況を年度別で比較すると、住民税の非課税世帯である

割合は、いずれの年度においても１割程度みられた。 

債務のある人・滞納がある人は、平成 30・令和元年度には３割、令和２年度には２割であっ

た。 

図表 ２-１９ 課税状況（プランを作成した人 年度別の比較） 

 

図表 ２-２０ 債務の状況（プランを作成した人 年度別の比較） 

 

図表 ２-２１ 税金等の滞納状況（プランを作成した人 年度別の比較） 
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プランを作成した人について、公的給付の受給状況を年度別で比較すると、いずれの年度に

おいても、老齢・遺族年金が最も割合が高くなっていた。その次に多いのは、子育て世代が受

給できる児童手当であった。 

図表 ２-２２ 公的給付の状況（プランを作成した人 年度別の比較）＜複数選択可＞ 
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⑥ 住居の状況 

プランを作成した人について、住居の状況を年度別で比較すると、賃貸住宅の割合がいずれ

の年度においても半数を占めていた。また、賃貸アパート・マンションの割合が、いずれの年

度においても最も高く、約４割を占めていた。持家の割合は平成 30・令和元年度には３割程度、

令和２年度には２割であった。 

図表 ２-２３ 住居の状況（プランを作成した人 年度別の比較） 

 

 

⑦ 学歴 

プランを作成した人について、学歴を年度別で比較すると、いずれの年度においても高卒の

割合が最も高くなっていた。 

図表 ２-２４ 最終学歴（プランを作成した人 年度別の比較） 

 

  

27.3 

27.6 

17.2 

6.5 

6.2 

6.8 

35.5 

36.4 

41.9 

8.6 

8.5 

6.4 

1.3 

1.3 

1.1 

3.6 

3.4 

1.3 

7.1 

7.0 

4.2 

9.9 

9.4 

21.1 

平成30年度
(n=19356)

令和元年度
(n=19921)

令和2年度
(n=36268)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

持家 借家 賃貸アパート・マンション
公営住宅 会社寮・借り上げ社宅 野宿
その他 不明

9.0 

8.4 

4.9 

5.2 

4.6 

3.4 

26.3 

25.7 

16.2 

0.4 

0.4 

0.1 

6.4 

6.5 

4.2 

0.7 

0.6 

0.3 

1.5 

1.6 

0.9 

7.8 

7.8 

4.4 

0.3 

0.4 

0.2 

0.4 

0.4 

0.4 

41.9 

43.6 

64.8 

平成30年度
(n=19356)

令和元年度
(n=19921)

令和2年度
(n=36268)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

中学（⾼校未⼊学） 中学（⾼校中退） ⾼校（⼤学中退を含む）
特別⽀援学校（学級を含む） 専⾨学校・専修学校・各種学校 ⾼等専⾨学校
短⼤ ⼤学・⼤学院 その他
現在、就学中 不明



20 
 

⑧ 相談内容 

プランを作成した人について、相談支援機関にアクセスした際の相談内容を年度別で比較す

ると、最も多いのは、いずれの年度においても「収入・生活費のこと」であった。次に多いの

は、平成 30・令和元年度においては「仕事探し、就職について」が５割、令和２年度は「家賃

やローンの支払いのこと」が３割強となっていた。 

図表 ２-２５ 相談内容（プランを作成した人 年度別の比較）＜複数選択可＞ 

 

図表 ２-２６ 最も困っている相談内容（プランを作成した人 年度別の比較） 
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⑨ 特性 

プランを作成した人について、相談支援機関がとらえた、抱えている課題を年度別で比較す

ると、最も多いのは、「経済的困窮」でいずれの年度においても半数を超えており、令和２年度

においては８割弱まで増加していた。次に多いのは、平成 30・令和元年度においては「就職活

動困難」が３割を超えていたが、令和２年度には２割強に減少しており、「住まい不安定」が３

割弱と次いで多い課題としてあげられた。 

図表 ２-２７ 抱える課題（プランを作成した人 年度別の比較）＜複数選択可＞ 

 

  

病気

けが

障害（⼿帳有）

障害（疑い）

⾃死企図

その他メンタルヘルスの課題

住まい不安定

ホームレス

経済的困窮

（多重・過重）債務

家計管理の課題

就職活動困難

就職定着困難

⽣活習慣の乱れ

社会的孤⽴

家族関係・家族の問題

介護

⼦育て
不登校

⾮⾏
中卒・⾼校中退

ひとり親
DV・虐待

外国籍
刑余者

コミュニケーションが苦⼿
本⼈の能⼒の課題

被災
その他

不明

 平成30年度( n = 19356)  令和元年度( n = 19921)  令和2年度( n = 36268)

25.7 

2.7 

10.3 

9.9 

1.3 

22.8 

20.8 

6.5 

60.1 

19.0 

24.3 

35.9 

18.9 

6.3 

11.2 

25.2 

4.6 

6.2 

0.9 

0.3 

5.5 

8.2 

3.3 

0.9 

1.3 

10.3 

8.6 

0.2 

13.6 

0.0 

0 20 40 60 80

25.7 

2.4 

11.0 

10.0 

1.1 

23.3 

19.4 

6.1 

59.1 

18.2 

25.6 

36.3 

19.3 

6.3 

11.6 

24.3 

4.8 

6.4 

1.0 

0.2 

5.1 

7.5 

2.9 

0.8 

1.2 

10.7 

9.2 

0.2 

12.9 

0.1 

0 20 40 60 80
（％）（％）

12.5 

1.2 

4.8 

4.1 

0.5 

10.4 

26.1 

3.1 

77.2 

10.0 

13.1 

24.0 

10.4 

2.4 

4.4 

12.8 

2.1 

4.4 

0.4 

0.1 

3.0 

5.4 

1.3 

3.1 

0.5 

4.2 

4.5 

0.0 

14.1 

0.0 

0 20 40 60 80
（％）



22 
 

 生活困窮者自立支援制度における相談のみの人の概況 

① 性別・年齢 

相談のみの人について、性別・年齢を年度別で比較すると、令和２年度は男性の割合が増え、

年齢階層は 65 歳以上の割合が低くなり、20・30・40 歳代の割合が高くなっていた。 

年齢階層別の男女比を年度別で比較すると、平成 30 年度の 30 歳未満を除いて、いずれの年

代においても男性の割合が高く、特に 60～64 歳は男性の割合がいずれの年度も６割を超えて

いた。 

図表 ２-２８ 性別（相談のみの人 年度別の比較） 
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図表 ２-２９ 年齢（相談のみの人 年度別の比較） 

 

図表 ２-３０ 年齢階層別の男女比（相談のみの人 年度別の比較） 
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相談のみの人とプランを作成した人で比較すると、プランを作成した人の方が、いずれの年

代においても、相談のみの人よりも男性の割合が若干高くなっていた。 

図表 ２-３１ 性別（相談のみの人・プランを作成した人の比較） 

 

図表 ２-３２ 年齢（相談のみの人・プランを作成した人の比較） 
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図表 ２-３３ 年齢階層別の男女比（相談のみの人・プランを作成した人の比較） 
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② 世帯構成等 

相談のみの人について、世帯構成を年度別で比較すると、平成 30・令和元年度は４割が同居

者有だったが、令和２年度においては、同居者有の割合が３割であった。婚姻状況については、

令和２年度は、未婚者が１割、既婚者が１割強となっていた。平成 30・令和元年度は子どもが

いない人の割合は２割、令和２年度は１割であった。 

相談のみの人・プランを作成した人で比較すると、同居者有の人は、相談のみの人が３割、

プランを作成した人は５割であった。婚姻状況については、未婚者は、相談のみの人は１割、

プランを作成した人は３割であった。子どもがいない人は、相談のみの人は２割弱、プランを

作成した人は４割であった。 

図表 ２-３４ 同居者の有無（相談のみの人 年度別の比較） 

 

図表 ２-３５ 婚姻状況（相談のみの人 年度別の比較） 
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図表 ２-３６ 子どもの有無（相談のみの人 年度別の比較） 

 

図表 ２-３７ 同居者の有無（相談のみの人・プランを作成した人の比較） 
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図表 ２-３９ 子どもの有無（相談のみの人・プランを作成した人の比較） 
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また、男女別年齢階層別に世帯の状況等を見ると、男女ともに 40 歳代以降年齢階層があが

るにつれて同居者がいない人の割合が増えていた。婚姻状況については、年齢階層があがるに

つれて未婚者が減少している。プランを作成した人について、女性の場合は、40・50 歳代で離

別者の割合が３割を超えており、同じ性・年齢階層で最も高い割合を占めていた。扶養義務の

ある子どものいる人の割合は女性の 30・40 歳代で３割を超えていた。 

図表 ２-４０ 男女年齢階層別の同居者の有無（相談のみの人・プランを作成した人の比較） 
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図表 ２-４１ 男女年齢階層別の婚姻状況（相談のみの人・プランを作成した人の比較） 
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図表 ２-４２ 男女年齢階層別の子どもの有無（相談のみの人・プランを作成した人の比較） 
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図表 ２-４３ 男女年齢階層別の世帯構成等（相談のみの人・プランを作成した人の比較） 

 

  

【男性】 【⼥性】
相談のみの⼈(n=113362)

プランを作成した⼈(n=75545)
【男性】 【⼥性】

18000 15000 12000 9000 6000 3000 0 0 3000 6000 9000 12000 15000 18000

〜20代

30代

40代

50代

60代〜

(⼈)

18000 15000 12000 9000 6000 3000 0 0 3000 6000 9000 12000 15000 18000

〜20代

30代

40代

50代

60代〜

既婚・同居有・⼦ども有 未婚・死別・離別・同居有・⼦ども有
未婚・死別・離別・同居有・⼦どもなし 未婚・死別・離別・同居なし・⼦ども有
未婚・死別・離別・同居なし・⼦どもなし その他

(⼈)



33 
 

③ 健康状態等 

相談のみの人について、健康状態は、平成 30・令和元年度は通院している人が全体の４分の

１、令和２年度は１割であった。 

相談のみの人・プランを作成した人で比較すると、相談のみの人は、通院していない健康状

態が良い人と通院している人の割合はそれぞれ２割弱だった。プランを作成した人は、通院し

ていない健康状態が良い人が４割弱で、通院している人が３割だった。 

図表 ２-４４ 健康状態（相談のみの人 年度別の比較） 

 

図表 ２-４５ 健康状態（相談のみの人・プランを作成した人の比較） 
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男女年齢階層別に見ると、年齢階層があがるにつれ、通院している人が増えている。また、

プランを作成した人では、通院していない健康状態が悪い人については、女性よりも男性のほ

うが高い割合となっていた。 

図表 ２-４６ 男女年齢階層別の健康状態（相談のみの人・プランを作成した人の比較） 
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相談のみの人について、健康保険の加入状況を年度別で比較すると、平成 30・令和元年度は

健康保険に加入している人は３割、令和２年度は２割弱であった。 

図表 ２-４７ 健康保険の加入状況（相談のみの人 年度別の比較） 

 

図表 ２-４８ 健康保険の加入状況（相談のみの人・プランを作成した人の比較） 
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相談のみの人について、障害者手帳の保有状況を年度別で比較すると、障害者手帳を保有し

ている人はいずれの年度も１割未満であった。障害種別で見ると、いずれの年度も精神的な障

害を保有している人が半数を占めていた。 

相談のみの人・プランを作成した人で比較すると、障害者手帳を保有している人の割合は、

相談のみの人・プランを作成した人のいずれも１割未満であった。障害種別で見ると、プラン

を作成した人は、相談のみの人と比較すると、知的障害・精神障害の割合が高くなっていた。 

図表 ２-４９ 障害者手帳の保有状況（相談のみの人 年度別の比較） 

 

図表 ２-５０ 障害者手帳保有者の障害種別（相談のみの人 年度別の比較） 

 

図表 ２-５１ 障害者手帳の保有状況（相談のみの人・プランを作成した人の比較） 
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図表 ２-５２ 障害者手帳保有者の障害種別（相談のみの人・プランを作成した人の比較） 

 
相談のみの人について、自立支援医療の利用状況を年度別で比較すると、利用している人は

いずれの年度も１割未満であった。 

相談のみの人・プランを作成した人で比較すると、自立支援医療を利用している人は、相談

のみの人・プランを作成した人いずれも１割未満であった。 

図表 ２-５３ 自立支援医療の利用状況（相談のみの人 年度別の比較） 

 

図表 ２-５４ 自立支援医療の利用状況（相談のみの人・プランを作成した人の比較） 
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④ 就労状況 

相談のみの人について、就労状況を年度別で比較すると、就労中である人は、平成 30・令和

元年度は２割だったが、令和２年度では３割弱と多くなっていた。また、現在就労していない

人については、直近の離職からの期間としては、いずれの年度においても６カ月未満の割合が

最も多く、３割程度を占めていた。 

相談のみの人・プランを作成した人で比較すると、求職中の人は、相談のみの人で１割強、

プランを作成した人で４割弱となっていた。また、現在就労していない人については、直近の

離職からの期間としては、６カ月未満の人が、相談のみの人・プランを作成した人のいずれも

４割程度となっていた。 

図表 ２-５５ 就労状況（相談のみの人 年度別の比較） 

 

図表 ２-５６ 直近の離職後の期間（相談のみの人 年度別の比較） 
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図表 ２-５７ 就労状況（相談のみの人・プランを作成した人の比較） 

 

図表 ２-５８ 直近の離職後の期間（相談のみの人・プランを作成した人の比較） 
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相談のみの人・プランを作成した人で、男女別・年齢別に就労状況・健康状態等についてみ

ると、プランを作成した人のうち、就労中である人は女性のほうがいずれの年代においても割

合が高くなっていた。また、プランを作成した人のうち、健康状態がよくないが求職中の人も、

男女ともいずれの年代においても１割以上いた。 

図表 ２-５９ 男女年齢階層別の就労状況・健康状態（相談のみの人・プランを作成した人の比較） 
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⑤ 経済状況等 

相談のみの人について、経済状況を年度別で比較すると、住民税の非課税世帯である割合は、

いずれの年度も１割未満であった。債務のある人・滞納がある人はともに、平成 30・令和元年

度には１割強、令和２年度には１割となっていた。 

図表 ２-６０ 課税状況（相談のみの人 年度別の比較） 

 

図表 ２-６１ 債務の状況（相談のみの人 年度別の比較） 

 

図表 ２-６２ 税金等の滞納状況（相談のみの人 年度別の比較） 
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相談のみの人・プランを作成した人で比較すると、住民税の非課税世帯である割合は、相談

のみの人で１割未満、プランを作成した人で１割強となっていた。債務のある人・滞納のある

人はいずれも、相談のみの人で１割強、プランを作成した人で３割となっていた。 

図表 ２-６３ 課税状況（相談のみの人・プランを作成した人の比較） 

 

図表 ２-６４ 債務の状況（相談のみの人・プランを作成した人の比較） 

 

図表 ２-６５ 税金等の滞納状況（相談のみの人・プランを作成した人の比較） 

 

  

9.1 

21.2 

3.7 

12.0 

87.3 

66.8 

相談のみの⼈
(n=113362)

プランを作成した⼈
(n=75545)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住⺠税⾮課税世帯ではない 住⺠税⾮課税世帯である 不明

11.9 

28.1 

13.7 

29.0 

74.4 

42.9 

相談のみの⼈
(n=113362)

プランを作成した⼈
(n=75545)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

債務あり 債務なし 不明

10.1 

25.2 

15.8 

32.5 

74.1 

42.3 

相談のみの⼈
(n=113362)

プランを作成した⼈
(n=75545)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

滞納あり 滞納なし 不明



43 
 

相談のみの人について、公的給付の受給状況を年度別で比較すると、いずれの年度において

も、老齢・遺族年金が最も割合が高くなっていた。その次に多いのは、子育て世代が受給でき

る児童手当であった。 

 

図表 ２-６６ 公的給付の状況（相談のみの人 年度別の比較）＜複数選択可＞ 

 

図表 ２-６７ 公的給付の状況（相談のみの人・プランを作成した人の比較）＜複数選択可＞ 
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⑥ 住居の状況 

相談のみの人について、住居の状況を年度別で比較すると、賃貸住宅の割合がいずれの年度

においても高い割合を占めていた。また、賃貸アパート・マンションの割合は、平成 30・令和

元年度には２割強、令和２年度には３割弱であった。 

相談のみの人・プランを作成した人で比較しても、住居の状況で一番高い割合になっていた

のは、賃貸アパート・マンションで、相談のみの人は全体の４分の１、プランを作成した人は

４割弱を占めていた。次いで高い割合となったのは持家で、相談のみ人は１割強、プランを作

成した人は２割となっていた。 

図表 ２-６８ 住居の状況（相談のみの人 年度別の比較） 

 

図表 ２-６９ 住居の状況（相談のみの人・プランを作成した人の比較） 
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⑦ 学歴 

相談のみの人について、学歴を年度別で比較すると、いずれの年度においても高卒の割合が

最も高くなっていた。 

相談のみの人・プランを作成した人で比較しても、一番高い割合になっていたのは、高卒だ

った。プランを作成した人では２割を占めていた。 

図表 ２-７０ 最終学歴（相談のみの人 年度別の比較） 

 

図表 ２-７１ 最終学歴（相談のみの人・プランを作成した人の比較） 
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⑧ 相談内容 

相談のみの人について、相談支援機関にアクセスした際の相談内容を年度別で比較すると、

最も多いのは、どの年度においても「収入・生活費のこと」で５割を超えていた。次に多いの

は、平成 30・令和元年度においては「病気や健康、障害のこと」が全体の４分の１を占めてい

たが、令和２年度は１割であり、「家賃やローンの支払いのこと」が３割と次いで多い相談内容

となっていた。 

図表 ２-７２ 相談内容（相談のみの人 年度別の比較）＜複数選択可＞ 

 

図表 ２-７３ 最も困っている相談内容（相談のみの人 年度別の比較） 
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相談のみの人・プランを作成した人で比較すると、どちらも「収入・生活費のこと」が最も

多く６割を占めていた。次に多いのは、相談のみの人は「家賃やローンの支払いのこと」が２

割強となっており、プランを作成した人は「仕事探し、就職について」が４割となっていた。 

図表 ２-７４ 相談内容（相談のみの人・プランを作成した人の比較）＜複数選択可＞ 

 

図表 ２-７５ 最も困っている相談内容（相談のみの人・プランを作成した人の比較） 
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⑨ 特性 

相談のみの人について、相談支援機関がとらえた、抱えている課題を年度別で比較すると、

最も多いのは、どの年度においても「経済的困窮」で、令和２年度においては７割を超えてい

た。 

図表 ２-７６ 抱える課題（相談のみの人 年度別の比較）＜複数選択可＞ 
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相談のみの人とプランを作成した人の抱える課題は、いずれも「経済的困窮」が最大の課題

であった。相談のみの人よりもプランを作成した人で大幅に多いのは「就職活動困難」「家計管

理の課題」「住まい不安定」であった。 

図表 ２-７７ 抱える課題（相談のみの人・プランを作成した人の比較）＜複数選択可＞ 
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 生活困窮者自立支援制度におけるプラン作成者の支援の状況 

① プラン作成状況 

プランを作成した人について、プラン作成回数、決定日から終了日までの期間、再プランの

終了までも含めた期間を年度別で比較すると、いずれの年度に支援が開始された人においても

７割以上が１回のプランで終了しているが、２～３割は終了せず、複数回プランを作成してい

た。平成 30・令和元年度においては、１回で終了している割合が７割であったが、令和２年度

においては８割と若干多くなっていた。 

支援決定から終了までの期間としては、91～180 日となる割合がいずれの年度においても３

割を超えていた。また、令和２年度においては、46 日以降の割合が減少し、16～45 日の割合

が増加していた。 

図表 ２-７８ プラン作成回数（プランを作成した人 年度別の比較） 

 

図表 ２-７９ 支援決定・確認日からプラン終了日までの期間 

（プランを作成した人 年度別の比較） 
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プランを作成した人について、アセスメント時の緊急支援の必要性について年度別で比較す

ると、平成 30・令和元年度には支援が必要とされていたのは３割弱だったが、令和２年度には

６割に増加していた。 

図表 ２-８０ 緊急支援の必要性（プランを作成した人 年度別の比較） 

 

利用したサービス別にアセスメント時の緊急支援の必要性についてみると、支援が必要とさ

れていた割合が最も高いのは、いずれの年度も「一時生活支援事業」となっていた。また、令

和２年度は、「生活福祉資金の貸付」の必要性も高くなっていた。 

図表 ２-８１ 利用したサービス別の緊急支援の必要性（プランを作成した人 年度別の比較） 
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② 目標の設定状況 

プランを作成した人について、一般就労を目標としていたかを年度別で比較すると、いずれ

の年度においても半数以上が一般就労を目標としていた。また、平成 30・令和元年度には一般

就労を目標にしている割合は５割、令和２年度には６割強であった。 

図表 ２-８２ プランにおける一般就労の目標設定の有無（プランを作成した人 年度別の比較） 
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③ 法に基づくサービスの利用状況 

プランを作成した人について、各種サービスの利用状況を年度別で比較すると、最も多いの

は「自立相談支援事業による就労支援」で、いずれの年度においても４割強を占めていた。平

成 30・令和元年度と比較すると、令和２年度に「住居確保給付金」「生活福祉資金の貸付」の

利用が増加していた。 

図表 ２-８３ 法に基づくサービス等利用の状況（プランを作成した人 年度別の比較） 

＜複数選択可＞ 

 

 
各サービスの利用状況について、その期間を年度別で比較すると、その期間の長さはサービ

ス種別によってまちまちであった。 

図表 ２-８４ プランに基づく住居確保給付金の支援期間（プランを作成した人 年度別の比較） 
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図表 ２-８５ プランに基づく一時生活支援事業の支援期間（プランを作成した人 年度別の比較） 

 

図表 ２-８６ プランに基づく家計改善支援事業の支援期間（プランを作成した人 年度別の比較） 

 

図表 ２-８７ プランに基づく就労準備支援事業の支援期間（プランを作成した人 年度別の比較） 

 



55 
 

図表 ２-８８ プランに基づく認定就労訓練事業の支援期間（プランを作成した人 年度別の比較） 

 

図表 ２-８９ プランに基づく認定就労訓練事業の形態（プランを作成した人 年度別の比較） 
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アセスメント時に把握された課題別1に、利用するサービスの状況をみると、いずれの課題で

も「自立相談支援事業による就労支援」を利用している割合が高い傾向があった。その他特徴

的なのは、経済的課題を抱えている人は、平成 30・令和元年度と比較すると、令和２年度に「生

活福祉資金の貸付」の利用が増加していた。孤立系課題を抱えている人は、「一時生活支援事

業」を利用している人の割合が３割と他の課題を抱えている人よりも高くなっていた。 

図表 ２-９０ 経済的課題を抱えている人のサービス利用割合 

（プランを作成した人 年度別の比較）＜複数選択可＞ 

 

 

図表 ２-９１ 孤立系課題を抱えている人のサービス利用割合 

（プランを作成した人 年度別の比較）＜複数選択可＞ 
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図表 ２-９２ 病気・けがを抱えている人のサービス利用割合 

（プランを作成した人 年度別の比較）＜複数選択可＞ 

   

図表 ２-９３ 障害のある人のサービス利用割合 

（プランを作成した人 年度別の比較）＜複数選択可＞ 

  

図表 ２-９４ メンタルヘルス系課題を抱える人のサービス利用割合 

（プランを作成した人 年度別の比較）＜複数選択可＞ 
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④ プランに関わる関係機関・関係者 

プランを作成した人について、プラン作成時の関係機関・関係者を年度別で比較すると、最

も多いのは「ハローワーク」で平成 30・令和元年度は４割、令和２年度には３割を超えていた。

令和２年度は他の年度と比べ「社会福祉協議会（生活福祉資金）」の割合が大幅に高くなってい

た。 

図表 ２-９５ プランに関わる関係機関・関係者（プランを作成した人 年度別の比較） 
＜複数選択可＞ 

 

ハローワーク
就業訓練所

就労準備⽀援機関
地域若者サポートステーション

就労⽀援法⼈・団体（就労訓練事業を含む）
⼀般企業

各種協同組合（⽣協等）
農業者・農業団体

医療機関
医療機関の内、無料低額診療実施機関

⾏政の保健担当部署

⾏政の障害担当部署
基幹相談⽀援センター
精神保健福祉センター

障害者就業・⽣活⽀援センター
障害者就労⽀援事業所

その他障害者⽀援機関・施設

⾏政の⾼齢者担当部署
地域包括⽀援センター

居宅介護⽀援事業所・その他介護事業所

⾏政の⼦ども家庭担当部署
教育委員会

保育所・幼稚園・⼦ども園
⼩・中・⾼（特別⽀援含む）学校

⼤学等（⾼等専⾨学校、専修学校、各種学校含む）
その他教育機関

家庭児童相談室（福祉事務所）
児童相談所・児童家庭⽀援センター

児童福祉施設
地域⼦育て⽀援センター

その他⼦育て⽀援機関
⾏政の⼈権担当部署

男⼥共同参画センター
婦⼈相談所・配偶者暴⼒相談⽀援センター

福祉事務所（⽣活保護担当部署）
ホームレス⽀援機関

⼀時保護施設
警察

更⽣保護施設・⾃⽴準備ホーム
地域⽣活定着⽀援センター

⾏政の税担当部署
⾏政の保険・年⾦担当部署（年⾦事務所含む）

社会保険労務⼠
⾃⽴・家計改善⽀援機関

⾷糧⽀援関係団体（フードバンク等）
⼩⼝貸付（⽣活福祉資⾦除く）

社会福祉協議会（⽣活福祉資⾦）
社会福祉協議会（⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業）

成年後⾒⼈制度の⽀援機関
法テラス・弁護⼠・司法書⼠

消費⽣活センター・消費⽣活相談窓⼝・多重債務者等相談窓⼝

⾏政の住宅施策担当部局（居住⽀援協議会）
居住⽀援法⼈

不動産・保証関係会社

他地域の⽣活困窮者⾃⽴相談⽀援機関
⺠⽣委員・児童委員

外国⼈⽀援団体・相談窓⼝
ひきこもり⽀援機関

ＮＰＯ・ボランティア団体
商店街・商⼯会等経済団体

町内会・⾃治会、福祉委員、近隣住⺠
ライフライン⺠間事業者（電気・ガス・⽔道）

保健所（動物・ペットの多頭飼育等）
社会福祉協議会（資⾦、⽇常⽣活⾃⽴⽀援以外）

その他⾏政の担当部署
家族・親族・その他キーパーソン

その他
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抱えている課題別にプランに関わる関係機関・関係者をみると、経済的課題を抱えている人

については、「ハローワーク」が最も高く、平成 30・令和元年度は５割弱、令和２年度は３割

強となっていた。また、平成 30・令和元年度と比べると、令和２年度には「社会福祉協議会（生

活福祉資金）」が関与している割合が高くなっており、平成 30・令和元年度はほぼなかったが、

令和２年度には２割となっていた。 

孤立系課題を抱えている人については、「ハローワーク」に次いで、「福祉事務所（生活保護

担当部署）」が関与している割合が高くなっており、平成 30・令和元年度は３割、令和２年度

は３割弱となっていた。 

病気・けがを抱えている人、障害のある人、メンタルヘルス系課題を抱えている人について

は、「ハローワーク」に加え、「医療機関」が関与している割合が高くなっており、平成 30・令

和元年度は約４割、令和２年度は約３割となっていた。 
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図表 ２-９６ 経済的課題を抱えている人のプランに関わる関係機関・関係者 

（プランを作成した人 年度別の比較）＜複数選択可＞ 

 

  

ハローワーク
就業訓練所

就労準備⽀援機関
地域若者サポートステーション

就労⽀援法⼈・団体（就労訓練事業を含む）
⼀般企業

各種協同組合（⽣協等）
農業者・農業団体

医療機関
医療機関の内、無料低額診療実施機関

⾏政の保健担当部署

⾏政の障害担当部署
基幹相談⽀援センター
精神保健福祉センター

障害者就業・⽣活⽀援センター
障害者就労⽀援事業所

その他障害者⽀援機関・施設

⾏政の⾼齢者担当部署
地域包括⽀援センター

居宅介護⽀援事業所・その他介護事業所

⾏政の⼦ども家庭担当部署
教育委員会

保育所・幼稚園・⼦ども園
⼩・中・⾼（特別⽀援含む）学校

⼤学等（⾼等専⾨学校、専修学校、各種学校含む）
その他教育機関

家庭児童相談室（福祉事務所）
児童相談所・児童家庭⽀援センター

児童福祉施設
地域⼦育て⽀援センター

その他⼦育て⽀援機関
⾏政の⼈権担当部署

男⼥共同参画センター
婦⼈相談所・配偶者暴⼒相談⽀援センター

福祉事務所（⽣活保護担当部署）
ホームレス⽀援機関

⼀時保護施設
警察

更⽣保護施設・⾃⽴準備ホーム
地域⽣活定着⽀援センター

⾏政の税担当部署
⾏政の保険・年⾦担当部署（年⾦事務所含む）

社会保険労務⼠
⾃⽴・家計改善⽀援機関

⾷糧⽀援関係団体（フードバンク等）
⼩⼝貸付（⽣活福祉資⾦除く）

社会福祉協議会（⽣活福祉資⾦）
社会福祉協議会（⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業）

成年後⾒⼈制度の⽀援機関
法テラス・弁護⼠・司法書⼠

消費⽣活センター・消費⽣活相談窓⼝・多重債務者等相談窓⼝

⾏政の住宅施策担当部局（居住⽀援協議会）
居住⽀援法⼈

不動産・保証関係会社

他地域の⽣活困窮者⾃⽴相談⽀援機関
⺠⽣委員・児童委員

外国⼈⽀援団体・相談窓⼝
ひきこもり⽀援機関

ＮＰＯ・ボランティア団体
商店街・商⼯会等経済団体

町内会・⾃治会、福祉委員、近隣住⺠
ライフライン⺠間事業者（電気・ガス・⽔道）

保健所（動物・ペットの多頭飼育等）
社会福祉協議会（資⾦、⽇常⽣活⾃⽴⽀援以外）
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図表 ２-９７ 孤立系課題を抱えている人のプランに関わる関係機関・関係者 

（プランを作成した人 年度別の比較）＜複数選択可＞ 

 

  

ハローワーク
就業訓練所

就労準備⽀援機関
地域若者サポートステーション

就労⽀援法⼈・団体（就労訓練事業を含む）
⼀般企業

各種協同組合（⽣協等）
農業者・農業団体

医療機関
医療機関の内、無料低額診療実施機関

⾏政の保健担当部署

⾏政の障害担当部署
基幹相談⽀援センター
精神保健福祉センター

障害者就業・⽣活⽀援センター
障害者就労⽀援事業所

その他障害者⽀援機関・施設

⾏政の⾼齢者担当部署
地域包括⽀援センター

居宅介護⽀援事業所・その他介護事業所

⾏政の⼦ども家庭担当部署
教育委員会

保育所・幼稚園・⼦ども園
⼩・中・⾼（特別⽀援含む）学校

⼤学等（⾼等専⾨学校、専修学校、各種学校含む）
その他教育機関

家庭児童相談室（福祉事務所）
児童相談所・児童家庭⽀援センター

児童福祉施設
地域⼦育て⽀援センター

その他⼦育て⽀援機関
⾏政の⼈権担当部署

男⼥共同参画センター
婦⼈相談所・配偶者暴⼒相談⽀援センター

福祉事務所（⽣活保護担当部署）
ホームレス⽀援機関

⼀時保護施設
警察

更⽣保護施設・⾃⽴準備ホーム
地域⽣活定着⽀援センター

⾏政の税担当部署
⾏政の保険・年⾦担当部署（年⾦事務所含む）

社会保険労務⼠
⾃⽴・家計改善⽀援機関

⾷糧⽀援関係団体（フードバンク等）
⼩⼝貸付（⽣活福祉資⾦除く）

社会福祉協議会（⽣活福祉資⾦）
社会福祉協議会（⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業）

成年後⾒⼈制度の⽀援機関
法テラス・弁護⼠・司法書⼠

消費⽣活センター・消費⽣活相談窓⼝・多重債務者等相談窓⼝

⾏政の住宅施策担当部局（居住⽀援協議会）
居住⽀援法⼈

不動産・保証関係会社

他地域の⽣活困窮者⾃⽴相談⽀援機関
⺠⽣委員・児童委員

外国⼈⽀援団体・相談窓⼝
ひきこもり⽀援機関

ＮＰＯ・ボランティア団体
商店街・商⼯会等経済団体

町内会・⾃治会、福祉委員、近隣住⺠
ライフライン⺠間事業者（電気・ガス・⽔道）

保健所（動物・ペットの多頭飼育等）
社会福祉協議会（資⾦、⽇常⽣活⾃⽴⽀援以外）

その他⾏政の担当部署
家族・親族・その他キーパーソン

その他

不明

《障害》

 平成30年度( n = 3454)  令和元年度( n = 3556)  令和2年度( n = 2756)
《就労》

《医療》

《不明》

《⾼齢》

《⼦ども・⼈権》

《保護》

《⽣活・⾦銭》

《住居》

《その他》
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図表 ２-９８ 病気・けがを抱えている人のプランに関わる関係機関・関係者 

（プランを作成した人 年度別の比較）＜複数選択可＞ 

 

  

ハローワーク
就業訓練所

就労準備⽀援機関
地域若者サポートステーション

就労⽀援法⼈・団体（就労訓練事業を含む）
⼀般企業

各種協同組合（⽣協等）
農業者・農業団体

医療機関
医療機関の内、無料低額診療実施機関

⾏政の保健担当部署

⾏政の障害担当部署
基幹相談⽀援センター
精神保健福祉センター

障害者就業・⽣活⽀援センター
障害者就労⽀援事業所

その他障害者⽀援機関・施設

⾏政の⾼齢者担当部署
地域包括⽀援センター

居宅介護⽀援事業所・その他介護事業所

⾏政の⼦ども家庭担当部署
教育委員会

保育所・幼稚園・⼦ども園
⼩・中・⾼（特別⽀援含む）学校

⼤学等（⾼等専⾨学校、専修学校、各種学校含む）
その他教育機関

家庭児童相談室（福祉事務所）
児童相談所・児童家庭⽀援センター

児童福祉施設
地域⼦育て⽀援センター

その他⼦育て⽀援機関
⾏政の⼈権担当部署

男⼥共同参画センター
婦⼈相談所・配偶者暴⼒相談⽀援センター

福祉事務所（⽣活保護担当部署）
ホームレス⽀援機関

⼀時保護施設
警察

更⽣保護施設・⾃⽴準備ホーム
地域⽣活定着⽀援センター

⾏政の税担当部署
⾏政の保険・年⾦担当部署（年⾦事務所含む）

社会保険労務⼠
⾃⽴・家計改善⽀援機関

⾷糧⽀援関係団体（フードバンク等）
⼩⼝貸付（⽣活福祉資⾦除く）

社会福祉協議会（⽣活福祉資⾦）
社会福祉協議会（⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業）

成年後⾒⼈制度の⽀援機関
法テラス・弁護⼠・司法書⼠

消費⽣活センター・消費⽣活相談窓⼝・多重債務者等相談窓⼝

⾏政の住宅施策担当部局（居住⽀援協議会）
居住⽀援法⼈

不動産・保証関係会社

他地域の⽣活困窮者⾃⽴相談⽀援機関
⺠⽣委員・児童委員

外国⼈⽀援団体・相談窓⼝
ひきこもり⽀援機関

ＮＰＯ・ボランティア団体
商店街・商⼯会等経済団体

町内会・⾃治会、福祉委員、近隣住⺠
ライフライン⺠間事業者（電気・ガス・⽔道）

保健所（動物・ペットの多頭飼育等）
社会福祉協議会（資⾦、⽇常⽣活⾃⽴⽀援以外）

その他⾏政の担当部署
家族・親族・その他キーパーソン

その他

不明

《障害》

 平成30年度( n = 5336)  令和元年度( n = 5419)  令和2年度( n = 4867)
《就労》

《医療》

《不明》

《⾼齢》

《⼦ども・⼈権》

《保護》

《⽣活・⾦銭》

《住居》

《その他》
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図表 ２-９９ 障害のある人のプランに関わる関係機関・関係者 

（プランを作成した人 年度別の比較）＜複数選択可＞ 

 

  

ハローワーク
就業訓練所

就労準備⽀援機関
地域若者サポートステーション

就労⽀援法⼈・団体（就労訓練事業を含む）
⼀般企業

各種協同組合（⽣協等）
農業者・農業団体

医療機関
医療機関の内、無料低額診療実施機関

⾏政の保健担当部署

⾏政の障害担当部署
基幹相談⽀援センター
精神保健福祉センター

障害者就業・⽣活⽀援センター
障害者就労⽀援事業所

その他障害者⽀援機関・施設

⾏政の⾼齢者担当部署
地域包括⽀援センター

居宅介護⽀援事業所・その他介護事業所

⾏政の⼦ども家庭担当部署
教育委員会

保育所・幼稚園・⼦ども園
⼩・中・⾼（特別⽀援含む）学校

⼤学等（⾼等専⾨学校、専修学校、各種学校含む）
その他教育機関

家庭児童相談室（福祉事務所）
児童相談所・児童家庭⽀援センター

児童福祉施設
地域⼦育て⽀援センター

その他⼦育て⽀援機関
⾏政の⼈権担当部署

男⼥共同参画センター
婦⼈相談所・配偶者暴⼒相談⽀援センター

福祉事務所（⽣活保護担当部署）
ホームレス⽀援機関

⼀時保護施設
警察

更⽣保護施設・⾃⽴準備ホーム
地域⽣活定着⽀援センター

⾏政の税担当部署
⾏政の保険・年⾦担当部署（年⾦事務所含む）

社会保険労務⼠
⾃⽴・家計改善⽀援機関

⾷糧⽀援関係団体（フードバンク等）
⼩⼝貸付（⽣活福祉資⾦除く）

社会福祉協議会（⽣活福祉資⾦）
社会福祉協議会（⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業）

成年後⾒⼈制度の⽀援機関
法テラス・弁護⼠・司法書⼠

消費⽣活センター・消費⽣活相談窓⼝・多重債務者等相談窓⼝

⾏政の住宅施策担当部局（居住⽀援協議会）
居住⽀援法⼈

不動産・保証関係会社

他地域の⽣活困窮者⾃⽴相談⽀援機関
⺠⽣委員・児童委員

外国⼈⽀援団体・相談窓⼝
ひきこもり⽀援機関

ＮＰＯ・ボランティア団体
商店街・商⼯会等経済団体

町内会・⾃治会、福祉委員、近隣住⺠
ライフライン⺠間事業者（電気・ガス・⽔道）

保健所（動物・ペットの多頭飼育等）
社会福祉協議会（資⾦、⽇常⽣活⾃⽴⽀援以外）

その他⾏政の担当部署
家族・親族・その他キーパーソン

その他

不明

《障害》

 平成30年度( n = 3875)  令和元年度( n = 4118)  令和2年度( n = 3198)
《就労》

《医療》

《不明》

《⾼齢》

《⼦ども・⼈権》

《保護》

《⽣活・⾦銭》

《住居》

《その他》
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図表 ２-１００ メンタルヘルス系課題を抱える人のプランに関わる関係機関・関係者 

（プランを作成した人 年度別の比較）＜複数選択可＞ 

 

ハローワーク
就業訓練所

就労準備⽀援機関
地域若者サポートステーション

就労⽀援法⼈・団体（就労訓練事業を含む）
⼀般企業

各種協同組合（⽣協等）
農業者・農業団体

医療機関
医療機関の内、無料低額診療実施機関

⾏政の保健担当部署

⾏政の障害担当部署
基幹相談⽀援センター
精神保健福祉センター

障害者就業・⽣活⽀援センター
障害者就労⽀援事業所

その他障害者⽀援機関・施設

⾏政の⾼齢者担当部署
地域包括⽀援センター

居宅介護⽀援事業所・その他介護事業所

⾏政の⼦ども家庭担当部署
教育委員会

保育所・幼稚園・⼦ども園
⼩・中・⾼（特別⽀援含む）学校

⼤学等（⾼等専⾨学校、専修学校、各種学校含む）
その他教育機関

家庭児童相談室（福祉事務所）
児童相談所・児童家庭⽀援センター

児童福祉施設
地域⼦育て⽀援センター

その他⼦育て⽀援機関
⾏政の⼈権担当部署

男⼥共同参画センター
婦⼈相談所・配偶者暴⼒相談⽀援センター

福祉事務所（⽣活保護担当部署）
ホームレス⽀援機関

⼀時保護施設
警察

更⽣保護施設・⾃⽴準備ホーム
地域⽣活定着⽀援センター

⾏政の税担当部署
⾏政の保険・年⾦担当部署（年⾦事務所含む）

社会保険労務⼠
⾃⽴・家計改善⽀援機関

⾷糧⽀援関係団体（フードバンク等）
⼩⼝貸付（⽣活福祉資⾦除く）

社会福祉協議会（⽣活福祉資⾦）
社会福祉協議会（⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業）

成年後⾒⼈制度の⽀援機関
法テラス・弁護⼠・司法書⼠

消費⽣活センター・消費⽣活相談窓⼝・多重債務者等相談窓⼝

⾏政の住宅施策担当部局（居住⽀援協議会）
居住⽀援法⼈

不動産・保証関係会社

他地域の⽣活困窮者⾃⽴相談⽀援機関
⺠⽣委員・児童委員

外国⼈⽀援団体・相談窓⼝
ひきこもり⽀援機関

ＮＰＯ・ボランティア団体
商店街・商⼯会等経済団体

町内会・⾃治会、福祉委員、近隣住⺠
ライフライン⺠間事業者（電気・ガス・⽔道）

保健所（動物・ペットの多頭飼育等）
社会福祉協議会（資⾦、⽇常⽣活⾃⽴⽀援以外）

その他⾏政の担当部署
家族・親族・その他キーパーソン

その他

不明

《障害》

 平成30年度( n = 4469)  令和元年度( n = 4682)  令和2年度( n = 3818)
《就労》

《医療》

《不明》

《⾼齢》

《⼦ども・⼈権》
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《⽣活・⾦銭》

《住居》
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各利用サービス別にプランに関わる関係機関・関係者を見たところ、住居確保給付金の利用

者については、「ハローワーク」が最も高く、平成 30・令和元年度は９割弱、令和２年度は４

割強となっていた。 

また、一時生活支援事業利用者については、「地域生活定着支援センター」が最も高く、平成

30・令和元年度は７割、令和２年度は６割となっていた。 

家計改善支援事業利用者については、「社会福祉協議会（日常生活自立支援事業）」が最も高

く、平成 30・令和元年度は６割、令和２年度には６割強となっていた。 

就労系のサービスでも関わる関係機関・関係者は異なっており、就労準備支援事業利用者に

ついては、平成 30・令和元年度は「ハローワーク」が最も多く、４割を超えていたが、令和２

年度においては「就労準備支援機関」が最も多く５割を超えていた。 

認定就労訓練事業利用者については、「就労支援法人・団体（就労訓練事業を含む）」が最も

高く、平成 30 年度は７割、令和元年度は６割強、令和２年度は５割となっていた。 

自立相談支援事業による就労支援利用者の場合は、「ハローワーク」が最も多く、平成 30・

令和元年度は７割強、令和２年度は６割弱となっていた。 

生活福祉資金の貸付利用者のプランに関わる関係機関・関係者としては、平成 30・令和元年

度は「小口貸付（生活福祉資金除く）」が最も高く５割を超えていたが、令和２年度においては

「食糧支援関係団体（フードバンク等）」が最も高く５割弱となっていた。 

生活保護受給者等就労自立促進事業利用者のプランに関わる関係機関・関係者については、

「ハローワーク」が最も高く、平成 30・令和元年度は９割、令和２年度には９割弱となってい

た。 
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図表 ２-１０１ 住居確保給付金利用者のプランに関わる関係機関・関係者 

（プランを作成した人 年度別の比較）＜複数選択可＞ 

 

  

ハローワーク
就業訓練所

就労準備⽀援機関
地域若者サポートステーション

就労⽀援法⼈・団体（就労訓練事業を含む）
⼀般企業

各種協同組合（⽣協等）
農業者・農業団体

医療機関
医療機関の内、無料低額診療実施機関

⾏政の保健担当部署

⾏政の障害担当部署
基幹相談⽀援センター
精神保健福祉センター

障害者就業・⽣活⽀援センター
障害者就労⽀援事業所

その他障害者⽀援機関・施設

⾏政の⾼齢者担当部署
地域包括⽀援センター

居宅介護⽀援事業所・その他介護事業所

⾏政の⼦ども家庭担当部署
教育委員会

保育所・幼稚園・⼦ども園
⼩・中・⾼（特別⽀援含む）学校

⼤学等（⾼等専⾨学校、専修学校、各種学校含む）
その他教育機関

家庭児童相談室（福祉事務所）
児童相談所・児童家庭⽀援センター

児童福祉施設
地域⼦育て⽀援センター

その他⼦育て⽀援機関
⾏政の⼈権担当部署

男⼥共同参画センター
婦⼈相談所・配偶者暴⼒相談⽀援センター

福祉事務所（⽣活保護担当部署）
ホームレス⽀援機関

⼀時保護施設
警察

更⽣保護施設・⾃⽴準備ホーム
地域⽣活定着⽀援センター

⾏政の税担当部署
⾏政の保険・年⾦担当部署（年⾦事務所含む）

社会保険労務⼠
⾃⽴・家計改善⽀援機関

⾷糧⽀援関係団体（フードバンク等）
⼩⼝貸付（⽣活福祉資⾦除く）

社会福祉協議会（⽣活福祉資⾦）
社会福祉協議会（⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業）

成年後⾒⼈制度の⽀援機関
法テラス・弁護⼠・司法書⼠

消費⽣活センター・消費⽣活相談窓⼝・多重債務者等相談窓⼝

⾏政の住宅施策担当部局（居住⽀援協議会）
居住⽀援法⼈

不動産・保証関係会社

他地域の⽣活困窮者⾃⽴相談⽀援機関
⺠⽣委員・児童委員

外国⼈⽀援団体・相談窓⼝
ひきこもり⽀援機関

ＮＰＯ・ボランティア団体
商店街・商⼯会等経済団体

町内会・⾃治会、福祉委員、近隣住⺠
ライフライン⺠間事業者（電気・ガス・⽔道）

保健所（動物・ペットの多頭飼育等）
社会福祉協議会（資⾦、⽇常⽣活⾃⽴⽀援以外）

その他⾏政の担当部署
家族・親族・その他キーパーソン

その他

不明

《障害》

 平成30年度( n = 1619)  令和元年度( n = 1676)  令和2年度( n = 12693)
《就労》

《医療》

《不明》

《⾼齢》

《⼦ども・⼈権》

《保護》

《⽣活・⾦銭》

《住居》

《その他》
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図表 ２-１０２ 一時生活支援事業利用者のプランに関わる関係機関・関係者 

（プランを作成した人 年度別の比較）＜複数選択可＞ 

 

  

ハローワーク
就業訓練所

就労準備⽀援機関
地域若者サポートステーション

就労⽀援法⼈・団体（就労訓練事業を含む）
⼀般企業

各種協同組合（⽣協等）
農業者・農業団体

医療機関
医療機関の内、無料低額診療実施機関

⾏政の保健担当部署

⾏政の障害担当部署
基幹相談⽀援センター
精神保健福祉センター

障害者就業・⽣活⽀援センター
障害者就労⽀援事業所

その他障害者⽀援機関・施設

⾏政の⾼齢者担当部署
地域包括⽀援センター

居宅介護⽀援事業所・その他介護事業所

⾏政の⼦ども家庭担当部署
教育委員会

保育所・幼稚園・⼦ども園
⼩・中・⾼（特別⽀援含む）学校

⼤学等（⾼等専⾨学校、専修学校、各種学校含む）
その他教育機関

家庭児童相談室（福祉事務所）
児童相談所・児童家庭⽀援センター

児童福祉施設
地域⼦育て⽀援センター

その他⼦育て⽀援機関
⾏政の⼈権担当部署

男⼥共同参画センター
婦⼈相談所・配偶者暴⼒相談⽀援センター

福祉事務所（⽣活保護担当部署）
ホームレス⽀援機関

⼀時保護施設
警察

更⽣保護施設・⾃⽴準備ホーム
地域⽣活定着⽀援センター

⾏政の税担当部署
⾏政の保険・年⾦担当部署（年⾦事務所含む）

社会保険労務⼠
⾃⽴・家計改善⽀援機関

⾷糧⽀援関係団体（フードバンク等）
⼩⼝貸付（⽣活福祉資⾦除く）

社会福祉協議会（⽣活福祉資⾦）
社会福祉協議会（⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業）

成年後⾒⼈制度の⽀援機関
法テラス・弁護⼠・司法書⼠

消費⽣活センター・消費⽣活相談窓⼝・多重債務者等相談窓⼝

⾏政の住宅施策担当部局（居住⽀援協議会）
居住⽀援法⼈

不動産・保証関係会社

他地域の⽣活困窮者⾃⽴相談⽀援機関
⺠⽣委員・児童委員

外国⼈⽀援団体・相談窓⼝
ひきこもり⽀援機関

ＮＰＯ・ボランティア団体
商店街・商⼯会等経済団体

町内会・⾃治会、福祉委員、近隣住⺠
ライフライン⺠間事業者（電気・ガス・⽔道）

保健所（動物・ペットの多頭飼育等）
社会福祉協議会（資⾦、⽇常⽣活⾃⽴⽀援以外）

その他⾏政の担当部署
家族・親族・その他キーパーソン

その他

不明

《障害》

 平成30年度( n = 1754)  令和元年度( n = 1609)  令和2年度( n = 1435)
《就労》

《医療》

《不明》

《⾼齢》

《⼦ども・⼈権》

《保護》

《⽣活・⾦銭》
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図表 ２-１０３ 家計改善支援事業利用者のプランに関わる関係機関・関係者 

（プランを作成した人 年度別の比較）＜複数選択可＞ 

 

  

ハローワーク
就業訓練所

就労準備⽀援機関
地域若者サポートステーション

就労⽀援法⼈・団体（就労訓練事業を含む）
⼀般企業

各種協同組合（⽣協等）
農業者・農業団体

医療機関
医療機関の内、無料低額診療実施機関

⾏政の保健担当部署

⾏政の障害担当部署
基幹相談⽀援センター
精神保健福祉センター

障害者就業・⽣活⽀援センター
障害者就労⽀援事業所

その他障害者⽀援機関・施設

⾏政の⾼齢者担当部署
地域包括⽀援センター

居宅介護⽀援事業所・その他介護事業所

⾏政の⼦ども家庭担当部署
教育委員会

保育所・幼稚園・⼦ども園
⼩・中・⾼（特別⽀援含む）学校

⼤学等（⾼等専⾨学校、専修学校、各種学校含む）
その他教育機関

家庭児童相談室（福祉事務所）
児童相談所・児童家庭⽀援センター

児童福祉施設
地域⼦育て⽀援センター

その他⼦育て⽀援機関
⾏政の⼈権担当部署

男⼥共同参画センター
婦⼈相談所・配偶者暴⼒相談⽀援センター

福祉事務所（⽣活保護担当部署）
ホームレス⽀援機関

⼀時保護施設
警察

更⽣保護施設・⾃⽴準備ホーム
地域⽣活定着⽀援センター

⾏政の税担当部署
⾏政の保険・年⾦担当部署（年⾦事務所含む）

社会保険労務⼠
⾃⽴・家計改善⽀援機関

⾷糧⽀援関係団体（フードバンク等）
⼩⼝貸付（⽣活福祉資⾦除く）

社会福祉協議会（⽣活福祉資⾦）
社会福祉協議会（⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業）

成年後⾒⼈制度の⽀援機関
法テラス・弁護⼠・司法書⼠

消費⽣活センター・消費⽣活相談窓⼝・多重債務者等相談窓⼝

⾏政の住宅施策担当部局（居住⽀援協議会）
居住⽀援法⼈

不動産・保証関係会社

他地域の⽣活困窮者⾃⽴相談⽀援機関
⺠⽣委員・児童委員

外国⼈⽀援団体・相談窓⼝
ひきこもり⽀援機関

ＮＰＯ・ボランティア団体
商店街・商⼯会等経済団体

町内会・⾃治会、福祉委員、近隣住⺠
ライフライン⺠間事業者（電気・ガス・⽔道）

保健所（動物・ペットの多頭飼育等）
社会福祉協議会（資⾦、⽇常⽣活⾃⽴⽀援以外）

その他⾏政の担当部署
家族・親族・その他キーパーソン

その他

不明

《障害》

 平成30年度( n = 3351)  令和元年度( n = 3563)  令和2年度( n = 4736)
《就労》

《医療》

《不明》

《⾼齢》

《⼦ども・⼈権》

《保護》

《⽣活・⾦銭》

《住居》
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図表 ２-１０４ 就労準備支援事業利用者のプランに関わる関係機関・関係者 

（プランを作成した人 年度別の比較）＜複数選択可＞ 

 

  

ハローワーク
就業訓練所

就労準備⽀援機関
地域若者サポートステーション

就労⽀援法⼈・団体（就労訓練事業を含む）
⼀般企業

各種協同組合（⽣協等）
農業者・農業団体

医療機関
医療機関の内、無料低額診療実施機関

⾏政の保健担当部署

⾏政の障害担当部署
基幹相談⽀援センター
精神保健福祉センター

障害者就業・⽣活⽀援センター
障害者就労⽀援事業所

その他障害者⽀援機関・施設

⾏政の⾼齢者担当部署
地域包括⽀援センター

居宅介護⽀援事業所・その他介護事業所

⾏政の⼦ども家庭担当部署
教育委員会

保育所・幼稚園・⼦ども園
⼩・中・⾼（特別⽀援含む）学校

⼤学等（⾼等専⾨学校、専修学校、各種学校含む）
その他教育機関

家庭児童相談室（福祉事務所）
児童相談所・児童家庭⽀援センター

児童福祉施設
地域⼦育て⽀援センター

その他⼦育て⽀援機関
⾏政の⼈権担当部署

男⼥共同参画センター
婦⼈相談所・配偶者暴⼒相談⽀援センター

福祉事務所（⽣活保護担当部署）
ホームレス⽀援機関

⼀時保護施設
警察

更⽣保護施設・⾃⽴準備ホーム
地域⽣活定着⽀援センター

⾏政の税担当部署
⾏政の保険・年⾦担当部署（年⾦事務所含む）

社会保険労務⼠
⾃⽴・家計改善⽀援機関

⾷糧⽀援関係団体（フードバンク等）
⼩⼝貸付（⽣活福祉資⾦除く）

社会福祉協議会（⽣活福祉資⾦）
社会福祉協議会（⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業）

成年後⾒⼈制度の⽀援機関
法テラス・弁護⼠・司法書⼠

消費⽣活センター・消費⽣活相談窓⼝・多重債務者等相談窓⼝

⾏政の住宅施策担当部局（居住⽀援協議会）
居住⽀援法⼈

不動産・保証関係会社

他地域の⽣活困窮者⾃⽴相談⽀援機関
⺠⽣委員・児童委員

外国⼈⽀援団体・相談窓⼝
ひきこもり⽀援機関

ＮＰＯ・ボランティア団体
商店街・商⼯会等経済団体

町内会・⾃治会、福祉委員、近隣住⺠
ライフライン⺠間事業者（電気・ガス・⽔道）

保健所（動物・ペットの多頭飼育等）
社会福祉協議会（資⾦、⽇常⽣活⾃⽴⽀援以外）

その他⾏政の担当部署
家族・親族・その他キーパーソン

その他

不明

《障害》

 平成30年度( n = 1061)  令和元年度( n = 1354)  令和2年度( n = 1157)
《就労》

《医療》

《不明》

《⾼齢》

《⼦ども・⼈権》

《保護》

《⽣活・⾦銭》

《住居》

《その他》
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図表 ２-１０５ 認定就労訓練事業利用者のプランに関わる関係機関・関係者 

（プランを作成した人 年度別の比較）＜複数選択可＞ 

 

  

ハローワーク
就業訓練所

就労準備⽀援機関
地域若者サポートステーション

就労⽀援法⼈・団体（就労訓練事業を含む）
⼀般企業

各種協同組合（⽣協等）
農業者・農業団体

医療機関
医療機関の内、無料低額診療実施機関

⾏政の保健担当部署

⾏政の障害担当部署
基幹相談⽀援センター
精神保健福祉センター

障害者就業・⽣活⽀援センター
障害者就労⽀援事業所

その他障害者⽀援機関・施設

⾏政の⾼齢者担当部署
地域包括⽀援センター

居宅介護⽀援事業所・その他介護事業所

⾏政の⼦ども家庭担当部署
教育委員会

保育所・幼稚園・⼦ども園
⼩・中・⾼（特別⽀援含む）学校

⼤学等（⾼等専⾨学校、専修学校、各種学校含む）
その他教育機関

家庭児童相談室（福祉事務所）
児童相談所・児童家庭⽀援センター

児童福祉施設
地域⼦育て⽀援センター

その他⼦育て⽀援機関
⾏政の⼈権担当部署

男⼥共同参画センター
婦⼈相談所・配偶者暴⼒相談⽀援センター

福祉事務所（⽣活保護担当部署）
ホームレス⽀援機関

⼀時保護施設
警察

更⽣保護施設・⾃⽴準備ホーム
地域⽣活定着⽀援センター

⾏政の税担当部署
⾏政の保険・年⾦担当部署（年⾦事務所含む）

社会保険労務⼠
⾃⽴・家計改善⽀援機関

⾷糧⽀援関係団体（フードバンク等）
⼩⼝貸付（⽣活福祉資⾦除く）

社会福祉協議会（⽣活福祉資⾦）
社会福祉協議会（⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業）

成年後⾒⼈制度の⽀援機関
法テラス・弁護⼠・司法書⼠

消費⽣活センター・消費⽣活相談窓⼝・多重債務者等相談窓⼝

⾏政の住宅施策担当部局（居住⽀援協議会）
居住⽀援法⼈

不動産・保証関係会社

他地域の⽣活困窮者⾃⽴相談⽀援機関
⺠⽣委員・児童委員

外国⼈⽀援団体・相談窓⼝
ひきこもり⽀援機関

ＮＰＯ・ボランティア団体
商店街・商⼯会等経済団体

町内会・⾃治会、福祉委員、近隣住⺠
ライフライン⺠間事業者（電気・ガス・⽔道）

保健所（動物・ペットの多頭飼育等）
社会福祉協議会（資⾦、⽇常⽣活⾃⽴⽀援以外）

その他⾏政の担当部署
家族・親族・その他キーパーソン

その他

不明

《障害》

 平成30年度( n = 125)  令和元年度( n = 155)  令和2年度( n = 81)
《就労》

《医療》

《不明》

《⾼齢》

《⼦ども・⼈権》

《保護》

《⽣活・⾦銭》

《住居》

《その他》
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図表 ２-１０６ 自立相談支援事業による就労支援のプランに関わる関係機関・関係者 

（プランを作成した人 年度別の比較）＜複数選択可＞ 

 

  

ハローワーク
就業訓練所

就労準備⽀援機関
地域若者サポートステーション

就労⽀援法⼈・団体（就労訓練事業を含む）
⼀般企業

各種協同組合（⽣協等）
農業者・農業団体

医療機関
医療機関の内、無料低額診療実施機関

⾏政の保健担当部署

⾏政の障害担当部署
基幹相談⽀援センター
精神保健福祉センター

障害者就業・⽣活⽀援センター
障害者就労⽀援事業所

その他障害者⽀援機関・施設

⾏政の⾼齢者担当部署
地域包括⽀援センター

居宅介護⽀援事業所・その他介護事業所

⾏政の⼦ども家庭担当部署
教育委員会

保育所・幼稚園・⼦ども園
⼩・中・⾼（特別⽀援含む）学校

⼤学等（⾼等専⾨学校、専修学校、各種学校含む）
その他教育機関

家庭児童相談室（福祉事務所）
児童相談所・児童家庭⽀援センター

児童福祉施設
地域⼦育て⽀援センター

その他⼦育て⽀援機関
⾏政の⼈権担当部署

男⼥共同参画センター
婦⼈相談所・配偶者暴⼒相談⽀援センター

福祉事務所（⽣活保護担当部署）
ホームレス⽀援機関

⼀時保護施設
警察

更⽣保護施設・⾃⽴準備ホーム
地域⽣活定着⽀援センター

⾏政の税担当部署
⾏政の保険・年⾦担当部署（年⾦事務所含む）

社会保険労務⼠
⾃⽴・家計改善⽀援機関

⾷糧⽀援関係団体（フードバンク等）
⼩⼝貸付（⽣活福祉資⾦除く）

社会福祉協議会（⽣活福祉資⾦）
社会福祉協議会（⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業）

成年後⾒⼈制度の⽀援機関
法テラス・弁護⼠・司法書⼠

消費⽣活センター・消費⽣活相談窓⼝・多重債務者等相談窓⼝

⾏政の住宅施策担当部局（居住⽀援協議会）
居住⽀援法⼈

不動産・保証関係会社

他地域の⽣活困窮者⾃⽴相談⽀援機関
⺠⽣委員・児童委員

外国⼈⽀援団体・相談窓⼝
ひきこもり⽀援機関

ＮＰＯ・ボランティア団体
商店街・商⼯会等経済団体

町内会・⾃治会、福祉委員、近隣住⺠
ライフライン⺠間事業者（電気・ガス・⽔道）

保健所（動物・ペットの多頭飼育等）
社会福祉協議会（資⾦、⽇常⽣活⾃⽴⽀援以外）

その他⾏政の担当部署
家族・親族・その他キーパーソン

その他

不明

《障害》

 平成30年度( n = 8792)  令和元年度( n = 8814)  令和2年度( n = 15470)
《就労》

《医療》

《不明》

《⾼齢》

《⼦ども・⼈権》

《保護》

《⽣活・⾦銭》

《住居》

《その他》
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図表 ２-１０７ 生活福祉資金の貸付利用者のプランに関わる関係機関・関係者 

（プランを作成した人 年度別の比較）＜複数選択可＞ 

 

  

ハローワーク
就業訓練所

就労準備⽀援機関
地域若者サポートステーション

就労⽀援法⼈・団体（就労訓練事業を含む）
⼀般企業

各種協同組合（⽣協等）
農業者・農業団体

医療機関
医療機関の内、無料低額診療実施機関

⾏政の保健担当部署

⾏政の障害担当部署
基幹相談⽀援センター
精神保健福祉センター

障害者就業・⽣活⽀援センター
障害者就労⽀援事業所

その他障害者⽀援機関・施設

⾏政の⾼齢者担当部署
地域包括⽀援センター

居宅介護⽀援事業所・その他介護事業所

⾏政の⼦ども家庭担当部署
教育委員会

保育所・幼稚園・⼦ども園
⼩・中・⾼（特別⽀援含む）学校

⼤学等（⾼等専⾨学校、専修学校、各種学校含む）
その他教育機関

家庭児童相談室（福祉事務所）
児童相談所・児童家庭⽀援センター

児童福祉施設
地域⼦育て⽀援センター

その他⼦育て⽀援機関
⾏政の⼈権担当部署

男⼥共同参画センター
婦⼈相談所・配偶者暴⼒相談⽀援センター

福祉事務所（⽣活保護担当部署）
ホームレス⽀援機関

⼀時保護施設
警察

更⽣保護施設・⾃⽴準備ホーム
地域⽣活定着⽀援センター

⾏政の税担当部署
⾏政の保険・年⾦担当部署（年⾦事務所含む）

社会保険労務⼠
⾃⽴・家計改善⽀援機関

⾷糧⽀援関係団体（フードバンク等）
⼩⼝貸付（⽣活福祉資⾦除く）

社会福祉協議会（⽣活福祉資⾦）
社会福祉協議会（⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業）

成年後⾒⼈制度の⽀援機関
法テラス・弁護⼠・司法書⼠

消費⽣活センター・消費⽣活相談窓⼝・多重債務者等相談窓⼝

⾏政の住宅施策担当部局（居住⽀援協議会）
居住⽀援法⼈

不動産・保証関係会社

他地域の⽣活困窮者⾃⽴相談⽀援機関
⺠⽣委員・児童委員

外国⼈⽀援団体・相談窓⼝
ひきこもり⽀援機関

ＮＰＯ・ボランティア団体
商店街・商⼯会等経済団体

町内会・⾃治会、福祉委員、近隣住⺠
ライフライン⺠間事業者（電気・ガス・⽔道）

保健所（動物・ペットの多頭飼育等）
社会福祉協議会（資⾦、⽇常⽣活⾃⽴⽀援以外）

その他⾏政の担当部署
家族・親族・その他キーパーソン

その他

不明

《障害》

 平成30年度( n = 1096)  令和元年度( n = 1050)  令和2年度( n = 14381)
《就労》

《医療》

《不明》

《⾼齢》

《⼦ども・⼈権》

《保護》

《⽣活・⾦銭》

《住居》

《その他》
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図表 ２-１０８ 生活保護受給者等就労自立促進事業プランに関わる関係機関・関係者 

（プランを作成した人 年度別の比較）＜複数選択可＞ 

 

ハローワーク
就業訓練所

就労準備⽀援機関
地域若者サポートステーション

就労⽀援法⼈・団体（就労訓練事業を含む）
⼀般企業

各種協同組合（⽣協等）
農業者・農業団体

医療機関
医療機関の内、無料低額診療実施機関

⾏政の保健担当部署

⾏政の障害担当部署
基幹相談⽀援センター
精神保健福祉センター

障害者就業・⽣活⽀援センター
障害者就労⽀援事業所

その他障害者⽀援機関・施設

⾏政の⾼齢者担当部署
地域包括⽀援センター

居宅介護⽀援事業所・その他介護事業所

⾏政の⼦ども家庭担当部署
教育委員会

保育所・幼稚園・⼦ども園
⼩・中・⾼（特別⽀援含む）学校

⼤学等（⾼等専⾨学校、専修学校、各種学校含む）
その他教育機関

家庭児童相談室（福祉事務所）
児童相談所・児童家庭⽀援センター

児童福祉施設
地域⼦育て⽀援センター

その他⼦育て⽀援機関
⾏政の⼈権担当部署

男⼥共同参画センター
婦⼈相談所・配偶者暴⼒相談⽀援センター

福祉事務所（⽣活保護担当部署）
ホームレス⽀援機関

⼀時保護施設
警察

更⽣保護施設・⾃⽴準備ホーム
地域⽣活定着⽀援センター

⾏政の税担当部署
⾏政の保険・年⾦担当部署（年⾦事務所含む）

社会保険労務⼠
⾃⽴・家計改善⽀援機関

⾷糧⽀援関係団体（フードバンク等）
⼩⼝貸付（⽣活福祉資⾦除く）

社会福祉協議会（⽣活福祉資⾦）
社会福祉協議会（⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業）

成年後⾒⼈制度の⽀援機関
法テラス・弁護⼠・司法書⼠

消費⽣活センター・消費⽣活相談窓⼝・多重債務者等相談窓⼝

⾏政の住宅施策担当部局（居住⽀援協議会）
居住⽀援法⼈

不動産・保証関係会社

他地域の⽣活困窮者⾃⽴相談⽀援機関
⺠⽣委員・児童委員

外国⼈⽀援団体・相談窓⼝
ひきこもり⽀援機関

ＮＰＯ・ボランティア団体
商店街・商⼯会等経済団体

町内会・⾃治会、福祉委員、近隣住⺠
ライフライン⺠間事業者（電気・ガス・⽔道）

保健所（動物・ペットの多頭飼育等）
社会福祉協議会（資⾦、⽇常⽣活⾃⽴⽀援以外）

その他⾏政の担当部署
家族・親族・その他キーパーソン

その他

不明

《障害》

 平成30年度( n = 4733)  令和元年度( n = 4788)  令和2年度( n = 7090)
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 生活困窮者自立支援制度におけるプラン作成者の支援の結果 

① プラン作成者への評価の実施状況と評価までの期間 

生活困窮者自立支援制度における支援の結果を年度別にみると、令和２年度においてはまだ

評価まで実施された人の割合は４分の３であった。 

プラン評価を実施した人について、支援決定から評価までの期間をみると、どの年度におい

ても 180 日以上が最も多く約半数を占めていた。 

図表 ２-１０９ 評価の実施状況（プランを作成した人 年度別の比較） 

 

図表 ２-１１０ 支援決定・確認から評価までの期間（プランを作成した人 年度別の比較） 
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② プランの評価結果 

プラン評価を実施した人についてのプランの評価結果を年度別で比較すると、いずれの年度

も終結している人が６割強いる一方、再プランで継続となっている人は３割であった。 

利用したサービス別にみると、いずれの年度でも「一時生活支援事業」が終結している割合

が最も高く７割であった。次いで「生活福祉資金の貸付」が高くなっていた。就労支援系のサ

ービスは再プランとなる割合が他のサービスより高かった。 

図表 ２-１１１ プランの評価結果（プランを作成した人 年度別の比較） 

 
 

図表 ２-１１２ 利用したサービス別プラン結果（プランを作成した人 年度別の比較） 

＜複数選択可＞ 
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③ 評価結果別にみた支援対象者の属性 

プラン評価を実施した人の評価結果別に男女比をみると、いずれの結果についても、男性の

割合が多く、６割となっていた。 

年齢階層をみると、再プランとなる人は、40・50 歳代の割合が半数を占めていた。また、中

断している人は、20・30 歳代の割合が３割となっており、他と比べると平均年齢が低くなって

いた。 

図表 ２-１１３ 性別（プラン評価を実施した人 評価結果別） 

 

図表 ２-１１４ 年齢（プラン評価を実施した人 評価結果別） 

 

再プランとなる人は、扶養義務のある子どものいる人の割合が１割強となっていた。中断し

ている人は、扶養義務のない子どものいる人の割合が２割であった。 

図表 ２-１１５ 子どもの有無（プラン評価を実施した人 評価結果別） 
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健康状態については、終結している人は、通院していない健康状態の悪い人は１割だった。

再プランとなる人は、通院している割合が３割強であった。中断している人は、通院していな

い健康状態が良い人が４割強であった。 

図表 ２-１１６ 健康状態（プラン評価を実施した人 評価結果別） 

 

就労状況については、求職中の割合が、終結している人・再プランとなる人は４割、中断し

ている人は５割弱であった。 

図表 ２-１１７ 就労状況（プラン評価を実施した人 評価結果別） 
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相談支援機関にアクセスした際の相談内容については、最も多いのは「収入・生活費のこと」

で終結している人・中断している人は６割強、再プランとなる人は６割弱であった。次いで「仕

事探し、就職について」で終結している人は４割、再プランとなる人は５割弱、中断している

人は５割強であった。 

図表 ２-１１８ 相談内容（プラン評価を実施した人 評価結果別）＜複数選択可＞ 
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相談支援機関がとらえた、抱えている課題については、最も多いのは「病気」で、終結して

いる人・中断している人は７割、再プランとなる人は６割であった。次いで「障害（疑い）」で

終結している人は３割、再プランとなる人・中断している人は４割弱であった。 

図表 ２-１１９ 抱える課題（プラン評価を実施した人 評価結果別）＜複数選択可＞ 
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アセスメント時の緊急支援の必要性については、終結している人は４割強、再プランとなる

人・中断している人は３割強が支援を必要としていた。 

図表 ２-１２０ 緊急支援の必要性（プラン評価を実施した人 評価結果別） 

 

各種サービスの利用状況については、最も多いのは「自立相談支援事業による就労支援」で
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どちらも２割強となっていた。 

図表 ２-１２１ 法に基づくサービス等利用の状況（プラン評価を実施した人 評価結果別） 
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プラン作成時の関係機関・関係者については、最も多いのは「ハローワーク」で終結してい

る人は４割弱、再プランとなる人は４割強、中断している人は５割であった。次に多いのは、

終結している人は「福祉事務所（生活保護担当部署）」で２割だった。再プランとなる人・中断

している人は「医療機関」で約２割だった。 

図表 ２-１２２ プランに関わる関係機関・関係者（プラン評価を実施した人 評価結果別） 

＜複数選択可＞ 
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④ 支援決定前後での変化の状況 

支援を行った前後での変化の状況を年度別で比較すると、いずれの年度も変化があった割合

が高かった。利用したサービス別に変化の有無をみると、どのサービスにおいても変化があっ

た割合が高くなっていた。 

図表 ２-１２３ 支援決定前後の変化の有無（プランを作成した人 年度別の比較） 

 

図表 ２-１２４ 利用したサービス別の変化の有無（プランを作成した人 年度別の比較） 

＜複数選択可＞ 
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⑤ 変化の内容 

プランを作成した人について変化の内容を年度別で比較すると、経済的な変化としては、平

成 30・令和元年度は「一般就労開始（目的が継続的な就労）」が最も多く３割程度となってお

り、次いで「家計の改善」が多かった。令和２年度は「その他収入増加（一般就労以外）」が最

も多く２割弱となっており、次いで「一般就労開始（目的が継続的な就労）」が同じく２割弱と

多くなっていた。 

経済的以外での変化としては、いずれの年度においても「住まいの確保・安定」が約２割、

「自立意欲の向上・改善」が平成 30・令和元年度は全体の４分の１、令和２年度は２割弱と多

くなっていた。 

図表 ２-１２５ 変化の内容（プランを作成した人 年度別の比較）＜複数選択可＞ 
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変化の内容をみると、経済的な変化として最も多いのは「一般就労開始（目的が継続的な就

労）」で終結している人は全体の４分の１、再プランとなる人は２割、中断している人は１割強

であった。次に多いのは、終結している人は「家計の改善」で２割弱だった。再プランとなる

人・中断している人は「就職活動開始」で１割程度だった。 

経済的以外での変化として最も多いのは、終結している人は「住まいの確保・安定」が２割、

再プランとなる人・中断している人は「自立意欲の向上・改善」が多く、再プランとなる人が

全体の４分の１、中断している人が１割弱であった。 

図表 ２-１２６ 変化の内容（プラン評価を実施した人 評価結果別）＜複数選択可＞ 
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第３章 分析のまとめ 

 

今回の分析では、生活困窮者自立支援統計システムに登録された平成 30～令和２年度の支

援実績を見たところ、相談のみの人・プランを作成した人ともに、コロナ禍の影響を受け、令

和２年に向けて以下の傾向がみられた。 

若年齢化・扶養義務のある子どものいる人が増加した。健康状態については、健康状態が悪

い人・通院している人が減少し、就労中の人が増加した。住居の状況は、持家の人が減少し、

賃貸アパート・マンションの人が増加した。相談支援機関にアクセスした際の相談内容につい

ては、病気や健康、就労に関する相談内容が減り、収入に関する相談内容が増加した。 

コロナ禍の影響は、令和元年度から出現していると思われるが、年度別にみると、相談件数、

プラン作成件数について、令和２年度に大幅に増えているのと同時に、サービスとしては当面

の生活資金の確保のための生活福祉資金の貸付が大幅に増えている。 

今後、コロナ禍の影響は依然として先の見えない状況ではあるが、生活に困窮した人が、生

活保護に至る前の段階の自立できるような支援をするための本制度の重要性は改めて浮き彫

りになったところである。一人でも多くの人が、本制度を活用することにより、生活基盤の立

て直しを図ることができることに期待したい。 



 
 

  



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３部 重層的支援体制整備事業で用いられる 

    帳票類の改訂案 

    ～自治体ヒアリング結果より～ 

  



 
 

 



89 
 

第１章 事業実施自治体へのヒアリング調査の実施 

 ヒアリング調査実施概要 

① ヒアリング調査の目的 

令和３年度より開始された重層的支援体制整備事業（以下「重層事業」という。）

に先立ち、厚生労働省より、各自治体が重層事業の相談支援業務に取り組む際に用

いる帳票類やその活用方法を示した手引きが提示された。この中では、事業実施に

伴う国への実績報告のために必要とされる項目を除き、国の帳票そのものの使用

が必須とはされておらず、帳票類の使用方法は各自治体の裁量に委ねられている。 

本事業では、重層事業もしくは同事業への移行準備事業に取り組んでいる自治

体にヒアリング調査を実施し、それぞれの自治体が相談支援の中で各帳票をどの

ように活用しているのか、活用にあたっての課題はどのような点であるか等を明

らかにすることを目指した。 

 

② ヒアリング調査の対象 

本事業では、重層事業もしくは移行支援事業に取り組んでいる下表の 10 自治体

に対し、オンライン形式でのヒアリング調査を実施した。 

図表 ３-１ ヒアリング先一覧 

 
ヒアリン

グ対象 

ヒアリン

グ日時 

 

実施事業 

モデル事業

等の 

実施の有無 

 

事業実施体制 

1 
北海道 

妹背牛町 

令和３年

10 月 27

日（水） 

重層的支援 

体制整備事業 

 

なし 

 

社会福祉協議会に委託 

2 
愛知県 

岡崎市 

令和３年

10 月 29

日（金） 

移行準備事業 

（アウトリーチ等を通じ

た継続的支援の取組、 

参加支援の取組を実施） 

 

なし 

多機関協働事業：直接実施 

アウトリーチ等を通じた継続的支援事

業：社会福祉協議会に委託 

参加支援事業：社会福祉協議会に委託 

3 
静岡県 

吉田町 

令和３年

11 月 10

日（水） 

移行準備事業 

（アウトリーチ等を通じ

た継続的支援の取組、 

参加支援の取組を実施） 

 

令和２年度

～ 

 

直接実施 
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ヒアリン

グ対象 

ヒアリン

グ日時 

 

実施事業 

モデル事業

等の 

実施の有無 

 

事業実施体制 

4 
島根県 

松江市 

令和３年

11 月 16

日（火） 

移行準備事業 

（アウトリーチ等を通じ

た継続的支援の取組、参

加支援の取組を実施） 

 

平成 29 年度

～ 

 

社会福祉協議会に委託 

5 
長崎県 

長崎市 

令和３年

11 月 17

日（水） 

移行準備事業 

（多機関協働,アウトリ

ーチ等を通じた継続的支

援の取組、参加支援の取

組を実施） 

 

平成 28 年度

～ 

 

多機関協働事業、アウトリーチ等を通

じた継続的支援の取組、参加支援の

取組を医療法人春秋会、社会福祉法

人五蘊会に委託した２か所の多機関

型地域包括支援センターで実施 

6 
宮城県 

仙台市 

令和３年

11 月 19

日（金） 

移 行 準 備 事 業

（アウトリーチ

等を通じた継続

的支援の取組、

参加支援の取組

を実施） 

 

平成 30 年度

～ 

 

多機関協働事業＆アウトリーチ等を通

じた継続的支援事業：社会福祉協議

会に委託 

参加支援事業：NPO 法人 NPO 法人全

国コミュニティライフサポートセン

ター国見・千代田のより処 ひなた

ぼっこに委託 

7 
埼玉県 

鳩山町 

令和３年

11 月 25

日（木） 

重層的支援 

体制整備事業 

 

令和元年度

～ 

 

社会福祉協議会に委託 

8 
山形県 

山形市 

令和３年

11 月 26

日（金） 

移行準備事業 

（アウトリーチ等を通じ

た継続的支援の取組、 

参加支援の取組を実施） 

 

平成 28 年度

～ 

 

社会福祉協議会に委託 

9 

埼玉県 

ふじみ野

市 

令和３年

12 月 24

日（金） 

移行準備事業 

（多機関協働事業、アウ

トリーチ等を通じた継続

的支援の取組、参加支援

の取組を実施） 

 

平成 30 年度

～ 

 

社会福祉協議会に委託 

10 
秋田県 

大館市 

令和４年

１月 12

日（水） 

重層的支援 

体制整備事業 

 

なし 

 

社会福祉協議会に委託 
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 ヒアリング調査の項目 

本調査でのヒアリング調査項目は以下の通りである。なお、ヒアリング調査実施にあ

たっては、各自治体が実際の相談支援の中で各帳票をどのように用いているか、その具

体的な状況を把握するために、代表的な事例として２例程度の情報提供を依頼した。 

図表 ３-２ ヒアリング項目一覧 

 Ⅰ 重層的支援体制整備事業（または同事業への移行準備事業）の概況 

○ 事業の実施状況 
・実施している事業の種類（移行準備事業の場合） 
・事業の実施体制（直営型／委託型、委託先団体の種類 等） 
・行政の関わり方 等 

○ 事業の実施状況 
・開始時期／相談受付件数／相談ケースの全体傾向 

Ⅱ 帳票の活用状況について 

○ 各帳票を活用しての支援の具体例 
・各帳票の活用状況 
・支援の流れと各帳票を使用するタイミング 

○ 相談受付・申込票（３事業共通）について 
・相談者（本人）による記入状況 
・記入しづらかったケース（相談者像、相談内容、あると良い選択肢 等） 
・支援者間での活用方法、管理方法 

○ インテーク・アセスメントシートについて 
・シート記入時の聞き取り方法 
・記入しづらかったケース（相談者像、相談内容等） 
・必要度が高い／低い情報項目、追加すべき情報項目、理由 
・相談歴・主訴の書き方に対する意見 
・アセスメント結果の整理・支援検討の流れ、記入内容 
・プラン作成にあたり必要と考える内容 等 

○ プランシートについて 
・プラン策定時の流れ 
・記入しづらかったケース（課題内容、プラン内容等） 
・追加すべき情報項目、理由 
・選択肢化が可能と考えられる項目 等 

○ 評価シート（３事業共通） 
・評価実施時の検討の流れ（本人とのやりとり等） 
・「見られた変化」の内容に対する意見、提案 
・記入しづらかったケース（プラン内容、課題等） 
・段階的な支援（再プラン策定等）を検討する際の必要情報 
・選択肢化が可能と考えられる項目 等 

○ 帳票類および評価指標の手引きについて 
・理解がしにくい点（補足説明が必要など） 
・改善が望ましい点（使い勝手などを含む） 

Ⅲ 事業全体について 

○ 認識している課題、今後の展望 
○ 帳票類に対する全般的意見、その他要望等 
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第２章 ヒアリング調査結果及び明らかになった課題 

 ヒアリング調査対象の概要 

ヒアリング調査の結果、重層事業や移行準備事業に取組んでいる自治体の中でも国

が提示した帳票類の活用状況はまちまちであった。ヒアリング調査対象自治体の概要

は以下の通りである。 

 

① 事業の実施状況について 

本事業でヒアリングを行った 10 自治体のうち、２自治体が重層事業を、残る８

自治体が移行準備事業を行っていた。 

10 自治体のうち７自治体が、令和２年度以前からモデル事業に取り組んでいた。 

今年度の事業実施体制としては、自治体が直営実施している自治体は１自治体

のみで、社会福祉協議会または医療法人・社会福祉法人に全部委託をしている自治

体が８件、事業内容によって直営と委託を組み合わせている自治体が１件であっ

た。 

事業の委託先については、全部委託をしている自治体のうち６自治体の委託先

が社会福祉協議会であった。なお、その他の自治体でも社会福祉協議会に部分委託

を行っていた。 

 

② 帳票類の使用状況 

重層事業もしくは移行準備事業において使用する帳票の様式については、自治

体ごとに工夫されていた。相談受付・申込票、インテーク・アセスメントシート、

プラン兼事業等利用申込書、評価シート、つながり評価シートすべてについて、国

様式を用いていたのは３自治体であった。他の自治体は、先行して取り組んでいた

モデル事業の経緯等を踏まえ、国様式を一部改変・省略したり、独自様式の帳票を

作成したりして対応していた。 
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 帳票類や手引きに関する課題 

ヒアリング調査対象自治体より把握された、重層事業にかかる帳票類や手引きに関

する課題としては以下のような点が挙げられる。 

 

① 帳票類全体への共通事項 

 複数の帳票に入力することの煩雑さについて 

多くの自治体から、帳票すべてを関数もしくはマクロでつなげること等により、

記入を簡略化できた方が良いとの指摘があった。現状のままでは、各資料を作成す

る際の作業負担が大きく、相談業務に支障をきたす可能性があるとの意見も見受

けられた。 

 

 ケース起票・評価の単位について 

インテーク・アセスメントシート・プラン兼事業等利用申込書について、同世帯

内に複数名の支援対象者がいる場合に、個人・世帯のどちらの単位で起票するか迷

う、という旨の意見が多数あった。 

 

② 各帳票について 

１） 相談受付・申込票  

 「相談受付・申込票」の名称、位置づけについて 

重層事業の事業特性上、支援対象者が自ら多機関協働事業者へ相談に来る人ば

かりではないことを考慮すると、「相談受付・申込票」という名前には違和感があ

るとの声が寄せられた。 

また、現在の帳票では本人記入欄と相談受理機関記入欄が交互に並んだ形とな

っており、混乱する利用者が多いとの課題が挙げられた。 

なお、生活困窮者自立支援制度と一体的に運用できるよう、相談受付・申込票を

生活困窮者自立支援制度の帳票を用いている自治体もあった。また、そのようなシ

ステムを求める意見も複数あった。 

 

 同意取得について 

ひきこもり支援のケースなど、本人以外からの相談をきっかけに支援が始まる

場合や、個人情報を提供することに対する忌避感がある場合、初回相談で同意欄に

署名を得ることが難しい、という指摘が多数聞かれた。 

また、生活困窮者自立支援事業と、多機関協働事業・アウトリーチ等を通じた継

続的支援事業・参加支援事業とを同一の窓口で担当している場合、複数の事業を利
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用する場合でも、何度も本人に署名を依頼することは利用者にとって不自然であ

るとの声もあった。その点を考慮し、同意取得のための様式を別途設け、重層事業

と生活困窮者自立支援事業とを一体的に運営している自治体もあった。 

なお、同意欄については、初回面談時にはいったん保留し、多機関協働事業／ア

ウトリーチ等を通じた継続的支援事業／参加支援事業として起票、複数回面談を

重ねる中で信頼関係を構築した上で署名をもらう自治体があった一方で、同意が

ない場合は支援会議のみで対応を協議し、国の実績報告には反映していない自治

体もあった。 

 

２） インテーク・アセスメントシート 

 項目数ついて 

現在のインテーク・アセスメントシートについては、これまで様々な項目を盛り

込んでほしいという要望があり、また、相談支援を行う者がシートに盛り込まれて

いる項目に関する視点を自然に持てるようになる学習効果への期待も寄せられて

いた。一方で、ヒアリングでは様式内の項目が多いという意見が寄せられた。また、

国様式では項目が多いため、現場での会議・申し送り等を行う場面では別途簡潔な

資料を作成しており、国様式で示されたインテーク・アセスメントシートの項目は

国への実績報告用に転記しているという自治体が複数あった。 

 

 項目内容ついて 

＜相談経路＞ 

チェック項目に「議員」「相談なし」を記してほしいとの意見が挙がった。 

     

    ＜本人の主訴・状況（生活歴を含む）＞ 

会議資料として示すことができるよう、インテーク・アセスメントシートの他の

部分と分離しやすい形にしてはどうかという意見があった。 

 

＜相談者と関わる課題と特性＞ 

チェック項目に、「成年後見制度」「認知症」「買い物ゴミ出し等」「依存症等」を

記してほしいとの意見が挙がった。 

一方、複雑な課題を抱える支援対象者が多いため、項目化は難しいとの声もあっ

た。 

 

＜家族関係図・エコマップ＞ 

複雑な世帯が多いため、書面上で描くことが難しく、使用していないという自治

体もあった。  
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    ＜その他＞ 

現在のシートでは多様な状態像に対応できるよう「その他の特記事項」欄が活用

できるようになっているが、一方で、サービス利用状況や今後受けられる可能性が

あるサービス、支援機関との関係性（過去につながりがあったけれど今は希薄、相

談員と相性が良い、悪いなど）や過去の職歴等について自由記載できる項目があっ

た方が良い、との要望が寄せられた。 

 

３） プラン兼事業等利用申込書について 

 同意取得について 

プランを改訂するたびにプラン兼事業等利用申込書の同意欄にも署名をもらう

ことが難しい、という意見が寄せられた。 

 

 記載項目、内容ついて 

プラン兼事業等利用申込書にはあまり詳細な内容を記載すると本人に圧迫感を

与えてしまうことから、本人に署名をもらう際に様式そのものを見せづらいとい

う意見があった。また、本人が認識している課題と支援の担当者が認識している課

題が違う場合、支援の担当者が立てたプランに対して同意をもらうことが難しい

という課題も把握された。 

なお、プラン兼事業等利用申込書の中で支援経過の確認ができるように工夫し

ている自治体が複数あった。 

 

 複数事業間での帳票の取り扱いについて 

多機関協働事業・アウトリーチ等を通じた継続的支援事業・参加支援事業の帳票

を使用する際、各帳票の記載項目のうち、帳票間で重複するものについてはマクロ

機能等で自動的に記載内容が反映されるなどの連携が行われると分かりやすい、

という意見も多かった。 
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４） 評価シートについて 

 項目内容ついて 

支援による変化として、「見られた変化」に記載されている項目はハードルが高

く、なかなかチェックを付けることが出来ないという課題が挙げられた。その上で、

「買い物に出た」「本人と面談できるようになった」「ハローワークに行った」など、

些細な変化でも記載できるようにしてほしいという意見が寄せられた。 

また、他帳票と同じく、支援対象者が亡くなった場合にチェックする項目を追記

してほしいという意見があった。 

 

５） つながり評価シートについて 

「目標の達成状況」の評価について、その選択肢に客観的に評価できるものと担

当者の主観に依ってしまうものが混在していることを課題として挙げた自治体も

あった。 

つながり評価シートのみファイルが１枚分かれているため、ケースごとの実施

状況を管理するのが負担になっているという意見も見られた。 

また、評価シートと同じく、支援対象者が亡くなった場合にチェックする項目を

追記してほしいという意見もあった。 

加えて、インテーク・アセスメントシートやプラン兼事業等利用申込書を世帯に

対して起票した場合、つながり評価シート内に、誰に対する評価であるのかを記載

する欄がほしいという意見があった。 
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③ 手引きについて 

１） プラン兼事業等利用申込書について 

同一世帯の中に課題を抱える支援対象者が複数いる場合に、プランの作り方が

分からないとの意見が寄せられた。 

 

２） つながり評価シートについて 

つながり評価シートの使い方や評価の指標がわかりづらい、という意見が複数

寄せられた。また、評価スパンについての記載が分かりづらいという自治体もあっ

た。 

また、つながり評価の開始時期を、現在の「初回相談後１か月以内」ではなく初

回相談時に設定し、支援者の介入前後の初期値を取れるようにしてほしいという

意見があった。 

なお、業務多忙のためつながり評価のためだけに面談を行うことは難しいとの

声も寄せられた。評価スパンを概ね３か月と解釈し、直近で面談したときの様子を

もとに評価を行っている自治体もあった。 

さらに、本シートは担当者だけが評価するものなのか、会議体をもって評価すべ

きなのかが手引きに記載されていないことについても指摘があった。それに関連

し、３か月では大きく状況が動かない場合もあることを踏まえると、評価のためだ

けに関係者を招集し会議を行うことは、関係者の業務の忙しさを考えると難しい、

という意見が上がった。加えて、担当者が支援対象者に直接会って評価を伝える際、

内容がマイナスだと難しさを感じる、という意見が出た。 

 

３） 記載方法について 

現在の手引きは、全体をしっかりと読み込まないと各帳票の記入タイミングが

明確に分からない、という声もあった。 

上記の課題に対応するためには、例えば次のページの図のように、モデルケース

として帳票を使用するタイミングを図示することが効果的であると考えられる。 
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 その他の課題 

① 実績報告について 

記載内容について、地域の人たちとの関係性づくり・参加支援の地域資源の開発

状況など、実績報告上の数には現れない活動を報告できるようにしてほしい、とい

う意見が複数寄せられた。また、アウトリーチから多機関協働事業へ、参加支援か

ら多機関協働事業への流れも報告できるようにしてほしい、との意見が挙がった。 

記載の方法については、現場の細かいニュアンスを報告できるよう、チェック式

を最小限にして記述式を導入してほしいという意見があった一方で、簡素化の観

点からチェックボックスの利点を挙げる自治体もあった。 

また、出力様式について、他帳票類と実績報告をマクロで連動するようにしてほ

しいという意見が多く寄せられた。さらに、その際には一度起票した後の修正等も

反映される形にしてほしいとのことだった。エクセルをコピーする際に、一部のみ

コピーできる設定にしてほしいという意見も多数あった。加えて、ミス防止と業務

簡略化の観点から、ケースの番号を打ち込んだら検索結果が一画面に出力される

ような形にしてほしい、という要望もあった。 

いずれにしても、国への実績報告の負担が大きいということはヒアリング対象

の自治体全体で共通した意見であり、今後より多くの自治体が事業に取り組むた

めには、より簡便な方法での実績報告ができるようになることが望まれる。 

なお、本調査で把握した令和３年４月～９月の事業実績数の多寡は自治体ごと

にばらつきがあった。これは、各自治体が異なる方法でカウントを行っていたため

と考えられる。また、この背景には、各自治体によって支援体制は様々であり、相

談受付方法や他の支援関係機関から多機関協働事業へのつながり方も多様なかた

ちが存在していることが考えられる。全国画一的なカウント方法を設定すること

は、同時に自治体の支援体制整備の柔軟性を低下させてしまうことにもつながり

かねないため、困難な面もあるが、できる限り自治体によってばらつきがでないよ

うなケースのカウント方法を検討し、手引きに明記することが望まれる。 

 

② 重層的支援体制整備事業の位置づけについて 

重層事業は令和３年度から新たに始まった取り組みであり、モデル事業から取

り組んでいた自治体でも、その実績はまだ少ないのが実情である。そのため、今回

ヒアリング調査を実施した 10 自治体の中でも、複合的な課題を抱え、制度のはざ

まにいる人を対象とした支援であることには変わりないものの、「重層的支援」の

とらえ方が、自治体によってまちまちであることが明らかになった。 

具体的にどのような部署が主体となり、どのような体制で事業を展開していく
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かは、それぞれの自治体の従来の体制等を踏まえ構築していくことが求められる

ため、一概に同じ形で事業が進むわけではないが、今後全国で重層事業を拡大して

いくにあたっては、これから取り組む自治体にとって「重層的支援体制整備事業」

とはどのようなものかがよりイメージが付きやすいよう、ケース事例等も含めて

提示していくことが必要になると考えられる。 
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第３章 帳票並びに手引きの改訂案 

ヒアリング調査結果を踏まえ、重層事業で用いられる帳票並びに手引きの改訂案を

掲載する。なお、本改訂案は、あくまでも本事業の到達点としてのイメージであり、国

においては、引き続き本事業で得られた改善が望まれる点を参考にしつつ、必要に応じ

て改訂していくことが望ましいと考えられる。 
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重層的支援体制整備事業に係る 

帳票類及び実績報告の手引き 
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＜本手引きの内容＞ 

 

別紙１ 帳票類の手引き 

 

別紙２ 多機関協働事業者向け実績報告の手引き 

 

別紙３ アウトリーチ等を通じた継続的支援事業者及び参加支援事業者向け 

実績報告の手引き 

 

（帳票類一覧） 

・ 相談受付・申込票 

・ インテーク・アセスメントシート 

・ 多機関協働事業のプラン兼事業等利用申込書 

・ 評価シート 

・ つながり評価シート 

・ アウトリーチ等を通じた継続的支援事業のプラン 

 ・ 参加支援事業のプラン 
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別紙１ 

 

 

帳票類の手引き 

 

１．相談支援プロセスの流れと帳票の使用について 

（１）重層的支援体制整備事業における相談フロー 

   重層的支援体制整備事業の相談支援プロセスは以下の通りであるが、必ずしも当   

該流れに則るものではなく、相談者本人の状況に応じて適切に対応することが重要

である。 

 

＜支援フローの概要＞ 

 

 

 

（２）帳票類の基本的な考え方 

多機関協働事業、参加支援事業、アウトリーチ等を通じた継続的支援事業ごとに、

以下のとおり帳票を設定している。これらの帳票は、使用を必須とするものではな

く、適宜支援現場の実情に応じて活用してただくものである。しかし将来的には、
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帳票から実績報告を行うシステム化をはかり全国共通で活用していくことを想定

していることから、可能な範囲で積極的にご活用いただきたい。（なお、システム

は令和５年度目途に稼働予定） 

また、多機関協働事業は、実績報告を行う際に、相談受付・申込票、インテーク・

アセスメントシート、多機関協働事業のプラン兼事業等利用申込書、評価シート、

つながり評価シートの該当項目のデータを収集することを予定しているため、適切

な実績収集・分析のため、原則これらの帳票を活用いただきたい。 

 

＜各事業における帳票の一覧＞ 

多機関協働事業 

１．相談受付・申込票 

２．インテーク・アセスメントシート 

３．多機関協働事業のプラン兼事業等利用申込書 

４．評価シート 

５．つながり評価シート 

 

参加支援事業 

１．相談受付・申込票 

２．参加支援事業のプラン 

 

アウトリーチ等を通じた継続的支援事業 

１．相談受付・申込票 

２．アウトリーチ等を通じた継続的支援事業のプラン 

 

２．各帳票の記入方法と着眼点・留意点 

以下で、各帳票の考え方を解説する。 

 

（１）相談受付・申込票 

相談受付・申込票は、「多機関協働事業」「参加支援事業」「アウトリーチ等を通

じた継続的支援事業」を利用する際に、支援関係機関あるいは本人が利用するもの

である。 

 

①記載項目 

記載項目 考え方 

受付機関 該当する機関にチェックを付ける。 

初回相談受付

日 

多機関協働事業は、初回相談受付日の入力を行うことで、「支援期間」

の起算点が定まる。 
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※参加支援事業とアウトリーチ等を通じた継続的支援事業は、プラン

の初回相談受付日の欄に記載する。 

相談経路 該当する機関にチェックを入れる。 

※「その他の機関」に該当する場合には自由記述欄に記載。

性別 該当するものにチェックあるいは、記載する。 

生年月日 本人の生年月日を西暦で記載する。 

年齢 本人の年齢を記載する。 

②基本的考え方

活用 

場面 
初回相談受付時 記入者 本人 ○ 支援者 △（補助）

位置 

づけ 

・本人の氏名・住所等の基本情報や主訴を把握するためのもの。

・初回相談時に本人が記載する。本人が直接記載することが難しい場合は、

支援者が補助する。

・多機関協働事業、参加支援事業、アウトリーチ等を通じた継続的支援事業

の利用に関する本人の申し込み意思及び個人情報の共有に係る同意を確

認するためのシートでもある。

・シート末尾の「相談申込み欄」に本人の署名または捺印を得ることでその

意思を確認する。そしてその際には、別紙の個人情報に関する管理・取扱

規程を説明することで、以後の支援にあたって必要となる関係機関（者）

との情報共有についても同意を得る。

・本シートは、多機関協働事業、参加支援事業、アウトリーチ等を通じた継

続的支援事業を含む支援関係機関で様式を共通化しており、相互に利用が

可能。

基本的な記入方針 

○ 相談受付・申込票は、原則、本人に記載してもらうが、本人が記載できない場合

や記載したがらない項目は無理強いせずに、支援者が記載を手伝ったり聞き取っ

たりしながら記載を代行する。

相談受付時の着眼点・留意点 

本人の思いの引き出し、整理を支援する 

○ 本人の訴えを傾聴し、主訴を把握する。ここで本人の側に寄り添いながら訴えを受

けとめることが相談支援にあたっての信頼関係構築の第一歩となる。

○ 本人の記載や話す内容をもとに、支援者がより深い内容を聞き、本人の希望を整理

することが必要な場合もある。また、本人のみならず必要がある場合には、世帯全

体の状況を把握し記載する。

○ なお、本人の主訴等が明確に把握できない場合には、支援者の見解として分けて記

載を補足する。
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本人同意の意味合いと留意点 

○ 「■相談申込み欄」に本人が署名することで、多機関協働事業、参加支援事業、ア

ウトリーチ等を通じた継続的支援事業の利用を正式に申し込むことになり、その際

に、同時に支援者が本人に対して説明する「個人情報に関する管理・取扱規程」に

基づく関係機関等との情報共有についても同意を得ることとなる。 

○ ただし、ここで得る関係機関等との情報共有に関する同意は、あくまで「個人情報

に関する管理・取扱規程」に基づく個人情報の取扱いルールについて包括的に同意

しただけにすぎない。そのため、ここで同意を得た後も、実際に他の機関等に本人

の情報を伝達・共有・照会等する場合には、必ずその都度本人に対して説明のうえ

で同意を得ることが原則である（「個人情報に関する管理・取扱規程の【第三者へ

の提供の制限】の規定に基づく運用が原則）。 

○ 中には、例えば、多機関協働事業の利用は申し込むが、他機関等との情報共有につ

いては承諾しない相談者がいる場合も考えられる。このような場合には、「■相談

申込み欄」の文章のうち、2・3行目（関係機関（者）と情報共有することについ

て同意する旨の文章）を取り消し線等で除外した上で、相談申込みのみを受け付

け、支援を始めることも可能である。 

○ なお、本人の同意の有無に関わらず、各機関が定めるプライバシーポリシー（個人

情報保護に関する規程）を遵守して個人情報を取り扱うべきことは言うまでもない

ことである。 

○ 相談申込み欄内の文言や署名の取り方については、各自治体・事業実施団体におい

てカスタマイズすることは可能であり、その際には個人情報に関する管理・取扱規

程の内容と併せて各自治体・事業実施団体の個人情報保護管理所管部署による内容

の確認を得ることが必要である。 

本人同意が得られない場合の対応 

○ 前述したように、本人同意が得られない場合も、本人やその世帯について複合かつ

複雑な課題を抱えている可能性があると判断する場合は、支援者が相談受付・申込

票をいったん起票し、新規相談者として登録のうえ、支援を開始する。 

○ このように、相談支援が必要と考えられる本人に対して、本人が当初は相談に積極

的ではなくとも本人の状態にあわせて関わりを持ち続け、つながりを作ることが重

要である。 

本人以外の家族等が来所した場合 

○ ひきこもりの状態にある方など、本人との接点が持ちづらく、家族との接点のみで

相談支援が継続することが見込まれる場合は、まずはその家族を主たる相談者とし

て相談を開始する。そして、家族自身が抱える課題を支えることから始める。本人

については、その本人との直接の接点が持て、直接的な相談支援が可能となった時
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点で別のケースとして対応する。 

 

各項目の記載に関する特記事項・留意点 

項目 記載に関する特記事項・留意点 

基本情報 性別 ・「性別」欄の（ ）は、例えば性的マイノリティの方な

ど、本人が自認している形で書けるように用意した項目で

ある。ただし、自治体への報告では、男性・女性のいずれ

かで情報を整理する。 

生年月日 ・生年月日が不明で年齢のみがわかる場合は、年齢のみを記

録する。 

電話等 ・本人に最も連絡がとりやすい方法は何か、連絡をとる際に

気をつけなければならないことはないか（時間帯、他の人

が電話に出た場合の説明の仕方等）を確認しておく。 

・電話番号（自宅・携帯）やメールの連絡先については、す

べて記載してもらう必要はなく、本人が連絡を希望する方

法について記載してもらう。 

ご相談内容 ・相談したい内容や困っていることについて本人に記載して

もらう。 

・本人が考えや思いを整理できていないなどで自分自身で選

択肢を選んだり記載することが困難な場合は、記載は無理

強いしない。支援者が話を聞きとって、相談受付・申込票

の記載を手伝ったり、あるいは本票に記載しなくとも、イ

ンテーク・アセスメントシートに「本人の訴えや状況」と

して支援者が記載する。 

・選択肢に番号をつけることを希望する場合は、各機関にお

いて様式をカスタマイズすることも可能。 

相談申込み欄 ・本人に対して、相談支援の利用申込意思を確認するための

もの。 

・必ず個人情報に関する管理・取扱規程（(５）参照）につ

いて説明し、本人（又は代理人）に理解いただいた上で、

相談申込み欄に署名、日付を本人（又は代理人）に記載し

てもらう。 

・本人が署名をしたがらないなどで同意をとりづらい場合、

支援は継続するものの、本人に関する関係機関・関係者へ

の情報の照会や共有を行う場合は、それ以前の段階におい

て必ず本人の同意を得るようにする。また、プラン策定は
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項目 記載に関する特記事項・留意点 

本人同意が基本となり、かつ重層的支援会議における情報

共有が必要となることから、プラン策定前の段階では原則

として本人同意を得るようにする。 

・身体障害があるなど、本人が署名できない場合は、本人の

希望する親族その他の関係者などが署名を行うことは可能

である。なお、多機関協働事業や参加支援事業、アウトリ

ーチ等事業の支援者等は相談支援を行う側であるので、署

名を行うことは基本的に不可。 

・相談申込み先の名称は、実際の支援機関の名称を用いるな

ど、署名する本人にとって分かりやすい呼称を明記する形

でもよい。 

・本人が、多機関協働事業（あるいはその他の特定の事業）

については申し込むが、他機関等との情報共有や関わりに

ついて拒否を示す場合には、「■相談申込み」欄の関係機関

（者）と情報共有することについて同意する旨の文章を取

り消し線等で除外した上で同意を得て、支援を開始するこ

とも可能である。 

・なお、記述のとおり相談申込み欄内の文言や署名の取り方

については、各自治体・事業実施団体においてカスタマイ

ズすることは可能であり、その際には個人情報に関する管

理・取扱規程の内容と併せて各自治体・事業実施団体の個

人情報保護管理所管部署による内容の確認を得ることが必

要である。 
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（２）インテーク・アセスメントシート 

インテーク・アセスメントシートは、多機関協働事業の事業者が他の支援関係機

関等から本人や世帯の状況を聞き取り、整理等を行うためものである。 

 

①記載項目 

記載項目 考え方 

受付番号 受付番号の入力を行うことで、「多機関協働事業の新規相談受付件

数」としてカウントされる。 

電話や来所のみで支援が終わり、プラン作成に至らなかったケース

も１カウントとして計上する。 

相談経路 本人が多機関協働事業のつながった経路を把握するために、該当す

る支援機関にチェックを入れる。 

これまでに相

談歴がある機

関 

「本人等に関わる支援関係機関等の変化」をみるために、多機関協

働の相談受付時の支援関係機関の状況をカウントする。 

評価シート作成時に改めて同じ項目をチェックし、変化をみる。 

世帯類型 該当する世帯類型にチェックを付ける。 

世帯員 世帯員の性別、年齢、本人との関係を記載する。 

本人に関わる

課題と特性 

該当する課題にチェックを付けることにより、「本人が抱える課題の

数」がカウントされる。 

 

②基本的考え方 

活用

場面 

初回相談受付時～プラン策定時

（以後も、情報更新の都度活用） 
記入者 本人  支援者 ○ 

位置

づけ 

・支援者が、つなぎ元の支援機関や本人から、本人の情報や訴えを聞き取り

整理する。相談受付・アセスメントフェーズを中心に活用し、プラン策定の

ためにアセスメントを深める。 

・本シートは初回相談受付のインテーク時点から使用を始めるが、その後も

アセスメントを深める段階において随時書き足していく形で使用する。プ

ラン策定以後についても、重層的支援会議における情報共有等で、本人に関

する情報に追加・変更があったり、アセスメントが深まった場合には本シー

トに情報を書き足していく。 

 

基本的な記入方針 

○ このシートは支援者が記載する。本人に関する情報を整理し、アセスメントを深め

る。 

○ 全ての項目を埋める必要はなく、支援のための必要な情報を収集するためのツール

であることに留意する。 

○ また、このシートは内容が多岐にわたるため、１回の相談ですべてを埋めようとす
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る必要はない。 

○ アセスメントに関する情報の把握と記入にあたっての留意点 

・上記のとおり、すべての領域・項目について情報を把握し、チェックする必要

はなく、支援体制を整備するにあたり、必要な情報を収集する。 

・支援者側の一方的なアセスメントに陥るのではなく、複数の支援関係機関と協

議をしながら課題を整理する。 

 

アセスメント時の着眼点・留意点 

包括的に本人状況を捉え、根拠情報をもとにして見立てを深める 

○ 各支援機関から収集した情報をもとに、包括的に本人の状況を捉え、本人の抱える

課題と背景要因について分析的に見立てを深める。 

○ 本人自身の現在の状況だけでなく、必要に応じて、それまでの生活歴や家族や周囲

との関係性、家族が抱える課題にも目配りして、どのような構造で本人の課題が生

じているか、何が課題の深刻化や社会参加の阻害要因となっているかについて見立

てを深める。 

社会資源の可能性（連携しうる関係機関・関係者、活用しうる制度等）について把握

する 

○ 過去に接触があった関係機関・関係者や本人を取り巻く家族や地域の状況について

聞き取って情報を整理することにより、本人への支援にあたって連携しうる関係機

関・関係者を把握する。特に、本人への支援にあたってキーパーソンとなりうる関

係者の把握に努める。 

○ 各種公的な制度の利用状況と共に、それらを利用していない場合でも利用要件を満

たすか否かを判断するための情報を確認する。 

 

各項目の記載に関する特記事項・留意点 

項目 記載に関する特記事項・留意点 

相談経

路・相

談歴 

相談経路 ・一番最初に相談があった際の経路を記載する。 

これまで

の相談歴

がある機

関 

・支援関係のある関係機関について、該当する機関にチェ

ックをつける。これによって、その後の支援にあたって連

携したり、情報を共有したりできる可能性がある関係機

関・関係者を把握する。 

本人の

主訴・

状況 

本人の訴

えや状況 

・支援機関等から聞き取った内容など、本人が訴える相談

の内容について、「本人の主訴」として記録する。極力、

客観的な情報の記載に努める。 
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項目 記載に関する特記事項・留意点 

 

※イン

テーク

時に確

認した

情報の

ほか、

その後

の支援

経過の

中で把

握した

情報も

随時書

き足す 

・本人の人となりや考え方、強み（ストレングス）、生活

歴、刑余歴等についてもここに記載する。 

・支援者としての解釈や表情等から考察した事柄について

は、「（5）その他の特記事項」欄に記載する。 

（１） 

家族・地

域関係・

住まい 

＜世帯類型＞ 

以下①～⑨のうち該当する世帯を選択する。 

①単身世帯（65歳未満） 

②単身世帯（65歳以上） 

③夫婦のみ世帯（夫婦のどちらか一方が 65 歳未満） 

④夫婦のみ世帯（夫婦ともに 65 歳以上） 

⑤夫婦と未婚の子のみの世帯 

⑥配偶者のいない 65 歳以上の者と 18 歳以上の未婚の子の

み 

⑦ひとり親世帯（現に配偶者のいない 65歳未満の者と 18

歳未満の子のみ（養子含む）） 

⑧三世代世帯（世帯主を中心とした直系三世代以上） 

⑨その他世帯（①～⑧以外） 

＜世帯員＞ 

・同居している構成員を全て記載する。 

・また、本人と家族の関係性を聞き取る。 

＜家族の状況（子どものことを含む）＞ 

・各々の家族についても、健康状態や経済的な状況等を把

握する。 

・家族に関わる状況をすべて把握することが目的なのでは

なく、本人と関わりがあり、本人に対する支援の方針検討

や実施に際して考慮すべき家族に関わる情報を把握する観

点で聞き取りを進める。 

・家族がお互いにどのような関係性にあり、どのような影

響を与えあっているのかを可能な範囲で記載する。 

・家族がそれぞれに課題を抱えていたり、お互いが抱える

課題が相互に影響を及ぼしあって問題が複合化している場

合もあることに留意する。 

・「子ども」については、18 歳未満で同居している子どもが

いる場合に「有」を選択する。18歳以上の大学生等の子ど

もがいる場合、「子ども」としてはカウントしないが、同
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項目 記載に関する特記事項・留意点 

居している場合は「同居者」にカウントし、また別居で学

費等仕送りをしている場合は「別居の家族」で「有」と

し、扶養・仕送り等の経済的な関係については「特記事

項」に記載する。 

・子どもがいる場合は、子どもの養育や学習の状況等も含

めて、家族支援の観点から留意すべき事柄があれば「家族

の状況」欄に記載する。特に、児童虐待や子どもの貧困の

防止の観点から、考慮すべき点がないかについて必ず確認

する。 

・介護を要する家族がいて、それが本人への支援にあたっ

て考慮すべき事項である場合には、その状況についても記

載する。 

＜住居＞ 

・住居の状況の把握は、資産の有無を含めた経済状況の把

握のために行う。中には、家賃滞納等で立ち退きを迫られ

ていたり、ホームレス状態にある相談者がいる場合がある

ため、そのような事態が懸念される場合には特に状況把握

に努める。 

・どのような家に住んでいるか（一軒屋、アパート・マン

ション等）についても、家族との関係に影響することが多

いため、できれば確認し、記載しておく。 

・住居の名義等の特記事項があれば「特記事項」に記載す

る。 

＜地域との関係性＞ 

・本人に対する支援にあたって本人に対する関わりを考慮

しておくべき先や協力を期待できる相手先として、家族だ

けでなく、本人と関わりのある人や機関（病院、利用して

いる事業・店舗・機関等）を幅広に聞き取る。 

（２） 

健康・ 

障害 

＜通院先／服薬・診断・症状等＞ 

・健康状態について、次の観点も含めて聞き取る。 

－いつ頃から、どのような理由で健康状態が悪いのか 

－病院・診療所への通院頻度や入所の状況、これまで

の経験 

－診断・症状や服薬状況等 

－既往歴やアディクション、介護を要する状況等につ
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項目 記載に関する特記事項・留意点 

いては、特記事項に記載 

・健康状態が良くない場合、適切な診察・治療につながっ

ているかを確認する。また、健康状態が良くない場合に

は、その程度を踏まえて支援の目標設定について考慮す

る。 

＜健康保険＞ 

・保険料を未払い等のために国民健康保険証がない場合

は、その旨を特記事項欄に記載する。 

＜障害者手帳等＞ 

・障害者福祉制度等の利用可否を判断するために、障害者

手帳の有無、種類及び自立支援医療の利用状況を確認す

る。 

・障害者手帳を保有していないが、障害が疑われる場合は

「特記事項」に記載すると共に、後の「本人に関わる課題

と特性」の「障害（疑い）」にチェックをつける。 

・障害者手帳を申請中あるいは申請を検討中の場合は、そ

の旨を特記事項欄に記載する。 

（３） 

収入・公

的給付・

債務等 

＜収入状況・家計状況＞ 

・生活福祉資金の貸付を利用している場合には、チェック

を付ける。 

・本人の収入だけでなく、世帯の収入や、滞納・債務につ

いても聞き取り、当該世帯において家計の収支がどのよう

な状況になっているのか、また、主として生計を支えてい

るのが誰かを把握する。 

・収入源や世帯収入の内訳等については、「家計状況」に記

載する。 

・本人が主たる生計者に当たる場合、本人の離職等による

収入の喪失や減少が世帯に与える影響が大きいことに留意

して支援の方針を検討する。 

・収入源や世帯収入の内訳等については、「家計状況」に記

載する。 
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 （４） 

職業・ 

職歴等 

＜就労状況／現在の職業／職歴＞ 

・就労に関することについての相談の場合、次のことにつ

いても記載する。 

－（就労している場合）職業、業務内容、雇用形態、

勤務年数、月収や賞与の状況 

－（求職中の場合）いつ頃から求職しているか、どの

ような仕事を探しているか（雇用形態、仕事内容）、

これまでの職歴や直近の職業、資格やスキルなど 

・雇用形態も含めた職歴は、本人が就労に関連して蓄積し

てきた経験・能力を表すものでもあり、保有する資格・ス

キル等の情報と併せて、就労支援に際して考慮すべき材料

となる。これまで就いてきた仕事における勤務期間や仕事

と仕事の間に空白があったかどうかも、職場定着の困難が

あるかどうかや、仕事の空白期間の背景にあった事情等に

ついて理解を深めるためにも重要な情報である。 

・自営業等で、就労しているが収入がない場合は特記事項

に記載する。 

・仕事をかけもちしている場合は、主たる仕事について

「②現在の職歴」に記載し、他の仕事については「④職

業・職歴等の特記事項」に記載する。 

＜最終学歴＞ 

・本人の保有スキルや就職先の門戸の広さ等について判断

するために必要な場合には記載する。 

＜直近の離職後の年数＞ 

・現在は就労していない方のみチェックする。 

・本人の意図に反して長期の離職状態にある場合は、就労

支援へのつなぎに際して留意すべき条件や環境を考える材

料とするために、就労に関するつまづき経験やうまくいか

ない場面に関して、具体的なエピソードや本人の思いを確

認する。 

＜希望職種等＞ 

・職種や仕事内容に関する本人の希望や、仕事で活かせる

本人の強み等を記載する。 
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 （５） 

その他の

特記事項 

・項目化されているアセスメント項目以外にも、支援関係

機関等から把握した情報で特記すべき事項についてはこの

欄に記載する。 

・その他の特記事項として、支援にあたって特別な配慮が

必要となる事項について聞き取る。本人が話すことだけで

なく、支援者の観察による気づきも重要である。 

－国籍、言語 

－本人が苦手なこと（読み書き、コミュニケーション

等）、性格的な特徴 

－本人の得意なこと、趣味 等 

アセスメント結果の

整理と支援方針の検

討 

 

 

 

＜課題と背景要因＞ 

・「本人の主訴・状況」で把握・整理した本人に関する情報

をもとに、本人に関係する課題を列挙し、その際、本人だ

けでなく家族や本人をとりまく地域も視野に入れて、背景

要因について考察する。簡潔な箇条書きで整理する。 

・「背景要因」は、課題の背景にどのような要因が関与して

いるかについて多機関協働事業者が考察する。 

＜課題のまとめと支援の方向性＞ 

・アセスメント結果を踏まえた課題について、総合的にま

とめて支援の方向性についての支援者としての所見を記載

する。多機関協働事業者としての専門的な観点からの考察

（見立て）が集約的に示される項目である。 

・先に整理した「課題と背景要因」に基づき、多機関協働

事業と支援関係機関が取り組むべき課題を特定し、優先順

位をつける。 

・課題を解決するための支援の方向性（プラン策定の方

針）と本人を支える地域のネットワークづくりを視野に入

れて、まとめる。 

＜相談者に関わる課題と特性＞ 

・インテーク・アセスメントの結果から、担当者が考える

本人の抱える課題としてあてはまるものすべてにチェック

する。 

・「その他」に該当する場合には、担当者として本人が抱え

る課題として考えた点を、カッコ内に記載する。 
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スクリーニング ＜実施日＞ 

・多機関協働事業における支援の継続の必要性について判

断し、その結果を記録する。スクリーニングの判断のタイ

ミングは、相談受付時から本人の状況が把握でき、早い段

階で判断できる場合は早期に実施してもよい。 

 

＜対応結果・方針＞ 

・初回のスクリーニング実施日における対応結果・方針に

チェックをつける。 

・この段階で「１．情報提供や相談対応のみ」、「２．他の

制度・専門機関等で対応が可能な相談」に振り分けられ、

基本的には支援が終了するケースも存在する。 

・本人同意が得られてはいないが、本人や家族、関係機関

の訴えや状況から多機関協働事業としての支援を継続する

必要があると判断する場合は、「３．現時点では本人同意

はとれていないが、引き続き同意に向けて取り組む」を選

択する。その後、同意が取れた場合は、対応結果・方針の

区分のチェックを振り直す。 

家族関係図、 

エコマップ 

家族関係図、エコマップに関しては、家族、親族、地域な

ど、本人を取り巻くネットワークの状況を確認し、記載す

る。 

－どこと、誰とつながっているのか。 

－本人にとって頼れる人、機関は誰（どこ）か。 

－家族のなかでも、本人が話しやすい人、相談に一緒

に連れてこられる人は誰か。 

－本人への関わりにおいてキーパーソンとなるのは誰

か。 

・エコマップ上に、本人に関わる地域資源の状況を整理す

ることで、本人自身が活用できる社会資源に気づくことも

期待される。 
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（３）プラン 

プランは、「多機関協働事業」「参加支援事業」「アウトリーチ等を通じた継続的

支援事業」ごとに帳票がある。 

 

①記載項目 

 

＜多機関協働事業のプラン兼事業等利用申込書＞ 

記載項目 考え方 

受付番号 受付番号の入力を行うことで「多機関協働事業のプラン作成件数」と

してカウントされる。 

 

＜参加支援事業のプラン＞ 

記載項目 考え方 

受付番号 受付番号の入力を行うことで「参加支援事業のプラン作成件数」とし

てカウントされる。 

初回相談受付

日 

初回相談受付日の入力を行うことで、「支援期間」の起算点が定まる。 

※多機関協働事業は相談・受付申込票に記載する。 

 

＜アウトリーチ等を通じた継続的支援事業のプラン＞ 

記載項目 考え方 

受付番号 受付番号の入力を行うことで「アウトリーチ等を通じた継続的支援

事業のプラン作成件数」としてカウントされる。 

初回相談受付

日 

初回相談受付日の入力を行うことで、「支援期間」の起算点が定まる。 

※多機関協働事業は相談・受付申込票に記載する。 

 

②基本的考え方 

活用 

場面 
プラン策定時 記入者 本人 ○ 支援者 ○ 

位置 

づけ 

・アセスメント結果を踏まえ、各事業者がプランを策定する際に記入するシ

ート。 

・支援者が支援関係機関あるいは本人と協議しながらプラン案を策定し、重

層的支援会議に提出する。 

・重層的支援会議でプランの内容について精査し、修正が必要であれば行

う。 

・1回目のプランで支援が「終結」しない場合は、再プランを策定する。 

 

＜多機関協働事業のプランの場合＞ 

・法に基づく事業である参加支援事業やアウトリーチ等を通じた継続的支

援事業等を利用する場合は、「事業等利用申込書」としての役割も兼ねる。 
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基本的な記入方針 

＜多機関協働事業のプラン作成の考え方＞ 

○ 支援関係機関と協議をしながらプランを作成する。支援関係機関がどのような役

割分担のもとで支援を行うか、支援の方向性はどのように定めるかなどを協議

し、関係者間で合意形成を図る。 

○ プラン策定の際には、プラン内容に関して、本人に納得してもらいながら進める

ことが重要であり、本人同意欄に、署名、日付を本人に記載してもらう。 

 

＜参加支援事業、アウトリーチ等を通じた継続的支援事業のプラン作成の考え方＞ 

○ 本人と相談しながら、プランを作成する。本人自身が課題解決に向けて、自分自

身が何に取り組むのかということを整理しながら、支援の方針について納得して

プランを策定することが重要であり、本人と十分にコミュニケーションをとって

策定する。 

 

＜各事業に共通したプラン作成の考え方＞ 

○ プランは、支援方針の適切性について重層的支援体制会議で議論し、本人の課題の

概況と支援の方針について明確に記述する。 

○ プラン内容の検討にあたっては、プランに関わる関係機関・関係者と事前に支援方

針やプラン内容について調整を図る。 

 

プラン策定時の着眼点・留意点 

＜多機関協働事業、参加支援事業、アウトリーチ等を通じた継続的支援事業に共通す

る事項> 

ネットワークによる支援を意識したプランとする 

○ 本人を取り巻く環境の調整を図ることで、本人の自立や社会参加が促されるため、

ネットワークによる支援を意識したプランとする。 

○ 単独の支援機関が抱え込むのではなく、関係機関・関係者との連携のもと、社会資

源を活用したチームアプローチによる支援が展開されるよう計画する。 

○ プラン策定にあたっては、支援への関わりが期待される関係機関・関係者と事前に

連絡・協議し、方向性をすり合わせておく。その際は事前に本人の承諾をとってお

く。 

 

本人の状況や設定した目標を踏まえ、まずはできることから、見通しを持ってプラン

内容を検討する 

○ 設定した目標を踏まえながら、まずはできること、すべきことを考え、プランの内
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容を検討する。 

○ プランの内容は、本人を取り巻く周囲の関係機関や関係者が行うことだけでなく、

必要がある場合には、本人自身が行う取り組みについても文章化して設定する。生

活習慣改善に関わるような取り組みの場合には、行動レベルで実施すべきことに落

とし込むなど具体的にプラン内容を設定する。 

○ 地域資源の状況や本人が活用できる社会資源を踏まえ、出口についての見通しを持

ってプランを策定する。そのためには、常に地域資源に関する状況を把握し、様々

な選択肢を意識できるようにしておくことが必要である。また、地域資源の開拓・

発掘や育成に取り組むことも求められる。 

○ 本人の状況や取り巻く環境は、時間経過や支援によって段階的に変化していくもの

との視点を持つことも重要である。1回のプランですべての課題を解決しようとす

るのではなく、状況の変化に応じて、再プランの段階で次のステップに対応したも

のを計画することも考えられる。プランの終了のたびに本人と共に振り返り次の課

題を設定して段階的に取り組みを進めることで、徐々に本人ができることが広がり

目標が達成されていく過程は、本人の自信につながる。 

 

＜参加支援事業、アウトリーチ等を通じた継続的支援事業＞ 

プラン策定過程を通じた本人の意欲喚起と支援方針についての合意 

○ プラン策定の過程において、本人が支援者と共に自分自身の課題を整理し、その背

景要因や解決すべき事柄についての理解を深める。そして、課題解決に向けた本人

の意欲を高めるべく、本人が主体的に目標を設定し、その達成に向けた本人の取り

組みが動機づけられるように働きかける。 

○ プラン策定の過程は、本人の意欲を喚起すると共に、支援方針について本人と支援

に関わる関係機関・関係者が合意する過程でもある。 

 

本人主体での目標、プランの設定 

○ プランの目標、内容等は、本人と常に確認しながら決定する。本人の意向を尊重し

つつも、本人の意欲を増進することにつながるようなプランとなるよう、促すこと

も時として必要になる。 

○ 目標を本人がうまく設定できない場合は、支援者から本人の思いや課題への意識を

引き出しながら、目標設定の過程を大切にする。 
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各項目の記載に関する特記事項・留意点 

項目 記載に関する特記事項・留意点 

解決したい課題 ・アセスメント結果を踏まえて、本人と支援者とで考えをす

りあわせながら、プラン策定時点における「解決したい課

題」について整理する。 

目標（目指す姿） ＜多機関協働事業＞ 

・本人の抱える課題に寄り添いながら、各支援機関が納得で

きる目標を設定する。 

＜参加支援事業、アウトリーチ等を通じた継続的支援事業＞ 

・本人が課題を理解し、目標に向けて主体的に取り組めるよ

うにすることが重要であるため、その観点から本人が合意で

き、また本人にとってわかりやすい形でとりまとめる。 

・本人の主体性を引き出せるプランとなるように、できるか

ぎり本人の言葉を大切にしながら記載する。 

 長期目標 ・数年かかってもよいので将来的に実現を目指す最終的な目

標（長期目標）を設定する。 

本プランに

おける達成

目標 

・当該プランの策定期間において達成を目指す「本プランに

おける達成目標」を設定する。 

実施内容 ・プランには本人が実施することのほか、各事象業者、支援

関係機関、家族等関係者、関係機関等周囲が行う事柄を記載

する。 

法に基づく事業等 

※多機関協働事業

のみ 

・法に基づく事業等の利用がある場合には、当該欄の「有」

にチェックのうえ、支援方針を具体的に記載する。 

プランの期間と次

回モニタリング

（予定）時期 

※多機関協働事業

のみ 

・プランの期間は支援関係機関の連携体制や、個人の状況等

を踏まえ、概ね 3ヵ月、6ヵ月、1年以内などの区切りを目

処に策定する。 

・次回モニタリング（予定）時期は、中心となる支援が順調

に導入されているかを確認するなどのために適したタイミン

グを設定する。 

プランに関する本

人同意・申込署名

欄／重層的支援会

議／支援決定 

・プラン策定に当たっては、「本人の同意」と「重層的支援会

議における検討・了承」が必ず必要である。 

・また、法に基づく事業等について利用申込する場合は、本

人による「利用申込」と、自治体による「支援決定」の手続
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項目 記載に関する特記事項・留意点 

※多機関協働事業

のみ 

きが必要になる。 

・「プランに関する本人同意・申込署名欄」は、「上記のプラ

ンに基づく支援について同意します」にチェックを入れる。

さらに、法に基づく事業である「参加支援事業」、「アウトリ

ーチ等を通じた継続的支援事業」を利用申込する場合は、

「法に基づく事業（上記１,２）の利用を申し込みます」に

チェックを入れる。 
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（４）評価シート 

活用 

場面 
プランの評価時 記入者 本人 ○ 支援者 ○ 

位置 

づけ 

・プランの期間終了時に、目標の達成状況を評価し、支援によってみられた

変化を確認する。 

・目標達成状況や変化を確認した上で、再プランの策定によって支援の継続

が必要であるか、目標が達成されたため支援を終結するかについて判断す

るためのシート。 

・評価結果については、重層的支援会議に諮り、自治体による「決定」又は

「確認」を受ける。 

・評価シートは、多機関協働事業、参加支援事業、アウトリーチ等を通じた

継続的新事業の３つの事業で共通の様式である。 

 

①記載項目 

記載項目 考え方 

受付番号 受付番号の入力を行うことで「多機関協働事業のプラン作成件数」

としてカウントされる。 

評価記入日 評価記入日の入力を行うことにより「支援期間」の終結日が定まる。 

※２枚目の「終結」にチェックが付いているもののみ。 

見られた変化 「見られた変化」のうち該当するものにチェックを入れる。 

プラン評価 プラン評価のうち、「終結」にチェックを入れることで、「支援期間」

の終結日が定まる。また、「終結」の件数としてもカウントされる。 

これまでの相

談歴のある機

関 

本人等に関わる支援機関数の変化の比較先になるため入力するこ

と。 

※比較元の項目はインテーク・アセスメントシートに存在 

 

②基本的な考え方 

基本的な記入方針 

○ プラン期間の終了時に、プランで掲げた目標の達成状況や残された課題、今後への

希望について、本人と相談しながら記入する。 

○ 支援者の意見は、担当者としてのプランの終結・継続の必要性等を総合的に判断し

て記載する。 
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各項目の記載に関する特記事項・留意点 

項目 記載に関する特記事項・留意点 

目標の

達成状

況 

目標の達

成状況 

・プラン策定時に設定した目標を基準として、それが達成さ

れたか否かについて評価する。 

見られた

変化 

・「見られた変化」は、上記の整理を行ったうえで、本人と

達成できたことを確認し、あてはまるものにチェックす

る。 

・「自立意欲の向上・改善」については、本人が自己効力感

を回復し自立に向けた取り組みを進めるにあたって手応え

を感じることができているか等の観点から判断する。 

・「就労収入増加」と「就労開始」の把握方法については、

下記のように区別してチェックする。 

＊「就労収入増加」については、既に就労していた者で、

就労収入が増加した者を対象とする。 

＊「就労開始（一般就労又は中間的就労）」については、

無就労であった者で、就労（一般就労又は中間的就労）

を開始した者を対象とする（プラン開始時に就労してお

り、プラン期間内で別の職場への転職を実現した場合

は、「就労開始（一般就労又は中間的就労）」にはチェッ

クはつけない）。 

・「職場定着」については、新たに就労を開始した一般就労

の職場において概ね 3ヵ月以上就労が継続し、必要な場合

には自ら支援機関や支援者に相談できるようなケースであ

って、重層的支援会議において「職場定着」と判断された

場合等にチェックする。 

・「一般就労開始（目的が継続的な就労（障害者雇用含

む））」については、一般就労を開始し、就労期間を限るこ

となく継続する見通しを持つ場合にチェックする。また、

「一般就労開始（目的が時限的）」については、就労期間が

一定程度限られている一般就労を開始した場合にチェック

する。 

現在の状

況と残さ

れた課題 

・プラン終了時点における状況と残された課題について整理

し、再プランを必要とするべきか否かの判断材料とすると

共に、支援を終結する場合も終結後のフォローアップとし

て留意すべき点を記載する。 
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項目 記載に関する特記事項・留意点 

プランの終結・継続

に関する本人希望・

スタッフ意見 

・本人と協議のうえ、支援の終結、継続を検討する。 

・支援者（スタッフ）の意見として、終結・継続とした判断

理由、継続する場合でも再プラン策定に向けた方針などを

記載する。 

重層的

支援会

議にお

ける評

価実施 

重層的支

援会議開

催日／プ

ラン評価 

・プランの評価については、必ず重層的支援会議に諮る。 

・当該ケースの評価を行うために重層的支援会議を開催した

日を記載のうえ、その結果について記録する。 

終結後の

対応／再

プラン時

の留意点 

・支援が終結した際のフォローアップとして留意すべき点

や、再プランの策定にあたって特に留意すべき点について

記載する。 
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（５）個人情報に関する管理・取扱規程（例） 

○本規程は例示であり、法令順守のうえ、各自治体や機関等において別途定めて構

わない。必ず各自治体・機関の法規に照らし、個人情報保護管理所管部署による

内容の確認を得たうえで策定願いたい。 

○相談受付・申込時やプラン策定時には丁寧に説明することが求められる。 

―――――――― 

＜参考＞ 

個人情報に関する管理・取扱規程（例） 

 

●●市●●支援機関では、当機関における個人情報保護に関する取組方針および個人情

報の取扱いに関する考え方として、個人情報に関する管理・取扱規程を制定します。 

 

【取組方針】 

当機関は、個人情報の適切な保護と利用を重要な社会的責任と認識し、相談業務、支援

業務等、当機関が実施する業務を行うにあたっては、●●市個人情報保護条例をはじめ

とする関係法令等に加えて、本規程を遵守し、ご相談者の個人情報の適切な保護と利用

に努めます。 

 

【個人情報の取得方法】 

ご相談者の個人情報を業務上必要な範囲において、適正かつ適法な手段により取得しま

す。 

 

【利用目的】 

ご相談者の個人情報を、当機関の業務遂行ならびに利用目的の達成に必要な範囲におい

て取り扱うこととし、その範囲を超えて他の目的に利用することはありません。 

 ◎当機関の業務内容 

 相談支援業務 

 プランの策定・評価 

 ◎利用目的 

 相談支援業務を円滑に行うため 

 自治体に対して事業等利用申込を行うため 

 支援提供、関係機関・者との連絡・調整等自立支援に資するため 

 

【個人情報の内容】 

当機関では、以下の情報を個人情報として取り扱います。 

 氏名、性別、年齢、住所、電話番号、家族関係等個人の属性に関わる基本的情報 

 健康状態、疾病、障害、介護等健康に関する情報 
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 就労・通学・通所状況に関する情報 

 収入、資産、債務等経済的状況 

 福祉制度利用状況 

 その他、生活歴や過去の経験、抱えている課題等、相談業務において知り得た情

報 

 

【第三者への提供の制限】 

ご相談者（又は代理人）の同意をいただいている場合や法令等に基づく場合等を除き、

原則としてご相談者の個人情報を第三者に対して提供いたしません。ただし、利用目的

の達成に必要な範囲内において、関係機関・者等との間で共同利用する場合には、原則

としてご相談者（又は代理人）の同意を得た上で、ご相談者の個人情報を関係機関・者

等（別表で例示した機関）に対して提供することがあります。 

また、例外として、●●市個人情報保護条例第●条第●項に従って、同意を得ずに関係

機関・者等に対して情報提供する場合があります。 

 ◎同意の上で第三者に提供する場合 

 他機関・者との間で、支援の実施、各種事業等の利用申込やプラン策定に関する

調整を行うため 

 他機関・者が実施する支援を受けるため 

 プランが終了した後に関係機関との連携が必要な場合 

 各種福祉制度申込時に、当機関から自治体へ事前に本人が特定される形で相談

する場合 

 病気・怪我等の際に医療機関につなぐ場合 

 ◎同意を得ずに第三者に提供する場合（●●市個人情報保護条例第●条第●項の定め

による） 

 法令に基づく場合 

 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を

得ることが困難であるとき 

 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であ

って、本人の同意を得ることが困難であるとき 

 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を

遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得るこ

とにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき 

 

【保存期間】 

ご相談者の情報の保存は、利用申込日より開始します。保存期間は、支援終結日より●

年間とします。その後は、適切な方法（溶解処理等）により廃棄します。 
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【安全管理措置】 

ご相談者の個人情報を正確かつ最新の状態で保管・管理するよう努めるとともに、漏え

い等を防止するため、合理的な安全管理措置を実施します。 

【継続的改善】 

情報技術の発展や社会的要請の変化等を踏まえて本規程を適宜見直し、ご相談者の個人

情報の取扱いについて、継続的に改善に努めてまいります。 

 

以上 
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関係機関・関係者等の例示 

就
労 

ハローワーク○○ 

保
護 

○○市保護課 

○○職業能力開発センター（職

業訓練機関） 
○○ホームレス支援機関 

○○就労支援センター ○○一時保護施設 

○○地域若者サポートステーシ

ョン 
○○警察 

○○株式会社 ○○更生保護施設 

○○生活協同組合 ○○地域生活定着支援センター 

○○農事組合 

生
活
・
金
銭 

○○市税担当部署 

医
療 

○○病院（診療所） ○○市保険事業課 

○○市保健増進課 ○○市家計改善支援機関 

障
害 

○○市障害福祉課 フードバンク○○ 

○○基幹相談支援センター ○○市社会福祉協議会 

○○精神保健福祉センター 法テラス○○ 

障害者就業・生活支援センター

○○ 
○○弁護士 

○○障害者就労支援事業所 多重債務者相談窓口○○ 

高
齢 

○○市高齢福祉課 
住
居 

○○地域居住支援協議会 

○○地域包括支援センター 居住支援法人○○ 

居宅介護支援事業所〇〇 ○○不動産 

子
ど
も
・
人
権 

○○市子ども家庭課 

そ
の
他 

○○市生活困窮者自立相談支援機関 

○○市教育委員会 民生委員・児童委員 

○○子ども園 外国人支援団体○○ 

○○中学校 
○○外国人相談（外国語相談）セン

ター 

○○大学 ひきこもり支援機関○○ 

○○市家庭児童相談室 ＮＰＯ ○○ 

○○児童相談所 ○○商店街 

児童家庭支援センター○○ ○○町内会 

○○地域子育て支援センター ○○ガス株式会社 

○○市市民課 ○○保健所 

○○男女共同参画センター ○○市社会福祉協議会 

○○婦人相談所 ○○市農林課 
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別紙２ 

 

 

多機関協働事業者向け実績報告の手引き 

 

１ 趣旨・目的 

重層的支援体制整備事業(以下「重層事業」という。)を通じた支援の効果や成果

を把握するため、多機関協働事業の実施者（以下「多機関協働事業者」という。）に

ついては、（１）事業の取組内容及び個別支援の実施状況、（２）相談者本人に対する

つながりに向けた支援（伴走支援）の実態に関して本手引きで設定した項目につい

て、実績報告を求めることとしている。 

なお、重層事業の実施に伴う評価の視点は、各事業の成果や、個別支援の実績の

みに着目するのではなく、重層事業の実施により市町村内の包括的な支援体制の構

築がどのように進展したかというプロセス面も評価する必要があることから、上記

（１）（２）に関する項目を設定した。また、重層事業の理念である「つながり続け

る支援」や「伴走支援」の取組状況や、市町村全体の包括的な支援体制の整備状況

を把握することも目的としている。 

 

２ 実績報告の概要 

（１）報告の対象者 

基本的には多機関協働事業においてプランを作成した者が対象である。 

ただし、プランの作成に至らず、情報提供やつなぎのみで多機関協働事業によ

る継続的な支援に至らなかった場合においても、新規相談受付件数として報告対

象とする。 

 

（２）報告の内容 

   報告する内容を以下のとおり整理した。Ａ（基本項目）は報告を必須とし、Ｂ

（任意項目）及びＣ（つながり指標）は報告を任意とする。なお、Ｂ及びＣの報

告は任意であるが、全国的な事業実施状況を十分に把握する必要があるため、部

分的な報告が可能な場合は、当該項目について積極的に報告すること。 

定期報告 

(３ヶ月毎) 

 

Ａ．基本項目 

多機関協働事業を通じて得られる基本的な項目について、四

半期ごとに報告する。 

Ｂ．任意項目 

多機関協働事業においてプランを作成した者に関する事案に

ついて、四半期ごとに報告する。 
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（３）報告様式 

報告様式は別途お示しする。 

 

３ 実績報告の項目 

  実績報告の項目を以下のとおり整理する。これらの項目について四半期ごとの実

績を国に報告すること。 

 

 Ａ．基本項目 

基本項目を以下のとおり整理する。なお、多機関協働事業においてプランを作

成した者が対象にはならないが、重層事業の実施状況の実態把握のために必要と

考える「社会福祉法に基づく支援会議の開催回数」を合わせて報告すること。 

項目 考え方 

相談受付件数 インテーク・アセスメントシートに基づき、相談受付件数を

報告する。 

※電話や来所のみで支援が終わり、プラン作成に至らなかっ

たケースも１カウントとする。 

プラン件数 プランの受付番号に基づき、プランを作成した件数を報告す

る。新規のプランだけでなく、再プランも含む。 

（プラン作成件数

のうち）終結件数 

評価シートの「プラン評価」に基づき、支援が終結した件数

を報告する。 

重層的支援会議の

開催回数 

四半期ごとに重層的支援会議の開催回数を報告する。 

社会福祉法に基づ

く支援会議の設置

有無・開催回数 

四半期ごとに支援会議の開催回数を報告する。なお、支援会

議は多機関協働事業の対象。 

 

上記のほか、多機関協働事業を運営する上での課題、支援関係機関との連携体

制構築の工夫、分野横断的に取り組めるようになったこと、多機関協働事業の実

施を通じて感じる変化（体制面、個別ケースへの対応面など）など、必要に応じ

て報告すること。 

 

 

Ｂ．任意項目 

報告期間において対応した事案のうち、最も対応が困難である（であった）と

感じている事案の概要を報告すること。報告は１事案以上とし、必要に応じて、

複数事案ご報告いただいても差し支えない。また、事案の概要には、事案の状況

に応じて可能な限り以下の項目を含めて報告すること。報告事案について家族関係
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図やエコマップ等を作成している場合は、それらを合わせて添付すること。な

お、事案の概要を作成する際は、個人が特定されないように適宜加工すること。 

一度報告いただいた事案は、事案の状況の変化を把握する趣旨から、四半期ご

とに継続的にその内容を更新することを想定している。 

項目 考え方 

性別 相談受付・申込票に基づき、本人の性別を報告する。 

年齢 相談受付・申込票に基づき、本人の年齢を報告する。 

初回相談受付日 相談受付・申込票に基づき、相談受付日を報告する。 

世帯類型 インテーク・アセスメントシートに基づき、該当する世帯類

型を報告する。 

相談経路 相談受付・申込票とインテーク・アセスメントシートに基づ

き、該当する支援機関を報告する。 

本人に関わる課題

と特性 

インテーク・アセスメントシートに基づき、該当する相談者

に関わる課題や特性を報告する。課題や特性としてカウントす

るタイミングは、ある程度、本人に関するアセスメントがで

き、状態の全体像がおおよそ把握できた段階で行う。 

支援関係機関 評価シートに基づき、支援開始から終結までの間、本人に関

わった（つなぎ先も含む）全ての支援関係機関を報告する。 

見られた変化 評価シートに基づき、本人の変化について該当するものを報

告する。 

終結日 終結を判断する評価シートに基づき、終結日を報告する。 

つながり評価 

（「つながり評価シ

ートは４を参照」） 

報告事案においてつながり評価シートを使用した場合は、当

該シートを報告すること。 

 

 

４ つながり指標の概要 

（１）つながり指標の目的 

  つながり指標は、「つながり続ける支援（伴走支援）」がどのような状態の人に対

して、どの位の頻度で継続的に行われたのかを把握することを目的としている。ま

た、つながり指標を通じて、本人の状態と支援の状況を理解し、支援員の支援の向

上と、支援の振り返りを行うためのツールとして活用することも可能となるもので

ある。 

加えて、つながり指標を用いることで、複雑化・複合化した課題を抱える相談者が

多く訪れていることが明らかとなり、実績報告のうち基本項目だけでは明らかになら

ない、支援者の日々の業務負担やケースごとの支援の難しさを把握することを目指し

ている。このほか、主たる支援者が交替等しても継続的につながり評価シートを活用
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することで、重層事業の実施による「市町村全体の支援体制」への成果を明らかにす

ることも目的とする。 

 

（２）つながり評価シートの活用のタイミング 

つながり評価シートの活用期間は、多機関協働事業による支援が開始してから１

年間を基本としつつ、１年間を超える継続的に活用しても差し支えない。 

活用のタイミングは、新規相談受付後、概ね１ヶ月以内をめどに活用し、その後

は概ね３ヶ月おきに活用し、状態像の変化を把握する。 

また、支援が１年未満で終結した場合には、支援関係機関等から情報収集を行い

１年間の状態像を把握する。 

 

（３）つながり評価シートの活用者 

主に多機関協働事業者が活用する。なお、参加支援事業の実施者（以下「参加

支援事業者」という。）やアウトリーチ等継続的支援事業の実施者（以下「アウト

リーチ等事業者」）が主たる支援者として関わっている場合には、主たる支援者に

該当する事業者から情報共有を受けながら活用すること。 

 

（４）活用にあたっての留意点 

つながり指標のチェックにあたっては、必要に応じて、重層的支援会議あるい

は支援会議の場を活用し、多機関協働事業者による単独判断ではなく、本人に関

わる多様な支援関係者による確認と協議を行うこと。 

 

（５）報告方法 

つながり指標のチェックは、本人と主たる支援者に該当する事業者がコミュニケ

ーションを取りながら行うことが望ましい。しかしながら、多様な状態像の人が相

談に訪れることが想定されることから、本人の状態に応じて、その都度、適切な方

法をとる必要がある。具体的には、本人との会話を通じて主たる支援者が本人の状

態を把握しつつ指標のチェックを行う、あるいは、本人と一緒に評価シートの項目

を読み上げながらチェックを行う等の方法が考えられる。 
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（６）報告項目 

①「意欲」に関する状況 

※物事に対する取り組み姿勢や意欲をみる項目。 

 

１ 就労や生活全般（家事、遊び、趣味、身の回りのこと）等に対して意欲が持てな

い。 

本人を取り巻く環境に課題があったり、本人の精神状態が良くない等の理由で、就

労や家事（子どもの場合には、勉強や手伝い）だけでなく、遊びや趣味といった好き

なことや、自分の身の回りのことにも十分に取り組めていない状態が該当する。 

 

２ 遊び、趣味等の好きなことに対しては意欲がある。 

特定の趣味や興味関心のある事項といった限られた範囲の事柄については、自ら進

んで取り組んだり、他者と話題にするといった行動がみられる状態が該当する。 

 

３ ２に加え、就労やボランティア活動等の社会参加に関心がある。 

特定の趣味や興味関心のある事項に意欲を持っており、それに加えて就労やボラン

ティア活動等（子どもの場合には、学校や趣味の活動等）を通じて社会とのつながり

や関わりを持ちたいという気持ちを他者に表明したり、そのために情報収集する等の

行動がみられる状態が該当する。 

 

４ 就労やボランティア活動等の社会参加を行おうとしている。または既に行って

いる。 

就労やボランティア活動等の場を探している、または既に就労・参加している場合

が該当する。 

子どもの場合には、学校や趣味の活動等の場を探している、また、既に参加してい

る場合が該当する。 

 

②「自己肯定感」に関する項目 

※自分についての否定的及び肯定的な感情の度合いをみる項目。 

 

１ 自分のことを否定し受け入れられない。 

他者との会話の中で、自分について否定的なことばかり話す状態が該当する。 

 

２ 自分のことを否定的に話すことが多く、限られた身近な人等からしか認められ

ていないと感じている。 

１のように、他者との会話の中では自分のことを否定的に話すことが多いが、限ら

れた身近な人や家族、支援者等からは、自分のことを受け入れられていると思い「本
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人が認められていると感じる」と語ることができる状態が該当する。 

 

３ しばしば自分のことを否定的に話すが、自分の良い点を挙げることができる。 

自分のことを否定的に話すことはあるが、一方、自分の良い点についても自分で認

識することができており、それらを数個程度は挙げることができる場合が該当する。 

 

４ 自分のことを肯定的に受け止めている。 

自分のことを否定的に話すことは普段はなく、自分の良い点や悪い点も含めてある

程度肯定的に受け止めることができている状態が該当する。 

 

③「対人関係」に関する項目 

※周囲の人とのコミュニケーションの取り方の程度をみる項目。 

 

１ 一対一の関係で、相手の話を聞くことができない。 

一対一の関係において相手の話をきちんと聞くことができず、他者とのコミュニケ

ーションを全くとることができない状態が該当する。 

 

２ 一対一の関係において、相手の話を聞くことができる。 

一対一の関係において相手の話を聞くことはできるが、相手の立場に配慮した発言

や行動を取ることはできず、積極的に相手と協調したり、コミュニケーションを図っ

たりすることはできない状態が該当する。 

 

３ 一対一の関係において、相手に配慮した発言や行動ができる。 

一対一の関係においては、おおよそ相手の立場や状況に配慮した発言や行動を取る

ことができ、相手と協調した関係を保つことができる状態が該当する。 

 

４ 集団において、相手に配慮した発言や行動ができる。 

一対一の関係はもちろんのこと、面接や職場などの多数の人がいる場面において

も、ある程度、相手の立場や状況に配慮した発言や行動ができる状態が該当する。 

 

④「社会参加」に関する項目 

※人や場といった、社会との接点や関わりの度合いを見る項目。 

 

１ 社会との接点を持たず、外出もままならない。 

家族、友人、コミュニティ(職場や趣味、遊び)等との接点を持つことが全くできて

おらず、外出もコンビニやスーパーに行き食べ物を購入するなどの必要最低限の外出

を除き、自宅や自室から外に出ることが難しい状態が該当する。 
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２ 限られた身近な人(家族や友人等)や支援者との関わりがある。 

家族や友人、支援者といった特定の人とは一緒に過ごしたり話したりできる状態が

該当する。 

 

３ 身近な人（家族や友人等)や支援者以外にも、仕事・学校・地域活動・趣味・遊

び等で、月１回から数回程度、会う人と場がある。 

家族や支援者等の限られた人との関わり以外にも、月１回から数回程度は就労の場

や学校、ボランティア活動、趣味・サークル等に参加し、他者と交流している状態が

該当する。 

 

４ 仕事、学校、地域活動、趣味、遊び等で、週に数回又は毎日定期的に会う人と場

がある。 

週に数回又は毎日定期的に、就労の場や学校、ボランティア活動や趣味・サークル

等に参加し、他者と交流している状態が該当する。 

 

⑤「相談」に関する項目 

※信頼して相談できる人や支援機関の存在の度合いについてみる項目。 

 

１ 困った時に相談できる人や支援機関が１つもない。 

困りごとや悩みがある時に、相談できる支援機関が１つもない状態が該当する。 

 

２ 困った時に相談できる人や支援機関が１つ又は複数あるが、いずれも信頼して

相談できる関係ではない。 

困りごとや悩みがある時に、相談する人や支援機関が１つ又は複数あるが、信頼し

安心して相談できる関係性が構築できていない状態が該当する。 

  

３ 困った時に相談できる人や支援機関が１つ又は複数あり、そのうちの１つと信

頼して相談できる関係にある。 

困りごとや悩みがある時に、相談する人や支援機関が１つ又は複数あり、そのうち１

つは、信頼し安心して話ができる関係が構築できている状態が該当する。 

 

４ 困った時に相談できる人や支援機関が複数あり、そのうちの複数と信頼して相

談できる関係にある。 

困りごとや悩みがある時に、相談する人や支援機関が１つ又は複数あり、かつ、そ

のうち複数と信頼し安心して話ができる関係が構築できている状態が該当する。 
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（７）留意事項 

つながり指標の４項目(段階)について、支援対象者ごとに１から４までにチェック

を付けることとなるが、４が誰にとっても理想的で目指すべき状態というわけではな

い。本人の状態が２や３であっても、本人を取り巻く環境を調整することによって、

本人らしく生きていける場合も十分に想定されるため、機械的に４を目標とするよう

な支援・運用とならないことに留意が必要である。 
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別紙３ 

 

 

アウトリーチ等を通じた継続的支援事業者及び参加支援事業者向け 

実績報告の手引き 

 

１ 趣旨・目的 

重層的支援体制整備事業(以下「重層事業」という。)を通じた支援の効果や成果を

把握するため、アウトリーチ等を通じた継続的支援事業実施事業者（以下「アウトリー

チ等事業者」という。）及び参加支援事業実施事業者（以下「参加支援事業者」とい

う。）については、事業の取組内容及び個別支援の実施状況に関して本手引きで設定

した項目について、実績報告を求めることとしている。 

 

２ 実績報告の概要 

（１）報告の対象者 

基本的には、アウトリーチ等事業者又は参加支援事業者による支援を行った者

が対象である。 

ただし、プランの作成に至らず、情報提供やつなぎのみでアウトリーチ等継続

的支援事業や参加支援事業による継続的な支援に至らなかった場合においても、

新規相談受付件数として報告対象とする。 

 

（２）報告の内容 

   報告する内容を以下のとおり整理した。Ａ（基本項目）は報告を必須とし、Ｂ

（任意項目）は報告を任意とする。なお、Ｂの報告は任意であるが、全国的な事

業実施状況を十分に把握する必要があるため、部分的な報告が可能な場合は、当

該項目について積極的に報告すること。 

定期報告 

(３ヶ月毎) 

 

Ａ．基本項目 

アウトリーチ等継続的支援事業及び参加支援事業を通じて得ら

れる基本的な項目について、四半期ごとに報告する。 

Ｂ．任意項目 

アウトリーチ等継続的支援事業及び参加支援事業において支援

を行った者に関する事案について、四半期ごとに報告する。 

 

（３）報告様式 

報告様式は別途お示しする。 
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３ 実績報告の項目 

  実績報告の項目を以下のとおり整理する。これらの項目について四半期ごとの実

績を国に報告すること。 

 

（１）アウトリーチ等継続的支援事業 

 Ａ．基本項目 

基本項目を以下のとおり整理する。 

項目 考え方 

相談受付件数 相談受付件数を報告する。 

※電話や来所のみで支援が終わり、プラン作成に至らなか

ったケースも１カウントとする。 

プラン件数 プランの受付番号に基づき、プランを作成した件数を報告

する。新規のプランだけでなく、再プランも含む。 

（プラン作成件数の

うち）終結件数 

評価シートの「プラン評価」に基づき、支援が終結した件

数を報告する。 

 

上記のほか、アウトリーチ等継続的支援事業を運営する上での課題、支援関係

機関との連携体制構築の工夫、分野横断的に取り組めるようになったこと、アウ

トリーチ等継続的支援事業の実施を通じて感じる変化（体制面、個別ケースへの

対応面など）など、必要に応じて報告すること。 

 

Ｂ．任意項目 

報告期間において対応した事案のうち、最も対応が困難である（であった）と

感じている事案の概要を報告すること。報告は１事案以上とし、必要に応じて、

複数事案ご報告いただいても差し支えない。また、事案の概要には、事案の状況

に応じて可能な限り以下の項目を含めて報告すること。報告事案について家族関

係図やエコマップ等を作成している場合は、それらを合わせて添付すること。な

お、事案の概要を作成する際は、個人が特定されないように適宜加工すること。 

一度報告いただいた事案は、事案の状況の変化を把握する趣旨から、四半期ご

とに継続的にその内容を更新することを想定している。 

項目 考え方 

性別 相談受付・申込票に基づき、本人の性別を報告する。 

年齢 相談受付・申込票に基づき、本人の年齢を報告する。 

初回相談受付日 相談受付・申込票に基づき、初回相談受付日を報告する。 

本人に関わる課題

と特性 

インテーク・アセスメントシートに基づき、該当する相談者に

関わる課題や特性を報告する。課題や特性としてカウントする

タイミングは、ある程度、本人に関するアセスメントができ、
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状態の全体像がおおよそ把握できた段階で行う。 

アウトリーチ等継

続的支援の内容 

アウトリーチ等継続的支援として実施している取組内容について報

告する。その際、本人に対して実施した内容のほか、支援関係

機関と協働して取り組んだ内容についても広く報告する。（取

組内容の例：面接、電話、メール、LINE や Twitter 等の SNS、

手紙、物資支援等）また、可能な限り、当該事案への支援を行

う上で工夫していることや業務負担感などが分かるよう報告す

ること。 

終結日 終結を判断する評価シートに基づき、終結日を報告する。 

 

 

（２）参加支援事業 

 Ａ．基本項目 

基本項目を以下のとおり整理する。 

項目 考え方 

相談受付件数 相談受付件数を報告する。 

※電話や来所のみで支援が終わり、プラン作成に至らなかった

ケースも１カウントとする。 

プラン件数 プランの受付番号に基づき、プランを作成した件数を報告す

る。新規のプランだけでなく、再プランも含む。 

（プラン作成件数

のうち）終結件数 

評価シートの「プラン評価」に基づき、支援が終結した件数を

報告する。 

 

上記のほか、参加支援事業を運営する上での課題、支援関係機関との連携体制

構築の工夫、分野横断的に取り組めるようになったこと、参加支援事業の実施を

通じて感じる変化（体制面、個別ケースへの対応面など）など、必要に応じて報

告すること。 

 

Ｂ．任意項目 

報告期間において対応した事案のうち、最も対応が困難である（であった）と

感じている事案の概要を報告すること。報告は１事案以上とし、必要に応じて、

複数事案ご報告いただいても差し支えない。また、事案の概要には、事案の状況

に応じて可能な限り以下の項目を含めて報告すること。報告事案について家族関係

図やエコマップ等を作成している場合は、それらを合わせて添付すること。な

お、事案の概要を作成する際は、個人が特定されないように適宜加工すること。 

一度報告いただいた事案は、事案の状況の変化を把握する趣旨から、四半期ご

とに継続的にその内容を更新することを想定している。 

140



- 40 -

項目 考え方 

性別 相談受付・申込票に基づき、本人の性別を報告する。 

年齢 相談受付・申込票に基づき、本人の年齢を報告する。 

初回相談受付日 相談受付・申込票に基づき、初回相談受付日を報告する。 

相談者に関わる課

題と特性 

インテーク・アセスメントシートに基づき、該当する相談者に

関わる課題や特性を報告する。課題や特性としてカウントする

タイミングは、ある程度、本人に関するアセスメントができ、

状態の全体像がおおよそ把握できた段階で行う。 

参加支援の内容 参加支援として実施している取組内容について報告する。その

際、本人に対して実施した内容のほか、支援関係機関と協働し

て取り組んだ内容についても報告する。また、可能な限り、当

該事案への支援を行う上で工夫していることや業務負担感など

が分かるよう報告すること。 

本人につなげた場

の内容（つなげよ

うとした場を含

む） 

参加に向けた支援を行うために、本人につなげた（つなげよう

とした）参加の場を報告する。多様な場が想定されることか

ら、就労、地域活動、居場所など、どのような機能を有する場

であるかを具体的に報告すること。 

終結日 終結を判断する評価シートに基づき、終結日を報告する。 

（３）留意事項

多機関協働事業者がつながり評価シートを活用する際に、アウトリーチ等事業

者や参加支援事業者に情報共有を求められば場合は積極的に協力すること。 
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参考資料１ 

生活困窮者自立支援制度の支援実績集計結果 

  



011_プランを作成した人の状況_男女年齢別_子どもの有無
012_プランを作成した人の状況_男女年齢別_世帯構成等

009_プランを作成した人の状況_男女年齢別_婚姻状況

（1）プランを作成した人の状況

001_プランを作成した人の状況_相談受付からプラン同意までの期間
002_プランを作成した人の状況_相談受付から初回プラン支援決定・確認日の期間
003_プランを作成した人の状況_年齢

008_プランを作成した人の状況_婚姻状況

集計一覧

005_プランを作成した人の状況_年齢階層別の男女比（平成30年度～令和2年度）

024_プランを作成した人の状況_滞納有無

026_プランを作成した人の状況_住居
027_プランを作成した人の状況_最終学歴
028_プランを作成した人の状況_相談内容
029_プランを作成した人の状況_最も困っている相談内容

025_プランを作成した人の状況_公的給付の受給状況

032_プランを作成した人の状況_緊急支援の必要性

010_プランを作成した人の状況_子どもの有無

004_プランを作成した人の状況_性別

006_プランを作成した人の状況_同居者有無
007_プランを作成した人の状況_男女年齢別_同居者有無

020_プランを作成した人の状況_男女年齢別_就労状況×健康状態
021_プランを作成した人の状況_直近の離職後の期間
022_プランを作成した人の状況_課税状況

015_プランを作成した人の状況_健康保険の加入状況
016_プランを作成した人の状況_障害手帳有無
017_プランを作成した人の状況_障害手帳の種類
018_プランを作成した人の状況_自立支援医療の利用の有無
019_プランを作成した人の状況_就労状況

030_プランを作成した人の状況_特性
031_プランを作成した人の状況_特性5グループ

023_プランを作成した人の状況_債務有無

013_プランを作成した人の状況_健康状態
014_プランを作成した人の状況_男女年齢別_健康状態

043_プランを作成した人の状況_法に基づくサービス等利用の状況

041_プランを作成した人の状況_支援決定・確認日からプラン期間終了日
042_プランを作成した人の状況_一般就労目標

033_プランを作成した人の状況_緊急支援の具体的な支援内容

040_プランを作成した人の状況_プラン作成回数

044_プランを作成した人の状況_住居確保給付金給付期間
045_プランを作成した人の状況_一時生活支援事業支援期間
046_プランを作成した人の状況_家計改善支援事業支援期間

034_プランを作成した人の状況_利用したサービス別の緊急支援の必要性
035_プランを作成した人の状況_経済的課題を抱えている人のサービス利用状況
036_プランを作成した人の状況_孤立系課題を抱えている人のサービス利用状況
037_プランを作成した人の状況_病気・けがを抱えている人のサービス利用状況
038_プランを作成した人の状況_障害のある人のサービス利用状況
039_プランを作成した人の状況_メンタルヘルス系課題を抱える人のサービス利用状況
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集計一覧

049_プランを作成した人の状況_認定就労訓練事業有_雇用形態

047_プランを作成した人の状況_就労準備支援事業支援期間
048_プランを作成した人の状況_認定就労訓練事業支援期間

056_プランを作成した人の状況_評価実施状況
057_プランを作成した人の状況_相談受付から評価実施「終結」までの期間
058_プランを作成した人の状況_本人の状況×相談受付から評価実施「終結」までの期間

050_プランを作成した人の状況_プランに関わる関係機関・関係者
051_プランを作成した人の状況_経済的課題×プランに関わる関係機関・関係者
052_プランを作成した人の状況_孤立系課題×プランに関わる関係機関・関係者
053_プランを作成した人の状況_障害×プランに関わる関係機関・関係者
054_プランを作成した人の状況_病気・けが×プランに関わる関係機関・関係者
055_プランを作成した人の状況_メンタルヘルス系課題×プランに関わる関係機関・関係者

070_プランを作成した人の状況_障害×変化の有無
071_プランを作成した人の状況_病気・けが×変化の有無
072_プランを作成した人の状況_メンタルヘルス系課題×変化の有無
073_プランを作成した人の状況_各サービス別変化の有無
074_プランを作成した人の状況_変化の内容（経済的変化）

091_プランを作成した人の状況（評価決定）_生活支援サービス等利用の状況
092_プランを作成した人の状況（評価決定）_住居確保給付金給付期間
093_プランを作成した人の状況（評価決定）_一時生活支援事業支援期間
094_プランを作成した人の状況（評価決定）_家計改善支援事業支援期間
095_プランを作成した人の状況（評価決定）_就労準備支援事業支援期間

078_プランを作成した人の状況_年齢×変化の内容（経済的変化）
079_プランを作成した人の状況_年齢×変化の内容（経済的以外での変化）
080_プランを作成した人の状況_経済的課題×変化の内容（経済的変化）
081_プランを作成した人の状況_経済的課題×変化の内容（経済的以外での変化）
082_プランを作成した人の状況_孤立系課題×変化の内容（経済的変化）
083_プランを作成した人の状況_孤立的課題×変化の内容（経済的以外での変化）

085_プランを作成した人の状況_障害×変化の内容（経済的以外での変化）
086_プランを作成した人の状況_病気・けが×変化の内容（経済的変化）
087_プランを作成した人の状況_病気・けが×変化の内容（経済的以外での変化）
088_プランを作成した人の状況_メンタルヘルス系課題×変化の内容（経済的変化）
089_プランを作成した人の状況_メンタルヘルス系課題×変化の内容（経済的以外での変化）
090_プランを作成した人の状況_就労関連事業の利用状況別×変化の内容（就労状況）

084_プランを作成した人の状況_障害×変化の内容（経済的変化）

075_プランを作成した人の状況_変化の内容（経済的以外での変化）
076_プランを作成した人の状況_性別×変化の内容（経済的変化）
077_プランを作成した人の状況_性別×変化の内容（経済的以外での変化）

069_プランを作成した人の状況_孤立系課題×変化の有無

059_プランを作成した人の状況_特性5グループ×相談受付から評価実施「終結」までの期間
060_プランを作成した人の状況_支援決定・確認から初回評価実施までの期間
061_プランを作成した人の状況_プラン評価の結果
062_プランを作成した人の状況_プラン回数別の状況
063_プランを作成した人の状況_プラン回数別のプラン結果
064_プランを作成した人の状況_サービス別プラン結果
065_プランを作成した人の状況_支援前後での変化の有無
066_プランを作成した人の状況_性別×変化の有無
067_プランを作成した人の状況_年齢×変化の有無
068_プランを作成した人の状況_経済的課題×変化の有無
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集計一覧

106_プランを作成した人の状況_認定就労訓練事業利用有無×変化の内容（経済的以外での変化）

097_プランを作成した人の状況_住居確保給付金利用有無×変化の内容（経済的変化）
098_プランを作成した人の状況_住居確保給付金利用有無×変化の内容（経済的以外での変化）
099_プランを作成した人の状況_一時生活支援事業利用有無×変化の内容（経済的変化）
100_プランを作成した人の状況_一時生活支援事業利用有無×変化の内容（経済的以外での変化）
101_プランを作成した人の状況_家計改善支援事業利用有無×変化の内容（経済的変化）
102_プランを作成した人の状況_家計改善支援事業利用有無×変化の内容（経済的以外での変化）

105_プランを作成した人の状況_認定就労訓練事業利用有無×変化の内容（経済的変化）

096_プランを作成した人の状況（評価決定）_認定就労訓練事業支援期間

103_プランを作成した人の状況_就労準備支援事業利用有無×変化の内容（経済的変化）
104_プランを作成した人の状況_就労準備支援事業利用有無×変化の内容（経済的以外での変化）
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（1）プランを作成した人の状況

001_プランを作成した人の状況_相談受付からプラン同意までの期間
【実数】

合計 0日 1～15日 16～30日 31～45日 46～90日 91日以上 不明
全年度 75,545 12,585 11,655 3,789 2,089 3,862 15,286 26,279
平成30年度 19,356 3,082 3,687 1,238 671 1,157 4,237 5,284
令和元年度 19,921 3,523 3,588 1,146 627 1,039 4,392 5,606
令和2年度 36,268 5,980 4,380 1,405 791 1,666 6,657 15,389

【比率】
合計 0日 1～15日 16～30日 31～45日 46～90日 91日以上 不明

全年度 100.00% 16.66% 15.43% 5.02% 2.77% 5.11% 20.23% 34.79%
平成30年度 100.00% 15.92% 19.05% 6.40% 3.47% 5.98% 21.89% 27.30%
令和元年度 100.00% 17.68% 18.01% 5.75% 3.15% 5.22% 22.05% 28.14%
令和2年度 100.00% 16.49% 12.08% 3.87% 2.18% 4.59% 18.36% 42.43%

002_プランを作成した人の状況_相談受付から初回プラン支援決定・確認日の期間
【実数】

合計 0日 1～15日 16～30日 31～45日 46～90日 91日以上 不明
全年度 75,545 10,143 13,488 10,713 6,797 7,747 23,807 2,850
平成30年度 19,356 1,528 4,089 3,149 1,764 2,031 6,071 724
令和元年度 19,921 1,592 4,166 3,086 1,777 2,030 6,574 696
令和2年度 36,268 7,023 5,233 4,478 3,256 3,686 11,162 1,430

【比率】
合計 0日 1～15日 16～30日 31～45日 46～90日 91日以上 不明

全年度 100.00% 13.43% 17.85% 14.18% 9.00% 10.25% 31.51% 3.77%
平成30年度 100.00% 7.89% 21.13% 16.27% 9.11% 10.49% 31.36% 3.74%
令和元年度 100.00% 7.99% 20.91% 15.49% 8.92% 10.19% 33.00% 3.49%
令和2年度 100.00% 19.36% 14.43% 12.35% 8.98% 10.16% 30.78% 3.94%

003_プランを作成した人の状況_年齢
【実数】

合計 ～10代 20代 30代 40代 50代 60～64歳 65歳～ 不明 平均
全年度 75,545 997 8,609 12,167 17,439 17,484 6,146 11,825 878 48.40
平成30年度 19,356 336 2,133 2,861 4,471 4,366 1,595 3,350 244 48.99
令和元年度 19,921 301 2,289 2,982 4,412 4,599 1,584 3,551 203 49.07
令和2年度 36,268 360 4,187 6,324 8,556 8,519 2,967 4,924 431 47.73

【比率】
合計 ～10代 20代 30代 40代 50代 60～64歳 65歳～ 不明

全年度 100.00% 1.32% 11.40% 16.11% 23.08% 23.14% 8.14% 15.65% 1.16%
平成30年度 100.00% 1.74% 11.02% 14.78% 23.10% 22.56% 8.24% 17.31% 1.26%
令和元年度 100.00% 1.51% 11.49% 14.97% 22.15% 23.09% 7.95% 17.83% 1.02%
令和2年度 100.00% 0.99% 11.54% 17.44% 23.59% 23.49% 8.18% 13.58% 1.19%

004_プランを作成した人の状況_性別
【実数】

合計 男性 女性 不明
全年度 75,545 46,697 28,462 386
平成30年度 19,356 11,754 7,418 184
令和元年度 19,921 12,059 7,731 131
令和2年度 36,268 22,884 13,313 71

【比率】
合計 男性 女性 不明

全年度 100.00% 61.81% 37.68% 0.51%
平成30年度 100.00% 60.73% 38.32% 0.95%
令和元年度 100.00% 60.53% 38.81% 0.66%
令和2年度 100.00% 63.10% 36.71% 0.20%

005_1_プランを作成した人の状況_年齢階層別の男女比（平成30年度～令和2年度）
【実数】 【比率】

合計 男性 女性 不明 合計 男性 女性 不明
合計 75,545 46,697 28,462 386 100.00% 61.81% 37.68% 0.51%
65歳～ 11,825 7,428 4,383 14 100.00% 62.82% 37.07% 0.12%
60～64歳 6,146 4,386 1,748 12 100.00% 71.36% 28.44% 0.20%
50代 17,484 11,559 5,888 37 100.00% 66.11% 33.68% 0.21%
40代 17,439 10,347 7,040 52 100.00% 59.33% 40.37% 0.30%
30代 12,167 7,001 5,143 23 100.00% 57.54% 42.27% 0.19%
～20代 9,606 5,530 4,032 44 100.00% 57.57% 41.97% 0.46%
不明 878 446 228 204 100.00% 50.80% 25.97% 23.23%

005_2_プランを作成した人の状況_年齢階層別の男女比（平成30年度）
【実数】 【比率】

合計 男性 女性 不明 合計 男性 女性 不明
合計 19,356 11,754 7,418 184 100.00% 60.73% 38.32% 0.95%
65歳～ 3,350 2004 1339 7 100.00% 59.82% 39.97% 0.21%
60～64歳 1,595 1153 435 7 100.00% 72.29% 27.27% 0.44%
50代 4,366 2899 1453 14 100.00% 66.40% 33.28% 0.32%
40代 4,471 2580 1883 8 100.00% 57.71% 42.12% 0.18%
30代 2,861 1626 1227 8 100.00% 56.83% 42.89% 0.28%
～20代 2,469 1426 1029 14 100.00% 57.76% 41.68% 0.57%
不明 244 66 52 126 100.00% 27.05% 21.31% 51.64%

合計
65歳～
60～64歳
50代
40代
30代
～20代
不明

合計
65歳～
60～64歳
50代
40代
30代
～20代
不明
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005_3_プランを作成した人の状況_年齢階層別の男女比（令和元年度）
【実数】 【比率】

合計 男性 女性 不明 合計 男性 女性 不明
合計 19,921 12,059 7,731 131 100.00% 60.53% 38.81% 0.66%
65歳～ 3,551 2149 1396 6 100.00% 60.52% 39.31% 0.17%
60～64歳 1,584 1126 456 2 100.00% 71.09% 28.79% 0.13%
50代 4,599 3005 1582 12 100.00% 65.34% 34.40% 0.26%
40代 4,412 2544 1839 29 100.00% 57.66% 41.68% 0.66%
30代 2,982 1634 1340 8 100.00% 54.80% 44.94% 0.27%
～20代 2,590 1497 1078 15 100.00% 57.80% 41.62% 0.58%
不明 203 104 40 59 100.00% 51.23% 19.70% 29.06%

005_4_プランを作成した人の状況_年齢階層別の男女比（令和2年度）
【実数】 【比率】

合計 男性 女性 不明 合計 男性 女性 不明
合計 36,268 22,884 13,313 71 100.00% 63.10% 36.71% 0.20%
65歳～ 4,924 3275 1648 1 100.00% 66.51% 33.47% 0.02%
60～64歳 2,967 2107 857 3 100.00% 71.01% 28.88% 0.10%
50代 8,519 5655 2853 11 100.00% 66.38% 33.49% 0.13%
40代 8,556 5223 3318 15 100.00% 61.04% 38.78% 0.18%
30代 6,324 3741 2576 7 100.00% 59.16% 40.73% 0.11%
～20代 4,547 2607 1925 15 100.00% 57.33% 42.34% 0.33%
不明 431 276 136 19 100.00% 64.04% 31.55% 4.41%

006_プランを作成した人の状況_同居者有無
【実数】 【比率】

合計 無 有 不明 合計 無 有 不明
全年度 75,545 28,628 36,735 10,182 100.00% 37.90% 48.63% 13.48%
平成30年度 19,356 7,767 10,124 1,465 100.00% 40.13% 52.30% 7.57%
令和元年度 19,921 7,985 10,573 1,363 100.00% 40.08% 53.07% 6.84%
令和2年度 36,268 12,876 16,038 7,354 100.00% 35.50% 44.22% 20.28%

007_1_プランを作成した人の状況_男女年齢別_同居者有無（平成30年度~令和2年度）
【実数】 【比率】

合計 有 無 不明 合計 有 無 不明
男性～60代以上 11,814 4,115 6,228 1,471 100.00% 34.83% 52.72% 12.45%
男性～50代 11,559 4,714 5,297 1,548 100.00% 40.78% 45.83% 13.39%
男性～40代 10,347 4,886 4,042 1,419 100.00% 47.22% 39.06% 13.71%
男性～30代 7,001 3,308 2,570 1,123 100.00% 47.25% 36.71% 16.04%
男性～20代 5,530 2,580 2,106 844 100.00% 46.65% 38.08% 15.26%
女性～60代以上 6,131 2,855 2,588 688 100.00% 46.57% 42.21% 11.22%
女性～50代 5,888 3,327 1,921 640 100.00% 56.50% 32.63% 10.87%
女性～40代 7,040 4,750 1,452 838 100.00% 67.47% 20.63% 11.90%
女性～30代 5,143 3,505 1,073 565 100.00% 68.15% 20.86% 10.99%
女性～20代 4,032 2,345 1,152 535 100.00% 58.16% 28.57% 13.27%

007_2_プランを作成した人の状況_男女年齢別_同居者有無（平成30年度）
【実数】 【比率】

合計 有 無 不明 合計 有 無 不明
男性～60代以上 3,157 1,088 1,842 227 100.00% 34.46% 58.35% 7.19%
男性～50代 2,899 1,216 1,487 196 100.00% 41.95% 51.29% 6.76%
男性～40代 2,580 1,265 1,143 172 100.00% 49.03% 44.30% 6.67%
男性～30代 1,626 818 682 126 100.00% 50.31% 41.94% 7.75%
男性～20代 1,426 778 539 109 100.00% 54.56% 37.80% 7.64%
女性～60代以上 1,774 921 708 145 100.00% 51.92% 39.91% 8.17%
女性～50代 1,453 917 466 70 100.00% 63.11% 32.07% 4.82%
女性～40代 1,883 1,406 347 130 100.00% 74.67% 18.43% 6.90%
女性～30代 1,227 916 246 65 100.00% 74.65% 20.05% 5.30%
女性～20代 1,029 689 260 80 100.00% 66.96% 25.27% 7.77%

007_3_プランを作成した人の状況_男女年齢別_同居者有無（令和元年度）
【実数】 【比率】

合計 有 無 不明 合計 有 無 不明
男性～60代以上 3,275 1,168 1,874 233 100.00% 35.66% 57.22% 7.11%
男性～50代 3,005 1,306 1,515 184 100.00% 43.46% 50.42% 6.12%
男性～40代 2,544 1,317 1,072 155 100.00% 51.77% 42.14% 6.09%
男性～30代 1,634 855 656 123 100.00% 52.33% 40.15% 7.53%
男性～20代 1,497 738 648 111 100.00% 49.30% 43.29% 7.41%
女性～60代以上 1,852 944 766 142 100.00% 50.97% 41.36% 7.67%
女性～50代 1,582 1,026 478 78 100.00% 64.85% 30.21% 4.93%
女性～40代 1,839 1,373 358 108 100.00% 74.66% 19.47% 5.87%
女性～30代 1,340 1,015 271 54 100.00% 75.75% 20.22% 4.03%
女性～20代 1,078 742 292 44 100.00% 68.83% 27.09% 4.08%

007_4_プランを作成した人の状況_男女年齢別_同居者有無（令和2年度）
【実数】 【比率】

合計 有 無 不明 合計 有 無 不明
男性～60代以上 5,382 1,859 2,512 1,011 100.00% 34.54% 46.67% 18.78%
男性～50代 5,655 2,192 2,295 1,168 100.00% 38.76% 40.58% 20.65%
男性～40代 5,223 2,304 1,827 1,092 100.00% 44.11% 34.98% 20.91%
男性～30代 3,741 1,635 1,232 874 100.00% 43.70% 32.93% 23.36%
男性～20代 2,607 1,064 919 624 100.00% 40.81% 35.25% 23.94%
女性～60代以上 2,505 990 1,114 401 100.00% 39.52% 44.47% 16.01%
女性～50代 2,853 1,384 977 492 100.00% 48.51% 34.24% 17.25%
女性～40代 3,318 1,971 747 600 100.00% 59.40% 22.51% 18.08%
女性～30代 2,576 1,574 556 446 100.00% 61.10% 21.58% 17.31%
女性～20代 1,925 914 600 411 100.00% 47.48% 31.17% 21.35%

男性～60代以上
男性～50代
男性～40代
男性～30代
男性～20代
女性～60代以上
女性～50代
女性～40代
女性～30代
女性～20代

男性～60代以上
男性～50代
男性～40代
男性～30代
男性～20代
女性～60代以上
女性～50代
女性～40代
女性～30代
女性～20代

男性～60代以上
男性～50代
男性～40代
男性～30代
男性～20代

女性～20代

男性～60代以上
男性～50代
男性～40代
男性～30代
男性～20代
女性～60代以上
女性～50代
女性～40代
女性～30代
女性～20代

全年度
平成30年度
令和元年度
令和2年度

合計
65歳～
60～64歳
50代
40代
30代
～20代
不明

合計
65歳～
60～64歳
50代
40代
30代
～20代
不明

女性～60代以上
女性～50代
女性～40代
女性～30代
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008_プランを作成した人の状況_婚姻状況
【実数】
 合計 未婚 既婚 離別 死別 その他 不明
全年度 75,545 25,359 12,754 13,740 2,616 762 20,314
平成30年度 19,356 7,924 3,410 3,950 891 226 2,955
令和元年度 19,921 8,397 3,419 3,970 876 235 3,024
令和2年度 36,268 9,038 5,925 5,820 849 301 14,335

【比率】
合計 未婚 既婚 離別 死別 その他 不明

全年度 100.00% 33.57% 16.88% 18.19% 3.46% 1.01% 26.89%
平成30年度 100.00% 40.94% 17.62% 20.41% 4.60% 1.17% 15.27%
令和元年度 100.00% 42.15% 17.16% 19.93% 4.40% 1.18% 15.18%
令和2年度 100.00% 24.92% 16.34% 16.05% 2.34% 0.83% 39.53%

009_1_プランを作成した人の状況_男女年齢別_婚姻状況（平成30年度~令和2年度）
【実数】
 合計 未婚 既婚 離別 死別 その他 不明
男性～60代以上 11,814 2,645 2,616 2,511 618 159 3,265
男性～50代 11,559 4,335 1,650 1,962 95 82 3,435
男性～40代 10,347 4,425 1,702 1,200 23 68 2,929
男性～30代 7,001 3,339 1,132 505 9 38 1,978
男性～20代 5,530 3,473 502 136 2 26 1,391
女性～60代以上 6,131 572 1,247 1,346 1,412 70 1,484
女性～50代 5,888 1,173 1,073 1,817 283 84 1,458
女性～40代 7,040 1,515 1,295 2,331 119 115 1,665
女性～30代 5,143 1,495 973 1,417 30 83 1,145
女性～20代 4,032 2,219 420 444 16 24 909

【比率】
合計 未婚 既婚 離別 死別 その他 不明

男性～60代以上 100.00% 22.39% 22.14% 21.25% 5.23% 1.35% 27.64%
男性～50代 100.00% 37.50% 14.27% 16.97% 0.82% 0.71% 29.72%
男性～40代 100.00% 42.77% 16.45% 11.60% 0.22% 0.66% 28.31%
男性～30代 100.00% 47.69% 16.17% 7.21% 0.13% 0.54% 28.25%
男性～20代 100.00% 62.80% 9.08% 2.46% 0.04% 0.47% 25.15%
女性～60代以上 100.00% 9.33% 20.34% 21.95% 23.03% 1.14% 24.20%
女性～50代 100.00% 19.92% 18.22% 30.86% 4.81% 1.43% 24.76%
女性～40代 100.00% 21.52% 18.39% 33.11% 1.69% 1.63% 23.65%
女性～30代 100.00% 29.07% 18.92% 27.55% 0.58% 1.61% 22.26%
女性～20代 100.00% 55.03% 10.42% 11.01% 0.40% 0.60% 22.54%

009_2_プランを作成した人の状況_男女年齢別_婚姻状況（平成30年度）
【実数】
 合計 未婚 既婚 離別 死別 その他 不明
男性～60代以上 3,157 874 712 790 219 49 513
男性～50代 2,899 1,423 389 568 20 21 478
男性～40代 2,580 1,449 354 345 9 16 407
男性～30代 1,626 1,036 209 126 4 11 240
男性～20代 1,426 1,066 139 38 0 6 177
女性～60代以上 1,774 156 419 389 489 25 296
女性～50代 1,453 342 328 521 87 14 161
女性～40代 1,883 475 390 688 38 41 251
女性～30代 1,227 404 280 360 15 27 141
女性～20代 1,029 656 129 106 5 8 125

【比率】
合計 未婚 既婚 離別 死別 その他 不明

男性～60代以上 100.00% 27.68% 22.55% 25.02% 6.94% 1.55% 16.25%
男性～50代 100.00% 49.09% 13.42% 19.59% 0.69% 0.72% 16.49%
男性～40代 100.00% 56.16% 13.72% 13.37% 0.35% 0.62% 15.78%
男性～30代 100.00% 63.71% 12.85% 7.75% 0.25% 0.68% 14.76%
男性～20代 100.00% 74.75% 9.75% 2.66% 0.00% 0.42% 12.41%
女性～60代以上 100.00% 8.79% 23.62% 21.93% 27.56% 1.41% 16.69%
女性～50代 100.00% 23.54% 22.57% 35.86% 5.99% 0.96% 11.08%
女性～40代 100.00% 25.23% 20.71% 36.54% 2.02% 2.18% 13.33%
女性～30代 100.00% 32.93% 22.82% 29.34% 1.22% 2.20% 11.49%
女性～20代 100.00% 63.75% 12.54% 10.30% 0.49% 0.78% 12.15%
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009_3_プランを作成した人の状況_男女年齢別_婚姻状況（令和元年度）
【実数】
 合計 未婚 既婚 離別 死別 その他 不明
男性～60代以上 3,275 907 798 773 214 49 534
男性～50代 3,005 1,475 390 581 38 26 495
男性～40代 2,544 1,430 355 332 9 24 394
男性～30代 1,634 1,096 172 124 1 9 232
男性～20代 1,497 1,144 99 42 2 4 206
女性～60代以上 1,852 194 426 426 481 20 305
女性～50代 1,582 390 330 537 93 29 203
女性～40代 1,839 484 385 648 31 38 253
女性～30代 1,340 479 306 383 3 25 144
女性～20代 1,078 737 124 107 3 8 99

【比率】
合計 未婚 既婚 離別 死別 その他 不明

男性～60代以上 100.00% 27.69% 24.37% 23.60% 6.53% 1.50% 16.31%
男性～50代 100.00% 49.08% 12.98% 19.33% 1.26% 0.87% 16.47%
男性～40代 100.00% 56.21% 13.95% 13.05% 0.35% 0.94% 15.49%
男性～30代 100.00% 67.07% 10.53% 7.59% 0.06% 0.55% 14.20%
男性～20代 100.00% 76.42% 6.61% 2.81% 0.13% 0.27% 13.76%
女性～60代以上 100.00% 10.48% 23.00% 23.00% 25.97% 1.08% 16.47%
女性～50代 100.00% 24.65% 20.86% 33.94% 5.88% 1.83% 12.83%
女性～40代 100.00% 26.32% 20.94% 35.24% 1.69% 2.07% 13.76%
女性～30代 100.00% 35.75% 22.84% 28.58% 0.22% 1.87% 10.75%
女性～20代 100.00% 68.37% 11.50% 9.93% 0.28% 0.74% 9.18%

009_4_プランを作成した人の状況_男女年齢別_婚姻状況（令和2年度）
【実数】
 合計 未婚 既婚 離別 死別 その他 不明
男性～60代以上 5,382 864 1,106 948 185 61 2,218
男性～50代 5,655 1,437 871 813 37 35 2,462
男性～40代 5,223 1,546 993 523 5 28 2,128
男性～30代 3,741 1,207 751 255 4 18 1,506
男性～20代 2,607 1,263 264 56 0 16 1,008
女性～60代以上 2,505 222 402 531 442 25 883
女性～50代 2,853 441 415 759 103 41 1,094
女性～40代 3,318 556 520 995 50 36 1,161
女性～30代 2,576 612 387 674 12 31 860
女性～20代 1,925 826 167 231 8 8 685

【比率】
合計 未婚 既婚 離別 死別 その他 不明

男性～60代以上 100.00% 16.05% 20.55% 17.61% 3.44% 1.13% 41.21%
男性～50代 100.00% 25.41% 15.40% 14.38% 0.65% 0.62% 43.54%
男性～40代 100.00% 29.60% 19.01% 10.01% 0.10% 0.54% 40.74%
男性～30代 100.00% 32.26% 20.07% 6.82% 0.11% 0.48% 40.26%
男性～20代 100.00% 48.45% 10.13% 2.15% 0.00% 0.61% 38.67%
女性～60代以上 100.00% 8.86% 16.05% 21.20% 17.64% 1.00% 35.25%
女性～50代 100.00% 15.46% 14.55% 26.60% 3.61% 1.44% 38.35%
女性～40代 100.00% 16.76% 15.67% 29.99% 1.51% 1.08% 34.99%
女性～30代 100.00% 23.76% 15.02% 26.16% 0.47% 1.20% 33.39%
女性～20代 100.00% 42.91% 8.68% 12.00% 0.42% 0.42% 35.58%

010_プランを作成した人の状況_子どもの有無
【実数】
 合計 子ども無 子ども有

（扶養有）
子ども有
（扶養無）

不明

全年度 75,545 29,406 10,895 13,694 21,550
平成30年度 19,356 8,842 2,572 4,260 3,682
令和元年度 19,921 9,372 2,497 4,142 3,910
令和2年度 36,268 11,192 5,826 5,292 13,958

【比率】
 合計 子ども無 子ども有

（扶養有）
子ども有
（扶養無）

不明

全年度 100.00% 38.93% 14.42% 18.13% 28.53%
平成30年度 100.00% 45.68% 13.29% 22.01% 19.02%
令和元年度 100.00% 47.05% 12.53% 20.79% 19.63%
令和2年度 100.00% 30.86% 16.06% 14.59% 38.49%
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011_1_プランを作成した人の状況_男女年齢別_子どもの有無（平成30年度~令和2年度）
【実数】
 合計 子ども無 子ども有

（扶養有）
子ども有
（扶養無）

不明

男性～60代以上 11,814 4,196 875 3,225 3,518
男性～50代 11,559 5,245 929 1,796 3,589
男性～40代 10,347 4,886 1,232 1,183 3,046
男性～30代 7,001 3,418 871 566 2,146
男性～20代 5,530 3,261 366 197 1,706
女性～60代以上 6,131 1,441 590 2,484 1,616
女性～50代 5,888 1,620 1,136 1,682 1,450
女性～40代 7,040 1,722 2,353 1,363 1,602
女性～30代 5,143 1,435 1,802 751 1,155
女性～20代 4,032 1,977 643 336 1,076

【比率】
 合計 子ども無 子ども有

（扶養有）
子ども有
（扶養無）

不明

男性～60代以上 100.00% 35.52% 7.41% 27.30% 29.78%
男性～50代 100.00% 45.38% 8.04% 15.54% 31.05%
男性～40代 100.00% 47.22% 11.91% 11.43% 29.44%
男性～30代 100.00% 48.82% 12.44% 8.08% 30.65%
男性～20代 100.00% 58.97% 6.62% 3.56% 30.85%
女性～60代以上 100.00% 23.50% 9.62% 40.52% 26.36%
女性～50代 100.00% 27.51% 19.29% 28.57% 24.63%
女性～40代 100.00% 24.46% 33.42% 19.36% 22.76%
女性～30代 100.00% 27.90% 35.04% 14.60% 22.46%
女性～20代 100.00% 49.03% 15.95% 8.33% 26.69%

011_2_プランを作成した人の状況_男女年齢別_子どもの有無（平成30年度）
【実数】
 合計 子ども無 子ども有

（扶養有）
子ども有
（扶養無）

不明

男性～60代以上 3,157 1,236 119 1,138 664
男性～50代 2,899 1,591 176 521 611
男性～40代 2,580 1,523 235 325 497
男性～30代 1,626 1,019 159 115 333
男性～20代 1,426 1,017 89 49 271
女性～60代以上 1,774 414 83 935 342
女性～50代 1,453 462 292 495 204
女性～40代 1,883 533 697 370 283
女性～30代 1,227 391 493 191 152
女性～20代 1,029 594 181 88 166

【比率】
 合計 子ども無 子ども有

（扶養有）
子ども有
（扶養無）

不明

男性～60代以上 100.00% 39.15% 3.77% 36.05% 21.03%
男性～50代 100.00% 54.88% 6.07% 17.97% 21.08%
男性～40代 100.00% 59.03% 9.11% 12.60% 19.26%
男性～30代 100.00% 62.67% 9.78% 7.07% 20.48%
男性～20代 100.00% 71.32% 6.24% 3.44% 19.00%
女性～60代以上 100.00% 23.34% 4.68% 52.71% 19.28%
女性～50代 100.00% 31.80% 20.10% 34.07% 14.04%
女性～40代 100.00% 28.31% 37.02% 19.65% 15.03%
女性～30代 100.00% 31.87% 40.18% 15.57% 12.39%
女性～20代 100.00% 57.73% 17.59% 8.55% 16.13%

011_3_プランを作成した人の状況_男女年齢別_子どもの有無（令和元年度）
【実数】
 合計 子ども無 子ども有

（扶養有）
子ども有
（扶養無）

不明

男性～60代以上 3,275 1,313 166 1,051 745
男性～50代 3,005 1,682 183 492 648
男性～40代 2,544 1,501 238 296 509
男性～30代 1,634 1,093 139 106 296
男性～20代 1,497 1,056 67 43 331
女性～60代以上 1,852 489 125 874 364
女性～50代 1,582 496 310 539 237
女性～40代 1,839 536 617 405 281
女性～30代 1,340 463 488 220 169
女性～20代 1,078 675 149 89 165

【比率】
 合計 子ども無 子ども有

（扶養有）
子ども有
（扶養無）

不明

男性～60代以上 100.00% 40.09% 5.07% 32.09% 22.75%
男性～50代 100.00% 55.97% 6.09% 16.37% 21.56%
男性～40代 100.00% 59.00% 9.36% 11.64% 20.01%
男性～30代 100.00% 66.89% 8.51% 6.49% 18.12%
男性～20代 100.00% 70.54% 4.48% 2.87% 22.11%
女性～60代以上 100.00% 26.40% 6.75% 47.19% 19.65%
女性～50代 100.00% 31.35% 19.60% 34.07% 14.98%
女性～40代 100.00% 29.15% 33.55% 22.02% 15.28%
女性～30代 100.00% 34.55% 36.42% 16.42% 12.61%
女性～20代 100.00% 62.62% 13.82% 8.26% 15.31%
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（1）プランを作成した人の状況

011_4_プランを作成した人の状況_男女年齢別_子どもの有無（令和2年度）
【実数】
 合計 子ども無 子ども有

（扶養有）
子ども有
（扶養無）

不明

男性～60代以上 5,382 1,647 590 1,036 2,109
男性～50代 5,655 1,972 570 783 2,330
男性～40代 5,223 1,862 759 562 2,040
男性～30代 3,741 1,306 573 345 1,517
男性～20代 2,607 1,188 210 105 1,104
女性～60代以上 2,505 538 382 675 910
女性～50代 2,853 662 534 648 1,009
女性～40代 3,318 653 1,039 588 1,038
女性～30代 2,576 581 821 340 834
女性～20代 1,925 708 313 159 745

【比率】
 合計 子ども無 子ども有

（扶養有）
子ども有
（扶養無）

不明

男性～60代以上 100.00% 30.60% 10.96% 19.25% 39.19%
男性～50代 100.00% 34.87% 10.08% 13.85% 41.20%
男性～40代 100.00% 35.65% 14.53% 10.76% 39.06%
男性～30代 100.00% 34.91% 15.32% 9.22% 40.55%
男性～20代 100.00% 45.57% 8.06% 4.03% 42.35%
女性～60代以上 100.00% 21.48% 15.25% 26.95% 36.33%
女性～50代 100.00% 23.20% 18.72% 22.71% 35.37%
女性～40代 100.00% 19.68% 31.31% 17.72% 31.28%
女性～30代 100.00% 22.55% 31.87% 13.20% 32.38%
女性～20代 100.00% 36.78% 16.26% 8.26% 38.70%

012_1_プランを作成した人の状況_男女年齢別_世帯構成等（平成30年度~令和2年度）
【実数】
 合計 既婚

・同居有
・子ども有

未婚
・死別
・離別
・同居有
・子ども有

未婚
・死別
・離別
・同居有
・子ども無

未婚
・死別
・離別
・同居無
・子ども有

未婚
・死別
・離別
・同居無
・子ども無

その他

男性～60代以上 11,814 1,449 462 495 1,532 2,567 5,309
男性～50代 11,559 1,017 401 1,673 878 2,696 4,894
男性～40代 10,347 1,178 333 1,931 526 2,220 4,159
男性～30代 7,001 824 198 1,403 211 1,534 2,831
男性～20代 5,530 353 75 1,551 53 1,445 2,053
女性～60代以上 6,131 772 919 287 984 754 2,415
女性～50代 5,888 702 1,154 515 514 741 2,262
女性～40代 7,040 1,003 1,946 693 251 728 2,419
女性～30代 5,143 819 1,323 617 86 639 1,659
女性～20代 4,032 337 506 1,041 33 782 1,333

【比率】
 合計 既婚

・同居有
・子ども有

未婚
・死別
・離別
・同居有
・子ども有

未婚
・死別
・離別
・同居有
・子ども無

未婚
・死別
・離別
・同居無
・子ども有

未婚
・死別
・離別
・同居無
・子ども無

その他

男性～60代以上 100.00% 12.27% 3.91% 4.19% 12.97% 21.73% 44.94%
男性～50代 100.00% 8.80% 3.47% 14.47% 7.60% 23.32% 42.34%
男性～40代 100.00% 11.38% 3.22% 18.66% 5.08% 21.46% 40.20%
男性～30代 100.00% 11.77% 2.83% 20.04% 3.01% 21.91% 40.44%
男性～20代 100.00% 6.38% 1.36% 28.05% 0.96% 26.13% 37.12%
女性～60代以上 100.00% 12.59% 14.99% 4.68% 16.05% 12.30% 39.39%
女性～50代 100.00% 11.92% 19.60% 8.75% 8.73% 12.58% 38.42%
女性～40代 100.00% 14.25% 27.64% 9.84% 3.57% 10.34% 34.36%
女性～30代 100.00% 15.92% 25.72% 12.00% 1.67% 12.42% 32.26%
女性～20代 100.00% 8.36% 12.55% 25.82% 0.82% 19.39% 33.06%
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（1）プランを作成した人の状況

012_2_プランを作成した人の状況_男女年齢別_世帯構成等（平成30年度）
【実数】
 合計 既婚

・同居有
・子ども有

未婚
・死別
・離別
・同居有
・子ども有

未婚
・死別
・離別
・同居有
・子ども無

未婚
・死別
・離別
・同居無
・子ども有

未婚
・死別
・離別
・同居無
・子ども無

その他

男性～60代以上 3,157 416 152 161 539 831 1,058
男性～50代 2,899 254 99 556 291 873 826
男性～40代 2,580 254 102 636 160 744 684
男性～30代 1,626 147 42 465 64 466 442
男性～20代 1,426 91 17 538 15 418 347
女性～60代以上 1,774 271 320 95 317 209 562
女性～50代 1,453 221 337 167 164 210 354
女性～40代 1,883 316 596 243 63 207 458
女性～30代 1,227 245 348 182 30 169 253
女性～20代 1,029 111 125 348 8 210 227

【比率】
 合計 既婚

・同居有
・子ども有

未婚
・死別
・離別
・同居有
・子ども有

未婚
・死別
・離別
・同居有
・子ども無

未婚
・死別
・離別
・同居無
・子ども有

未婚
・死別
・離別
・同居無
・子ども無

その他

男性～60代以上 100.00% 13.18% 4.81% 5.10% 17.07% 26.32% 33.51%
男性～50代 100.00% 8.76% 3.41% 19.18% 10.04% 30.11% 28.49%
男性～40代 100.00% 9.84% 3.95% 24.65% 6.20% 28.84% 26.51%
男性～30代 100.00% 9.04% 2.58% 28.60% 3.94% 28.66% 27.18%
男性～20代 100.00% 6.38% 1.19% 37.73% 1.05% 29.31% 24.33%
女性～60代以上 100.00% 15.28% 18.04% 5.36% 17.87% 11.78% 31.68%
女性～50代 100.00% 15.21% 23.19% 11.49% 11.29% 14.45% 24.36%
女性～40代 100.00% 16.78% 31.65% 12.90% 3.35% 10.99% 24.32%
女性～30代 100.00% 19.97% 28.36% 14.83% 2.44% 13.77% 20.62%
女性～20代 100.00% 10.79% 12.15% 33.82% 0.78% 20.41% 22.06%

012_3_プランを作成した人の状況_男女年齢別_世帯構成等（令和元年度）
【実数】
 合計 既婚

・同居有
・子ども有

未婚
・死別
・離別
・同居有
・子ども有

未婚
・死別
・離別
・同居有
・子ども無

未婚
・死別
・離別
・同居無
・子ども有

未婚
・死別
・離別
・同居無
・子ども無

その他

男性～60代以上 3,275 438 154 156 464 893 1,170
男性～50代 3,005 233 126 617 241 883 905
男性～40代 2,544 228 95 688 147 662 724
男性～30代 1,634 115 51 515 54 477 422
男性～20代 1,497 66 21 504 12 499 395
女性～60代以上 1,852 272 325 93 294 266 602
女性～50代 1,582 236 383 179 129 228 427
女性～40代 1,839 299 540 256 62 211 471
女性～30代 1,340 263 350 230 25 186 286
女性～20代 1,078 101 116 406 10 233 212

【比率】
 合計 既婚

・同居有
・子ども有

未婚
・死別
・離別
・同居有
・子ども有

未婚
・死別
・離別
・同居有
・子ども無

未婚
・死別
・離別
・同居無
・子ども有

未婚
・死別
・離別
・同居無
・子ども無

その他

男性～60代以上 100.00% 13.37% 4.70% 4.76% 14.17% 27.27% 35.73%
男性～50代 100.00% 7.75% 4.19% 20.53% 8.02% 29.38% 30.12%
男性～40代 100.00% 8.96% 3.73% 27.04% 5.78% 26.02% 28.46%
男性～30代 100.00% 7.04% 3.12% 31.52% 3.30% 29.19% 25.83%
男性～20代 100.00% 4.41% 1.40% 33.67% 0.80% 33.33% 26.39%
女性～60代以上 100.00% 14.69% 17.55% 5.02% 15.87% 14.36% 32.51%
女性～50代 100.00% 14.92% 24.21% 11.31% 8.15% 14.41% 26.99%
女性～40代 100.00% 16.26% 29.36% 13.92% 3.37% 11.47% 25.61%
女性～30代 100.00% 19.63% 26.12% 17.16% 1.87% 13.88% 21.34%
女性～20代 100.00% 9.37% 10.76% 37.66% 0.93% 21.61% 19.67%
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（1）プランを作成した人の状況

012_4_プランを作成した人の状況_男女年齢別_世帯構成等（令和2年度）
【実数】
 合計 既婚

・同居有
・子ども有

未婚
・死別
・離別
・同居有
・子ども有

未婚
・死別
・離別
・同居有
・子ども無

未婚
・死別
・離別
・同居無
・子ども有

未婚
・死別
・離別
・同居無
・子ども無

その他

男性～60代以上 5,382 595 156 178 529 843 3,081
男性～50代 5,655 530 176 500 346 940 3,163
男性～40代 5,223 696 136 607 219 814 2,751
男性～30代 3,741 562 105 423 93 591 1,967
男性～20代 2,607 196 37 509 26 528 1,311
女性～60代以上 2,505 229 274 99 373 279 1,251
女性～50代 2,853 245 434 169 221 303 1,481
女性～40代 3,318 388 810 194 126 310 1,490
女性～30代 2,576 311 625 205 31 284 1,120
女性～20代 1,925 125 265 287 15 339 894

【比率】
 合計 既婚

・同居有
・子ども有

未婚
・死別
・離別
・同居有
・子ども有

未婚
・死別
・離別
・同居有
・子ども無

未婚
・死別
・離別
・同居無
・子ども有

未婚
・死別
・離別
・同居無
・子ども無

その他

男性～60代以上 100.00% 11.06% 2.90% 3.31% 9.83% 15.66% 57.25%
男性～50代 100.00% 9.37% 3.11% 8.84% 6.12% 16.62% 55.93%
男性～40代 100.00% 13.33% 2.60% 11.62% 4.19% 15.58% 52.67%
男性～30代 100.00% 15.02% 2.81% 11.31% 2.49% 15.80% 52.58%
男性～20代 100.00% 7.52% 1.42% 19.52% 1.00% 20.25% 50.29%
女性～60代以上 100.00% 9.14% 10.94% 3.95% 14.89% 11.14% 49.94%
女性～50代 100.00% 8.59% 15.21% 5.92% 7.75% 10.62% 51.91%
女性～40代 100.00% 11.69% 24.41% 5.85% 3.80% 9.34% 44.91%
女性～30代 100.00% 12.07% 24.26% 7.96% 1.20% 11.02% 43.48%
女性～20代 100.00% 6.49% 13.77% 14.91% 0.78% 17.61% 46.44%

013_プランを作成した人の状況_健康状態
【実数】
 合計 通院していない/

健康状態良い
通院している 通院していない/

健康状態悪い
不明

全年度 75,545 28,321 23,002 7,338 16,884
平成30年度 19,356 7,495 7,305 2,459 2,097
令和元年度 19,921 7,610 7,630 2,449 2,232
令和2年度 36,268 13,216 8,067 2,430 12,555

【比率】
 合計 通院していない/

健康状態良い
通院している 通院していない/

健康状態悪い
不明

全年度 100.00% 37.49% 30.45% 9.71% 22.35%
平成30年度 100.00% 38.72% 37.74% 12.70% 10.83%
令和元年度 100.00% 38.20% 38.30% 12.29% 11.20%
令和2年度 100.00% 36.44% 22.24% 6.70% 34.62%

014_1_プランを作成した人の状況_男女年齢別_健康状態（平成30年度~令和2年度）
【実数】
 合計 通院していない/

健康状態良い
通院している 通院していない/

健康状態悪い
不明

男性～60代以上 11,814 3,616 4,558 1,418 2,222
男性～50代 11,559 3,965 3,659 1,455 2,480
男性～40代 10,347 4,160 2,740 1,092 2,355
男性～30代 7,001 3,194 1,376 602 1,829
男性～20代 5,530 2,896 831 412 1,391
女性～60代以上 6,131 1,737 2,775 439 1,180
女性～50代 5,888 1,925 2,252 521 1,190
女性～40代 7,040 2,631 2,307 617 1,485
女性～30代 5,143 2,177 1,428 402 1,136
女性～20代 4,032 1,851 929 317 935

【比率】
 合計 通院していない/

健康状態良い
通院している 通院していない/

健康状態悪い
不明

男性～60代以上 100.00% 30.61% 38.58% 12.00% 18.81%
男性～50代 100.00% 34.30% 31.65% 12.59% 21.46%
男性～40代 100.00% 40.20% 26.48% 10.55% 22.76%
男性～30代 100.00% 45.62% 19.65% 8.60% 26.12%
男性～20代 100.00% 52.37% 15.03% 7.45% 25.15%
女性～60代以上 100.00% 28.33% 45.26% 7.16% 19.25%
女性～50代 100.00% 32.69% 38.25% 8.85% 20.21%
女性～40代 100.00% 37.37% 32.77% 8.76% 21.09%
女性～30代 100.00% 42.33% 27.77% 7.82% 22.09%
女性～20代 100.00% 45.91% 23.04% 7.86% 23.19%
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（1）プランを作成した人の状況

014_2_プランを作成した人の状況_男女年齢別_健康状態（平成30年度）
【実数】
 合計 通院していない/

健康状態良い
通院している 通院していない/

健康状態悪い
不明

男性～60代以上 3,157 985 1,413 487 272
男性～50代 2,899 975 1,149 505 270
男性～40代 2,580 1,009 934 367 270
男性～30代 1,626 788 452 215 171
男性～20代 1,426 833 282 125 186
女性～60代以上 1,774 550 902 132 190
女性～50代 1,453 494 664 170 125
女性～40代 1,883 743 745 205 190
女性～30代 1,227 552 441 117 117
女性～20代 1,029 524 280 113 112

【比率】
 合計 通院していない/

健康状態良い
通院している 通院していない/

健康状態悪い
不明

男性～60代以上 100.00% 31.20% 44.76% 15.43% 8.62%
男性～50代 100.00% 33.63% 39.63% 17.42% 9.31%
男性～40代 100.00% 39.11% 36.20% 14.22% 10.47%
男性～30代 100.00% 48.46% 27.80% 13.22% 10.52%
男性～20代 100.00% 58.42% 19.78% 8.77% 13.04%
女性～60代以上 100.00% 31.00% 50.85% 7.44% 10.71%
女性～50代 100.00% 34.00% 45.70% 11.70% 8.60%
女性～40代 100.00% 39.46% 39.56% 10.89% 10.09%
女性～30代 100.00% 44.99% 35.94% 9.54% 9.54%
女性～20代 100.00% 50.92% 27.21% 10.98% 10.88%

014_3_プランを作成した人の状況_男女年齢別_健康状態（令和元年度）
【実数】
 合計 通院していない/

健康状態良い
通院している 通院していない/

健康状態悪い
不明

男性～60代以上 3,275 1,010 1,456 471 338
男性～50代 3,005 1,077 1,155 488 285
男性～40代 2,544 1,011 905 359 269
男性～30代 1,634 776 477 190 191
男性～20代 1,497 873 284 144 196
女性～60代以上 1,852 515 969 170 198
女性～50代 1,582 507 751 161 163
女性～40代 1,839 695 734 207 203
女性～30代 1,340 559 506 133 142
女性～20代 1,078 544 337 104 93

【比率】
 合計 通院していない/

健康状態良い
通院している 通院していない/

健康状態悪い
不明

男性～60代以上 100.00% 30.84% 44.46% 14.38% 10.32%
男性～50代 100.00% 35.84% 38.44% 16.24% 9.48%
男性～40代 100.00% 39.74% 35.57% 14.11% 10.57%
男性～30代 100.00% 47.49% 29.19% 11.63% 11.69%
男性～20代 100.00% 58.32% 18.97% 9.62% 13.09%
女性～60代以上 100.00% 27.81% 52.32% 9.18% 10.69%
女性～50代 100.00% 32.05% 47.47% 10.18% 10.30%
女性～40代 100.00% 37.79% 39.91% 11.26% 11.04%
女性～30代 100.00% 41.72% 37.76% 9.93% 10.60%
女性～20代 100.00% 50.46% 31.26% 9.65% 8.63%

014_4_プランを作成した人の状況_男女年齢別_健康状態（令和2年度）
【実数】
 合計 通院していない/

健康状態良い
通院している 通院していない/

健康状態悪い
不明

男性～60代以上 5,382 1,621 1,689 460 1,612
男性～50代 5,655 1,913 1,355 462 1,925
男性～40代 5,223 2,140 901 366 1,816
男性～30代 3,741 1,630 447 197 1,467
男性～20代 2,607 1,190 265 143 1,009
女性～60代以上 2,505 672 904 137 792
女性～50代 2,853 924 837 190 902
女性～40代 3,318 1,193 828 205 1,092
女性～30代 2,576 1,066 481 152 877
女性～20代 1,925 783 312 100 730

【比率】
 合計 通院していない/

健康状態良い
通院している 通院していない/

健康状態悪い
不明

男性～60代以上 100.00% 30.12% 31.38% 8.55% 29.95%
男性～50代 100.00% 33.83% 23.96% 8.17% 34.04%
男性～40代 100.00% 40.97% 17.25% 7.01% 34.77%
男性～30代 100.00% 43.57% 11.95% 5.27% 39.21%
男性～20代 100.00% 45.65% 10.16% 5.49% 38.70%
女性～60代以上 100.00% 26.83% 36.09% 5.47% 31.62%
女性～50代 100.00% 32.39% 29.34% 6.66% 31.62%
女性～40代 100.00% 35.96% 24.95% 6.18% 32.91%
女性～30代 100.00% 41.38% 18.67% 5.90% 34.05%
女性～20代 100.00% 40.68% 16.21% 5.19% 37.92%
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015_プランを作成した人の状況_健康保険の加入状況
【実数】
 合計 国民健康保険に

加入
健康保険
(国保以外)

加入していない 不明

全年度 75,545 33,125 9,377 4,688 28,355
平成30年度 19,356 9,990 2,787 1,676 4,903
令和元年度 19,921 10,059 2,980 1,631 5,251
令和2年度 36,268 13,076 3,610 1,381 18,201

【比率】
 合計 国民健康保険に

加入
健康保険
(国保以外)

加入していない 不明

全年度 100.00% 43.85% 12.41% 6.21% 37.53%
平成30年度 100.00% 51.61% 14.40% 8.66% 25.33%
令和元年度 100.00% 50.49% 14.96% 8.19% 26.36%
令和2年度 100.00% 36.05% 9.95% 3.81% 50.18%

016_プランを作成した人の状況_障害手帳有無
【実数】
 合計 有 無 不明
全年度 75,545 7,196 38,039 30,305
平成30年度 19,356 2,465 11,763 5,128
令和元年度 19,921 2,611 11,714 5,596
令和2年度 36,268 2,120 14,562 19,581

【比率】
合計 有 無 不明

全年度 100.00% 9.53% 50.35% 40.12%
平成30年度 100.00% 12.74% 60.77% 26.49%
令和元年度 100.00% 13.11% 58.80% 28.09%
令和2年度 100.00% 5.85% 40.15% 53.99%

017_プランを作成した人の状況_障害手帳の種類
【実数】
 合計 身体 知的 精神 不明
全年度 7,196 2,083 1,118 3,819 420
平成30年度 2,465 747 382 1,271 148
令和元年度 2,611 732 433 1,439 110
令和2年度 2,120 604 303 1,109 162

【比率】
合計 身体 知的 精神 不明

全年度 100.00% 28.95% 15.54% 53.07% 5.84%
平成30年度 100.00% 30.30% 15.50% 51.56% 6.00%
令和元年度 100.00% 28.04% 16.58% 55.11% 4.21%
令和2年度 100.00% 28.49% 14.29% 52.31% 7.64%

018_プランを作成した人の状況_自立支援医療の利用の有無
【実数】
 合計 無 有 不明
全年度 75,545 20,849 5,120 49,576
平成30年度 19,356 6,249 1,831 11,276
令和元年度 19,921 6,178 1,927 11,816
令和2年度 36,268 8,422 1,362 26,484

【比率】
合計 無 有 不明

全年度 100.00% 27.60% 6.78% 65.62%
平成30年度 100.00% 32.28% 9.46% 58.26%
令和元年度 100.00% 31.01% 9.67% 59.31%
令和2年度 100.00% 23.22% 3.76% 73.02%

019_プランを作成した人の状況_就労状況
【実数】
 合計 就労している 今後、就労予定

(就労先決定済
み)

仕事を探したい
／探している
(現在無職)

就労している
が、転職先を探
したい／探して
いる

仕事をしていない
(仕事は探してい
ない)

不明

全年度 75,545 18,953 1,128 28,177 6,060 8,908 12,314
平成30年度 19,356 3,910 340 8,453 1,657 3,194 1,802
令和元年度 19,921 3,983 340 8,703 1,697 3,420 1,778
令和2年度 36,268 11,060 448 11,021 2,706 2,294 8,734

【比率】
 合計 就労している 今後、就労予定

(就労先決定済
み)

仕事を探したい
／探している
(現在無職)

就労している
が、転職先を探
したい／探して
いる

仕事をしていない
(仕事は探してい
ない)

不明

全年度 100.00% 25.09% 1.49% 37.30% 8.02% 11.79% 16.30%
平成30年度 100.00% 20.20% 1.76% 43.67% 8.56% 16.50% 9.31%
令和元年度 100.00% 19.99% 1.71% 43.69% 8.52% 17.17% 8.93%
令和2年度 100.00% 30.50% 1.24% 30.39% 7.46% 6.33% 24.08%
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020_1_プランを作成した人の状況_男女年齢別_就労状況×健康状態（平成30年度~令和2年度）
【実数】
 合計 就労中（就労し

ている・就労し
ているが転職先
を探したい／探
している）

求職中（仕事を
探したい・探し
ている）・健康
状態悪い

求職中（仕事を
探したい・探し
ている）・健康
状態悪くはない

仕事は探してい
ない・健康状態
悪い

仕事は探していな
い・健康状態悪く
はない

その他

男性～60代以上 11,814 3,463 2,002 1,501 2,009 501 2,338
男性～50代 11,559 3,616 2,508 2,002 841 147 2,445
男性～40代 10,347 3,370 1,949 2,024 594 156 2,254
男性～30代 7,001 2,180 1,050 1,603 248 151 1,769
男性～20代 5,530 1,413 664 1,604 183 240 1,426
女性～60代以上 6,131 1,935 799 643 1,301 297 1,156
女性～50代 5,888 2,395 1,103 764 440 58 1,128
女性～40代 7,040 3,073 1,206 890 391 101 1,379
女性～30代 5,143 2,125 774 831 286 117 1,010
女性～20代 4,032 1,210 630 899 187 147 959

【比率】
 合計 就労中（就労し

ている・就労し
ているが転職先
を探したい／探
している）

求職中（仕事を
探したい・探し
ている）・健康
状態悪い

求職中（仕事を
探したい・探し
ている）・健康
状態悪くはない

仕事は探してい
ない・健康状態
悪い

仕事は探していな
い・健康状態悪く
はない

その他

男性～60代以上 100.00% 29.31% 16.95% 12.71% 17.01% 4.24% 19.79%
男性～50代 100.00% 31.28% 21.70% 17.32% 7.28% 1.27% 21.15%
男性～40代 100.00% 32.57% 18.84% 19.56% 5.74% 1.51% 21.78%
男性～30代 100.00% 31.14% 15.00% 22.90% 3.54% 2.16% 25.27%
男性～20代 100.00% 25.55% 12.01% 29.01% 3.31% 4.34% 25.79%
女性～60代以上 100.00% 31.56% 13.03% 10.49% 21.22% 4.84% 18.85%
女性～50代 100.00% 40.68% 18.73% 12.98% 7.47% 0.99% 19.16%
女性～40代 100.00% 43.65% 17.13% 12.64% 5.55% 1.43% 19.59%
女性～30代 100.00% 41.32% 15.05% 16.16% 5.56% 2.27% 19.64%
女性～20代 100.00% 30.01% 15.63% 22.30% 4.64% 3.65% 23.78%

020_2_プランを作成した人の状況_男女年齢別_就労状況×健康状態（平成30年度）
【実数】
 合計 就労中（就労し

ている・就労し
ているが転職先
を探したい／探
している）

求職中（仕事を
探したい・探し
ている）・健康
状態悪い

求職中（仕事を
探したい・探し
ている）・健康
状態悪くはない

仕事は探してい
ない・健康状態
悪い

仕事は探していな
い・健康状態悪く
はない

その他

男性～60代以上 3,157 748 605 471 753 171 409
男性～50代 2,899 743 837 589 317 59 354
男性～40代 2,580 643 706 632 223 46 330
男性～30代 1,626 403 357 479 99 50 238
男性～20代 1,426 323 221 499 68 83 232
女性～60代以上 1,774 468 229 231 481 110 255
女性～50代 1,453 587 336 197 138 21 174
女性～40代 1,883 815 408 249 144 33 234
女性～30代 1,227 480 243 218 99 47 140
女性～20代 1,029 304 203 274 66 50 132

【比率】
 合計 就労中（就労し

ている・就労し
ているが転職先
を探したい／探
している）

求職中（仕事を
探したい・探し
ている）・健康
状態悪い

求職中（仕事を
探したい・探し
ている）・健康
状態悪くはない

仕事は探してい
ない・健康状態
悪い

仕事は探していな
い・健康状態悪く
はない

その他

男性～60代以上 100.00% 23.69% 19.16% 14.92% 23.85% 5.42% 12.96%
男性～50代 100.00% 25.63% 28.87% 20.32% 10.93% 2.04% 12.21%
男性～40代 100.00% 24.92% 27.36% 24.50% 8.64% 1.78% 12.79%
男性～30代 100.00% 24.78% 21.96% 29.46% 6.09% 3.08% 14.64%
男性～20代 100.00% 22.65% 15.50% 34.99% 4.77% 5.82% 16.27%
女性～60代以上 100.00% 26.38% 12.91% 13.02% 27.11% 6.20% 14.37%
女性～50代 100.00% 40.40% 23.12% 13.56% 9.50% 1.45% 11.98%
女性～40代 100.00% 43.28% 21.67% 13.22% 7.65% 1.75% 12.43%
女性～30代 100.00% 39.12% 19.80% 17.77% 8.07% 3.83% 11.41%
女性～20代 100.00% 29.54% 19.73% 26.63% 6.41% 4.86% 12.83%
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020_3_プランを作成した人の状況_男女年齢別_就労状況×健康状態（令和元年度）
【実数】

合計 就労中（就労し
ている・就労し
ているが転職先
を探したい／探
している）

求職中（仕事を
探したい・探し
ている）・健康
状態悪い

求職中（仕事を
探したい・探し
ている）・健康
状態悪くはない

仕事は探してい
ない・健康状態
悪い

仕事は探していな
い・健康状態悪く
はない

その他

男性～60代以上 3,275 727 667 457 761 215 448
男性～50代 3,005 731 819 678 330 59 388
男性～40代 2,544 673 655 591 207 65 353
男性～30代 1,634 426 368 447 90 66 237
男性～20代 1,497 324 233 551 67 85 237
女性～60代以上 1,852 484 290 189 522 119 248
女性～50代 1,582 619 359 228 169 22 185
女性～40代 1,839 790 398 230 152 38 231
女性～30代 1,340 549 266 226 110 36 153
女性～20代 1,078 301 236 279 68 48 146

【比率】
合計 就労中（就労し

ている・就労し
ているが転職先
を探したい／探
している）

求職中（仕事を
探したい・探し
ている）・健康
状態悪い

求職中（仕事を
探したい・探し
ている）・健康
状態悪くはない

仕事は探してい
ない・健康状態
悪い

仕事は探していな
い・健康状態悪く
はない

その他

男性～60代以上 100.00% 22.20% 20.37% 13.95% 23.24% 6.56% 13.68%
男性～50代 100.00% 24.33% 27.25% 22.56% 10.98% 1.96% 12.91%
男性～40代 100.00% 26.45% 25.75% 23.23% 8.14% 2.56% 13.88%
男性～30代 100.00% 26.07% 22.52% 27.36% 5.51% 4.04% 14.50%
男性～20代 100.00% 21.64% 15.56% 36.81% 4.48% 5.68% 15.83%
女性～60代以上 100.00% 26.13% 15.66% 10.21% 28.19% 6.43% 13.39%
女性～50代 100.00% 39.13% 22.69% 14.41% 10.68% 1.39% 11.69%
女性～40代 100.00% 42.96% 21.64% 12.51% 8.27% 2.07% 12.56%
女性～30代 100.00% 40.97% 19.85% 16.87% 8.21% 2.69% 11.42%
女性～20代 100.00% 27.92% 21.89% 25.88% 6.31% 4.45% 13.54%

020_4_プランを作成した人の状況_男女年齢別_就労状況×健康状態（令和2年度）
【実数】

合計 就労中（就労し
ている・就労し
ているが転職先
を探したい／探
している）

求職中（仕事を
探したい・探し
ている）・健康
状態悪い

求職中（仕事を
探したい・探し
ている）・健康
状態悪くはない

仕事は探してい
ない・健康状態
悪い

仕事は探していな
い・健康状態悪く
はない

その他

男性～60代以上 5,382 1,988 730 573 495 115 1,481
男性～50代 5,655 2,142 852 735 194 29 1,703
男性～40代 5,223 2,054 588 801 164 45 1,571
男性～30代 3,741 1,351 325 677 59 35 1,294
男性～20代 2,607 766 210 554 48 72 957
女性～60代以上 2,505 983 280 223 298 68 653
女性～50代 2,853 1,189 408 339 133 15 769
女性～40代 3,318 1,468 400 411 95 30 914
女性～30代 2,576 1,096 265 387 77 34 717
女性～20代 1,925 605 191 346 53 49 681

【比率】
合計 就労中（就労し

ている・就労し
ているが転職先
を探したい／探
している）

求職中（仕事を
探したい・探し
ている）・健康
状態悪い

求職中（仕事を
探したい・探し
ている）・健康
状態悪くはない

仕事は探してい
ない・健康状態
悪い

仕事は探していな
い・健康状態悪く
はない

その他

男性～60代以上 100.00% 36.94% 13.56% 10.65% 9.20% 2.14% 27.52%
男性～50代 100.00% 37.88% 15.07% 13.00% 3.43% 0.51% 30.11%
男性～40代 100.00% 39.33% 11.26% 15.34% 3.14% 0.86% 30.08%
男性～30代 100.00% 36.11% 8.69% 18.10% 1.58% 0.94% 34.59%
男性～20代 100.00% 29.38% 8.06% 21.25% 1.84% 2.76% 36.71%
女性～60代以上 100.00% 39.24% 11.18% 8.90% 11.90% 2.71% 26.07%
女性～50代 100.00% 41.68% 14.30% 11.88% 4.66% 0.53% 26.95%
女性～40代 100.00% 44.24% 12.06% 12.39% 2.86% 0.90% 27.55%
女性～30代 100.00% 42.55% 10.29% 15.02% 2.99% 1.32% 27.83%
女性～20代 100.00% 31.43% 9.92% 17.97% 2.75% 2.55% 35.38%

021_プランを作成した人の状況_直近の離職後の期間
【実数】

合計 6ヵ月未満 6ヵ月以上
～1年未満

1年以上
～2年未満

2年以上 仕事を
したことがない

不明

全年度 29,305 12,896 2,698 1,857 3,964 505 7,378
平成30年度 8,793 3,946 748 608 1,572 172 1,747
令和元年度 9,043 4,013 749 600 1,494 191 1,996
令和2年度 11,469 4,937 1,201 649 898 142 3,635

【比率】
合計 6ヵ月未満 6ヵ月以上

～1年未満
1年以上
～2年未満

2年以上 仕事を
したことがない

不明

全年度 100.00% 44.01% 9.21% 6.34% 13.53% 1.72% 25.18%
平成30年度 100.00% 44.88% 8.51% 6.91% 17.88% 1.96% 19.87%
令和元年度 100.00% 44.38% 8.28% 6.63% 16.52% 2.11% 22.07%
令和2年度 100.00% 43.05% 10.47% 5.66% 7.83% 1.24% 31.69%

参考資料１　- 15 -



（1）プランを作成した人の状況

022_プランを作成した人の状況_課税状況
【実数】

合計 住民税非課税世
帯ではない

住民税非課税世
帯である

不明

全年度 75,545 16,015 9,103 50,427
平成30年度 19,356 4,787 2,998 11,571
令和元年度 19,921 4,749 2,778 12,394
令和2年度 36,268 6,479 3,327 26,462

【比率】
合計 住民税非課税世

帯ではない
住民税非課税世
帯である

不明

全年度 100.00% 21.20% 12.05% 66.75%
平成30年度 100.00% 24.73% 15.49% 59.78%
令和元年度 100.00% 23.84% 13.95% 62.22%
令和2年度 100.00% 17.86% 9.17% 72.96%

023_プランを作成した人の状況_債務有無
【実数】

合計 債務あり 債務なし 不明
全年度 75,545 21,239 21,877 32,414
平成30年度 19,356 6,259 6,866 6,230
令和元年度 19,921 6,345 6,942 6,632
令和2年度 36,268 8,635 8,069 19,552

【比率】
合計 債務あり 債務なし 不明

全年度 100.00% 28.11% 28.96% 42.91%
平成30年度 100.00% 32.34% 35.47% 32.19%
令和元年度 100.00% 31.85% 34.85% 33.29%
令和2年度 100.00% 23.81% 22.25% 53.91%

024_プランを作成した人の状況_滞納有無
【実数】

合計 滞納あり 滞納なし 不明
全年度 75,545 19,048 24,518 31,964
平成30年度 19,356 6,112 7,263 5,980
令和元年度 19,921 6,047 7,380 6,492
令和2年度 36,268 6,889 9,875 19,492

【比率】
合計 滞納あり 滞納なし 不明

全年度 100.00% 25.21% 32.45% 42.31%
平成30年度 100.00% 31.58% 37.52% 30.89%
令和元年度 100.00% 30.35% 37.05% 32.59%
令和2年度 100.00% 18.99% 27.23% 53.74%

025_プランを作成した人の状況_公的給付の受給状況
【実数】

合計 雇用保険 老齢年金・遺族
年金

障害者年金 特別障害者手当 児童手当 児童扶養手当 特別児童扶養手
当

住居確保給付金 その他

全年度 75,545 2,490 9,997 3,196 456 6,525 3,300 456 934 1,640
平成30年度 19,356 690 3,313 1,117 127 1,754 937 127 132 538
令和元年度 19,921 740 3,457 1,172 154 1,678 877 154 125 587
令和2年度 36,268 1,060 3,227 907 175 3,093 1,486 175 677 515

【比率】
合計 雇用保険 老齢年金・遺族

年金
障害者年金 特別障害者手当 児童手当 児童扶養手当 特別児童扶養手

当
住居確保給付金 その他

全年度 100.00% 3.30% 13.23% 4.23% 0.60% 8.64% 4.37% 0.60% 1.24% 2.17%
平成30年度 100.00% 3.56% 17.12% 5.77% 0.66% 9.06% 4.84% 0.66% 0.68% 2.78%
令和元年度 100.00% 3.71% 17.35% 5.88% 0.77% 8.42% 4.40% 0.77% 0.63% 2.95%
令和2年度 100.00% 2.92% 8.90% 2.50% 0.48% 8.53% 4.10% 0.48% 1.87% 1.42%

026_プランを作成した人の状況_住居
【実数】

合計 持家 借家 賃貸アパート・
マンション

公営住宅 会社寮・借り上げ
社宅

野宿 その他 不明

全年度 75,545 17,027 4,965 29,337 5,709 907 1,856 4,316 11,421
平成30年度 19,356 5,279 1,260 6,880 1,672 260 705 1,383 1,916
令和元年度 19,921 5,503 1,240 7,260 1,703 258 687 1,403 1,867
令和2年度 36,268 6,245 2,465 15,197 2,334 389 464 1,530 7,638

【比率】
合計 持家 借家 賃貸アパート・

マンション
公営住宅 会社寮・借り上げ

社宅
野宿 その他 不明

全年度 100.00% 22.54% 6.57% 38.83% 7.56% 1.20% 2.46% 5.71% 15.12%
平成30年度 100.00% 27.27% 6.51% 35.54% 8.64% 1.34% 3.64% 7.15% 9.90%
令和元年度 100.00% 27.62% 6.22% 36.44% 8.55% 1.30% 3.45% 7.04% 9.37%
令和2年度 100.00% 17.22% 6.80% 41.90% 6.44% 1.07% 1.28% 4.22% 21.06%
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027_プランを作成した人の状況_最終学歴
【実数】
 合計 中学（高校未入

学）
中学（高校中
退）

高校（大学中退
を含む）

特別支援学校
（学級を含む）

専門学校・専修学
校・各種学校

高等専門学校 短大 大学・大学院 その他 現在、就学中 不明

全年度 75,545 5,224 3,168 16,088 210 4,051 382 931 4,674 220 310 40,287
平成30年度 19,356 1,748 1,005 5,088 73 1,247 134 292 1,518 64 71 8,116
令和元年度 19,921 1,683 916 5,112 87 1,290 125 314 1,554 72 81 8,687
令和2年度 36,268 1,793 1,247 5,888 50 1,514 123 325 1,602 84 158 23,484

【比率】
 合計 中学（高校未入

学）
中学（高校中
退）

高校（大学中退
を含む）

特別支援学校
（学級を含む）

専門学校・専修学
校・各種学校

高等専門学校 短大 大学・大学院 その他 現在、就学中 不明

全年度 100.00% 6.92% 4.19% 21.30% 0.28% 5.36% 0.51% 1.23% 6.19% 0.29% 0.41% 53.33%
平成30年度 100.00% 9.03% 5.19% 26.29% 0.38% 6.44% 0.69% 1.51% 7.84% 0.33% 0.37% 41.93%
令和元年度 100.00% 8.45% 4.60% 25.66% 0.44% 6.48% 0.63% 1.58% 7.80% 0.36% 0.41% 43.61%
令和2年度 100.00% 4.94% 3.44% 16.23% 0.14% 4.17% 0.34% 0.90% 4.42% 0.23% 0.44% 64.75%

028_プランを作成した人の状況_相談内容
【実数】 【比率】

 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

合計 75,545 19,356 19,921 36,268 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

病気や健康、障害のこと 14,375 5,134 5,095 4,146 19.03% 26.52% 25.58% 11.43%

住まいについて 14,878 4,753 4,627 5,498 19.69% 24.56% 23.23% 15.16%

収入・生活費のこと 47,806 11,838 11,858 24,110 63.28% 61.16% 59.53% 66.48%

家賃やローンの支払いのこと 21,529 4,436 4,450 12,643 28.50% 22.92% 22.34% 34.86%

税金や公共料金等の支払いについて 10,285 3,380 3,273 3,632 13.61% 17.46% 16.43% 10.01%

債務について 6,258 2,192 2,264 1,802 8.28% 11.32% 11.36% 4.97%

仕事探し、就職について 30,781 10,184 9,858 10,739 40.75% 52.61% 49.49% 29.61%

仕事上の不安やトラブル 4,365 1,352 1,390 1,623 5.78% 6.98% 6.98% 4.48%

地域との関係について 644 218 249 177 0.85% 1.13% 1.25% 0.49%

家族との関係について 5,320 2,013 1,920 1,387 7.04% 10.40% 9.64% 3.82%

子育てのこと 2,515 857 896 762 3.33% 4.43% 4.50% 2.10%

介護のこと 1,877 652 674 551 2.48% 3.37% 3.38% 1.52%

ひきこもり・不登校 3,210 1,085 1,267 858 4.25% 5.61% 6.36% 2.37%

ＤＶ・虐待 776 298 264 214 1.03% 1.54% 1.33% 0.59%

食べるものがない 4,104 1,438 1,417 1,249 5.43% 7.43% 7.11% 3.44%

その他 7,490 1,648 1,784 4,058 9.91% 8.51% 8.96% 11.19%

不明 6,545 1,456 1,720 3,369 8.66% 7.52% 8.63% 9.29%

029_プランを作成した人の状況_最も困っている相談内容
【実数】 【比率】

 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

合計 75,545 19,356 19,921 36,268 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

病気や健康、障害のこと 1,037 408 378 251 1.37% 2.11% 1.90% 0.69%

住まいについて 3,593 1,069 1,134 1,390 4.76% 5.52% 5.69% 3.83%

収入・生活費のこと 14,530 3,535 3,582 7,413 19.23% 18.26% 17.98% 20.44%

家賃やローンの支払いのこと 5,712 673 757 4,282 7.56% 3.48% 3.80% 11.81%

税金や公共料金等の支払いについて 559 220 196 143 0.74% 1.14% 0.98% 0.39%

債務について 900 309 358 233 1.19% 1.60% 1.80% 0.64%

仕事探し、就職について 8,681 3,053 3,109 2,519 11.49% 15.77% 15.61% 6.95%

仕事上の不安やトラブル 298 110 114 74 0.39% 0.57% 0.57% 0.20%

地域との関係について 36 14 16 6 0.05% 0.07% 0.08% 0.02%

家族との関係について 415 136 147 132 0.55% 0.70% 0.74% 0.36%

子育てのこと 735 274 320 141 0.97% 1.42% 1.61% 0.39%

介護のこと 114 49 38 27 0.15% 0.25% 0.19% 0.07%

ひきこもり・不登校 658 219 264 175 0.87% 1.13% 1.33% 0.48%

ＤＶ・虐待 64 23 22 19 0.08% 0.12% 0.11% 0.05%

食べるものがない 643 225 215 203 0.85% 1.16% 1.08% 0.56%

その他 1,844 378 454 1,012 2.44% 1.95% 2.28% 2.79%

不明 35,726 8,661 8,817 18,248 47.29% 44.75% 44.26% 50.31%

ひきこもり・不登校

ＤＶ・虐待

食べるものがない

その他

不明

合計

病気や健康、障害のこと

住まいについて

収入・生活費のこと

家賃やローンの支払いのこと

家賃やローンの支払いのこと

税金や公共料金等の支払いについて

債務について

仕事探し、就職について

仕事上の不安やトラブル

地域との関係について

不明

合計

病気や健康、障害のこと

住まいについて

収入・生活費のこと

子育てのこと

介護のこと

ひきこもり・不登校

ＤＶ・虐待

食べるものがない

その他

税金や公共料金等の支払いについて

債務について

仕事探し、就職について

仕事上の不安やトラブル

地域との関係について

家族との関係について

家族との関係について

子育てのこと

介護のこと
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030_プランを作成した人の状況_特性
【実数】 【比率】

 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

合計 75,545 19,356 19,921 36,268 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

病気 14,630 4,982 5,111 4,537 19.37% 25.74% 25.66% 12.51%

けが 1,416 525 470 421 1.87% 2.71% 2.36% 1.16%

障害（手帳有） 5,946 2,003 2,192 1,751 7.87% 10.35% 11.00% 4.83%

障害（疑い） 5,379 1,918 1,983 1,478 7.12% 9.91% 9.95% 4.08%

自死企図 647 253 224 170 0.86% 1.31% 1.12% 0.47%

その他メンタルヘルスの課題 12,828 4,404 4,641 3,783 16.98% 22.75% 23.30% 10.43%

住まい不安定 17,352 4,025 3,868 9,459 22.97% 20.79% 19.42% 26.08%

ホームレス 3,593 1,255 1,224 1,114 4.76% 6.48% 6.14% 3.07%

経済的困窮 51,398 11,633 11,772 27,993 68.04% 60.10% 59.09% 77.18%

（多重・過重）債務 10,953 3,685 3,625 3,643 14.50% 19.04% 18.20% 10.04%

家計管理の課題 14,560 4,702 5,095 4,763 19.27% 24.29% 25.58% 13.13%

就職活動困難 22,897 6,958 7,234 8,705 30.31% 35.95% 36.31% 24.00%

就職定着困難 11,283 3,666 3,844 3,773 14.94% 18.94% 19.30% 10.40%

生活習慣の乱れ 3,358 1,212 1,258 888 4.45% 6.26% 6.31% 2.45%

社会的孤立 6,072 2,176 2,302 1,594 8.04% 11.24% 11.56% 4.40%

家族関係・家族の問題 14,366 4,877 4,844 4,645 19.02% 25.20% 24.32% 12.81%

介護 2,612 893 955 764 3.46% 4.61% 4.79% 2.11%

子育て 4,070 1,209 1,276 1,585 5.39% 6.25% 6.41% 4.37%

不登校 532 179 203 150 0.70% 0.92% 1.02% 0.41%

非行 115 51 42 22 0.15% 0.26% 0.21% 0.06%

中卒・高校中退 3,187 1,067 1,014 1,106 4.22% 5.51% 5.09% 3.05%

ひとり親 5,057 1,581 1,500 1,976 6.69% 8.17% 7.53% 5.45%

DV・虐待 1,693 633 583 477 2.24% 3.27% 2.93% 1.32%

外国籍 1,454 168 162 1,124 1.92% 0.87% 0.81% 3.10%

刑余者 654 246 231 177 0.87% 1.27% 1.16% 0.49%

コミュニケーションが苦手 5,664 1,987 2,136 1,541 7.50% 10.27% 10.72% 4.25%

本人の能力の課題 5,135 1,666 1,828 1,641 6.80% 8.61% 9.18% 4.52%

被災 101 45 42 14 0.13% 0.23% 0.21% 0.04%

その他 10,304 2,629 2,576 5,099 13.64% 13.58% 12.93% 14.06%

不明 32 9 10 13 0.04% 0.05% 0.05% 0.04%

031_プランを作成した人の状況_特性5グループ
【実数】
 合計 経済的課題 孤立系課題 障害 病気・けが メンタルヘルス系

課題
不明

全年度 75,545 63,770 9,766 11,191 15,622 12,969 7,883
平成30年度 19,356 15,757 3,454 3,875 5,336 4,469 2,253
令和元年度 19,921 16,274 3,556 4,118 5,419 4,682 2,215
令和2年度 36,268 31,739 2,756 3,198 4,867 3,818 3,415

【比率】
合計 経済的課題 孤立系課題 障害 病気・けが メンタルヘルス系

課題
不明

全年度 100.00% 84.41% 12.93% 14.81% 20.68% 17.17% 10.43%
平成30年度 100.00% 81.41% 17.84% 20.02% 27.57% 23.09% 11.64%
令和元年度 100.00% 81.69% 17.85% 20.67% 27.20% 23.50% 11.12%
令和2年度 100.00% 87.51% 7.60% 8.82% 13.42% 10.53% 9.42%

032_プランを作成した人の状況_緊急支援の必要性
【実数】

 合計
緊急支援の必要
性「あり」

緊急支援の必要
性「なし」

不明

全年度 75,545 31,480 36,091 7,935
平成30年度 19,356 5,144 13,239 972
令和元年度 19,921 5,164 13,065 1,692
令和2年度 36,268 21,172 9,787 5,271

【比率】
 合計 緊急支援の必要

性「あり」
緊急支援の必要
性「なし」

不明

全年度 100.00% 41.67% 47.77% 10.50%
平成30年度 100.00% 26.58% 68.40% 5.02%
令和元年度 100.00% 25.92% 65.58% 8.49%
令和2年度 100.00% 58.38% 26.99% 14.53%

033_プランを作成した人の状況_緊急支援の具体的な支援内容
【実数】
 合計 住居確保給付金 一時生活支援事

業
家計改善支援事
業

就労準備支援事
業

認定就労訓練事業 自立相談支援事業
によう就労支援

生活福祉資金の
貸付

生活保護受給者
等就労自立促進
事業

全年度 75,545 15,988 4,798 11,650 3,572 361 33,076 16,527 16,611
平成30年度 19,356 1,619 1,754 3,351 1,061 125 8,792 1,096 4,733
令和元年度 19,921 1,676 1,609 3,563 1,354 155 8,814 1,050 4,788
令和2年度 36,268 12,693 1,435 4,736 1,157 81 15,470 14,381 7,090

【比率】
 合計 住居確保給付金 一時生活支援事

業
家計改善支援事
業

就労準備支援事
業

認定就労訓練事業 自立相談支援事業
によう就労支援

生活福祉資金の
貸付

生活保護受給者
等就労自立促進
事業

全年度 100.00% 21.16% 6.35% 15.42% 4.73% 0.48% 43.78% 21.88% 21.99%
平成30年度 100.00% 8.36% 9.06% 17.31% 5.48% 0.65% 45.42% 5.66% 24.45%
令和元年度 100.00% 8.41% 8.08% 17.89% 6.80% 0.78% 44.24% 5.27% 24.03%
令和2年度 100.00% 35.00% 3.96% 13.06% 3.19% 0.22% 42.65% 39.65% 19.55%

本人の能力の課題

被災

その他

不明

中卒・高校中退

ひとり親

DV・虐待

外国籍

刑余者

コミュニケーションが苦手

社会的孤立

家族関係・家族の問題

介護

子育て

不登校

非行

経済的困窮

（多重・過重）債務

家計管理の課題

就職活動困難

就職定着困難

生活習慣の乱れ

障害（手帳有）

障害（疑い）

自死企図

その他メンタルヘルスの課題

住まい不安定

ホームレス

合計

病気

けが
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034_1_プランを作成した人の状況_利用したサービス別の緊急支援の必要性（平成30年度～令和2年度）
【実数】 【比率】

 
合計 緊急支援の

必要性「あり」
緊急支援の
必要性「なし」

不明 合計 緊急支援の
必要性「あり」

緊急支援の
必要性「なし」

不明

住居確保給付金利用
15,988 10,729 2,101 3,158 100.00% 67.11% 13.14% 19.75%

一時生活支援事業利用
4,798 4,409 111 278 100.00% 91.89% 2.31% 5.79%

家計改善支援事業利用
11,650 3,799 7,100 751 100.00% 32.61% 60.94% 6.45%

就労準備支援事業利用
3,572 289 3,018 265 100.00% 8.09% 84.49% 7.42%

認定就労訓練事業利用
361 9 326 26 100.00% 2.49% 90.30% 7.20%

自立相談支援事業による
就労支援利用 33,076 11,974 16,789 4,313 100.00% 36.20% 50.76% 13.04%
生活福祉資金等の貸付利用

16,527 13,150 2,288 1,089 100.00% 79.57% 13.84% 6.59%
生活保護受給者等就労
自立促進事業利用 16,611 6,020 9,072 1,519 100.00% 36.24% 54.61% 9.14%

034_2_プランを作成した人の状況_利用したサービス別の緊急支援の必要性（平成30年度）
【実数】 【比率】

 
合計 緊急支援の

必要性「あり」
緊急支援の
必要性「なし」

不明 合計 緊急支援の
必要性「あり」

緊急支援の
必要性「なし」

不明

住居確保給付金利用
1,619 1,160 408 51 100.00% 71.65% 25.20% 3.15%

一時生活支援事業利用
1,754 1,662 44 48 100.00% 94.75% 2.51% 2.74%

家計改善支援事業利用
3,351 627 2,566 158 100.00% 18.71% 76.57% 4.72%

就労準備支援事業利用
1,061 60 962 39 100.00% 5.66% 90.67% 3.68%

認定就労訓練事業利用
125 3 121 1 100.00% 2.40% 96.80% 0.80%

自立相談支援事業による
就労支援利用 8,792 2,075 6,275 442 100.00% 23.60% 71.37% 5.03%
生活福祉資金等の貸付利用

1,096 513 510 73 100.00% 46.81% 46.53% 6.66%
生活保護受給者等就労
自立促進事業利用 4,733 1,209 3,251 273 100.00% 25.54% 68.69% 5.77%

034_3_プランを作成した人の状況_利用したサービス別の緊急支援の必要性（令和元年度）
【実数】 【比率】

 
合計 緊急支援の

必要性「あり」
緊急支援の
必要性「なし」

不明 合計 緊急支援の
必要性「あり」

緊急支援の
必要性「なし」

不明

住居確保給付金利用
1,676 1,159 397 120 100.00% 69.15% 23.69% 7.16%

一時生活支援事業利用
1,609 1,500 36 73 100.00% 93.23% 2.24% 4.54%

家計改善支援事業利用
3,563 670 2,628 265 100.00% 18.80% 73.76% 7.44%

就労準備支援事業利用
1,354 81 1,166 107 100.00% 5.98% 86.12% 7.90%

認定就労訓練事業利用
155 2 141 12 100.00% 1.29% 90.97% 7.74%

自立相談支援事業による
就労支援利用 8,814 2,070 5,974 770 100.00% 23.49% 67.78% 8.74%
生活福祉資金等の貸付利用

1,050 525 441 84 100.00% 50.00% 42.00% 8.00%
生活保護受給者等就労
自立促進事業利用 4,788 1,220 3,145 423 100.00% 25.48% 65.69% 8.83%

034_4_プランを作成した人の状況_利用したサービス別の緊急支援の必要性（令和2年度）
【実数】 【比率】

 
合計 緊急支援の

必要性「あり」
緊急支援の
必要性「なし」

不明 合計 緊急支援の
必要性「あり」

緊急支援の
必要性「なし」

不明

住居確保給付金利用
12,693 8,410 1,296 2,987 100.00% 66.26% 10.21% 23.53%

一時生活支援事業利用
1,435 1,247 31 157 100.00% 86.90% 2.16% 10.94%

家計改善支援事業利用
4,736 2,502 1,906 328 100.00% 52.83% 40.24% 6.93%

就労準備支援事業利用
1,157 148 890 119 100.00% 12.79% 76.92% 10.29%

認定就労訓練事業利用
81 4 64 13 100.00% 4.94% 79.01% 16.05%

自立相談支援事業による
就労支援利用 15,470 7,829 4,540 3,101 100.00% 50.61% 29.35% 20.05%
生活福祉資金等の貸付利用

14,381 12,112 1,337 932 100.00% 84.22% 9.30% 6.48%
生活保護受給者等就労
自立促進事業利用 7,090 3,591 2,676 823 100.00% 50.65% 37.74% 11.61%

一時生活支援事業利用

家計改善支援事業利用

就労準備支援事業利用

認定就労訓練事業利用

自立相談支援事業による
就労支援利用
生活福祉資金等の貸付利用

生活保護受給者等就労
自立促進事業利用

自立相談支援事業による
就労支援利用
生活福祉資金等の貸付利用

生活保護受給者等就労
自立促進事業利用

 

住居確保給付金利用

一時生活支援事業利用

家計改善支援事業利用

就労準備支援事業利用

認定就労訓練事業利用

自立相談支援事業による
就労支援利用
生活福祉資金等の貸付利用

生活保護受給者等就労
自立促進事業利用

 

住居確保給付金利用

 

住居確保給付金利用

一時生活支援事業利用

家計改善支援事業利用

就労準備支援事業利用

認定就労訓練事業利用

自立相談支援事業による
就労支援利用
生活福祉資金等の貸付利用

生活保護受給者等就労
自立促進事業利用

 

住居確保給付金利用

一時生活支援事業利用

家計改善支援事業利用

就労準備支援事業利用

認定就労訓練事業利用
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035_プランを作成した人の状況_経済的課題を抱えている人のサービス利用割合
【実数】 【比率】
 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
合計 63770 15757 16274 31739 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%
住居確保給付金 13149 1416 1481 10252 20.62% 8.99% 9.10% 32.30%
一時生活支援事業 3555 1245 1142 1168 5.57% 7.90% 7.02% 3.68%
家計改善支援事業 10577 2966 3164 4447 16.59% 18.82% 19.44% 14.01%
就労準備支援事業 2927 863 1084 980 4.59% 5.48% 6.66% 3.09%
認定就労訓練事業 281 96 123 62 0.44% 0.61% 0.76% 0.20%
自立相談支援事業による就労支援 28254 7533 7556 13165 44.31% 47.81% 46.43% 41.48%
生活福祉資金の貸付 15756 973 944 13839 24.71% 6.18% 5.80% 43.60%
生活保護受給者等就労自立促進事業 14879 4066 4168 6645 23.33% 25.80% 25.61% 20.94%

036_プランを作成した人の状況_孤立系課題を抱えている人のサービス利用割合
【実数】 【比率】
 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
合計 9766 3454 3556 2756 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%
住居確保給付金 340 89 61 190 3.48% 2.58% 1.72% 6.89%
一時生活支援事業 2763 948 917 898 28.29% 27.45% 25.79% 32.58%
家計改善支援事業 865 322 322 221 8.86% 9.32% 9.06% 8.02%
就労準備支援事業 1360 399 534 427 13.93% 11.55% 15.02% 15.49%
認定就労訓練事業 170 67 73 30 1.74% 1.94% 2.05% 1.09%
自立相談支援事業による就労支援 3791 1417 1401 973 38.82% 41.02% 39.40% 35.30%
生活福祉資金の貸付 340 83 77 180 3.48% 2.40% 2.17% 6.53%
生活保護受給者等就労自立促進事業 1666 604 615 447 17.06% 17.49% 17.29% 16.22%

037_プランを作成した人の状況_病気・けがを抱えている人のサービス利用割合
【実数】 【比率】
 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
合計 15622 5336 5419 4867 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%
住居確保給付金 1579 319 282 978 10.11% 5.98% 5.20% 20.09%
一時生活支援事業 1150 462 398 290 7.36% 8.66% 7.34% 5.96%
家計改善支援事業 3746 1224 1284 1238 23.98% 22.94% 23.69% 25.44%
就労準備支援事業 810 254 286 270 5.18% 4.76% 5.28% 5.55%
認定就労訓練事業 59 28 23 8 0.38% 0.52% 0.42% 0.16%
自立相談支援事業による就労支援 6372 2137 2081 2154 40.79% 40.05% 38.40% 44.26%
生活福祉資金の貸付 1829 300 285 1244 11.71% 5.62% 5.26% 25.56%
生活保護受給者等就労自立促進事業 3556 1179 1101 1276 22.76% 22.10% 20.32% 26.22%

038_プランを作成した人の状況_障害のある人のサービス利用割合
【実数】 【比率】
 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
合計 11191 3875 4118 3198 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%
住居確保給付金 776 192 159 425 6.93% 4.95% 3.86% 13.29%
一時生活支援事業 345 122 114 109 3.08% 3.15% 2.77% 3.41%
家計改善支援事業 2531 814 949 768 22.62% 21.01% 23.05% 24.02%
就労準備支援事業 1212 373 451 388 10.83% 9.63% 10.95% 12.13%
認定就労訓練事業 144 58 58 28 1.29% 1.50% 1.41% 0.88%
自立相談支援事業による就労支援 4675 1651 1637 1387 41.77% 42.61% 39.75% 43.37%
生活福祉資金の貸付 742 150 145 447 6.63% 3.87% 3.52% 13.98%
生活保護受給者等就労自立促進事業 2225 748 771 706 19.88% 19.30% 18.72% 22.08%

039_プランを作成した人の状況_メンタルヘルス系課題を抱える人のサービス利用割合
【実数】 【比率】
 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
合計 12969 4469 4682 3818 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%
住居確保給付金 1313 307 336 670 10.12% 6.87% 7.18% 17.55%
一時生活支援事業 676 251 249 176 5.21% 5.62% 5.32% 4.61%
家計改善支援事業 2403 809 870 724 18.53% 18.10% 18.58% 18.96%
就労準備支援事業 1409 413 530 466 10.86% 9.24% 11.32% 12.21%
認定就労訓練事業 116 42 54 20 0.89% 0.94% 1.15% 0.52%
自立相談支援事業による就労支援 6099 2088 2173 1838 47.03% 46.72% 46.41% 48.14%
生活福祉資金の貸付 1060 188 189 683 8.17% 4.21% 4.04% 17.89%
生活保護受給者等就労自立促進事業 3082 1038 1080 964 23.76% 23.23% 23.07% 25.25%

040_プランを作成した人の状況_プラン作成回数
【実数】
 合計 1回 2回 3回以上
全年度 75,545 56,681 10,693 8,171
平成30年度 19,356 13,747 3,195 2,414
令和元年度 19,921 14,006 3,143 2,772
令和2年度 36,268 28,928 4,355 2,985

【比率】
合計 1回 2回 3回以上

全年度 100.00% 75.03% 14.15% 10.82%
平成30年度 100.00% 71.02% 16.51% 12.47%
令和元年度 100.00% 70.31% 15.78% 13.91%
令和2年度 100.00% 79.76% 12.01% 8.23%

 
合計

 
合計
住居確保給付金
一時生活支援事業
家計改善支援事業
就労準備支援事業
認定就労訓練事業
自立相談支援事業による就労支援
生活福祉資金の貸付
生活保護受給者等就労自立促進事業
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家計改善支援事業
就労準備支援事業
認定就労訓練事業
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生活福祉資金の貸付
生活保護受給者等就労自立促進事業
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生活保護受給者等就労自立促進事業

生活保護受給者等就労自立促進事業
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住居確保給付金
一時生活支援事業
家計改善支援事業
就労準備支援事業
認定就労訓練事業
自立相談支援事業による就労支援
生活福祉資金の貸付
生活保護受給者等就労自立促進事業
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参考資料１　- 20 -



（1）プランを作成した人の状況

041_プランを作成した人の状況_支援決定・確認日からプラン期間終了日
【実数】
 合計 0日 1～15日 16～30日 31～45日 46～90日 91～180日 181日以上 不明
全年度 75,545 592 1,919 2,452 5,110 13,614 26,475 17,403 7,980
平成30年度 19,356 116 559 411 855 3,945 7,342 4,665 1,463
令和元年度 19,921 158 669 382 735 3,653 7,481 5,122 1,721
令和2年度 36,268 318 691 1,659 3,520 6,016 11,652 7,616 4,796

【比率】
合計 0日 1～15日 16～30日 31～45日 46～90日 91～180日 181日以上 不明

全年度 100.00% 0.78% 2.54% 3.25% 6.76% 18.02% 35.05% 23.04% 10.56%
平成30年度 100.00% 0.60% 2.89% 2.12% 4.42% 20.38% 37.93% 24.10% 7.56%
令和元年度 100.00% 0.79% 3.36% 1.92% 3.69% 18.34% 37.55% 25.71% 8.64%
令和2年度 100.00% 0.88% 1.91% 4.57% 9.71% 16.59% 32.13% 21.00% 13.22%

042_プランを作成した人の状況_一般就労目標
【実数】
 合計 就労目標あり 就労目標なし 不明
全年度 75,545 43,565 28,167 3,813
平成30年度 19,356 10,024 7,172 2,160
令和元年度 19,921 10,151 8,120 1,650
令和2年度 36,268 23,390 12,875 3

【比率】
 合計 就労目標あり 就労目標なし 不明
全年度 100.00% 57.67% 37.29% 5.05%
平成30年度 100.00% 51.79% 37.05% 11.16%
令和元年度 100.00% 50.96% 40.76% 8.28%
令和2年度 100.00% 64.49% 35.50% 0.01%

043_1_プランを作成した人の状況_法に基づくサービス等利用の状況(平成30年度~令和2年度)
【実数】 【比率】
 合計 有 無 合計 有 無
住宅確保給付金 75,545 15,988 59,557 100.00% 21.16% 78.84%
一時生活支援事業 75,545 4,798 70,747 100.00% 6.35% 93.65%
家計改善支援事業 75,545 11,650 63,895 100.00% 15.42% 84.58%
就労準備支援事業 75,545 3,572 71,973 100.00% 4.73% 95.27%
認定就労訓練事業 75,545 361 75,184 100.00% 0.48% 99.52%
自立相談支援事業による就労支援 75,545 33,076 42,469 100.00% 43.78% 56.22%
生活福祉資金の貸付 75,545 16,527 59,018 100.00% 21.88% 78.12%
生活保護受給者等就労自立促進事業 75,545 16,611 58,934 100.00% 21.99% 78.01%

043_2_プランを作成した人の状況_法に基づくサービス等利用の状況(平成30年度)
【実数】 【比率】
 合計 有 無 合計 有 無
住宅確保給付金 19,356 1,619 17,737 100.00% 8.36% 91.64%
一時生活支援事業 19,356 1,754 17,602 100.00% 9.06% 90.94%
家計改善支援事業 19,356 3,351 16,005 100.00% 17.31% 82.69%
就労準備支援事業 19,356 1,061 18,295 100.00% 5.48% 94.52%
認定就労訓練事業 19,356 125 19,231 100.00% 0.65% 99.35%
自立相談支援事業による就労支援 19,356 8,792 10,564 100.00% 45.42% 54.58%
生活福祉資金の貸付 19,356 1,096 18,260 100.00% 5.66% 94.34%
生活保護受給者等就労自立促進事業 19,356 4,733 14,623 100.00% 24.45% 75.55%

043_3_プランを作成した人の状況_法に基づくサービス等利用の状況(令和元年度)
【実数】 【比率】
 合計 有 無 合計 有 無
住宅確保給付金 19,921 1,676 18,245 100.00% 8.41% 91.59%
一時生活支援事業 19,921 1,609 18,312 100.00% 8.08% 91.92%
家計改善支援事業 19,921 3,563 16,358 100.00% 17.89% 82.11%
就労準備支援事業 19,921 1,354 18,567 100.00% 6.80% 93.20%
認定就労訓練事業 19,921 155 19,766 100.00% 0.78% 99.22%
自立相談支援事業による就労支援 19,921 8,814 11,107 100.00% 44.24% 55.76%
生活福祉資金の貸付 19,921 1,050 18,871 100.00% 5.27% 94.73%
生活保護受給者等就労自立促進事業 19,921 4,788 15,133 100.00% 24.03% 75.97%

043_4_プランを作成した人の状況_法に基づくサービス等利用の状況(令和2年度)
【実数】 【比率】
 合計 有 無 合計 有 無
住宅確保給付金 36,268 12,693 23,575 100.00% 35.00% 65.00%
一時生活支援事業 36,268 1,435 34,833 100.00% 3.96% 96.04%
家計改善支援事業 36,268 4,736 31,532 100.00% 13.06% 86.94%
就労準備支援事業 36,268 1,157 35,111 100.00% 3.19% 96.81%
認定就労訓練事業 36,268 81 36,187 100.00% 0.22% 99.78%
自立相談支援事業による就労支援 36,268 15,470 20,798 100.00% 42.65% 57.35%
生活福祉資金の貸付 36,268 14,381 21,887 100.00% 39.65% 60.35%
生活保護受給者等就労自立促進事業 36,268 7,090 29,178 100.00% 19.55% 80.45%

生活福祉資金の貸付
生活保護受給者等就労自立促進事業

住宅確保給付金
一時生活支援事業
家計改善支援事業
就労準備支援事業
認定就労訓練事業
自立相談支援事業による就労支援

就労準備支援事業
認定就労訓練事業
自立相談支援事業による就労支援
生活福祉資金の貸付
生活保護受給者等就労自立促進事業

 

生活福祉資金の貸付
生活保護受給者等就労自立促進事業

 
住宅確保給付金
一時生活支援事業
家計改善支援事業

住宅確保給付金
一時生活支援事業
家計改善支援事業
就労準備支援事業
認定就労訓練事業
自立相談支援事業による就労支援

就労準備支援事業
認定就労訓練事業
自立相談支援事業による就労支援
生活福祉資金の貸付
生活保護受給者等就労自立促進事業

 

 
住宅確保給付金
一時生活支援事業
家計改善支援事業
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044_プランを作成した人の状況_住居確保給付金給付期間
【実数】

合計 1ヵ月 2ヵ月 3ヵ月 4ヵ月 5ヵ月以上 不明 平均
全年度 15,988 50 205 7,737 112 1,718 6,166 3.76
平成30年度 1,619 12 53 1,038 18 62 436 3.13
令和元年度 1,676 8 60 1,049 13 56 490 3.13
令和2年度 12,693 30 92 5,650 81 1,600 5,240 3.96

【比率】
合計 1ヵ月 2ヵ月 3ヵ月 4ヵ月 5ヵ月以上 不明

全年度 100.00% 0.31% 1.28% 48.39% 0.70% 10.75% 38.57%
平成30年度 100.00% 0.74% 3.27% 64.11% 1.11% 3.83% 26.93%
令和元年度 100.00% 0.48% 3.58% 62.59% 0.78% 3.34% 29.24%
令和2年度 100.00% 0.24% 0.72% 44.51% 0.64% 12.61% 41.28%

045_プランを作成した人の状況_一時生活支援事業支援期間
【実数】

合計 30日以下 31～60日 61～90日 91～120日 121日以上 不明 平均
全年度 4,798 1,006 137 391 1,796 987 481 88.20
平成30年度 1,754 330 47 135 671 429 142 93.51
令和元年度 1,609 334 40 107 666 326 136 88.21
令和2年度 1,435 342 50 149 459 232 203 81.25

【比率】
合計 30日以下 31～60日 61～90日 91～120日 121日以上 不明

全年度 100.00% 20.97% 2.86% 8.15% 37.43% 20.57% 10.03%
平成30年度 100.00% 18.81% 2.68% 7.70% 38.26% 24.46% 8.10%
令和元年度 100.00% 20.76% 2.49% 6.65% 41.39% 20.26% 8.45%
令和2年度 100.00% 23.83% 3.48% 10.38% 31.99% 16.17% 14.15%

046_プランを作成した人の状況_家計改善支援事業支援期間
【実数】

合計 1ヵ月 2ヵ月 3ヵ月 4ヵ月 5ヵ月以上 不明 平均
全年度 11,650 45 184 1,314 2,268 5,310 2,529 6.23
平成30年度 3,351 19 63 311 636 1,560 762 6.31
令和元年度 3,563 9 88 314 606 1,685 861 6.55
令和2年度 4,736 17 33 689 1,026 2,065 906 5.94

【比率】
合計 1ヵ月 2ヵ月 3ヵ月 4ヵ月 5ヵ月以上 不明

全年度 100.00% 0.39% 1.58% 11.28% 19.47% 45.58% 21.71%
平成30年度 100.00% 0.57% 1.88% 9.28% 18.98% 46.55% 22.74%
令和元年度 100.00% 0.25% 2.47% 8.81% 17.01% 47.29% 24.17%
令和2年度 100.00% 0.36% 0.70% 14.55% 21.66% 43.60% 19.13%

047_プランを作成した人の状況_就労準備支援事業支援期間
【実数】

合計 30日以下 31～60日 61～90日 91～120日 121日以上 不明 平均
全年度 3,572 62 65 217 484 1,878 866 209.62
平成30年度 1,061 16 26 80 139 598 202 205.15
令和元年度 1,354 21 29 76 204 704 320 208.89
令和2年度 1,157 25 10 61 141 576 344 215.26

【比率】
合計 30日以下 31～60日 61～90日 91～120日 121日以上 不明

全年度 100.00% 1.74% 1.82% 6.08% 13.55% 52.58% 24.24%
平成30年度 100.00% 1.51% 2.45% 7.54% 13.10% 56.36% 19.04%
令和元年度 100.00% 1.55% 2.14% 5.61% 15.07% 51.99% 23.63%
令和2年度 100.00% 2.16% 0.86% 5.27% 12.19% 49.78% 29.73%

048_プランを作成した人の状況_認定就労訓練事業支援期間
【実数】

合計 60日以下 61～120日 121～180日 181～240日 241日以上 不明 平均
全年度 361 17 109 24 96 39 76 162.31
平成30年度 125 6 32 12 37 15 23 170.55
令和元年度 155 9 58 3 36 13 36 146.62
令和2年度 81 2 19 9 23 11 17 178.33

【比率】
合計 60日以下 61～120日 121～180日 181～240日 241日以上 不明

全年度 100.00% 4.71% 30.19% 6.65% 26.59% 10.80% 21.05%
平成30年度 100.00% 4.80% 25.60% 9.60% 29.60% 12.00% 18.40%
令和元年度 100.00% 5.81% 37.42% 1.94% 23.23% 8.39% 23.23%
令和2年度 100.00% 2.47% 23.46% 11.11% 28.40% 13.58% 20.99%

049_プランを作成した人の状況_認定就労訓練事業有_雇用形態
【実数】 【比率】

合計 雇用型 非雇用型 不明 合計 雇用型 非雇用型 不明
全年度 361 132 187 42 100.00% 36.57% 51.80% 11.63%
平成30年度 125 43 58 24 100.00% 34.40% 46.40% 19.20%
令和元年度 155 57 91 7 100.00% 36.77% 58.71% 4.52%
令和2年度 81 32 38 11 100.00% 39.51% 46.91% 13.58%

全年度
平成30年度
令和元年度
令和2年度

参考資料１　- 22 -



（1）プランを作成した人の状況

050_プランを作成した人の状況_プランに関わる関係機関・関係者
【実数】 【比率】
 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
合計 75545 19356 19921 36268 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

ハローワーク 29135 8568 8537 12030 38.57% 44.27% 42.85% 33.17%
就業訓練所 984 394 367 223 1.30% 2.04% 1.84% 0.61%
就労準備支援機関 1072 0 160 912 1.42% 0.00% 0.80% 2.51%
地域若者サポートステーション 503 168 172 163 0.67% 0.87% 0.86% 0.45%
就労支援法人・団体（就労訓練事業を含む） 4763 1998 1819 946 6.30% 10.32% 9.13% 2.61%
一般企業 8209 2455 2657 3097 10.87% 12.68% 13.34% 8.54%
各種協同組合（生協等） 478 179 184 115 0.63% 0.92% 0.92% 0.32%
農業者・農業団体 161 60 51 50 0.21% 0.31% 0.26% 0.14%

医療機関 11252 4156 4430 2666 14.89% 21.47% 22.24% 7.35%
医療機関の内、無料低額診療実施機関 86 0 14 72 0.11% 0.00% 0.07% 0.20%
行政の保健担当部署 449 1 62 386 0.59% 0.01% 0.31% 1.06%

行政の障害担当部署 4072 1623 1651 798 5.39% 8.38% 8.29% 2.20%
基幹相談支援センター 172 1 25 146 0.23% 0.01% 0.13% 0.40%
精神保健福祉センター 61 0 8 53 0.08% 0.00% 0.04% 0.15%
障害者就業・生活支援センター 1345 525 567 253 1.78% 2.71% 2.85% 0.70%
障害者就労支援事業所 1580 598 639 343 2.09% 3.09% 3.21% 0.95%
その他障害者支援機関・施設 1883 708 749 426 2.49% 3.66% 3.76% 1.17%

行政の高齢者担当部署 1810 747 752 311 2.40% 3.86% 3.77% 0.86%
地域包括支援センター 2824 1158 1129 537 3.74% 5.98% 5.67% 1.48%
居宅介護支援事業所・その他介護事業所 1296 495 525 276 1.72% 2.56% 2.64% 0.76%

行政の子ども家庭担当部署 2618 939 959 720 3.47% 4.85% 4.81% 1.99%
教育委員会 188 1 11 176 0.25% 0.01% 0.06% 0.49%
保育所・幼稚園・子ども園 113 0 16 97 0.15% 0.00% 0.08% 0.27%
小・中・高（特別支援含む）学校 533 1 99 433 0.71% 0.01% 0.50% 1.19%
大学等（高等専門学校、専修学校、各種学校含む） 25 0 0 25 0.03% 0.00% 0.00% 0.07%
その他教育機関 72 0 12 60 0.10% 0.00% 0.06% 0.17%
家庭児童相談室（福祉事務所） 490 204 204 82 0.65% 1.05% 1.02% 0.23%
児童相談所・児童家庭支援センター 331 132 140 59 0.44% 0.68% 0.70% 0.16%
児童福祉施設 18 0 5 13 0.02% 0.00% 0.03% 0.04%
地域子育て支援センター 57 0 10 47 0.08% 0.00% 0.05% 0.13%
その他子育て支援機関 45 0 4 41 0.06% 0.00% 0.02% 0.11%
行政の人権担当部署 22 0 2 20 0.03% 0.00% 0.01% 0.06%
男女共同参画センター 10 0 1 9 0.01% 0.00% 0.01% 0.02%
婦人相談所・配偶者暴力相談支援センター 48 0 9 39 0.06% 0.00% 0.05% 0.11%

福祉事務所（生活保護担当部署） 12611 4144 4074 4393 16.69% 21.41% 20.45% 12.11%
ホームレス支援機関 468 177 161 130 0.62% 0.91% 0.81% 0.36%
一時保護施設 974 347 333 294 1.29% 1.79% 1.67% 0.81%
警察 349 130 159 60 0.46% 0.67% 0.80% 0.17%
更生保護施設・自立準備ホーム 91 39 35 17 0.12% 0.20% 0.18% 0.05%
地域生活定着支援センター 22 12 7 3 0.03% 0.06% 0.04% 0.01%

行政の税担当部署 3325 1284 1317 724 4.40% 6.63% 6.61% 2.00%
行政の保険・年金担当部署（年金事務所含む） 3277 1304 1341 632 4.34% 6.74% 6.73% 1.74%
社会保険労務士 82 0 15 67 0.11% 0.00% 0.08% 0.18%
自立・家計改善支援機関 7684 2133 2224 3327 10.17% 11.02% 11.16% 9.17%
食糧支援関係団体（フードバンク等） 1087 1 149 937 1.44% 0.01% 0.75% 2.58%
小口貸付（生活福祉資金除く） 2983 954 926 1103 3.95% 4.93% 4.65% 3.04%
社会福祉協議会（生活福祉資金） 7566 3 169 7394 10.02% 0.02% 0.85% 20.39%
社会福祉協議会（日常生活自立支援事業） 321 0 36 285 0.42% 0.00% 0.18% 0.79%
成年後見人制度の支援機関 541 249 232 60 0.72% 1.29% 1.16% 0.17%
法テラス・弁護士・司法書士 4455 1743 1718 994 5.90% 9.00% 8.62% 2.74%
消費生活センター・消費生活相談窓口・多重債務者等相談窓口 414 188 165 61 0.55% 0.97% 0.83% 0.17%

行政の住宅施策担当部局（居住支援協議会） 288 0 19 269 0.38% 0.00% 0.10% 0.74%
居住支援法人 79 0 12 67 0.10% 0.00% 0.06% 0.18%
不動産・保証関係会社 1614 1 95 1518 2.14% 0.01% 0.48% 4.19%

他地域の生活困窮者自立相談支援機関 34 0 6 28 0.05% 0.00% 0.03% 0.08%
民生委員・児童委員 1188 539 469 180 1.57% 2.78% 2.35% 0.50%
外国人支援団体・相談窓口 60 0 2 58 0.08% 0.00% 0.01% 0.16%
ひきこもり支援機関 80 0 8 72 0.11% 0.00% 0.04% 0.20%
ＮＰＯ・ボランティア団体 2006 765 921 320 2.66% 3.95% 4.62% 0.88%
商店街・商工会等経済団体 118 31 27 60 0.16% 0.16% 0.14% 0.17%
町内会・自治会、福祉委員、近隣住民 662 299 272 91 0.88% 1.54% 1.37% 0.25%
ライフライン民間事業者（電気・ガス・水道） 57 0 9 48 0.08% 0.00% 0.05% 0.13%
保健所（動物・ペットの多頭飼育等） 8 0 1 7 0.01% 0.00% 0.01% 0.02%
社会福祉協議会（資金、日常生活自立支援以外） 971 3 172 796 1.29% 0.02% 0.86% 2.19%
その他行政の担当部署 3312 1241 1272 799 4.38% 6.41% 6.39% 2.20%
家族・親族・その他キーパーソン 1132 0 115 1017 1.50% 0.00% 0.58% 2.80%
その他1 & その他2 6766 2692 2748 1326 8.96% 13.91% 13.79% 3.66%

不明 18178 2395 2455 13328 24.06% 12.37% 12.32% 36.75%
＜不明＞

＜医療＞

＜就労＞

＜障害＞

＜その他＞

＜住居＞

＜生活・金銭＞

＜保護＞

＜子ども・人権＞

＜高齢＞

＜保護＞

＜生活・金銭＞

＜住居＞

＜その他＞

＜不明＞

＜就労＞

＜医療＞

＜障害＞

＜高齢＞

＜子ども・人権＞
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（1）プランを作成した人の状況

051_プランを作成者の状況_経済的課題×プランに関わる関係機関・関係者
【実数】 【比率】

全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
合計 63770 15757 16274 31739 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

ハローワーク 25839 7392 7427 11020 40.52% 46.91% 45.64% 34.72%
就業訓練所 870 332 327 211 1.36% 2.11% 2.01% 0.66%
就労準備支援機関 937 0 128 809 1.47% 0.00% 0.79% 2.55%
地域若者サポートステーション 409 135 139 135 0.64% 0.86% 0.85% 0.43%
就労支援法人・団体（就労訓練事業を含む） 4188 1744 1554 890 6.57% 11.07% 9.55% 2.80%
一般企業 7605 2261 2414 2930 11.93% 14.35% 14.83% 9.23%
各種協同組合（生協等） 464 171 180 113 0.73% 1.09% 1.11% 0.36%
農業者・農業団体 144 51 47 46 0.23% 0.32% 0.29% 0.14%

医療機関 9838 3598 3816 2424 15.43% 22.83% 23.45% 7.64%
医療機関の内、無料低額診療実施機関 83 0 13 70 0.13% 0.00% 0.08% 0.22%
行政の保健担当部署 412 1 52 359 0.65% 0.01% 0.32% 1.13%

行政の障害担当部署 3532 1401 1425 706 5.54% 8.89% 8.76% 2.22%
基幹相談支援センター 151 1 22 128 0.24% 0.01% 0.14% 0.40%
精神保健福祉センター 50 0 7 43 0.08% 0.00% 0.04% 0.14%
障害者就業・生活支援センター 1166 442 498 226 1.83% 2.81% 3.06% 0.71%
障害者就労支援事業所 1390 529 558 303 2.18% 3.36% 3.43% 0.95%
その他障害者支援機関・施設 1587 601 629 357 2.49% 3.81% 3.87% 1.12%

行政の高齢者担当部署 1521 619 628 274 2.39% 3.93% 3.86% 0.86%
地域包括支援センター 2423 983 970 470 3.80% 6.24% 5.96% 1.48%
居宅介護支援事業所・その他介護事業所 1131 435 452 244 1.77% 2.76% 2.78% 0.77%

行政の子ども家庭担当部署 2199 767 787 645 3.45% 4.87% 4.84% 2.03%
教育委員会 166 0 6 160 0.26% 0.00% 0.04% 0.50%
保育所・幼稚園・子ども園 103 0 15 88 0.16% 0.00% 0.09% 0.28%
小・中・高（特別支援含む）学校 374 0 68 306 0.59% 0.00% 0.42% 0.96%
大学等（高等専門学校、専修学校、各種学校含む） 24 0 0 24 0.04% 0.00% 0.00% 0.08%
その他教育機関 35 0 4 31 0.05% 0.00% 0.02% 0.10%
家庭児童相談室（福祉事務所） 402 167 165 70 0.63% 1.06% 1.01% 0.22%
児童相談所・児童家庭支援センター 287 117 124 46 0.45% 0.74% 0.76% 0.14%
児童福祉施設 16 0 4 12 0.03% 0.00% 0.02% 0.04%
地域子育て支援センター 49 0 7 42 0.08% 0.00% 0.04% 0.13%
その他子育て支援機関 38 0 4 34 0.06% 0.00% 0.02% 0.11%
行政の人権担当部署 21 0 2 19 0.03% 0.00% 0.01% 0.06%
男女共同参画センター 8 0 1 7 0.01% 0.00% 0.01% 0.02%
婦人相談所・配偶者暴力相談支援センター 43 0 8 35 0.07% 0.00% 0.05% 0.11%

福祉事務所（生活保護担当部署） 11055 3547 3513 3995 17.34% 22.51% 21.59% 12.59%
ホームレス支援機関 330 121 109 100 0.52% 0.77% 0.67% 0.32%
一時保護施設 550 175 147 228 0.86% 1.11% 0.90% 0.72%
警察 282 110 122 50 0.44% 0.70% 0.75% 0.16%
更生保護施設・自立準備ホーム 78 33 30 15 0.12% 0.21% 0.18% 0.05%
地域生活定着支援センター 16 9 5 2 0.03% 0.06% 0.03% 0.01%

行政の税担当部署 3133 1203 1224 706 4.91% 7.63% 7.52% 2.22%
行政の保険・年金担当部署（年金事務所含む） 2980 1169 1215 596 4.67% 7.42% 7.47% 1.88%
社会保険労務士 77 0 14 63 0.12% 0.00% 0.09% 0.20%
自立・家計改善支援機関 7200 1969 2036 3195 11.29% 12.50% 12.51% 10.07%
食糧支援関係団体（フードバンク等） 1023 1 124 898 1.60% 0.01% 0.76% 2.83%
小口貸付（生活福祉資金除く） 2793 872 863 1058 4.38% 5.53% 5.30% 3.33%
社会福祉協議会（生活福祉資金） 7277 2 158 7117 11.41% 0.01% 0.97% 22.42%
社会福祉協議会（日常生活自立支援事業） 308 0 34 274 0.48% 0.00% 0.21% 0.86%
成年後見人制度の支援機関 479 228 202 49 0.75% 1.45% 1.24% 0.15%
法テラス・弁護士・司法書士 4090 1585 1560 945 6.41% 10.06% 9.59% 2.98%
消費生活センター・消費生活相談窓口・多重債務者等相談窓口 390 179 153 58 0.61% 1.14% 0.94% 0.18%

行政の住宅施策担当部局（居住支援協議会） 237 0 14 223 0.37% 0.00% 0.09% 0.70%
居住支援法人 71 0 11 60 0.11% 0.00% 0.07% 0.19%
不動産・保証関係会社 1511 1 84 1426 2.37% 0.01% 0.52% 4.49%

他地域の生活困窮者自立相談支援機関 32 0 6 26 0.05% 0.00% 0.04% 0.08%
民生委員・児童委員 1053 463 423 167 1.65% 2.94% 2.60% 0.53%
外国人支援団体・相談窓口 56 0 2 54 0.09% 0.00% 0.01% 0.17%
ひきこもり支援機関 38 0 4 34 0.06% 0.00% 0.02% 0.11%
ＮＰＯ・ボランティア団体 1672 659 731 282 2.62% 4.18% 4.49% 0.89%
商店街・商工会等経済団体 106 26 24 56 0.17% 0.17% 0.15% 0.18%
町内会・自治会、福祉委員、近隣住民 574 252 247 75 0.90% 1.60% 1.52% 0.24%
ライフライン民間事業者（電気・ガス・水道） 55 0 9 46 0.09% 0.00% 0.06% 0.14%
保健所（動物・ペットの多頭飼育等） 6 0 1 5 0.01% 0.00% 0.01% 0.02%
社会福祉協議会（資金、日常生活自立支援以外） 869 2 141 726 1.36% 0.01% 0.87% 2.29%
その他行政の担当部署 2873 1061 1054 758 4.51% 6.73% 6.48% 2.39%
家族・親族・その他キーパーソン 1043 0 106 937 1.64% 0.00% 0.65% 2.95%
その他1 & その他2 5442 2133 2179 1130 8.53% 13.54% 13.39% 3.56%

不明 14257 1635 1687 10935 22.36% 10.38% 10.37% 34.45%

＜高齢＞ ＜高齢＞

＜子ども・人権＞ ＜子ども・人権＞

＜保護＞ ＜保護＞

＜就労＞ ＜就労＞

＜医療＞ ＜医療＞

＜障害＞ ＜障害＞

＜不明＞

＜生活・金銭＞ ＜生活・金銭＞

＜住居＞ ＜住居＞

＜その他＞ ＜その他＞

＜不明＞
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（1）プランを作成した人の状況

052_プランを作成者の状況_孤立系課題×プランに関わる関係機関・関係者
【実数】 【比率】
 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
合計 9766 3454 3556 2756 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

ハローワーク 3608 1401 1345 862 36.94% 40.56% 37.82% 31.28%
就業訓練所 259 112 106 41 2.65% 3.24% 2.98% 1.49%
就労準備支援機関 404 0 66 338 4.14% 0.00% 1.86% 12.26%
地域若者サポートステーション 237 87 86 64 2.43% 2.52% 2.42% 2.32%
就労支援法人・団体（就労訓練事業を含む） 1164 514 466 184 11.92% 14.88% 13.10% 6.68%
一般企業 1625 625 641 359 16.64% 18.09% 18.03% 13.03%
各種協同組合（生協等） 44 15 22 7 0.45% 0.43% 0.62% 0.25%
農業者・農業団体 41 19 9 13 0.42% 0.55% 0.25% 0.47%

医療機関 2747 995 1111 641 28.13% 28.81% 31.24% 23.26%
医療機関の内、無料低額診療実施機関 15 0 1 14 0.15% 0.00% 0.03% 0.51%
行政の保健担当部署 112 0 16 96 1.15% 0.00% 0.45% 3.48%

行政の障害担当部署 846 337 345 164 8.66% 9.76% 9.70% 5.95%
基幹相談支援センター 43 0 8 35 0.44% 0.00% 0.22% 1.27%
精神保健福祉センター 24 0 3 21 0.25% 0.00% 0.08% 0.76%
障害者就業・生活支援センター 288 103 139 46 2.95% 2.98% 3.91% 1.67%
障害者就労支援事業所 395 154 152 89 4.04% 4.46% 4.27% 3.23%
その他障害者支援機関・施設 491 183 190 118 5.03% 5.30% 5.34% 4.28%

行政の高齢者担当部署 381 146 165 70 3.90% 4.23% 4.64% 2.54%
地域包括支援センター 528 197 246 85 5.41% 5.70% 6.92% 3.08%
居宅介護支援事業所・その他介護事業所 204 75 88 41 2.09% 2.17% 2.47% 1.49%

行政の子ども家庭担当部署 237 81 100 56 2.43% 2.35% 2.81% 2.03%
教育委員会 15 0 2 13 0.15% 0.00% 0.06% 0.47%
保育所・幼稚園・子ども園 3 0 1 2 0.03% 0.00% 0.03% 0.07%
小・中・高（特別支援含む）学校 41 0 9 32 0.42% 0.00% 0.25% 1.16%
大学等（高等専門学校、専修学校、各種学校含む） 1 0 0 1 0.01% 0.00% 0.00% 0.04%
その他教育機関 15 0 3 12 0.15% 0.00% 0.08% 0.44%
家庭児童相談室（福祉事務所） 76 34 31 11 0.78% 0.98% 0.87% 0.40%
児童相談所・児童家庭支援センター 46 18 22 6 0.47% 0.52% 0.62% 0.22%
児童福祉施設 5 0 1 4 0.05% 0.00% 0.03% 0.15%
地域子育て支援センター 7 0 1 6 0.07% 0.00% 0.03% 0.22%
その他子育て支援機関 3 0 0 3 0.03% 0.00% 0.00% 0.11%
行政の人権担当部署 0 0 0 0 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
男女共同参画センター 2 0 0 2 0.02% 0.00% 0.00% 0.07%
婦人相談所・配偶者暴力相談支援センター 6 0 3 3 0.06% 0.00% 0.08% 0.11%

福祉事務所（生活保護担当部署） 2863 1101 1056 706 29.32% 31.88% 29.70% 25.62%
ホームレス支援機関 324 117 108 99 3.32% 3.39% 3.04% 3.59%
一時保護施設 484 145 166 173 4.96% 4.20% 4.67% 6.28%
警察 96 33 51 12 0.98% 0.96% 1.43% 0.44%
更生保護施設・自立準備ホーム 48 19 20 9 0.49% 0.55% 0.56% 0.33%
地域生活定着支援センター 8 5 3 0 0.08% 0.14% 0.08% 0.00%

行政の税担当部署 510 159 235 116 5.22% 4.60% 6.61% 4.21%
行政の保険・年金担当部署（年金事務所含む） 651 227 291 133 6.67% 6.57% 8.18% 4.83%
社会保険労務士 3 0 1 2 0.03% 0.00% 0.03% 0.07%
自立・家計改善支援機関 531 194 216 121 5.44% 5.62% 6.07% 4.39%
食糧支援関係団体（フードバンク等） 96 0 12 84 0.98% 0.00% 0.34% 3.05%
小口貸付（生活福祉資金除く） 219 83 80 56 2.24% 2.40% 2.25% 2.03%
社会福祉協議会（生活福祉資金） 145 0 11 134 1.48% 0.00% 0.31% 4.86%
社会福祉協議会（日常生活自立支援事業） 34 0 5 29 0.35% 0.00% 0.14% 1.05%
成年後見人制度の支援機関 94 43 41 10 0.96% 1.24% 1.15% 0.36%
法テラス・弁護士・司法書士 477 196 185 96 4.88% 5.67% 5.20% 3.48%
消費生活センター・消費生活相談窓口・多重債務者等相談窓口 49 29 14 6 0.50% 0.84% 0.39% 0.22%

行政の住宅施策担当部局（居住支援協議会） 32 0 0 32 0.33% 0.00% 0.00% 1.16%
居住支援法人 30 0 5 25 0.31% 0.00% 0.14% 0.91%
不動産・保証関係会社 209 0 12 197 2.14% 0.00% 0.34% 7.15%

他地域の生活困窮者自立相談支援機関 7 0 1 6 0.07% 0.00% 0.03% 0.22%
民生委員・児童委員 270 123 113 34 2.76% 3.56% 3.18% 1.23%
外国人支援団体・相談窓口 1 0 0 1 0.01% 0.00% 0.00% 0.04%
ひきこもり支援機関 55 0 7 48 0.56% 0.00% 0.20% 1.74%
ＮＰＯ・ボランティア団体 463 191 205 67 4.74% 5.53% 5.76% 2.43%
商店街・商工会等経済団体 22 7 9 6 0.23% 0.20% 0.25% 0.22%
町内会・自治会、福祉委員、近隣住民 182 95 64 23 1.86% 2.75% 1.80% 0.83%
ライフライン民間事業者（電気・ガス・水道） 8 0 1 7 0.08% 0.00% 0.03% 0.25%
保健所（動物・ペットの多頭飼育等） 5 0 0 5 0.05% 0.00% 0.00% 0.18%
社会福祉協議会（資金、日常生活自立支援以外） 140 0 30 110 1.43% 0.00% 0.84% 3.99%
その他行政の担当部署 573 211 271 91 5.87% 6.11% 7.62% 3.30%
家族・親族・その他キーパーソン 175 0 24 151 1.79% 0.00% 0.67% 5.48%
その他1 & その他2 1097 431 477 189 11.23% 12.48% 13.41% 6.86%

不明 1141 331 329 481 11.68% 9.58% 9.25% 17.45%
＜不明＞

＜就労＞ ＜就労＞

＜医療＞ ＜医療＞

＜その他＞ ＜その他＞

＜不明＞

＜保護＞ ＜保護＞

＜生活・金銭＞ ＜生活・金銭＞

＜住居＞ ＜住居＞

＜障害＞ ＜障害＞

＜高齢＞ ＜高齢＞

＜子ども・人権＞ ＜子ども・人権＞
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（1）プランを作成した人の状況

053_プランを作成者の状況_障害×プランに関わる関係機関・関係者
【実数】 【比率】
 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
合計 11191 3875 4118 3198 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

ハローワーク 4319 1558 1549 1212 38.59% 40.21% 37.62% 37.90%
就業訓練所 247 100 106 41 2.21% 2.58% 2.57% 1.28%
就労準備支援機関 273 0 38 235 2.44% 0.00% 0.92% 7.35%
地域若者サポートステーション 151 47 56 48 1.35% 1.21% 1.36% 1.50%
就労支援法人・団体（就労訓練事業を含む） 1038 464 400 174 9.28% 11.97% 9.71% 5.44%
一般企業 1254 480 491 283 11.21% 12.39% 11.92% 8.85%
各種協同組合（生協等） 95 38 50 7 0.85% 0.98% 1.21% 0.22%
農業者・農業団体 45 20 13 12 0.40% 0.52% 0.32% 0.38%

医療機関 3710 1374 1517 819 33.15% 35.46% 36.84% 25.61%
医療機関の内、無料低額診療実施機関 17 0 5 12 0.15% 0.00% 0.12% 0.38%
行政の保健担当部署 154 0 22 132 1.38% 0.00% 0.53% 4.13%

行政の障害担当部署 2449 993 997 459 21.88% 25.63% 24.21% 14.35%
基幹相談支援センター 113 1 12 100 1.01% 0.03% 0.29% 3.13%
精神保健福祉センター 28 0 6 22 0.25% 0.00% 0.15% 0.69%
障害者就業・生活支援センター 966 381 412 173 8.63% 9.83% 10.00% 5.41%
障害者就労支援事業所 1138 436 459 243 10.17% 11.25% 11.15% 7.60%
その他障害者支援機関・施設 1286 490 518 278 11.49% 12.65% 12.58% 8.69%

行政の高齢者担当部署 406 169 164 73 3.63% 4.36% 3.98% 2.28%
地域包括支援センター 759 326 305 128 6.78% 8.41% 7.41% 4.00%
居宅介護支援事業所・その他介護事業所 451 183 187 81 4.03% 4.72% 4.54% 2.53%

行政の子ども家庭担当部署 445 162 173 110 3.98% 4.18% 4.20% 3.44%
教育委員会 17 0 1 16 0.15% 0.00% 0.02% 0.50%
保育所・幼稚園・子ども園 22 0 6 16 0.20% 0.00% 0.15% 0.50%
小・中・高（特別支援含む）学校 70 0 13 57 0.63% 0.00% 0.32% 1.78%
大学等（高等専門学校、専修学校、各種学校含む） 0 0 0 0 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
その他教育機関 11 0 3 8 0.10% 0.00% 0.07% 0.25%
家庭児童相談室（福祉事務所） 135 53 58 24 1.21% 1.37% 1.41% 0.75%
児童相談所・児童家庭支援センター 116 47 46 23 1.04% 1.21% 1.12% 0.72%
児童福祉施設 4 0 1 3 0.04% 0.00% 0.02% 0.09%
地域子育て支援センター 6 0 1 5 0.05% 0.00% 0.02% 0.16%
その他子育て支援機関 8 0 1 7 0.07% 0.00% 0.02% 0.22%
行政の人権担当部署 5 0 2 3 0.04% 0.00% 0.05% 0.09%
男女共同参画センター 3 0 1 2 0.03% 0.00% 0.02% 0.06%
婦人相談所・配偶者暴力相談支援センター 7 0 2 5 0.06% 0.00% 0.05% 0.16%

福祉事務所（生活保護担当部署） 1980 739 747 494 17.69% 19.07% 18.14% 15.45%
ホームレス支援機関 40 11 19 10 0.36% 0.28% 0.46% 0.31%
一時保護施設 69 20 23 26 0.62% 0.52% 0.56% 0.81%
警察 98 32 47 19 0.88% 0.83% 1.14% 0.59%
更生保護施設・自立準備ホーム 30 13 14 3 0.27% 0.34% 0.34% 0.09%
地域生活定着支援センター 7 4 1 2 0.06% 0.10% 0.02% 0.06%

行政の税担当部署 651 243 279 129 5.82% 6.27% 6.78% 4.03%
行政の保険・年金担当部署（年金事務所含む） 881 350 374 157 7.87% 9.03% 9.08% 4.91%
社会保険労務士 45 0 7 38 0.40% 0.00% 0.17% 1.19%
自立・家計改善支援機関 1588 538 615 435 14.19% 13.88% 14.93% 13.60%
食糧支援関係団体（フードバンク等） 144 0 30 114 1.29% 0.00% 0.73% 3.56%
小口貸付（生活福祉資金除く） 369 146 133 90 3.30% 3.77% 3.23% 2.81%
社会福祉協議会（生活福祉資金） 335 0 20 315 2.99% 0.00% 0.49% 9.85%
社会福祉協議会（日常生活自立支援事業） 105 0 18 87 0.94% 0.00% 0.44% 2.72%
成年後見人制度の支援機関 279 134 118 27 2.49% 3.46% 2.87% 0.84%
法テラス・弁護士・司法書士 1008 384 413 211 9.01% 9.91% 10.03% 6.60%
消費生活センター・消費生活相談窓口・多重債務者等相談窓口 112 43 51 18 1.00% 1.11% 1.24% 0.56%

行政の住宅施策担当部局（居住支援協議会） 54 0 6 48 0.48% 0.00% 0.15% 1.50%
居住支援法人 14 0 2 12 0.13% 0.00% 0.05% 0.38%
不動産・保証関係会社 154 1 13 140 1.38% 0.03% 0.32% 4.38%

他地域の生活困窮者自立相談支援機関 11 0 3 8 0.10% 0.00% 0.07% 0.25%
民生委員・児童委員 342 169 121 52 3.06% 4.36% 2.94% 1.63%
外国人支援団体・相談窓口 1 0 1 0 0.01% 0.00% 0.02% 0.00%
ひきこもり支援機関 19 0 0 19 0.17% 0.00% 0.00% 0.59%
ＮＰＯ・ボランティア団体 437 185 185 67 3.90% 4.77% 4.49% 2.10%
商店街・商工会等経済団体 22 7 9 6 0.20% 0.18% 0.22% 0.19%
町内会・自治会、福祉委員、近隣住民 245 117 96 32 2.19% 3.02% 2.33% 1.00%
ライフライン民間事業者（電気・ガス・水道） 14 0 0 14 0.13% 0.00% 0.00% 0.44%
保健所（動物・ペットの多頭飼育等） 4 0 0 4 0.04% 0.00% 0.00% 0.13%
社会福祉協議会（資金、日常生活自立支援以外） 168 1 38 129 1.50% 0.03% 0.92% 4.03%
その他行政の担当部署 666 278 282 106 5.95% 7.17% 6.85% 3.31%
家族・親族・その他キーパーソン 248 0 39 209 2.22% 0.00% 0.95% 6.54%
その他1 & その他2 1269 518 555 196 11.34% 13.37% 13.48% 6.13%

不明 1378 357 423 598 12.31% 9.21% 10.27% 18.70%

＜就労＞ ＜就労＞

＜子ども・人権＞ ＜子ども・人権＞

＜保護＞ ＜保護＞

＜生活・金銭＞ ＜生活・金銭＞

＜不明＞

＜医療＞ ＜医療＞

＜障害＞ ＜障害＞

＜高齢＞ ＜高齢＞

＜住居＞ ＜住居＞

＜その他＞ ＜その他＞

＜不明＞
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（1）プランを作成した人の状況

054_プランを作成者の状況_病気・けが×プランに関わる関係機関・関係者
【実数】 【比率】
 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
合計 15622 5336 5419 4867 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

ハローワーク 6368 2239 2119 2010 40.76% 41.96% 39.10% 41.30%
就業訓練所 256 109 104 43 1.64% 2.04% 1.92% 0.88%
就労準備支援機関 245 0 26 219 1.57% 0.00% 0.48% 4.50%
地域若者サポートステーション 86 32 30 24 0.55% 0.60% 0.55% 0.49%
就労支援法人・団体（就労訓練事業を含む） 1054 477 378 199 6.75% 8.94% 6.98% 4.09%
一般企業 1929 686 701 542 12.35% 12.86% 12.94% 11.14%
各種協同組合（生協等） 195 81 79 35 1.25% 1.52% 1.46% 0.72%
農業者・農業団体 47 18 13 16 0.30% 0.34% 0.24% 0.33%

医療機関 5646 2138 2212 1296 36.14% 40.07% 40.82% 26.63%
医療機関の内、無料低額診療実施機関 63 0 9 54 0.40% 0.00% 0.17% 1.11%
行政の保健担当部署 186 0 19 167 1.19% 0.00% 0.35% 3.43%

行政の障害担当部署 1671 664 716 291 10.70% 12.44% 13.21% 5.98%
基幹相談支援センター 53 1 8 44 0.34% 0.02% 0.15% 0.90%
精神保健福祉センター 27 0 3 24 0.17% 0.00% 0.06% 0.49%
障害者就業・生活支援センター 490 201 202 87 3.14% 3.77% 3.73% 1.79%
障害者就労支援事業所 571 230 238 103 3.66% 4.31% 4.39% 2.12%
その他障害者支援機関・施設 650 243 262 145 4.16% 4.55% 4.83% 2.98%

行政の高齢者担当部署 909 375 378 156 5.82% 7.03% 6.98% 3.21%
地域包括支援センター 1372 563 552 257 8.78% 10.55% 10.19% 5.28%
居宅介護支援事業所・その他介護事業所 660 255 277 128 4.22% 4.78% 5.11% 2.63%

行政の子ども家庭担当部署 438 161 163 114 2.80% 3.02% 3.01% 2.34%
教育委員会 19 0 2 17 0.12% 0.00% 0.04% 0.35%
保育所・幼稚園・子ども園 17 0 2 15 0.11% 0.00% 0.04% 0.31%
小・中・高（特別支援含む）学校 68 0 14 54 0.44% 0.00% 0.26% 1.11%
大学等（高等専門学校、専修学校、各種学校含む） 2 0 0 2 0.01% 0.00% 0.00% 0.04%
その他教育機関 17 0 4 13 0.11% 0.00% 0.07% 0.27%
家庭児童相談室（福祉事務所） 94 36 41 17 0.60% 0.67% 0.76% 0.35%
児童相談所・児童家庭支援センター 59 22 28 9 0.38% 0.41% 0.52% 0.18%
児童福祉施設 4 0 0 4 0.03% 0.00% 0.00% 0.08%
地域子育て支援センター 9 0 2 7 0.06% 0.00% 0.04% 0.14%
その他子育て支援機関 9 0 1 8 0.06% 0.00% 0.02% 0.16%
行政の人権担当部署 4 0 2 2 0.03% 0.00% 0.04% 0.04%
男女共同参画センター 1 0 0 1 0.01% 0.00% 0.00% 0.02%
婦人相談所・配偶者暴力相談支援センター 9 0 2 7 0.06% 0.00% 0.04% 0.14%

福祉事務所（生活保護担当部署） 4191 1612 1550 1029 26.83% 30.21% 28.60% 21.14%
ホームレス支援機関 72 27 28 17 0.46% 0.51% 0.52% 0.35%
一時保護施設 103 30 37 36 0.66% 0.56% 0.68% 0.74%
警察 106 37 48 21 0.68% 0.69% 0.89% 0.43%
更生保護施設・自立準備ホーム 25 10 9 6 0.16% 0.19% 0.17% 0.12%
地域生活定着支援センター 8 6 2 0 0.05% 0.11% 0.04% 0.00%

行政の税担当部署 1243 467 489 287 7.96% 8.75% 9.02% 5.90%
行政の保険・年金担当部署（年金事務所含む） 1376 555 582 239 8.81% 10.40% 10.74% 4.91%
社会保険労務士 29 0 8 21 0.19% 0.00% 0.15% 0.43%
自立・家計改善支援機関 2362 756 815 791 15.12% 14.17% 15.04% 16.25%
食糧支援関係団体（フードバンク等） 242 0 41 201 1.55% 0.00% 0.76% 4.13%
小口貸付（生活福祉資金除く） 762 305 282 175 4.88% 5.72% 5.20% 3.60%
社会福祉協議会（生活福祉資金） 972 0 41 931 6.22% 0.00% 0.76% 19.13%
社会福祉協議会（日常生活自立支援事業） 105 0 13 92 0.67% 0.00% 0.24% 1.89%
成年後見人制度の支援機関 217 87 101 29 1.39% 1.63% 1.86% 0.60%
法テラス・弁護士・司法書士 1413 568 556 289 9.04% 10.64% 10.26% 5.94%
消費生活センター・消費生活相談窓口・多重債務者等相談窓口 151 66 61 24 0.97% 1.24% 1.13% 0.49%

行政の住宅施策担当部局（居住支援協議会） 80 0 10 70 0.51% 0.00% 0.18% 1.44%
居住支援法人 22 0 4 18 0.14% 0.00% 0.07% 0.37%
不動産・保証関係会社 267 0 31 236 1.71% 0.00% 0.57% 4.85%

他地域の生活困窮者自立相談支援機関 11 0 3 8 0.07% 0.00% 0.06% 0.16%
民生委員・児童委員 529 224 218 87 3.39% 4.20% 4.02% 1.79%
外国人支援団体・相談窓口 4 0 0 4 0.03% 0.00% 0.00% 0.08%
ひきこもり支援機関 11 0 1 10 0.07% 0.00% 0.02% 0.21%
ＮＰＯ・ボランティア団体 547 230 241 76 3.50% 4.31% 4.45% 1.56%
商店街・商工会等経済団体 25 10 6 9 0.16% 0.19% 0.11% 0.18%
町内会・自治会、福祉委員、近隣住民 284 130 118 36 1.82% 2.44% 2.18% 0.74%
ライフライン民間事業者（電気・ガス・水道） 23 0 2 21 0.15% 0.00% 0.04% 0.43%
保健所（動物・ペットの多頭飼育等） 3 0 1 2 0.02% 0.00% 0.02% 0.04%
社会福祉協議会（資金、日常生活自立支援以外） 223 0 49 174 1.43% 0.00% 0.90% 3.58%
その他行政の担当部署 1002 425 400 177 6.41% 7.96% 7.38% 3.64%
家族・親族・その他キーパーソン 320 0 43 277 2.05% 0.00% 0.79% 5.69%
その他1 & その他2 1766 723 768 275 11.30% 13.55% 14.17% 5.65%

不明 1721 439 462 820 11.02% 8.23% 8.53% 16.85%
＜不明＞

＜就労＞ ＜就労＞

＜医療＞ ＜医療＞

＜障害＞ ＜障害＞

＜生活・金銭＞ ＜生活・金銭＞

＜住居＞ ＜住居＞

＜その他＞ ＜その他＞

＜高齢＞ ＜高齢＞

＜子ども・人権＞ ＜子ども・人権＞

＜保護＞ ＜保護＞

＜不明＞
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（1）プランを作成した人の状況

055_プランを作成者の状況_メンタルヘルス系課題×プランに関わる関係機関・関係者
【実数】 【比率】
 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
合計 12969 4469 4682 3818 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

ハローワーク 5621 1965 2058 1598 43.34% 43.97% 43.96% 41.85%
就業訓練所 334 138 137 59 2.58% 3.09% 2.93% 1.55%
就労準備支援機関 379 0 53 326 2.92% 0.00% 1.13% 8.54%
地域若者サポートステーション 195 70 64 61 1.50% 1.57% 1.37% 1.60%
就労支援法人・団体（就労訓練事業を含む） 1287 543 537 207 9.92% 12.15% 11.47% 5.42%
一般企業 1564 545 622 397 12.06% 12.20% 13.28% 10.40%
各種協同組合（生協等） 121 50 60 11 0.93% 1.12% 1.28% 0.29%
農業者・農業団体 51 17 19 15 0.39% 0.38% 0.41% 0.39%

医療機関 4498 1659 1796 1043 34.68% 37.12% 38.36% 27.32%
医療機関の内、無料低額診療実施機関 22 0 4 18 0.17% 0.00% 0.09% 0.47%
行政の保健担当部署 206 0 27 179 1.59% 0.00% 0.58% 4.69%

行政の障害担当部署 1787 714 741 332 13.78% 15.98% 15.83% 8.70%
基幹相談支援センター 73 0 9 64 0.56% 0.00% 0.19% 1.68%
精神保健福祉センター 38 0 5 33 0.29% 0.00% 0.11% 0.86%
障害者就業・生活支援センター 629 238 289 102 4.85% 5.33% 6.17% 2.67%
障害者就労支援事業所 743 265 321 157 5.73% 5.93% 6.86% 4.11%
その他障害者支援機関・施設 816 307 329 180 6.29% 6.87% 7.03% 4.71%

行政の高齢者担当部署 341 139 137 65 2.63% 3.11% 2.93% 1.70%
地域包括支援センター 617 263 238 116 4.76% 5.88% 5.08% 3.04%
居宅介護支援事業所・その他介護事業所 316 118 122 76 2.44% 2.64% 2.61% 1.99%

行政の子ども家庭担当部署 592 218 234 140 4.56% 4.88% 5.00% 3.67%
教育委員会 24 0 3 21 0.19% 0.00% 0.06% 0.55%
保育所・幼稚園・子ども園 25 0 4 21 0.19% 0.00% 0.09% 0.55%
小・中・高（特別支援含む）学校 88 0 13 75 0.68% 0.00% 0.28% 1.96%
大学等（高等専門学校、専修学校、各種学校含む） 2 0 0 2 0.02% 0.00% 0.00% 0.05%
その他教育機関 20 0 5 15 0.15% 0.00% 0.11% 0.39%
家庭児童相談室（福祉事務所） 164 71 65 28 1.26% 1.59% 1.39% 0.73%
児童相談所・児童家庭支援センター 109 39 50 20 0.84% 0.87% 1.07% 0.52%
児童福祉施設 3 0 1 2 0.02% 0.00% 0.02% 0.05%
地域子育て支援センター 18 0 2 16 0.14% 0.00% 0.04% 0.42%
その他子育て支援機関 4 0 0 4 0.03% 0.00% 0.00% 0.10%
行政の人権担当部署 4 0 1 3 0.03% 0.00% 0.02% 0.08%
男女共同参画センター 2 0 1 1 0.02% 0.00% 0.02% 0.03%
婦人相談所・配偶者暴力相談支援センター 18 0 2 16 0.14% 0.00% 0.04% 0.42%

福祉事務所（生活保護担当部署） 2328 881 907 540 17.95% 19.71% 19.37% 14.14%
ホームレス支援機関 64 22 29 13 0.49% 0.49% 0.62% 0.34%
一時保護施設 73 18 34 21 0.56% 0.40% 0.73% 0.55%
警察 136 44 72 20 1.05% 0.98% 1.54% 0.52%
更生保護施設・自立準備ホーム 26 9 13 4 0.20% 0.20% 0.28% 0.10%
地域生活定着支援センター 5 5 0 0 0.04% 0.11% 0.00% 0.00%

行政の税担当部署 744 287 321 136 5.74% 6.42% 6.86% 3.56%
行政の保険・年金担当部署（年金事務所含む） 926 341 422 163 7.14% 7.63% 9.01% 4.27%
社会保険労務士 42 0 9 33 0.32% 0.00% 0.19% 0.86%
自立・家計改善支援機関 1605 538 598 469 12.38% 12.04% 12.77% 12.28%
食糧支援関係団体（フードバンク等） 178 0 24 154 1.37% 0.00% 0.51% 4.03%
小口貸付（生活福祉資金除く） 478 167 189 122 3.69% 3.74% 4.04% 3.20%
社会福祉協議会（生活福祉資金） 561 0 32 529 4.33% 0.00% 0.68% 13.86%
社会福祉協議会（日常生活自立支援事業） 68 0 13 55 0.52% 0.00% 0.28% 1.44%
成年後見人制度の支援機関 154 63 75 16 1.19% 1.41% 1.60% 0.42%
法テラス・弁護士・司法書士 1279 496 515 268 9.86% 11.10% 11.00% 7.02%
消費生活センター・消費生活相談窓口・多重債務者等相談窓口 155 74 62 19 1.20% 1.66% 1.32% 0.50%

行政の住宅施策担当部局（居住支援協議会） 42 0 3 39 0.32% 0.00% 0.06% 1.02%
居住支援法人 19 0 3 16 0.15% 0.00% 0.06% 0.42%
不動産・保証関係会社 187 1 21 165 1.44% 0.02% 0.45% 4.32%

他地域の生活困窮者自立相談支援機関 10 0 2 8 0.08% 0.00% 0.04% 0.21%
民生委員・児童委員 340 142 130 68 2.62% 3.18% 2.78% 1.78%
外国人支援団体・相談窓口 6 0 0 6 0.05% 0.00% 0.00% 0.16%
ひきこもり支援機関 22 0 1 21 0.17% 0.00% 0.02% 0.55%
ＮＰＯ・ボランティア団体 546 226 240 80 4.21% 5.06% 5.13% 2.10%
商店街・商工会等経済団体 26 7 12 7 0.20% 0.16% 0.26% 0.18%
町内会・自治会、福祉委員、近隣住民 215 96 89 30 1.66% 2.15% 1.90% 0.79%
ライフライン民間事業者（電気・ガス・水道） 12 0 1 11 0.09% 0.00% 0.02% 0.29%
保健所（動物・ペットの多頭飼育等） 5 0 0 5 0.04% 0.00% 0.00% 0.13%
社会福祉協議会（資金、日常生活自立支援以外） 164 1 32 131 1.26% 0.02% 0.68% 3.43%
その他行政の担当部署 765 303 336 126 5.90% 6.78% 7.18% 3.30%
家族・親族・その他キーパーソン 292 0 45 247 2.25% 0.00% 0.96% 6.47%
その他1 & その他2 1528 634 656 238 11.78% 14.19% 14.01% 6.23%

不明 1748 523 480 745 13.48% 11.70% 10.25% 19.51%
＜不明＞

＜障害＞ ＜障害＞

＜高齢＞ ＜高齢＞

＜子ども・人権＞ ＜子ども・人権＞

＜就労＞ ＜就労＞

＜医療＞ ＜医療＞

＜その他＞ ＜その他＞

＜不明＞

＜保護＞ ＜保護＞

＜生活・金銭＞ ＜生活・金銭＞

＜住居＞ ＜住居＞
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056_プランを作成した人の状況_評価実施状況
【実数】 【比率】

合計 実施した 実施していない 合計 実施した 実施していない
全年度 75,545 62,542 13,003 100.00% 82.79% 17.21%
平成30年度 19,356 17,842 1,514 100.00% 92.18% 7.82%
令和元年度 19,921 17,712 2,209 100.00% 88.91% 11.09%
令和2年度 36,268 26,988 9,280 100.00% 74.41% 25.59%

057_プランを作成した人の状況_相談受付から評価実施「終結」までの期間
【実数】

合計 0日 1～15日 16～30日 31～45日 46～90日 91～180日 181日以上 不明
全年度 62,542 115 1,357 2,822 4,492 7,211 14,845 31,455 245
平成30年度 17,842 28 463 583 681 2,323 4,445 9,284 35
令和元年度 17,712 23 467 572 610 2,312 4,120 9,584 24
令和2年度 26,988 64 427 1,667 3,201 2,576 6,280 12,587 186

【比率】
合計 0日 1～15日 16～30日 31～45日 46～90日 91～180日 181日以上 不明

全年度 100.00% 0.18% 2.17% 4.51% 7.18% 11.53% 23.74% 50.29% 0.39%
平成30年度 100.00% 0.16% 2.60% 3.27% 3.82% 13.02% 24.91% 52.03% 0.20%
令和元年度 100.00% 0.13% 2.64% 3.23% 3.44% 13.05% 23.26% 54.11% 0.14%
令和2年度 100.00% 0.24% 1.58% 6.18% 11.86% 9.54% 23.27% 46.64% 0.69%

058_1_プランを作成した人の状況_本人の状況×相談受付から評価実施「終結」までの期間(平成30年度~令和2年度)
【実数】

合計 45日以下 46～90日 91～180日 181日以上 不明
同居者「無」 24,313 3,339 3,547 6,446 10,891 90
健康状態「良くない」 26,162 2,342 2,935 6,287 14,549 49
就労状況「就労中＋無職」 33,162 3,474 4,506 8,546 16,555 81
最終学歴「中卒」 7,307 710 1,039 1,969 3,577 12
緊急支援の必要性「あり」 25,550 5,906 3,394 6,472 9,710 68

【比率】
合計 45日以下 46～90日 91～180日 181日以上 不明

同居者「無」 100.00% 13.73% 14.59% 26.51% 44.79% 0.37%
健康状態「良くない」 100.00% 8.95% 11.22% 24.03% 55.61% 0.19%
就労状況「就労中＋無職」 100.00% 10.48% 13.59% 25.77% 49.92% 0.24%
最終学歴「中卒」 100.00% 9.72% 14.22% 26.95% 48.95% 0.16%
緊急支援の必要性「あり」 100.00% 23.12% 13.28% 25.33% 38.00% 0.27%

058_2_プランを作成した人の状況_本人の状況×相談受付から評価実施「終結」までの期間(平成30年度)
【実数】

合計 45日以下 46～90日 91～180日 181日以上 不明
同居者「無」 7,221 1,002 1,191 1,984 3,031 13
健康状態「良くない」 9,057 771 1,076 2,208 4,987 15
就労状況「就労中＋無職」 11,121 1,214 1,589 2,874 5,421 23
最終学歴「中卒」 2,572 295 386 698 1,187 6
緊急支援の必要性「あり」 4,795 736 939 1,388 1,722 10

【比率】
合計 45日以下 46～90日 91～180日 181日以上 不明

同居者「無」 100.00% 13.88% 16.49% 27.48% 41.97% 0.18%
健康状態「良くない」 100.00% 8.51% 11.88% 24.38% 55.06% 0.17%
就労状況「就労中＋無職」 100.00% 10.92% 14.29% 25.84% 48.75% 0.21%
最終学歴「中卒」 100.00% 11.47% 15.01% 27.14% 46.15% 0.23%
緊急支援の必要性「あり」 100.00% 15.35% 19.58% 28.95% 35.91% 0.21%

全年度
平成30年度
令和元年度
令和2年度
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058_3_プランを作成した人の状況_本人の状況×相談受付から評価実施「終結」までの期間(令和元年度)
【実数】
 合計 45日以下 46～90日 91～180日 181日以上 不明
同居者「無」 7,197 982 1,189 1,778 3,235 13
健康状態「良くない」 9,004 806 1,044 2,059 5,082 13
就労状況「就労中＋無職」 11,180 1,238 1,598 2,708 5,622 14
最終学歴「中卒」 2,395 248 362 590 1,193 2
緊急支援の必要性「あり」 4,617 664 952 1,244 1,748 9

【比率】
 合計 45日以下 46～90日 91～180日 181日以上 不明
同居者「無」 100.00% 13.64% 16.52% 24.70% 44.95% 0.18%
健康状態「良くない」 100.00% 8.95% 11.59% 22.87% 56.44% 0.14%
就労状況「就労中＋無職」 100.00% 11.07% 14.29% 24.22% 50.29% 0.13%
最終学歴「中卒」 100.00% 10.35% 15.11% 24.63% 49.81% 0.08%
緊急支援の必要性「あり」 100.00% 14.38% 20.62% 26.94% 37.86% 0.19%

058_4_プランを作成した人の状況_本人の状況×相談受付から評価実施「終結」までの期間(令和2年度)
【実数】
 合計 45日以下 46～90日 91～180日 181日以上 不明
同居者「無」 9,895 1,355 1,167 2,684 4,625 64
健康状態「良くない」 8,101 765 815 2,020 4,480 21
就労状況「就労中＋無職」 10,861 1,022 1,319 2,964 5,512 44
最終学歴「中卒」 2,340 167 291 681 1,197 4
緊急支援の必要性「あり」 16,138 4,506 1,503 3,840 6,240 49

【比率】
 合計 45日以下 46～90日 91～180日 181日以上 不明
同居者「無」 100.00% 13.69% 11.79% 27.12% 46.74% 0.65%
健康状態「良くない」 100.00% 9.44% 10.06% 24.94% 55.30% 0.26%
就労状況「就労中＋無職」 100.00% 9.41% 12.14% 27.29% 50.75% 0.41%
最終学歴「中卒」 100.00% 7.14% 12.44% 29.10% 51.15% 0.17%
緊急支援の必要性「あり」 100.00% 27.92% 9.31% 23.79% 38.67% 0.30%

059_1_プランを作成した人の状況_特性5グループ×相談受付から評価実施「終結」までの期間(平成30年度~令和2年度)
【実数】
 合計 45日以下 46～90日 91～180日 181日以上 不明
経済的課題 63,770 7,885 6,028 12,943 26,479 10,435
孤立系課題 9,766 1,168 1,261 1,845 4,385 1,107
障害 11,191 6,688 6,689 6,690 6,691 6,692
病気・けが 15,622 1,215 1,621 3,310 7,374 2,102
メンタルヘルス系課題 12,969 652 1,132 2,545 6,909 1,731

【比率】
 合計 45日以下 46～90日 91～180日 181日以上 不明
経済的課題 100.00% 12.36% 9.45% 20.30% 41.52% 16.36%
孤立系課題 100.00% 11.96% 12.91% 18.89% 44.90% 11.34%
障害 100.00% 59.76% 59.77% 59.78% 59.79% 59.80%
病気・けが 100.00% 7.78% 10.38% 21.19% 47.20% 13.46%
メンタルヘルス系課題 100.00% 5.03% 8.73% 19.62% 53.27% 13.35%

059_2_プランを作成した人の状況_特性5グループ×相談受付から評価実施「終結」までの期間(平成30年度)
【実数】
 合計 45日以下 46～90日 91～180日 181日以上 不明
経済的課題 15,757 1,371 1,935 3,725 7,559 1,167
孤立系課題 3,454 425 455 719 1,650 205
障害 3,875 191 314 773 2,310 287
病気・けが 5,336 453 625 1,222 2,608 428
メンタルヘルス系課題 4,469 232 427 982 2,496 332

【比率】
 合計 45日以下 46～90日 91～180日 181日以上 不明
経済的課題 100.00% 8.70% 12.28% 23.64% 47.97% 7.41%
孤立系課題 100.00% 12.30% 13.17% 20.82% 47.77% 5.94%
障害 100.00% 4.93% 8.10% 19.95% 59.61% 7.41%
病気・けが 100.00% 8.49% 11.71% 22.90% 48.88% 8.02%
メンタルヘルス系課題 100.00% 5.19% 9.55% 21.97% 55.85% 7.43%

059_3_プランを作成した人の状況_特性5グループ×相談受付から評価実施「終結」までの期間(令和元年度)
【実数】
 合計 45日以下 46～90日 91～180日 181日以上 不明
経済的課題 16,274 1,382 1,924 3,503 7,757 1,708
孤立系課題 3,556 415 457 634 1,681 369
障害 4,118 205 320 739 2,389 465
病気・けが 5,419 466 615 1,145 2,586 607
メンタルヘルス系課題 4,682 264 432 874 2,576 536

【比率】
 合計 45日以下 46～90日 91～180日 181日以上 不明
経済的課題 100.00% 8.49% 11.82% 21.53% 47.66% 10.50%
孤立系課題 100.00% 11.67% 12.85% 17.83% 47.27% 10.38%
障害 100.00% 4.98% 7.77% 17.95% 58.01% 11.29%
病気・けが 100.00% 8.60% 11.35% 21.13% 47.72% 11.20%
メンタルヘルス系課題 100.00% 5.64% 9.23% 18.67% 55.02% 11.45%
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059_4_プランを作成した人の状況_特性5グループ×相談受付から評価実施「終結」までの期間(令和2年度)
【実数】
 合計 45日以下 46～90日 91～180日 181日以上 不明
経済的課題 31,739 5,132 2,169 5,715 11,163 7,560
孤立系課題 2,756 328 349 492 1,054 533
障害 3,198 133 200 464 1,679 722
病気・けが 4,867 296 381 943 2,180 1,067
メンタルヘルス系課題 3,818 156 273 689 1,837 863

【比率】
 合計 45日以下 46～90日 91～180日 181日以上 不明
経済的課題 100.00% 16.17% 6.83% 18.01% 35.17% 23.82%
孤立系課題 100.00% 11.90% 12.66% 17.85% 38.24% 19.34%
障害 100.00% 4.16% 6.25% 14.51% 52.50% 22.58%
病気・けが 100.00% 6.08% 7.83% 19.38% 44.79% 21.92%
メンタルヘルス系課題 100.00% 4.09% 7.15% 18.05% 48.11% 22.60%

060_1_プランを作成した人の状況_支援決定・確認から初回評価実施までの期間(平成30年度~令和2年度)
【実数】
 合計 45日以下 46～90日 91～180日 181日以上 不明
経済的課題 53,418 7,885 6,027 12,938 26,468 100
孤立系課題 8,675 1,167 1,261 1,844 4,385 18
障害 9,728 529 834 1,976 6,377 12
病気・けが 13,541 1,215 1,621 3,310 7,373 22
メンタルヘルス系課題 11,252 652 1,131 2,545 6,907 17

【比率】
 合計 45日以下 46～90日 91～180日 181日以上 不明
経済的課題 100.00% 14.76% 11.28% 24.22% 49.55% 0.19%
孤立系課題 100.00% 13.45% 14.54% 21.26% 50.55% 0.21%
障害 100.00% 5.44% 8.57% 20.31% 65.55% 0.12%
病気・けが 100.00% 8.97% 11.97% 24.44% 54.45% 0.16%
メンタルヘルス系課題 100.00% 5.79% 10.05% 22.62% 61.38% 0.15%

060_2_プランを作成した人の状況_支援決定・確認から初回評価実施までの期間(平成30年度)
【実数】
 合計 45日以下 46～90日 91～180日 181日以上 不明
経済的課題 14,606 1,371 1,935 3,723 7,557 20
孤立系課題 3,256 424 455 719 1,650 8
障害 3,589 191 314 773 2,310 1
病気・けが 4,916 453 625 1,222 2,608 8
メンタルヘルス系課題 4,141 232 427 982 2,495 5

【比率】
 合計 45日以下 46～90日 91～180日 181日以上 不明
経済的課題 100.00% 9.39% 13.25% 25.49% 51.74% 0.14%
孤立系課題 100.00% 13.02% 13.97% 22.08% 50.68% 0.25%
障害 100.00% 5.32% 8.75% 21.54% 64.36% 0.03%
病気・けが 100.00% 9.21% 12.71% 24.86% 53.05% 0.16%
メンタルヘルス系課題 100.00% 5.60% 10.31% 23.71% 60.25% 0.12%

060_3_プランを作成した人の状況_支援決定・確認から初回評価実施までの期間(令和元年度)
【実数】
 合計 45日以下 46～90日 91～180日 181日以上 不明
経済的課題 14,575 1,382 1,923 3,503 7,751 16
孤立系課題 3,191 415 457 634 1,681 4
障害 3,656 205 320 739 2,388 4
病気・けが 4,818 466 615 1,145 2,585 7
メンタルヘルス系課題 4,149 264 431 874 2,575 5

【比率】
 合計 45日以下 46～90日 91～180日 181日以上 不明
経済的課題 100.00% 9.48% 13.19% 24.03% 53.18% 0.11%
孤立系課題 100.00% 13.01% 14.32% 19.87% 52.68% 0.13%
障害 100.00% 5.61% 8.75% 20.21% 65.32% 0.11%
病気・けが 100.00% 9.67% 12.76% 23.77% 53.65% 0.15%
メンタルヘルス系課題 100.00% 6.36% 10.39% 21.07% 62.06% 0.12%

060_4_プランを作成した人の状況_支援決定・確認から初回評価実施までの期間(令和2年度)
【実数】
 合計 45日以下 46～90日 91～180日 181日以上 不明
経済的課題 24,237 5,132 2,169 5,712 11,160 64
孤立系課題 2,228 328 349 491 1,054 6
障害 2,483 133 200 464 1,679 7
病気・けが 3,807 296 381 943 2,180 7
メンタルヘルス系課題 2,962 156 273 689 1,837 7

【比率】
 合計 45日以下 46～90日 91～180日 181日以上 不明
経済的課題 100.00% 21.17% 8.95% 23.57% 46.05% 0.26%
孤立系課題 100.00% 14.72% 15.66% 22.04% 47.31% 0.27%
障害 100.00% 5.36% 8.05% 18.69% 67.62% 0.28%
病気・けが 100.00% 7.78% 10.01% 24.77% 57.26% 0.18%
メンタルヘルス系課題 100.00% 5.27% 9.22% 23.26% 62.02% 0.24%
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061_プランを作成した人の状況_プラン評価の結果
【実数】

合計 終結 再プランして
継続

中断 不明

全年度 62,542 41,040 20,510 992 0
平成30年度 17,842 11,528 5,931 383 0
令和元年度 17,712 11,479 5,920 313 0
令和2年度 26,988 18,033 8,659 296 0

【比率】
合計 終結 再プランして

継続
中断 不明

全年度 100.00% 65.62% 32.79% 1.59% 0.00%
平成30年度 100.00% 64.61% 33.24% 2.15% 0.00%
令和元年度 100.00% 64.81% 33.42% 1.77% 0.00%
令和2年度 100.00% 66.82% 32.08% 1.10% 0.00%

062_1_プランを作成した人の状況_プラン回数別の状況(平成30年度~令和2年度)
【実数】 【比率】
 合計 実施中 再プランして

継続
終結 合計 実施中 再プランして

継続
終結

1回 56,681 10,142 12,011 34,268 100.00% 17.89% 21.19% 60.46%
2回 10,693 1,506 4,251 4,897 100.00% 14.08% 39.75% 45.80%
3回以上 8,171 1,032 4,248 2,867 100.00% 12.63% 51.99% 35.09%

062_2_プランを作成した人の状況_プラン回数別の状況(平成30年度)
【実数】 【比率】
 合計 実施中 再プランして

継続
終結 合計 実施中 再プランして

継続
終結

1回 13,747 1,196 3,242 9,274 100.00% 8.70% 23.58% 67.46%
2回 3,195 166 1,327 1,699 100.00% 5.20% 41.53% 53.18%
3回以上 2,414 111 1,362 938 100.00% 4.60% 56.42% 38.86%

062_3_プランを作成した人の状況_プラン回数別の状況(令和元年度)
【実数】 【比率】
 合計 実施中 再プランして

継続
終結 合計 実施中 再プランして

継続
終結

1回 14,006 1,555 3,199 9,188 100.00% 11.10% 22.84% 65.60%
2回 3,143 314 1,260 1,557 100.00% 9.99% 40.09% 49.54%
3回以上 2,772 254 1,461 1,047 100.00% 9.16% 52.71% 37.77%

062_4_プランを作成した人の状況_プラン回数別の状況(令和2年度)
【実数】 【比率】
 合計 実施中 再プランして

継続
終結 合計 実施中 再プランして

継続
終結

1回 28,928 7,391 5,570 15,806 100.00% 25.55% 19.25% 54.64%
2回 4,355 1,026 1,664 1,641 100.00% 23.56% 38.21% 37.68%
3回以上 2,985 667 1,425 882 100.00% 22.35% 47.74% 29.55%

063_1_プランを作成した人の状況_プラン回数別のプラン結果(平成30年度~令和2年度)
【実数】 【比率】

合計 終結 再プランして
継続

中断 合計 終結 再プランして
継続

中断

1回 46,279 33,529 12,011 739 100.00% 72.45% 25.95% 1.60%
2回 9,148 4,737 4,251 160 100.00% 51.78% 46.47% 1.75%
3回以上 7,115 2,774 4,248 93 100.00% 38.99% 59.70% 1.31%

063_2_プランを作成した人の状況_プラン回数別のプラン結果(平成30年度)
【実数】 【比率】

合計 終結 再プランして
継続

中断 合計 終結 再プランして
継続

中断

1回 12,516 8,993 3,242 281 100.00% 71.85% 25.90% 2.25%
2回 3,026 1,631 1,327 68 100.00% 53.90% 43.85% 2.25%
3回以上 2,300 904 1,362 34 100.00% 39.30% 59.22% 1.48%

063_3_プランを作成した人の状況_プラン回数別のプラン結果(令和元年度)
【実数】 【比率】

合計 終結 再プランして
継続

中断 合計 終結 再プランして
継続

中断

1回 12,387 8,954 3,199 234 100.00% 72.29% 25.83% 1.89%
2回 2,817 1,504 1,260 53 100.00% 53.39% 44.73% 1.88%
3回以上 2,508 1,021 1,461 26 100.00% 40.71% 58.25% 1.04%

063_4_プランを作成した人の状況_プラン回数別のプラン結果(令和2年度)
【実数】 【比率】

合計 終結 再プランして
継続

中断 合計 終結 再プランして
継続

中断

1回 21,376 15,582 5,570 224 100.00% 72.89% 26.06% 1.05%
2回 3,305 1,602 1,664 39 100.00% 48.47% 50.35% 1.18%
3回以上 2,307 849 1,425 33 100.00% 36.80% 61.77% 1.43%

2回
3回以上

1回
2回
3回以上

1回
2回
3回以上

1回
2回

1回
2回
3回以上

3回以上

1回
2回
3回以上

1回
2回
3回以上

1回
2回

3回以上

1回
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064_1_プランを作成した人の状況_サービス別プラン結果(平成30年度~令和2年度)
【実数】
 合計 終結 再プランして

継続
中断 不明

住宅確保給付金 12,180 7,088 4,946 146 0
一時生活支援事業 4,516 3,367 1,097 52 0
家計改善支援事業 9,537 5,866 3,529 142 0
就労準備支援事業 3,205 1,207 1,965 33 0
認定就労訓練事業 337 67 268 2 0
自立相談支援事業による就労支援 28,449 17,572 10,338 539 0
生活福祉資金の貸付 12,680 9,360 3,203 117 0
生活保護受給者等就労自立促進事業 14,892 9,748 4,923 221 0

【比率】
 合計 終結 再プランして

継続
中断 不明

住宅確保給付金 100.00% 58.19% 40.61% 1.20% 0.00%
一時生活支援事業 100.00% 74.56% 24.29% 1.15% 0.00%
家計改善支援事業 100.00% 61.51% 37.00% 1.49% 0.00%
就労準備支援事業 100.00% 37.66% 61.31% 1.03% 0.00%
認定就労訓練事業 100.00% 19.88% 79.53% 0.59% 0.00%
自立相談支援事業による就労支援 100.00% 61.77% 36.34% 1.89% 0.00%
生活福祉資金の貸付 100.00% 73.82% 25.26% 0.92% 0.00%
生活保護受給者等就労自立促進事業 100.00% 65.46% 33.06% 1.48% 0.00%

064_2_プランを作成した人の状況_サービス別プラン結果(平成30年度)
【実数】
 合計 終結 再プランして

継続
中断 不明

住宅確保給付金 1,539 1,064 453 22 0
一時生活支援事業 1,698 1,214 460 24 0
家計改善支援事業 3,142 1,996 1,079 67 0
就労準備支援事業 1,031 378 638 15 0
認定就労訓練事業 120 28 91 1 0
自立相談支援事業による就労支援 8,344 5,329 2,815 200 0
生活福祉資金の貸付 999 704 273 22 0
生活保護受給者等就労自立促進事業 4,499 3,035 1,375 89 0

【比率】
 合計 終結 再プランして

継続
中断 不明

住宅確保給付金 100.00% 69.14% 29.43% 1.43% 0.00%
一時生活支援事業 100.00% 71.50% 27.09% 1.41% 0.00%
家計改善支援事業 100.00% 63.53% 34.34% 2.13% 0.00%
就労準備支援事業 100.00% 36.66% 61.88% 1.45% 0.00%
認定就労訓練事業 100.00% 23.33% 75.83% 0.83% 0.00%
自立相談支援事業による就労支援 100.00% 63.87% 33.74% 2.40% 0.00%
生活福祉資金の貸付 100.00% 70.47% 27.33% 2.20% 0.00%
生活保護受給者等就労自立促進事業 100.00% 67.46% 30.56% 1.98% 0.00%

064_3_プランを作成した人の状況_サービス別プラン結果(令和元年度)
【実数】
 合計 終結 再プランして

継続
中断 不明

住宅確保給付金 1,514 1,027 462 25 0
一時生活支援事業 1,531 1,136 381 14 0
家計改善支援事業 3,240 2,035 1,161 44 0
就労準備支援事業 1,245 479 752 14 0
認定就労訓練事業 147 24 123 0 0
自立相談支援事業による就労支援 8,102 5,177 2,752 173 0
生活福祉資金の貸付 887 648 221 18 0
生活保護受給者等就労自立促進事業 4,423 2,917 1,437 69 0

【比率】
 合計 終結 再プランして

継続
中断 不明

住宅確保給付金 100.00% 67.83% 30.52% 1.65% 0.00%
一時生活支援事業 100.00% 74.20% 24.89% 0.91% 0.00%
家計改善支援事業 100.00% 62.81% 35.83% 1.36% 0.00%
就労準備支援事業 100.00% 38.47% 60.40% 1.12% 0.00%
認定就労訓練事業 100.00% 16.33% 83.67% 0.00% 0.00%
自立相談支援事業による就労支援 100.00% 63.90% 33.97% 2.14% 0.00%
生活福祉資金の貸付 100.00% 73.06% 24.92% 2.03% 0.00%
生活保護受給者等就労自立促進事業 100.00% 65.95% 32.49% 1.56% 0.00%

064_4_プランを作成した人の状況_サービス別プラン結果(令和2年度)
【実数】
 合計 終結 再プランして

継続
中断 不明

住宅確保給付金 9,127 4,997 4,031 99 0
一時生活支援事業 1,287 1,017 256 14 0
家計改善支援事業 3,155 1,835 1,289 31 0
就労準備支援事業 929 350 575 4 0
認定就労訓練事業 70 15 54 1 0
自立相談支援事業による就労支援 12,003 7,066 4,771 166 0
生活福祉資金の貸付 10,794 8,008 2,709 77 0
生活保護受給者等就労自立促進事業 5,970 3,796 2,111 63 0

【比率】
 合計 終結 再プランして

継続
中断 不明

住宅確保給付金 100.00% 54.75% 44.17% 1.08% 0.00%
一時生活支援事業 100.00% 79.02% 19.89% 1.09% 0.00%
家計改善支援事業 100.00% 58.16% 40.86% 0.98% 0.00%
就労準備支援事業 100.00% 37.67% 61.89% 0.43% 0.00%
認定就労訓練事業 100.00% 21.43% 77.14% 1.43% 0.00%
自立相談支援事業による就労支援 100.00% 58.87% 39.75% 1.38% 0.00%
生活福祉資金の貸付 100.00% 74.19% 25.10% 0.71% 0.00%
生活保護受給者等就労自立促進事業 100.00% 63.58% 35.36% 1.06% 0.00%
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065_プランを作成した人の状況_支援前後での変化の有無
【実数】 【比率】
 合計 変化あり 変化なし 不明 合計 変化あり 変化なし 不明
全年度 62,542 57,510 4,973 59 100.00% 91.95% 7.95% 0.09%
平成30年度 17,842 17,746 96 0 100.00% 99.46% 0.54% 0.00%
令和元年度 17,712 16,829 882 1 100.00% 95.01% 4.98% 0.01%
令和2年度 26,988 22,935 3,995 58 100.00% 84.98% 14.80% 0.21%

066_1_プランを作成した人の状況_性別×変化の有無(平成30年度~令和2年度)
【実数】 【比率】
 合計 変化あり 変化なし 不明 合計 変化あり 変化なし 不明
男性 46,697 35,820 3,136 43,561 100.00% 76.71% 6.72% 93.28%
女性 28,462 21,677 1,859 26,603 100.00% 76.16% 6.53% 93.47%

066_2_プランを作成した人の状況_性別×変化の有無(平成30年度)
【実数】 【比率】
 合計 変化あり 変化なし 不明 合計 変化あり 変化なし 不明
男性 11,754 10,832 54 11,700 100.00% 92.16% 0.46% 99.54%
女性 7,418 6,802 42 7,376 100.00% 91.70% 0.57% 99.43%

066_3_プランを作成した人の状況_性別×変化の有無(令和元年度)
【実数】 【比率】
 合計 変化あり 変化なし 不明 合計 変化あり 変化なし 不明
男性 12,059 10,278 545 11,514 100.00% 85.23% 4.52% 95.48%
女性 7,731 6,522 340 7,391 100.00% 84.36% 4.40% 95.60%

066_4_プランを作成した人の状況_性別×変化の有無(令和2年度)
【実数】 【比率】
 合計 変化あり 変化なし 不明 合計 変化あり 変化なし 不明
男性 22,884 14,710 2,537 20,347 100.00% 64.28% 11.09% 88.91%
女性 13,313 8,353 1,477 11,836 100.00% 62.74% 11.09% 88.91%

067_1_プランを作成した人の状況_年齢×変化の有無(平成30年度~令和2年度)
【実数】 【比率】
 合計 変化あり 変化なし 不明 合計 変化あり 変化なし 不明
～30代 17,785 16,385 1,386 14 100.00% 92.13% 7.79% 0.08%
40～50代 29,006 26,557 2,422 27 100.00% 91.56% 8.35% 0.09%
60代～ 15,137 14,014 1,105 18 100.00% 92.58% 7.30% 0.12%

067_2_プランを作成した人の状況_年齢×変化の有無(平成30年度)
【実数】 【比率】
 合計 変化あり 変化なし 不明 合計 変化あり 変化なし 不明
～30代 4,919 4,899 20 0 100.00% 99.59% 0.41% 0.00%
40～50代 8,187 8,134 53 0 100.00% 99.35% 0.65% 0.00%
60代～ 4,534 4,511 23 0 100.00% 99.49% 0.51% 0.00%

067_3_プランを作成した人の状況_年齢×変化の有無(令和元年度)
【実数】 【比率】
 合計 変化あり 変化なし 不明 合計 変化あり 変化なし 不明
～30代 4,942 4,706 236 0 100.00% 95.22% 4.78% 0.00%
40～50代 8,019 7,609 409 1 100.00% 94.89% 5.10% 0.01%
60代～ 4,601 4,370 231 0 100.00% 94.98% 5.02% 0.00%

067_4_プランを作成した人の状況_年齢×変化の有無(令和2年度)
【実数】 【比率】
 合計 変化あり 変化なし 不明 合計 変化あり 変化なし 不明
～30代 7,924 6,780 1,130 14 100.00% 85.56% 14.26% 0.18%
40～50代 12,800 10,814 1,960 26 100.00% 84.48% 15.31% 0.20%
60代～ 6,002 5,133 851 18 100.00% 85.52% 14.18% 0.30%

068_プランを作成した人の状況_経済的課題×変化の有無
【実数】 【比率】
 合計 変化あり 変化なし 不明 合計 変化あり 変化なし 不明
経済的課題:全年度 53,418 49,326 4,040 52 100.00% 92.34% 7.56% 0.10%
経済的課題:平成30年度 14,606 14,532 74 0 100.00% 99.49% 0.51% 0.00%
経済的課題:令和元年度 14,575 13,866 709 0 100.00% 95.14% 4.86% 0.00%
経済的課題:令和2年度 24,237 20,928 3,257 52 100.00% 86.35% 13.44% 0.21%

069_プランを作成した人の状況_孤立系課題×変化の有無
【実数】 【比率】
 合計 変化あり 変化なし 不明 合計 変化あり 変化なし 不明
孤立系課題:全年度 8,675 8,306 363 6 100.00% 95.75% 4.18% 0.07%
孤立系課題:平成30年度 3,256 3,238 18 0 100.00% 99.45% 0.55% 0.00%
孤立系課題:令和元年度 3,191 3,046 145 0 100.00% 95.46% 4.54% 0.00%
孤立系課題:令和2年度 2,228 2,022 200 6 100.00% 90.75% 8.98% 0.27%

60代～

～30代
40～50代
60代～

～30代
40～50代

60代～

～30代
40～50代
60代～

孤立系課題:令和2年度

男性
女性

～30代
40～50代

男性
女性

男性
女性

男性
女性

全年度
平成30年度
令和元年度
令和2年度

経済的課題:全年度
経済的課題:平成30年度
経済的課題:令和元年度
経済的課題:令和2年度

孤立系課題:全年度
孤立系課題:平成30年度
孤立系課題:令和元年度
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070_プランを作成した人の状況_障害×変化の有無
【実数】 【比率】
 合計 変化あり 変化なし 不明 合計 変化あり 変化なし 不明
障害:全年度 9,728 9,182 537 9 100.00% 94.39% 5.52% 0.09%
障害:平成30年度 3,589 3,572 17 0 100.00% 99.53% 0.47% 0.00%
障害:令和元年度 3,656 3,442 214 0 100.00% 94.15% 5.85% 0.00%
障害:令和2年度 2,483 2,168 306 9 100.00% 87.31% 12.32% 0.36%

071_プランを作成した人の状況_病気・けが×変化の有無
【実数】 【比率】
 合計 変化あり 変化なし 不明 合計 変化あり 変化なし 不明
病気・けが:全年度 13,541 12,769 760 12 100.00% 94.30% 5.61% 0.09%
病気・けが:平成30年度 4,916 4,884 32 0 100.00% 99.35% 0.65% 0.00%
病気・けが:令和元年度 4,818 4,596 222 0 100.00% 95.39% 4.61% 0.00%
病気・けが:令和2年度 3,807 3,289 506 12 100.00% 86.39% 13.29% 0.32%

072_プランを作成した人の状況_メンタルヘルス系課題×変化の有無
【実数】 【比率】
 合計 変化あり 変化なし 不明 合計 変化あり 変化なし 不明
メンタルヘルス系課題:全年度 11,252 10,667 572 13 100.00% 94.80% 5.08% 0.12%
メンタルヘルス系課題:平成30年度 4,141 4,111 30 0 100.00% 99.28% 0.72% 0.00%
メンタルヘルス系課題:令和元年度 4,149 3,948 201 0 100.00% 95.16% 4.84% 0.00%
メンタルヘルス系課題:令和2年度 2,962 2,608 341 13 100.00% 88.05% 11.51% 0.44%

073_1_プランを作成した人の状況_各サービス別変化の有無(平成30年度~令和2年度)
【実数】 【比率】
 合計 変化あり 変化なし 不明 合計 変化あり 変化なし 不明
住宅確保給付金 12,180 10,311 1,854 15 100.00% 84.66% 15.22% 0.12%
一時生活支援事業 4,516 4,425 86 5 100.00% 97.98% 1.90% 0.11%
家計改善支援事業 9,537 8,888 649 0 100.00% 93.19% 6.81% 0.00%
就労準備支援事業 3,205 3,011 186 8 100.00% 93.95% 5.80% 0.25%
認定就労訓練事業 337 325 12 0 100.00% 96.44% 3.56% 0.00%
自立相談支援事業による就労支援 28,449 25,854 2,575 20 100.00% 90.88% 9.05% 0.07%
生活福祉資金の貸付 12,680 11,201 1,478 1 100.00% 88.34% 11.66% 0.01%
生活保護受給者等就労自立促進事業 14,892 13,944 948 0 100.00% 93.63% 6.37% 0.00%

073_2_プランを作成した人の状況_各サービス別変化の有無(平成30年度)
【実数】 【比率】
 合計 変化あり 変化なし 不明 合計 変化あり 変化なし 不明
住宅確保給付金 1,539 1,539 0 0 100.00% 100.00% 0.00% 0.00%
一時生活支援事業 1,698 1,697 1 0 100.00% 99.94% 0.06% 0.00%
家計改善支援事業 3,142 3,128 14 0 100.00% 99.55% 0.45% 0.00%
就労準備支援事業 1,031 1,029 2 0 100.00% 99.81% 0.19% 0.00%
認定就労訓練事業 120 120 0 0 100.00% 100.00% 0.00% 0.00%
自立相談支援事業による就労支援 8,344 8,309 35 0 100.00% 99.58% 0.42% 0.00%
生活福祉資金の貸付 999 987 12 0 100.00% 98.80% 1.20% 0.00%
生活保護受給者等就労自立促進事業 4,499 4,483 16 0 100.00% 99.64% 0.36% 0.00%

073_3_プランを作成した人の状況_各サービス別変化の有無(令和元年度)
【実数】 【比率】
 合計 変化あり 変化なし 不明 合計 変化あり 変化なし 不明
住宅確保給付金 1,514 1,456 58 0 100.00% 96.17% 3.83% 0.00%
一時生活支援事業 1,531 1,516 15 0 100.00% 99.02% 0.98% 0.00%
家計改善支援事業 3,240 3,095 145 0 100.00% 95.52% 4.48% 0.00%
就労準備支援事業 1,245 1,170 75 0 100.00% 93.98% 6.02% 0.00%
認定就労訓練事業 147 144 3 0 100.00% 97.96% 2.04% 0.00%
自立相談支援事業による就労支援 8,102 7,691 411 0 100.00% 94.93% 5.07% 0.00%
生活福祉資金の貸付 887 837 50 0 100.00% 94.36% 5.64% 0.00%
生活保護受給者等就労自立促進事業 4,423 4,187 236 0 100.00% 94.66% 5.34% 0.00%

073_4_プランを作成した人の状況_各サービス別変化の有無(令和2年度)
【実数】 【比率】
 合計 変化あり 変化なし 不明 合計 変化あり 変化なし 不明
住宅確保給付金 9,127 7,316 1,796 15 100.00% 80.16% 19.68% 0.16%
一時生活支援事業 1,287 1,212 70 5 100.00% 94.17% 5.44% 0.39%
家計改善支援事業 3,155 2,665 490 0 100.00% 84.47% 15.53% 0.00%
就労準備支援事業 929 812 109 8 100.00% 87.41% 11.73% 0.86%
認定就労訓練事業 70 61 9 0 100.00% 87.14% 12.86% 0.00%
自立相談支援事業による就労支援 12,003 9,854 2,129 20 100.00% 82.10% 17.74% 0.17%
生活福祉資金の貸付 10,794 9,377 1,416 1 100.00% 86.87% 13.12% 0.01%
生活保護受給者等就労自立促進事業 5,970 5,274 696 0 100.00% 88.34% 11.66% 0.00%

メンタルヘルス系課題:全年度
メンタルヘルス系課題:平成30年度
メンタルヘルス系課題:令和元年度
メンタルヘルス系課題:令和2年度

生活保護受給者等就労自立促進事業

一時生活支援事業
家計改善支援事業
就労準備支援事業
認定就労訓練事業
自立相談支援事業による就労支援
生活福祉資金の貸付

 
住宅確保給付金

 
住宅確保給付金
一時生活支援事業
家計改善支援事業
就労準備支援事業

認定就労訓練事業
自立相談支援事業による就労支援
生活福祉資金の貸付
生活保護受給者等就労自立促進事業

 
住宅確保給付金

生活保護受給者等就労自立促進事業

 
住宅確保給付金
一時生活支援事業
家計改善支援事業
就労準備支援事業

一時生活支援事業
家計改善支援事業
就労準備支援事業
認定就労訓練事業
自立相談支援事業による就労支援
生活福祉資金の貸付

認定就労訓練事業
自立相談支援事業による就労支援
生活福祉資金の貸付
生活保護受給者等就労自立促進事業

障害:全年度
障害:平成30年度
障害:令和元年度
障害:令和2年度

病気・けが:全年度
病気・けが:平成30年度
病気・けが:令和元年度
病気・けが:令和2年度
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（1）プランを作成した人の状況

074_プランを作成した人の状況_変化の内容（経済的変化）
【実数】 【比率】
 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
合計

62,542 17,842 17,712 26,988 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%
生活保護適用

5,982 2,073 2,115 1,794 9.56% 11.62% 11.94% 6.65%
家計の改善

9,034 3,553 3,134 2,347 14.44% 19.91% 17.69% 8.70%
債務の整理

2,601 1,050 1,008 543 4.16% 5.88% 5.69% 2.01%
職場定着

6,678 2,418 2,373 1,887 10.68% 13.55% 13.40% 6.99%
就職活動開始

6,935 2,351 2,154 2,430 11.09% 13.18% 12.16% 9.00%
職業訓練の開始、就学

589 247 204 138 0.94% 1.38% 1.15% 0.51%
保険関係収入の増加

253 2 66 185 0.40% 0.01% 0.37% 0.69%
年金関係収入の増加

509 26 229 254 0.81% 0.15% 1.29% 0.94%
その他収入増加（一般就労以外）

4,764 13 224 4,527 7.62% 0.07% 1.26% 16.77%
就労収入増加（一般就労において、転
職・勤務時間の増加等により増収した
場合） 5,561 2,100 1,532 1,929 8.89% 11.77% 8.65% 7.15%
一般就労開始（目的が継続的な就労
（障害者雇用含む））

14,654 5,562 4,673 4,419 23.43% 31.17% 26.38% 16.37%
一般就労開始（目的が時限的）

1,366 274 386 706 2.18% 1.54% 2.18% 2.62%
雇用契約を伴う支援付き就労（就労訓
練事業、就労継続A型等）

210 8 87 115 0.34% 0.04% 0.49% 0.43%
障害者サービス活用（就労継続B型、
就労移行支援等）

360 16 178 166 0.58% 0.09% 1.00% 0.62%
自営業等雇用外の就労開始

129 1 30 98 0.21% 0.01% 0.17% 0.36%

075_プランを作成した人の状況_変化の内容（経済的以外での変化）
【実数】 【比率】
 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
合計

62,542 17,842 17,712 26,988 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%
医療機関受診開始

3,713 1,541 1,357 815 5.94% 8.64% 7.66% 3.02%
健康状態の改善

4,512 1,872 1,655 985 7.21% 10.49% 9.34% 3.65%
障害手帳取得

943 389 363 191 1.51% 2.18% 2.05% 0.71%
住まいの確保・安定

12,729 3,152 3,278 6,299 20.35% 17.67% 18.51% 23.34%
社会参加機会の増加

5,709 2,677 2,118 914 9.13% 15.00% 11.96% 3.39%
生活習慣の改善

4,128 1,640 1,578 910 6.60% 9.19% 8.91% 3.37%
対人関係・家族関係の改善

5,128 2,124 1,914 1,090 8.20% 11.90% 10.81% 4.04%
自立意欲の向上・改善

13,705 4,780 4,504 4,421 21.91% 26.79% 25.43% 16.38%
孤立の解消

6,507 2,377 2,330 1,800 10.40% 13.32% 13.15% 6.67%
精神の安定

9,837 3,419 3,489 2,929 15.73% 19.16% 19.70% 10.85%
その他

5,804 1,882 2,028 1,894 9.28% 10.55% 11.45% 7.02%
不明（変化なし）

4,973 96 882 3,995 7.95% 0.54% 4.98% 14.80%

その他

不明（変化なし）

社会参加機会の増加

生活習慣の改善

対人関係・家族関係の改善

自立意欲の向上・改善

孤立の解消

精神の安定

 
合計

医療機関受診開始

健康状態の改善

障害手帳取得

住まいの確保・安定

就労収入増加（一般就労において、転
職・勤務時間の増加等により増収した
場合）
一般就労開始（目的が継続的な就労
（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労（就労訓
練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用（就労継続B型、
就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理
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（1）プランを作成した人の状況

076_1_プランを作成した人の状況_性別×変化の内容（経済的変化）(平成30年度~令和2年度)
【実数】 【比率】

男性 女性 男性 女性

38,776 23,453 100.00% 100.00%

4,001 1,959 10.32% 8.35%

5,223 3,788 13.47% 16.15%

1,609 986 4.15% 4.20%

4,189 2,476 10.80% 10.56%

4,633 2,292 11.95% 9.77%

346 242 0.89% 1.03%

165 88 0.43% 0.38%

317 192 0.82% 0.82%

3,473 1,281 8.96% 5.46%

3,349 2,200 8.64% 9.38%

9,403 5,090 24.25% 21.70%

889 464 2.29% 1.98%

119 91 0.31% 0.39%

212 147 0.55% 0.63%

94 34 0.24% 0.14%

076_2_プランを作成した人の状況_性別×変化の内容（経済的変化）(平成30年度)
【実数】 【比率】

男性 女性 男性 女性

10,857 6,832 100.00% 100.00%

1,369 689 12.61% 10.08%

2,069 1,476 19.06% 21.60%

661 387 6.09% 5.66%

1,537 876 14.16% 12.82%

1,592 755 14.66% 11.05%

146 101 1.34% 1.48%

1 1 0.01% 0.01%

14 12 0.13% 0.18%

7 6 0.06% 0.09%

1,307 789 12.04% 11.55%

3,600 1,865 33.16% 27.30%

187 86 1.72% 1.26%

6 2 0.06% 0.03%

8 8 0.07% 0.12%

1 0 0.01% 0.00%

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始
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（1）プランを作成した人の状況

076_3_プランを作成した人の状況_性別×変化の内容（経済的変化）(令和元年度)
【実数】 【比率】

男性 女性 男性 女性

10,765 6,836 100.00% 100.00%

1,413 696 13.13% 10.18%

1,774 1,347 16.48% 19.70%

621 383 5.77% 5.60%

1,512 855 14.05% 12.51%

1,470 678 13.66% 9.92%

126 77 1.17% 1.13%

44 22 0.41% 0.32%

137 92 1.27% 1.35%

133 91 1.24% 1.33%

939 586 8.72% 8.57%

3,059 1,569 28.42% 22.95%

246 132 2.29% 1.93%

56 31 0.52% 0.45%

110 67 1.02% 0.98%

24 6 0.22% 0.09%

076_4_プランを作成した人の状況_性別×変化の内容（経済的変化）(令和2年度)
【実数】 【比率】

男性 女性 男性 女性

17,154 9,785 100.00% 100.00%

1,219 574 7.11% 5.87%

1,380 965 8.04% 9.86%

327 216 1.91% 2.21%

1,140 745 6.65% 7.61%

1,571 859 9.16% 8.78%

74 64 0.43% 0.65%

120 65 0.70% 0.66%

166 88 0.97% 0.90%

3,333 1,184 19.43% 12.10%

1,103 825 6.43% 8.43%

2,744 1,656 16.00% 16.92%

456 246 2.66% 2.51%

57 58 0.33% 0.59%

94 72 0.55% 0.74%

69 28 0.40% 0.29%

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

合計

生活保護適用

家計の改善

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善
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（1）プランを作成した人の状況

077_1_プランを作成した人の状況_性別×変化の内容（経済的以外での変化）(平成30年度~令和2年度)
【実数】 【比率】

男性 女性 男性 女性
合計 38,776 23,453 100.00% 100.00%
医療機関受診開始 2,788 917 7.19% 3.91%
健康状態の改善 3,158 1,346 8.14% 5.74%
障害手帳取得 591 349 1.52% 1.49%
住まいの確保・安定 8,298 4,400 21.40% 18.76%
社会参加機会の増加 3,582 2,120 9.24% 9.04%
生活習慣の改善 3,070 1,053 7.92% 4.49%
対人関係・家族関係の改善 2,754 2,359 7.10% 10.06%
自立意欲の向上・改善 8,712 4,967 22.47% 21.18%
孤立の解消 4,042 2,449 10.42% 10.44%
精神の安定 5,404 4,414 13.94% 18.82%
その他 3,020 2,768 7.79% 11.80%
不明（変化なし） 3,120 1,847 8.05% 7.88%

077_2_プランを作成した人の状況_性別×変化の内容（経済的以外での変化）(平成30年度)
【実数】 【比率】

男性 女性 男性 女性
合計 10,857 6,832 100.00% 100.00%
医療機関受診開始 1,175 363 10.82% 5.31%
健康状態の改善 1,318 551 12.14% 8.06%
障害手帳取得 253 136 2.33% 1.99%
住まいの確保・安定 2,172 970 20.01% 14.20%
社会参加機会の増加 1,700 974 15.66% 14.26%
生活習慣の改善 1,229 410 11.32% 6.00%
対人関係・家族関係の改善 1,168 952 10.76% 13.93%
自立意欲の向上・改善 3,074 1,696 28.31% 24.82%
孤立の解消 1,458 916 13.43% 13.41%
精神の安定 1,836 1,574 16.91% 23.04%
その他 940 936 8.66% 13.70%
不明（変化なし） 54 42 0.50% 0.61%

077_3_プランを作成した人の状況_性別×変化の内容（経済的以外での変化）(令和元年度)
【実数】 【比率】

男性 女性 男性 女性
合計 10,765 6,836 100.00% 100.00%
医療機関受診開始 1,020 332 9.48% 4.86%
健康状態の改善 1,146 504 10.65% 7.37%
障害手帳取得 223 138 2.07% 2.02%
住まいの確保・安定 2,198 1,066 20.42% 15.59%
社会参加機会の増加 1,320 795 12.26% 11.63%
生活習慣の改善 1,168 407 10.85% 5.95%
対人関係・家族関係の改善 1,008 899 9.36% 13.15%
自立意欲の向上・改善 2,870 1,622 26.66% 23.73%
孤立の解消 1,466 854 13.62% 12.49%
精神の安定 1,895 1,587 17.60% 23.22%
その他 1,005 1,015 9.34% 14.85%
不明（変化なし） 542 337 5.03% 4.93%

077_4_プランを作成した人の状況_性別×変化の内容（経済的以外での変化）(令和2年度)
【実数】 【比率】

男性 女性 男性 女性
合計 17,154 9,785 100.00% 100.00%
医療機関受診開始 593 222 3.46% 2.27%
健康状態の改善 694 291 4.05% 2.97%
障害手帳取得 115 75 0.67% 0.77%
住まいの確保・安定 3,928 2,364 22.90% 24.16%
社会参加機会の増加 562 351 3.28% 3.59%
生活習慣の改善 673 236 3.92% 2.41%
対人関係・家族関係の改善 578 508 3.37% 5.19%
自立意欲の向上・改善 2,768 1,649 16.14% 16.85%
孤立の解消 1,118 679 6.52% 6.94%
精神の安定 1,673 1,253 9.75% 12.81%
その他 1,075 817 6.27% 8.35%
不明（変化なし） 2,524 1,468 14.71% 15.00%

精神の安定
その他
不明（変化なし）

障害手帳取得
住まいの確保・安定
社会参加機会の増加
生活習慣の改善
対人関係・家族関係の改善
自立意欲の向上・改善

合計
医療機関受診開始
健康状態の改善

社会参加機会の増加
生活習慣の改善
対人関係・家族関係の改善
自立意欲の向上・改善
孤立の解消
精神の安定

合計
医療機関受診開始
健康状態の改善
障害手帳取得
住まいの確保・安定

孤立の解消

精神の安定
その他
不明（変化なし）

医療機関受診開始
健康状態の改善
障害手帳取得
住まいの確保・安定
社会参加機会の増加
生活習慣の改善

孤立の解消
精神の安定
その他
不明（変化なし）

合計

その他
不明（変化なし）

対人関係・家族関係の改善
自立意欲の向上・改善

合計
医療機関受診開始
健康状態の改善

対人関係・家族関係の改善
自立意欲の向上・改善
孤立の解消

障害手帳取得
住まいの確保・安定
社会参加機会の増加
生活習慣の改善
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（1）プランを作成した人の状況

078_1_プランを作成した人の状況_年齢×変化の内容（経済的変化）(平成30年度~令和2年度)
【実数】 【比率】

～30代 40～50代 60代～ ～30代 40～50代 60代～

17,785 29,006 15,137 100.00% 100.00% 100.00%

1,183 2,689 2,072 6.65% 9.27% 13.69%

2,197 3,965 2,818 12.35% 13.67% 18.62%

519 1,156 910 2.92% 3.99% 6.01%

2,078 3,329 1,238 11.68% 11.48% 8.18%

2,284 3,375 1,251 12.84% 11.64% 8.26%

302 257 26 1.70% 0.89% 0.17%

78 128 42 0.44% 0.44% 0.28%

82 184 239 0.46% 0.63% 1.58%

1,232 2,367 1,145 6.93% 8.16% 7.56%

1,727 2,741 1,057 9.71% 9.45% 6.98%

4,721 7,053 2,685 26.54% 24.32% 17.74%

471 646 233 2.65% 2.23% 1.54%

84 115 11 0.47% 0.40% 0.07%

154 175 31 0.87% 0.60% 0.20%

50 54 25 0.28% 0.19% 0.17%

078_2_プランを作成した人の状況_年齢×変化の内容（経済的変化）(平成30年度)
【実数】 【比率】

～30代 40～50代 60代～ ～30代 40～50代 60代～

4,919 8,187 4,534 100.00% 100.00% 100.00%

407 935 718 8.27% 11.42% 15.84%

795 1,580 1,159 16.16% 19.30% 25.56%

208 475 362 4.23% 5.80% 7.98%

732 1,250 429 14.88% 15.27% 9.46%

735 1,187 421 14.94% 14.50% 9.29%

128 105 11 2.60% 1.28% 0.24%

0 0 2 0.00% 0.00% 0.04%

4 14 8 0.08% 0.17% 0.18%

4 6 3 0.08% 0.07% 0.07%

614 1,080 399 12.48% 13.19% 8.80%

1,749 2,692 1,025 35.56% 32.88% 22.61%

93 143 37 1.89% 1.75% 0.82%

4 4 0 0.08% 0.05% 0.00%

9 7 0 0.18% 0.09% 0.00%

0 0 1 0.00% 0.00% 0.02%

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）
一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））
一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）
障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）
自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）
一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））
一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）
障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）
自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）
一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））
一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）
障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）
自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）
一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））
一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）
障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）
自営業等雇用外の就労開始
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（1）プランを作成した人の状況

078_3_プランを作成した人の状況_年齢×変化の内容（経済的変化）(令和元年度)
【実数】 【比率】

～30代 40～50代 60代～ ～30代 40～50代 60代～

4,942 8,019 4,601 100.00% 100.00% 100.00%

434 925 740 8.78% 11.54% 16.08%

760 1,329 1,028 15.38% 16.57% 22.34%

211 440 349 4.27% 5.49% 7.59%

749 1,163 449 15.16% 14.50% 9.76%

720 1,047 383 14.57% 13.06% 8.32%

102 90 12 2.06% 1.12% 0.26%

17 35 14 0.34% 0.44% 0.30%

42 93 92 0.85% 1.16% 2.00%

71 99 54 1.44% 1.23% 1.17%

482 739 305 9.75% 9.22% 6.63%

1,513 2,273 832 30.62% 28.35% 18.08%

131 173 73 2.65% 2.16% 1.59%

35 47 5 0.71% 0.59% 0.11%

75 85 18 1.52% 1.06% 0.39%

11 14 5 0.22% 0.17% 0.11%

078_4_プランを作成した人の状況_年齢×変化の内容（経済的変化）(令和2年度)
【実数】 【比率】

～30代 40～50代 60代～ ～30代 40～50代 60代～

7,924 12,800 6,002 100.00% 100.00% 100.00%

342 829 614 4.32% 6.48% 10.23%

642 1,056 631 8.10% 8.25% 10.51%

100 241 199 1.26% 1.88% 3.32%

597 916 360 7.53% 7.16% 6.00%

829 1,141 447 10.46% 8.91% 7.45%

72 62 3 0.91% 0.48% 0.05%

61 93 26 0.77% 0.73% 0.43%

36 77 139 0.45% 0.60% 2.32%

1,157 2,262 1,088 14.60% 17.67% 18.13%

631 922 353 7.96% 7.20% 5.88%

1,459 2,088 828 18.41% 16.31% 13.80%

247 330 123 3.12% 2.58% 2.05%

45 64 6 0.57% 0.50% 0.10%

70 83 13 0.88% 0.65% 0.22%

39 40 19 0.49% 0.31% 0.32%

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）
一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））
一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）
障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）
自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）
一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））
一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）
障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）
自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）
一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））
一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）
障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）
自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）
一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））
一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）
障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）
自営業等雇用外の就労開始
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（1）プランを作成した人の状況

079_1_プランを作成した人の状況_年齢×変化の内容（経済的以外での変化）(平成30年度~令和2年度)
【実数】 【比率】
 ～30代 40～50代 60代～ ～30代 40～50代 60代～
合計 17,785 29,006 15,137 100.00% 100.00% 100.00%
医療機関受診開始 850 1,721 1,125 4.78% 5.93% 7.43%
健康状態の改善 1,041 2,087 1,366 5.85% 7.20% 9.02%
障害手帳取得 335 504 102 1.88% 1.74% 0.67%
住まいの確保・安定 4,168 5,551 2,912 23.44% 19.14% 19.24%
社会参加機会の増加 2,061 2,454 1,161 11.59% 8.46% 7.67%
生活習慣の改善 1,367 1,829 920 7.69% 6.31% 6.08%
対人関係・家族関係の改善 1,760 2,230 1,116 9.90% 7.69% 7.37%
自立意欲の向上・改善 4,533 6,465 2,598 25.49% 22.29% 17.16%
孤立の解消 1,915 2,804 1,764 10.77% 9.67% 11.65%
精神の安定 2,969 4,484 2,342 16.69% 15.46% 15.47%
その他 1,706 2,759 1,303 9.59% 9.51% 8.61%
不明（変化なし） 1,386 2,422 1,105 7.79% 8.35% 7.30%

079_2_プランを作成した人の状況_年齢×変化の内容（経済的以外での変化）(平成30年度)
【実数】 【比率】
 ～30代 40～50代 60代～ ～30代 40～50代 60代～
合計 4,919 8,187 4,534 100.00% 100.00% 100.00%
医療機関受診開始 359 707 468 7.30% 8.64% 10.32%
健康状態の改善 416 866 585 8.46% 10.58% 12.90%
障害手帳取得 132 212 44 2.68% 2.59% 0.97%
住まいの確保・安定 965 1,389 780 19.62% 16.97% 17.20%
社会参加機会の増加 931 1,169 566 18.93% 14.28% 12.48%
生活習慣の改善 529 729 376 10.75% 8.90% 8.29%
対人関係・家族関係の改善 711 921 484 14.45% 11.25% 10.67%
自立意欲の向上・改善 1,548 2,267 913 31.47% 27.69% 20.14%
孤立の解消 678 1,019 668 13.78% 12.45% 14.73%
精神の安定 950 1,614 834 19.31% 19.71% 18.39%
その他 524 913 438 10.65% 11.15% 9.66%
不明（変化なし） 20 53 23 0.41% 0.65% 0.51%

079_3_プランを作成した人の状況_年齢×変化の内容（経済的以外での変化）(令和元年度)
【実数】 【比率】
 ～30代 40～50代 60代～ ～30代 40～50代 60代～
合計 4,942 8,019 4,601 100.00% 100.00% 100.00%
医療機関受診開始 299 625 427 6.05% 7.79% 9.28%
健康状態の改善 382 750 512 7.73% 9.35% 11.13%
障害手帳取得 130 192 40 2.63% 2.39% 0.87%
住まいの確保・安定 1,008 1,366 874 20.40% 17.03% 19.00%
社会参加機会の増加 769 891 448 15.56% 11.11% 9.74%
生活習慣の改善 538 675 361 10.89% 8.42% 7.85%
対人関係・家族関係の改善 671 831 407 13.58% 10.36% 8.85%
自立意欲の向上・改善 1,545 2,065 881 31.26% 25.75% 19.15%
孤立の解消 673 970 680 13.62% 12.10% 14.78%
精神の安定 1,078 1,491 911 21.81% 18.59% 19.80%
その他 561 978 480 11.35% 12.20% 10.43%
不明（変化なし） 236 409 231 4.78% 5.10% 5.02%

079_4_プランを作成した人の状況_年齢×変化の内容（経済的以外での変化）(令和2年度)
【実数】 【比率】
 ～30代 40～50代 60代～ ～30代 40～50代 60代～
合計 7,924 12,800 6,002 100.00% 100.00% 100.00%
医療機関受診開始 192 389 230 2.42% 3.04% 3.83%
健康状態の改善 243 471 269 3.07% 3.68% 4.48%
障害手帳取得 73 100 18 0.92% 0.78% 0.30%
住まいの確保・安定 2,195 2,796 1,258 27.70% 21.84% 20.96%
社会参加機会の増加 361 394 147 4.56% 3.08% 2.45%
生活習慣の改善 300 425 183 3.79% 3.32% 3.05%
対人関係・家族関係の改善 378 478 225 4.77% 3.73% 3.75%
自立意欲の向上・改善 1,440 2,133 804 18.17% 16.66% 13.40%
孤立の解消 564 815 416 7.12% 6.37% 6.93%
精神の安定 941 1,379 597 11.88% 10.77% 9.95%
その他 621 868 385 7.84% 6.78% 6.41%
不明（変化なし） 1,130 1,960 851 14.26% 15.31% 14.18%

その他
不明（変化なし）

社会参加機会の増加
生活習慣の改善
対人関係・家族関係の改善
自立意欲の向上・改善
孤立の解消
精神の安定

 
合計
医療機関受診開始
健康状態の改善
障害手帳取得
住まいの確保・安定

対人関係・家族関係の改善
自立意欲の向上・改善
孤立の解消
精神の安定
その他
不明（変化なし）

医療機関受診開始
健康状態の改善
障害手帳取得
住まいの確保・安定
社会参加機会の増加
生活習慣の改善

生活習慣の改善
対人関係・家族関係の改善
自立意欲の向上・改善
孤立の解消
精神の安定

 
合計
医療機関受診開始
健康状態の改善
障害手帳取得
住まいの確保・安定

孤立の解消
精神の安定
その他
不明（変化なし）

 
合計

障害手帳取得
住まいの確保・安定
社会参加機会の増加
生活習慣の改善
対人関係・家族関係の改善
自立意欲の向上・改善

その他
不明（変化なし）

 
合計
医療機関受診開始
健康状態の改善

社会参加機会の増加
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（1）プランを作成した人の状況

080_プランを作成した人の状況_経済的課題×変化の内容（経済的変化）
【実数】 【比率】
 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
合計

53,418 14,606 14,575 24,237 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%
生活保護適用

5,289 1,819 1,830 1,640 9.90% 12.45% 12.56% 6.77%
家計の改善

8,208 3,157 2,799 2,252 15.37% 21.61% 19.20% 9.29%
債務の整理

2,451 980 942 529 4.59% 6.71% 6.46% 2.18%
職場定着

5,907 2,095 2,057 1,755 11.06% 14.34% 14.11% 7.24%
就職活動開始

6,227 2,018 1,887 2,322 11.66% 13.82% 12.95% 9.58%
職業訓練の開始、就学

524 210 184 130 0.98% 1.44% 1.26% 0.54%
保険関係収入の増加

236 2 59 175 0.44% 0.01% 0.40% 0.72%
年金関係収入の増加

454 20 202 232 0.85% 0.14% 1.39% 0.96%
その他収入増加（一般就労以外）

4,675 11 190 4,474 8.75% 0.08% 1.30% 18.46%
就労収入増加（一般就労において、転
職・勤務時間の増加等により増収した
場合） 4,831 1,786 1,316 1,729 9.04% 12.23% 9.03% 7.13%
一般就労開始（目的が継続的な就労
（障害者雇用含む））

12,764 4,689 3,950 4,125 23.89% 32.10% 27.10% 17.02%
一般就労開始（目的が時限的）

1,208 240 320 648 2.26% 1.64% 2.20% 2.67%
雇用契約を伴う支援付き就労（就労訓
練事業、就労継続A型等）

173 5 68 100 0.32% 0.03% 0.47% 0.41%
障害者サービス活用（就労継続B型、
就労移行支援等）

304 11 150 143 0.57% 0.08% 1.03% 0.59%
自営業等雇用外の就労開始

119 1 26 92 0.22% 0.01% 0.18% 0.38%

081_プランを作成した人の状況_経済的課題×変化の内容（経済的以外での変化）
【実数】 【比率】
 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
合計 53,418 14,606 14,575 24,237 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%
医療機関受診開始 3,097 1,240 1,112 745 5.80% 8.49% 7.63% 3.07%
健康状態の改善 3,907 1,590 1,423 894 7.31% 10.89% 9.76% 3.69%
障害手帳取得 790 323 308 159 1.48% 2.21% 2.11% 0.66%
住まいの確保・安定 10,974 2,623 2,760 5,591 20.54% 17.96% 18.94% 23.07%
社会参加機会の増加 4,983 2,318 1,838 827 9.33% 15.87% 12.61% 3.41%
生活習慣の改善 3,516 1,369 1,332 815 6.58% 9.37% 9.14% 3.36%
対人関係・家族関係の改善 4,393 1,792 1,631 970 8.22% 12.27% 11.19% 4.00%
自立意欲の向上・改善 12,102 4,121 3,893 4,088 22.66% 28.21% 26.71% 16.87%
孤立の解消 5,625 2,037 1,968 1,620 10.53% 13.95% 13.50% 6.68%
精神の安定 8,638 2,935 2,999 2,704 16.17% 20.09% 20.58% 11.16%
その他 4,442 1,417 1,472 1,553 8.32% 9.70% 10.10% 6.41%
不明（変化なし） 4,040 74 709 3,257 7.56% 0.51% 4.86% 13.44%

精神の安定
その他
不明（変化なし）

住まいの確保・安定
社会参加機会の増加
生活習慣の改善
対人関係・家族関係の改善
自立意欲の向上・改善
孤立の解消

自営業等雇用外の就労開始

 
合計
医療機関受診開始
健康状態の改善
障害手帳取得

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転
職・勤務時間の増加等により増収した
場合）
一般就労開始（目的が継続的な就労
（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労（就労訓
練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用（就労継続B型、
就労移行支援等）

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

 
合計

生活保護適用

家計の改善
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082_プランを作成した人の状況_孤立系課題×変化の内容（経済的変化）
【実数】 【比率】
 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
合計

8,675 3,256 3,191 2,228 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%
生活保護適用

1,409 464 501 444 16.24% 14.25% 15.70% 19.93%
家計の改善

971 434 369 168 11.19% 13.33% 11.56% 7.54%
債務の整理

279 133 95 51 3.22% 4.08% 2.98% 2.29%
職場定着

1,079 446 400 233 12.44% 13.70% 12.54% 10.46%
就職活動開始

1,294 563 455 276 14.92% 17.29% 14.26% 12.39%
職業訓練の開始、就学

142 68 50 24 1.64% 2.09% 1.57% 1.08%
保険関係収入の増加

24 0 13 11 0.28% 0.00% 0.41% 0.49%
年金関係収入の増加

79 5 34 40 0.91% 0.15% 1.07% 1.80%
その他収入増加（一般就労以外）

99 2 50 47 1.14% 0.06% 1.57% 2.11%
就労収入増加（一般就労において、転
職・勤務時間の増加等により増収した
場合） 641 329 226 86 7.39% 10.10% 7.08% 3.86%
一般就労開始（目的が継続的な就労
（障害者雇用含む））

2,150 947 773 430 24.78% 29.08% 24.22% 19.30%
一般就労開始（目的が時限的）

277 97 88 92 3.19% 2.98% 2.76% 4.13%
雇用契約を伴う支援付き就労（就労訓
練事業、就労継続A型等）

58 4 27 27 0.67% 0.12% 0.85% 1.21%
障害者サービス活用（就労継続B型、
就労移行支援等）

117 6 52 59 1.35% 0.18% 1.63% 2.65%
自営業等雇用外の就労開始

10 0 7 3 0.12% 0.00% 0.22% 0.13%

083_プランを作成した人の状況_孤立的課題×変化の内容（経済的以外での変化）
【実数】 【比率】
 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
合計 8,675 3,256 3,191 2,228 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%
医療機関受診開始 1,318 530 482 306 15.19% 16.28% 15.10% 13.73%
健康状態の改善 1,196 497 430 269 13.79% 15.26% 13.48% 12.07%
障害手帳取得 235 92 85 58 2.71% 2.83% 2.66% 2.60%
住まいの確保・安定 2,314 836 756 722 26.67% 25.68% 23.69% 32.41%
社会参加機会の増加 1,723 809 649 265 19.86% 24.85% 20.34% 11.89%
生活習慣の改善 1,461 567 548 346 16.84% 17.41% 17.17% 15.53%
対人関係・家族関係の改善 1,271 543 480 248 14.65% 16.68% 15.04% 11.13%
自立意欲の向上・改善 2,937 1,196 1,076 665 33.86% 36.73% 33.72% 29.85%
孤立の解消 1,908 746 719 443 21.99% 22.91% 22.53% 19.88%
精神の安定 1,621 645 642 334 18.69% 19.81% 20.12% 14.99%
その他 706 264 261 181 8.14% 8.11% 8.18% 8.12%
不明（変化なし） 363 18 145 200 4.18% 0.55% 4.54% 8.98%

孤立の解消
精神の安定
その他
不明（変化なし）

障害手帳取得
住まいの確保・安定
社会参加機会の増加
生活習慣の改善
対人関係・家族関係の改善
自立意欲の向上・改善

障害者サービス活用（就労継続B型、
就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

合計
医療機関受診開始
健康状態の改善

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転
職・勤務時間の増加等により増収した
場合）
一般就労開始（目的が継続的な就労
（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労（就労訓
練事業、就労継続A型等）

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

 
合計

生活保護適用
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084_プランを作成した人の状況_障害×変化の内容（経済的変化）
【実数】 【比率】
 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
合計

9,728 3,589 3,656 2,483 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%
生活保護適用

1,159 393 469 297 11.91% 10.95% 12.83% 11.96%
家計の改善

1,863 779 724 360 19.15% 21.71% 19.80% 14.50%
債務の整理

599 220 248 131 6.16% 6.13% 6.78% 5.28%
職場定着

1,065 420 421 224 10.95% 11.70% 11.52% 9.02%
就職活動開始

1,091 416 407 268 11.22% 11.59% 11.13% 10.79%
職業訓練の開始、就学

177 78 75 24 1.82% 2.17% 2.05% 0.97%
保険関係収入の増加

54 1 21 32 0.56% 0.03% 0.57% 1.29%
年金関係収入の増加

206 12 111 83 2.12% 0.33% 3.04% 3.34%
その他収入増加（一般就労以外）

171 4 79 88 1.76% 0.11% 2.16% 3.54%
就労収入増加（一般就労において、転
職・勤務時間の増加等により増収した
場合） 765 395 253 117 7.86% 11.01% 6.92% 4.71%
一般就労開始（目的が継続的な就労
（障害者雇用含む））

1,761 776 618 367 18.10% 21.62% 16.90% 14.78%
一般就労開始（目的が時限的）

273 112 100 61 2.81% 3.12% 2.74% 2.46%
雇用契約を伴う支援付き就労（就労訓
練事業、就労継続A型等）

126 6 56 64 1.30% 0.17% 1.53% 2.58%
障害者サービス活用（就労継続B型、
就労移行支援等）

241 5 127 109 2.48% 0.14% 3.47% 4.39%
自営業等雇用外の就労開始

11 0 0 11 0.11% 0.00% 0.00% 0.44%

085_プランを作成した人の状況_障害×変化の内容（経済的以外での変化）
【実数】 【比率】
 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
合計 9,728 3,589 3,656 2,483 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%
医療機関受診開始 863 349 333 181 8.87% 9.72% 9.11% 7.29%
健康状態の改善 1,026 420 415 191 10.55% 11.70% 11.35% 7.69%
障害手帳取得 523 227 203 93 5.38% 6.32% 5.55% 3.75%
住まいの確保・安定 1,413 494 492 427 14.53% 13.76% 13.46% 17.20%
社会参加機会の増加 1,554 733 582 239 15.97% 20.42% 15.92% 9.63%
生活習慣の改善 1,115 421 468 226 11.46% 11.73% 12.80% 9.10%
対人関係・家族関係の改善 1,339 562 533 244 13.76% 15.66% 14.58% 9.83%
自立意欲の向上・改善 2,810 1,107 1,057 646 28.89% 30.84% 28.91% 26.02%
孤立の解消 1,629 665 606 358 16.75% 18.53% 16.58% 14.42%
精神の安定 2,166 823 885 458 22.27% 22.93% 24.21% 18.45%
その他 1,134 427 428 279 11.66% 11.90% 11.71% 11.24%
不明（変化なし） 537 17 214 306 5.52% 0.47% 5.85% 12.32%

自立意欲の向上・改善
孤立の解消
精神の安定
その他
不明（変化なし）

健康状態の改善
障害手帳取得
住まいの確保・安定
社会参加機会の増加
生活習慣の改善
対人関係・家族関係の改善

雇用契約を伴う支援付き就労（就労訓
練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用（就労継続B型、
就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

 
合計
医療機関受診開始

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転
職・勤務時間の増加等により増収した
場合）
一般就労開始（目的が継続的な就労
（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

合計
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086_プランを作成した人の状況_病気・けが×変化の内容（経済的変化）
【実数】 【比率】
 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
合計

13,541 4,916 4,818 3,807 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%
生活保護適用

2,396 891 875 630 17.69% 18.12% 18.16% 16.55%
家計の改善

2,583 1,124 968 491 19.08% 22.86% 20.09% 12.90%
債務の整理

876 352 349 175 6.47% 7.16% 7.24% 4.60%
職場定着

1,417 566 530 321 10.46% 11.51% 11.00% 8.43%
就職活動開始

1,429 514 496 419 10.55% 10.46% 10.29% 11.01%
職業訓練の開始、就学

145 66 56 23 1.07% 1.34% 1.16% 0.60%
保険関係収入の増加

82 1 33 48 0.61% 0.02% 0.68% 1.26%
年金関係収入の増加

211 12 106 93 1.56% 0.24% 2.20% 2.44%
その他収入増加（一般就労以外）

188 3 77 108 1.39% 0.06% 1.60% 2.84%
就労収入増加（一般就労において、転
職・勤務時間の増加等により増収した
場合） 1,063 473 341 249 7.85% 9.62% 7.08% 6.54%
一般就労開始（目的が継続的な就労
（障害者雇用含む））

2,717 1,181 924 612 20.06% 24.02% 19.18% 16.08%
一般就労開始（目的が時限的）

300 88 100 112 2.22% 1.79% 2.08% 2.94%
雇用契約を伴う支援付き就労（就労訓
練事業、就労継続A型等）

47 2 22 23 0.35% 0.04% 0.46% 0.60%
障害者サービス活用（就労継続B型、
就労移行支援等）

104 3 57 44 0.77% 0.06% 1.18% 1.16%
自営業等雇用外の就労開始

24 1 14 9 0.18% 0.02% 0.29% 0.24%

087_プランを作成した人の状況_病気・けが×変化の内容（経済的以外での変化）
【実数】 【比率】
 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
合計 13,541 4,916 4,818 3,807 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%
医療機関受診開始 1,623 690 597 336 11.99% 14.04% 12.39% 8.83%
健康状態の改善 2,163 918 783 462 15.97% 18.67% 16.25% 12.14%
障害手帳取得 360 157 139 64 2.66% 3.19% 2.89% 1.68%
住まいの確保・安定 2,536 866 858 812 18.73% 17.62% 17.81% 21.33%
社会参加機会の増加 1,494 735 554 205 11.03% 14.95% 11.50% 5.38%
生活習慣の改善 1,378 576 528 274 10.18% 11.72% 10.96% 7.20%
対人関係・家族関係の改善 1,488 645 565 278 10.99% 13.12% 11.73% 7.30%
自立意欲の向上・改善 3,500 1,393 1,227 880 25.85% 28.34% 25.47% 23.12%
孤立の解消 2,094 812 828 454 15.46% 16.52% 17.19% 11.93%
精神の安定 2,925 1,113 1,140 672 21.60% 22.64% 23.66% 17.65%
その他 1,384 493 522 369 10.22% 10.03% 10.83% 9.69%
不明（変化なし） 760 32 222 506 5.61% 0.65% 4.61% 13.29%

対人関係・家族関係の改善
自立意欲の向上・改善
孤立の解消
精神の安定
その他
不明（変化なし）

医療機関受診開始
健康状態の改善
障害手帳取得
住まいの確保・安定
社会参加機会の増加
生活習慣の改善

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労（就労訓
練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用（就労継続B型、
就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

合計

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転
職・勤務時間の増加等により増収した
場合）
一般就労開始（目的が継続的な就労
（障害者雇用含む））

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始
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088_プランを作成した人の状況_メンタルヘルス系課題×変化の内容（経済的変化）
【実数】 【比率】
 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
合計

11,252 4,141 4,149 2,962 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%
生活保護適用

1,320 449 499 372 11.73% 10.84% 12.03% 12.56%
家計の改善

1,877 846 683 348 16.68% 20.43% 16.46% 11.75%
債務の整理

654 286 243 125 5.81% 6.91% 5.86% 4.22%
職場定着

1,315 540 500 275 11.69% 13.04% 12.05% 9.28%
就職活動開始

1,466 607 520 339 13.03% 14.66% 12.53% 11.44%
職業訓練の開始、就学

209 96 76 37 1.86% 2.32% 1.83% 1.25%
保険関係収入の増加

51 1 19 31 0.45% 0.02% 0.46% 1.05%
年金関係収入の増加

142 9 76 57 1.26% 0.22% 1.83% 1.92%
その他収入増加（一般就労以外）

156 5 66 85 1.39% 0.12% 1.59% 2.87%
就労収入増加（一般就労において、転
職・勤務時間の増加等により増収した
場合） 926 433 308 185 8.23% 10.46% 7.42% 6.25%
一般就労開始（目的が継続的な就労
（障害者雇用含む））

2,652 1,133 963 556 23.57% 27.36% 23.21% 18.77%
一般就労開始（目的が時限的）

288 101 98 89 2.56% 2.44% 2.36% 3.00%
雇用契約を伴う支援付き就労（就労訓
練事業、就労継続A型等）

94 4 42 48 0.84% 0.10% 1.01% 1.62%
障害者サービス活用（就労継続B型、
就労移行支援等）

153 9 78 66 1.36% 0.22% 1.88% 2.23%
自営業等雇用外の就労開始

20 0 9 11 0.18% 0.00% 0.22% 0.37%

089_プランを作成した人の状況_メンタルヘルス系課題×変化の内容（経済的以外での変化）
【実数】 【比率】
 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
合計 11,252 4,141 4,149 2,962 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%
医療機関受診開始 1,125 472 413 240 10.00% 11.40% 9.95% 8.10%
健康状態の改善 1,438 637 530 271 12.78% 15.38% 12.77% 9.15%
障害手帳取得 425 170 170 85 3.78% 4.11% 4.10% 2.87%
住まいの確保・安定 1,928 650 685 593 17.13% 15.70% 16.51% 20.02%
社会参加機会の増加 1,782 861 678 243 15.84% 20.79% 16.34% 8.20%
生活習慣の改善 1,194 471 471 252 10.61% 11.37% 11.35% 8.51%
対人関係・家族関係の改善 1,661 733 618 310 14.76% 17.70% 14.90% 10.47%
自立意欲の向上・改善 3,420 1,370 1,263 787 30.39% 33.08% 30.44% 26.57%
孤立の解消 2,052 809 753 490 18.24% 19.54% 18.15% 16.54%
精神の安定 3,009 1,200 1,147 662 26.74% 28.98% 27.65% 22.35%
その他 1,096 394 420 282 9.74% 9.51% 10.12% 9.52%
不明（変化なし） 572 30 201 341 5.08% 0.72% 4.84% 11.51%不明（変化なし）

生活習慣の改善
対人関係・家族関係の改善
自立意欲の向上・改善
孤立の解消
精神の安定
その他

合計
医療機関受診開始
健康状態の改善
障害手帳取得
住まいの確保・安定
社会参加機会の増加

一般就労開始（目的が継続的な就労
（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労（就労訓
練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用（就労継続B型、
就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

0

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転
職・勤務時間の増加等により増収した
場合）

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着
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（1）プランを作成した人の状況

090_1_プランを作成した人の状況_就労関連事業の利用状況別×変化の内容（就労状況）(平成30年度~令和2年度)
【実数】
 合計 就職活動開始 就労収入増加

（一般就労にお
いて、転職・勤
務時間の増加等
により増収した
場合）

一般就労開始
（目的が継続的
な就労（障害者
雇用含む））

一般就労開始
（目的が時限
的）

雇用契約を伴う支
援付き就労（就労
訓練事業、就労継
続A型等）

障害者サービス活
用（就労継続B
型、就労移行支援
等）

自営業等雇用外
の就労開始

就労準備支援事業 3,205 458 202 860 118 46 83 5
認定就労訓練事業 337 39 40 52 60 31 6 4
自立相談支援事業による就労支援 28,449 5,083 3,355 10,934 875 121 149 80
生活保護受給者等就労自立促進事業 14,892 3,191 1,740 6,703 510 54 57 40
いずれも利用なし 30,490 1,449 1,923 2,571 352 53 152 42

【比率】
合計 就職活動開始 就労収入増加

（一般就労にお
いて、転職・勤
務時間の増加等
により増収した
場合）

一般就労開始
（目的が継続的
な就労（障害者
雇用含む））

一般就労開始
（目的が時限
的）

雇用契約を伴う支
援付き就労（就労
訓練事業、就労継
続A型等）

障害者サービス活
用（就労継続B
型、就労移行支援
等）

自営業等雇用外
の就労開始

就労準備支援事業 100.00% 14.29% 6.30% 26.83% 3.68% 1.44% 2.59% 0.16%
認定就労訓練事業 100.00% 11.57% 11.87% 15.43% 17.80% 9.20% 1.78% 1.19%
自立相談支援事業による就労支援 100.00% 17.87% 11.79% 38.43% 3.08% 0.43% 0.52% 0.28%
生活保護受給者等就労自立促進事業 100.00% 21.43% 11.68% 45.01% 3.42% 0.36% 0.38% 0.27%
いずれも利用なし 100.00% 4.75% 6.31% 8.43% 1.15% 0.17% 0.50% 0.14%

090_2_プランを作成した人の状況_就労関連事業の利用状況別×変化の内容（就労状況）(平成30年度)
【実数】
 合計 就職活動開始 就労収入増加

（一般就労にお
いて、転職・勤
務時間の増加等
により増収した
場合）

一般就労開始
（目的が継続的
な就労（障害者
雇用含む））

一般就労開始
（目的が時限
的）

雇用契約を伴う支
援付き就労（就労
訓練事業、就労継
続A型等）

障害者サービス活
用（就労継続B
型、就労移行支援
等）

自営業等雇用外
の就労開始

就労準備支援事業 1,031 175 101 338 42 2 3 0
認定就労訓練事業 120 18 16 23 30 5 0 0
自立相談支援事業による就労支援 8,344 1,687 1,326 4,140 162 4 7 0
生活保護受給者等就労自立促進事業 4,499 1,010 704 2,458 65 2 4 0
いずれも利用なし 8,304 516 647 982 73 1 5 1

【比率】
合計 就職活動開始 就労収入増加

（一般就労にお
いて、転職・勤
務時間の増加等
により増収した
場合）

一般就労開始
（目的が継続的
な就労（障害者
雇用含む））

一般就労開始
（目的が時限
的）

雇用契約を伴う支
援付き就労（就労
訓練事業、就労継
続A型等）

障害者サービス活
用（就労継続B
型、就労移行支援
等）

自営業等雇用外
の就労開始

就労準備支援事業 100.00% 16.97% 9.80% 32.78% 4.07% 0.19% 0.29% 0.00%
認定就労訓練事業 100.00% 15.00% 13.33% 19.17% 25.00% 4.17% 0.00% 0.00%
自立相談支援事業による就労支援 100.00% 20.22% 15.89% 49.62% 1.94% 0.05% 0.08% 0.00%
生活保護受給者等就労自立促進事業 100.00% 22.45% 15.65% 54.63% 1.44% 0.04% 0.09% 0.00%
いずれも利用なし 100.00% 6.21% 7.79% 11.83% 0.88% 0.01% 0.06% 0.01%

090_3_プランを作成した人の状況_就労関連事業の利用状況別×変化の内容（就労状況）(令和元年度)
【実数】
 合計 就職活動開始 就労収入増加

（一般就労にお
いて、転職・勤
務時間の増加等
により増収した
場合）

一般就労開始
（目的が継続的
な就労（障害者
雇用含む））

一般就労開始
（目的が時限
的）

雇用契約を伴う支
援付き就労（就労
訓練事業、就労継
続A型等）

障害者サービス活
用（就労継続B
型、就労移行支援
等）

自営業等雇用外
の就労開始

就労準備支援事業 1,245 183 69 328 39 21 33 1
認定就労訓練事業 147 13 20 20 28 14 2 3
自立相談支援事業による就労支援 8,102 1,596 975 3,450 241 54 76 22
生活保護受給者等就労自立促進事業 4,423 997 552 2,061 134 23 32 14
いずれも利用なし 8,370 413 480 826 98 19 83 8

【比率】
 合計 就職活動開始 就労収入増加

（一般就労にお
いて、転職・勤
務時間の増加等
により増収した
場合）

一般就労開始
（目的が継続的
な就労（障害者
雇用含む））

一般就労開始
（目的が時限
的）

雇用契約を伴う支
援付き就労（就労
訓練事業、就労継
続A型等）

障害者サービス活
用（就労継続B
型、就労移行支援
等）

自営業等雇用外
の就労開始

就労準備支援事業 100.00% 14.70% 5.54% 26.35% 3.13% 1.69% 2.65% 0.08%
認定就労訓練事業 100.00% 8.84% 13.61% 13.61% 19.05% 9.52% 1.36% 2.04%
自立相談支援事業による就労支援 100.00% 19.70% 12.03% 42.58% 2.97% 0.67% 0.94% 0.27%
生活保護受給者等就労自立促進事業 100.00% 22.54% 12.48% 46.60% 3.03% 0.52% 0.72% 0.32%
いずれも利用なし 100.00% 4.93% 5.73% 9.87% 1.17% 0.23% 0.99% 0.10%

参考資料１　- 48 -



（1）プランを作成した人の状況

090_4_プランを作成した人の状況_就労関連事業の利用状況別×変化の内容（就労状況）(令和2年度)
【実数】
 合計 就職活動開始 就労収入増加

（一般就労にお
いて、転職・勤
務時間の増加等
により増収した
場合）

一般就労開始
（目的が継続的
な就労（障害者
雇用含む））

一般就労開始
（目的が時限
的）

雇用契約を伴う支
援付き就労（就労
訓練事業、就労継
続A型等）

障害者サービス活
用（就労継続B
型、就労移行支援
等）

自営業等雇用外
の就労開始

就労準備支援事業 929 100 32 194 37 23 47 4
認定就労訓練事業 70 8 4 9 2 12 4 1
自立相談支援事業による就労支援 12,003 1,800 1,054 3,344 472 63 66 58
生活保護受給者等就労自立促進事業 5,970 1,184 484 2,184 311 29 21 26
いずれも利用なし 13,816 520 796 763 181 33 64 33

【比率】
 合計 就職活動開始 就労収入増加

（一般就労にお
いて、転職・勤
務時間の増加等
により増収した
場合）

一般就労開始
（目的が継続的
な就労（障害者
雇用含む））

一般就労開始
（目的が時限
的）

雇用契約を伴う支
援付き就労（就労
訓練事業、就労継
続A型等）

障害者サービス活
用（就労継続B
型、就労移行支援
等）

自営業等雇用外
の就労開始

就労準備支援事業 100.00% 10.76% 3.44% 20.88% 3.98% 2.48% 5.06% 0.43%
認定就労訓練事業 100.00% 11.43% 5.71% 12.86% 2.86% 17.14% 5.71% 1.43%
自立相談支援事業による就労支援 100.00% 15.00% 8.78% 27.86% 3.93% 0.52% 0.55% 0.48%
生活保護受給者等就労自立促進事業 100.00% 19.83% 8.11% 36.58% 5.21% 0.49% 0.35% 0.44%
いずれも利用なし 100.00% 3.76% 5.76% 5.52% 1.31% 0.24% 0.46% 0.24%

091_1_プランを作成した人の状況（評価決定）_生活支援サービス等利用の状況(平成30年度~令和2年度)
【実数】 【比率】
 合計 有 無 不明 合計 有 無 不明
住宅確保給付金 62,542 11,098 51,444 0 100.00% 17.74% 82.26% 0.00%
一時生活支援事業 62,542 4,337 58,205 0 100.00% 6.93% 93.07% 0.00%
家計改善支援事業 62,542 8,524 54,018 0 100.00% 13.63% 86.37% 0.00%
就労準備支援事業 62,542 2,778 59,764 0 100.00% 4.44% 95.56% 0.00%
認定就労訓練事業 62,542 374 62,168 0 100.00% 0.60% 99.40% 0.00%
自立相談支援事業による就労支援 62,542 12,754 24,452 25,336 100.00% 20.39% 39.10% 40.51%
生活福祉資金の貸付 62,542 10,596 26,754 25,192 100.00% 16.94% 42.78% 40.28%
生活保護受給者等就労自立促進事業 62,542 6,933 30,417 25,192 100.00% 11.09% 48.63% 40.28%

091_2_プランを作成した人の状況（評価決定）_生活支援サービス等利用の状況(平成30年度)
【実数】 【比率】
 合計 有 無 不明 合計 有 無 不明
住宅確保給付金 17,842 1,330 16,512 0 100.00% 7.45% 92.55% 0.00%
一時生活支援事業 17,842 1,627 16,215 0 100.00% 9.12% 90.88% 0.00%
家計改善支援事業 17,842 2,762 15,080 0 100.00% 15.48% 84.52% 0.00%
就労準備支援事業 17,842 930 16,912 0 100.00% 5.21% 94.79% 0.00%
認定就労訓練事業 17,842 164 17,678 0 100.00% 0.92% 99.08% 0.00%
自立相談支援事業による就労支援 17,842 247 1,072 16,523 100.00% 1.38% 6.01% 92.61%
生活福祉資金の貸付 17,842 40 1,298 16,504 100.00% 0.22% 7.27% 92.50%
生活保護受給者等就労自立促進事業 17,842 146 1,192 16,504 100.00% 0.82% 6.68% 92.50%

091_3_プランを作成した人の状況（評価決定）_生活支援サービス等利用の状況(令和元年度)
【実数】 【比率】
 合計 有 無 不明 合計 有 無 不明
住宅確保給付金 17,712 1,325 16,387 0 100.00% 7.48% 92.52% 0.00%
一時生活支援事業 17,712 1,469 16,243 0 100.00% 8.29% 91.71% 0.00%
家計改善支援事業 17,712 2,862 14,850 0 100.00% 16.16% 83.84% 0.00%
就労準備支援事業 17,712 1,059 16,653 0 100.00% 5.98% 94.02% 0.00%
認定就労訓練事業 17,712 138 17,574 0 100.00% 0.78% 99.22% 0.00%
自立相談支援事業による就労支援 17,712 2,852 6,211 8,649 100.00% 16.10% 35.07% 48.83%
生活福祉資金の貸付 17,712 382 8,779 8,551 100.00% 2.16% 49.57% 48.28%
生活保護受給者等就労自立促進事業 17,712 1,738 7,423 8,551 100.00% 9.81% 41.91% 48.28%

091_4_プランを作成した人の状況（評価決定）_生活支援サービス等利用の状況(令和2年度)
【実数】 【比率】
 合計 有 無 不明 合計 有 無 不明
住宅確保給付金 26,988 8,443 18,545 0 100.00% 31.28% 68.72% 0.00%
一時生活支援事業 26,988 1,241 25,747 0 100.00% 4.60% 95.40% 0.00%
家計改善支援事業 26,988 2,900 24,088 0 100.00% 10.75% 89.25% 0.00%
就労準備支援事業 26,988 789 26,199 0 100.00% 2.92% 97.08% 0.00%
認定就労訓練事業 26,988 72 26,916 0 100.00% 0.27% 99.73% 0.00%
自立相談支援事業による就労支援 26,988 9,655 17,169 164 100.00% 35.78% 63.62% 0.61%
生活福祉資金の貸付 26,988 10,174 16,677 137 100.00% 37.70% 61.79% 0.51%
生活保護受給者等就労自立促進事業 26,988 5,049 21,802 137 100.00% 18.71% 80.78% 0.51%生活保護受給者等就労自立促進事業

一時生活支援事業
家計改善支援事業
就労準備支援事業
認定就労訓練事業
自立相談支援事業による就労支援
生活福祉資金の貸付

認定就労訓練事業
自立相談支援事業による就労支援
生活福祉資金の貸付
生活保護受給者等就労自立促進事業

 
住宅確保給付金

生活保護受給者等就労自立促進事業

 
住宅確保給付金
一時生活支援事業
家計改善支援事業
就労準備支援事業

一時生活支援事業
家計改善支援事業
就労準備支援事業
認定就労訓練事業
自立相談支援事業による就労支援
生活福祉資金の貸付

認定就労訓練事業
自立相談支援事業による就労支援
生活福祉資金の貸付
生活保護受給者等就労自立促進事業

 
住宅確保給付金

 
住宅確保給付金
一時生活支援事業
家計改善支援事業
就労準備支援事業
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092_プランを作成した人の状況（評価決定）_住居確保給付金給付期間
【実数】
 合計 1ヵ月 2ヵ月 3ヵ月 4ヵ月 5ヵ月以上 不明 平均
全年度 11,098 222 547 4,071 168 2,942 3,148 4.46
平成30年度 1,330 55 143 735 24 289 84 3.69
令和元年度 1,325 51 134 711 30 240 159 3.59
令和2年度 8,443 116 270 2,625 114 2,413 2,905 4.81

【比率】
合計 1ヵ月 2ヵ月 3ヵ月 4ヵ月 5ヵ月以上 不明

全年度 100.00% 2.00% 4.93% 36.68% 1.51% 26.51% 28.37%
平成30年度 100.00% 4.14% 10.75% 55.26% 1.80% 21.73% 6.32%
令和元年度 100.00% 3.85% 10.11% 53.66% 2.26% 18.11% 12.00%
令和2年度 100.00% 1.37% 3.20% 31.09% 1.35% 28.58% 34.41%

093_プランを作成した人の状況（評価決定）_一時生活支援事業支援期間
【実数】
 合計 15日以下 16～30日 31～45日 46～60日 61日以上 不明 平均
全年度 4,337 996 515 309 233 1,933 351 63.12
平成30年度 1,627 366 192 129 84 731 125 64.33
令和元年度 1,469 333 170 90 90 678 108 64.38
令和2年度 1,241 297 153 90 59 524 118 59.98

【比率】
合計 15日以下 16～30日 31～45日 46～60日 61日以上 不明

全年度 100.00% 22.97% 11.87% 7.12% 5.37% 44.57% 8.09%
平成30年度 100.00% 22.50% 11.80% 7.93% 5.16% 44.93% 7.68%
令和元年度 100.00% 22.67% 11.57% 6.13% 6.13% 46.15% 7.35%
令和2年度 100.00% 23.93% 12.33% 7.25% 4.75% 42.22% 9.51%

094_プランを作成した人の状況（評価決定）_家計改善支援事業支援期間
【実数】
 合計 1ヵ月 2ヵ月 3ヵ月 4ヵ月 5ヵ月以上 不明 平均
全年度 8,524 307 311 1,419 676 3,772 2,039 7.01
平成30年度 2,762 128 99 389 208 1,334 604 7.14
令和元年度 2,862 110 145 392 199 1,292 724 7.37
令和2年度 2,900 69 67 638 269 1,146 711 6.54

【比率】
合計 1ヵ月 2ヵ月 3ヵ月 4ヵ月 5ヵ月以上 不明

全年度 100.00% 3.60% 3.65% 16.65% 7.93% 44.25% 23.92%
平成30年度 100.00% 4.63% 3.58% 14.08% 7.53% 48.30% 21.87%
令和元年度 100.00% 3.84% 5.07% 13.70% 6.95% 45.14% 25.30%
令和2年度 100.00% 2.38% 2.31% 22.00% 9.28% 39.52% 24.52%

095_プランを作成した人の状況（評価決定）_就労準備支援事業支援期間
【実数】
 合計 30日以下 31～60日 61～90日 91～120日 121日以上 不明 平均
全年度 2,778 395 104 82 71 230 1,896 92.72
平成30年度 930 223 71 57 41 176 362 105.66
令和元年度 1,059 163 30 25 29 54 758 71.21
令和2年度 789 9 3 0 1 0 776 25.46

【比率】
合計 30日以下 31～60日 61～90日 91～120日 121日以上 不明

全年度 100.00% 14.22% 3.74% 2.95% 2.56% 8.28% 68.25%
平成30年度 100.00% 23.98% 7.63% 6.13% 4.41% 18.92% 38.92%
令和元年度 100.00% 15.39% 2.83% 2.36% 2.74% 5.10% 71.58%
令和2年度 100.00% 1.14% 0.38% 0.00% 0.13% 0.00% 98.35%

096_プランを作成した人の状況（評価決定）_認定就労訓練事業支援期間
【実数】
 合計 60日以下 61～120日 121～180日 181～240日 241日以上 不明 平均
全年度 374 42 23 12 6 16 275 140.01
平成30年度 164 30 16 10 5 9 94 138.56
令和元年度 138 12 7 2 1 7 109 143.52
令和2年度 72 0 0 0 0 0 72 データなし

【比率】
合計 60日以下 61～120日 121～180日 181～240日 241日以上 不明

全年度 100.00% 11.23% 6.15% 3.21% 1.60% 4.28% 73.53%
平成30年度 100.00% 18.29% 9.76% 6.10% 3.05% 5.49% 57.32%
令和元年度 100.00% 8.70% 5.07% 1.45% 0.72% 5.07% 78.99%
令和2年度 100.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 100.00%
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097_1_プランを作成した人の状況_住居確保給付金利用有無×変化の内容（経済的変化）(平成30年度~令和2年度)
【実数】 【比率】

住居確保給付金
利用あり

住居確保給付金
利用なし

住居確保給付金
利用あり

住居確保給付金
利用なし

11,098 51,444 100.00% 100.00%

414 5,568 3.73% 10.82%

1,057 7,977 9.52% 15.51%

161 2,440 1.45% 4.74%

1,040 5,638 9.37% 10.96%

1,764 5,171 15.89% 10.05%

143 446 1.29% 0.87%

127 126 1.14% 0.24%

67 442 0.60% 0.86%

223 4,541 2.01% 8.83%

1,234 4,327 11.12% 8.41%

3,156 11,498 28.44% 22.35%

319 1,047 2.87% 2.04%

20 190 0.18% 0.37%

11 349 0.10% 0.68%

66 63 0.59% 0.12%

097_2_プランを作成した人の状況_住居確保給付金利用有無×変化の内容（経済的変化）(平成30年度)
【実数】 【比率】

住居確保給付金
利用あり

住居確保給付金
利用なし

住居確保給付金
利用あり

住居確保給付金
利用なし

1,330 16,512 100.00% 100.00%

83 1,990 6.24% 12.05%

252 3,301 18.95% 19.99%

59 991 4.44% 6.00%

258 2,160 19.40% 13.08%

305 2,046 22.93% 12.39%

41 206 3.08% 1.25%

0 2 0.00% 0.01%

1 25 0.08% 0.15%

0 13 0.00% 0.08%

205 1,895 15.41% 11.48%

808 4,754 60.75% 28.79%

12 262 0.90% 1.59%

0 8 0.00% 0.05%

1 15 0.08% 0.09%

0 1 0.00% 0.01%

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始
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097_3_プランを作成した人の状況_住居確保給付金利用有無×変化の内容（経済的変化）(令和元年度)
【実数】 【比率】

住居確保給付金
利用あり

住居確保給付金
利用なし

住居確保給付金
利用あり

住居確保給付金
利用なし

1,325 16,387 100.00% 100.00%

71 2,044 5.36% 12.47%

261 2,873 19.70% 17.53%

42 966 3.17% 5.89%

243 2,130 18.34% 13.00%

305 1,849 23.02% 11.28%

42 162 3.17% 0.99%

14 52 1.06% 0.32%

11 218 0.83% 1.33%

18 206 1.36% 1.26%

162 1,370 12.23% 8.36%

714 3,959 53.89% 24.16%

30 356 2.26% 2.17%

1 86 0.08% 0.52%

5 173 0.38% 1.06%

6 24 0.45% 0.15%

097_4_プランを作成した人の状況_住居確保給付金利用有無×変化の内容（経済的変化）(令和2年度)
【実数】 【比率】

住居確保給付金
利用あり

住居確保給付金
利用なし

住居確保給付金
利用あり

住居確保給付金
利用なし

8,443 18,545 100.00% 100.00%

260 1,534 3.08% 8.27%

544 1,803 6.44% 9.72%

60 483 0.71% 2.60%

539 1,348 6.38% 7.27%

1,154 1,276 13.67% 6.88%

60 78 0.71% 0.42%

113 72 1.34% 0.39%

55 199 0.65% 1.07%

205 4,322 2.43% 23.31%

867 1,062 10.27% 5.73%

1,634 2,785 19.35% 15.02%

277 429 3.28% 2.31%

19 96 0.23% 0.52%

5 161 0.06% 0.87%

60 38 0.71% 0.20%

合計

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

自営業等雇用外の就労開始

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）
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098_1_プランを作成した人の状況_住居確保給付金利用有無×変化の内容（経済的以外での変化）(平成30年度~令和2年度)
【実数】 【比率】
 住居確保給付金

利用あり
住居確保給付金
利用なし

住居確保給付金利
用あり

住居確保給付金利
用なし

合計 11,098 51,444 100.00% 100.00%
医療機関受診開始 213 3,500 1.92% 6.80%
健康状態の改善 291 4,221 2.62% 8.21%
障害手帳取得 49 894 0.44% 1.74%
住まいの確保・安定 5,427 7,302 48.90% 14.19%
社会参加機会の増加 512 5,197 4.61% 10.10%
生活習慣の改善 250 3,878 2.25% 7.54%
対人関係・家族関係の改善 308 4,820 2.78% 9.37%
自立意欲の向上・改善 1,950 11,755 17.57% 22.85%
孤立の解消 576 5,931 5.19% 11.53%
精神の安定 1,160 8,677 10.45% 16.87%
その他 583 5,221 5.25% 10.15%
不明（変化なし） 1,681 3,292 15.15% 6.40%

098_2_プランを作成した人の状況_住居確保給付金利用有無×変化の内容（経済的以外での変化）(平成30年度)
【実数】 【比率】
 住居確保給付金

利用あり
住居確保給付金
利用なし

住居確保給付金利
用あり

住居確保給付金利
用なし

合計 1,330 16,512 100.00% 100.00%
医療機関受診開始 66 1,475 4.96% 8.93%
健康状態の改善 90 1,782 6.77% 10.79%
障害手帳取得 18 371 1.35% 2.25%
住まいの確保・安定 639 2,513 48.05% 15.22%
社会参加機会の増加 174 2,503 13.08% 15.16%
生活習慣の改善 81 1,559 6.09% 9.44%
対人関係・家族関係の改善 81 2,043 6.09% 12.37%
自立意欲の向上・改善 344 4,436 25.86% 26.87%
孤立の解消 119 2,258 8.95% 13.67%
精神の安定 244 3,175 18.35% 19.23%
その他 78 1,804 5.86% 10.93%
不明（変化なし） 0 96 0.00% 0.58%

098_3_プランを作成した人の状況_住居確保給付金利用有無×変化の内容（経済的以外での変化）(令和元年度)
【実数】 【比率】
 住居確保給付金

利用あり
住居確保給付金
利用なし

住居確保給付金利
用あり

住居確保給付金利
用なし

合計 1,325 16,387 100.00% 100.00%
医療機関受診開始 37 1,320 2.79% 8.06%
健康状態の改善 67 1,588 5.06% 9.69%
障害手帳取得 16 347 1.21% 2.12%
住まいの確保・安定 675 2,603 50.94% 15.88%
社会参加機会の増加 141 1,977 10.64% 12.06%
生活習慣の改善 83 1,495 6.26% 9.12%
対人関係・家族関係の改善 84 1,830 6.34% 11.17%
自立意欲の向上・改善 351 4,153 26.49% 25.34%
孤立の解消 130 2,200 9.81% 13.43%
精神の安定 245 3,244 18.49% 19.80%
その他 80 1,948 6.04% 11.89%
不明（変化なし） 45 837 3.40% 5.11%

098_4_プランを作成した人の状況_住居確保給付金利用有無×変化の内容（経済的以外での変化）(令和2年度)
【実数】 【比率】
 住居確保給付金

利用あり
住居確保給付金
利用なし

住居確保給付金利
用あり

住居確保給付金利
用なし

合計 8,443 18,545 100.00% 100.00%
医療機関受診開始 110 705 1.30% 3.80%
健康状態の改善 134 851 1.59% 4.59%
障害手帳取得 15 176 0.18% 0.95%
住まいの確保・安定 4,113 2,186 48.71% 11.79%
社会参加機会の増加 197 717 2.33% 3.87%
生活習慣の改善 86 824 1.02% 4.44%
対人関係・家族関係の改善 143 947 1.69% 5.11%
自立意欲の向上・改善 1,255 3,166 14.86% 17.07%
孤立の解消 327 1,473 3.87% 7.94%
精神の安定 671 2,258 7.95% 12.18%
その他 425 1,469 5.03% 7.92%
不明（変化なし） 1,636 2,359 19.38% 12.72%

対人関係・家族関係の改善

医療機関受診開始
健康状態の改善
障害手帳取得

生活習慣の改善
対人関係・家族関係の改善
自立意欲の向上・改善
孤立の解消
精神の安定
その他

自立意欲の向上・改善
孤立の解消
精神の安定
その他
不明（変化なし）

健康状態の改善
障害手帳取得
住まいの確保・安定
社会参加機会の増加
生活習慣の改善
対人関係・家族関係の改善

精神の安定
その他
不明（変化なし）

 

合計
医療機関受診開始

合計

 

合計
医療機関受診開始

障害手帳取得
住まいの確保・安定
社会参加機会の増加

住まいの確保・安定
社会参加機会の増加
生活習慣の改善
対人関係・家族関係の改善
自立意欲の向上・改善
孤立の解消

不明（変化なし）

 

合計

医療機関受診開始
健康状態の改善

自立意欲の向上・改善
孤立の解消
精神の安定
その他
不明（変化なし）

 

健康状態の改善
障害手帳取得
住まいの確保・安定
社会参加機会の増加
生活習慣の改善
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099_1_プランを作成した人の状況_一時生活支援事業利用有無×変化の内容（経済的変化）(平成30年度~令和2年度)
【実数】 【比率】

一時生活支援事
業利用あり

一時生活支援事
業利用なし

一時生活支援事
業利用あり

一時生活支援事
業利用なし

4,337 58,205 100.00% 100.00%

1,247 4,735 28.75% 8.14%

321 8,713 7.40% 14.97%

90 2,511 2.08% 4.31%

534 6,144 12.31% 10.56%

799 6,136 18.42% 10.54%

8 581 0.18% 1.00%

5 248 0.12% 0.43%

22 487 0.51% 0.84%

29 4,735 0.67% 8.14%

341 5,220 7.86% 8.97%

1,110 13,544 25.59% 23.27%

103 1,263 2.37% 2.17%

3 207 0.07% 0.36%

1 359 0.02% 0.62%

0 129 0.00% 0.22%

099_2_プランを作成した人の状況_一時生活支援事業利用有無×変化の内容（経済的変化）(平成30年度)
【実数】 【比率】

一時生活支援事
業利用あり

一時生活支援事
業利用なし

一時生活支援事
業利用あり

一時生活支援事
業利用なし

1,627 16,215 100.00% 100.00%

431 1,642 26.49% 10.13%

136 3,417 8.36% 21.07%

36 1,014 2.21% 6.25%

220 2,198 13.52% 13.56%

327 2,024 20.10% 12.48%

4 243 0.25% 1.50%

0 2 0.00% 0.01%

0 26 0.00% 0.16%

0 13 0.00% 0.08%

184 1,916 11.31% 11.82%

464 5,098 28.52% 31.44%

23 251 1.41% 1.55%

0 8 0.00% 0.05%

0 16 0.00% 0.10%

0 1 0.00% 0.01%

自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始
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（1）プランを作成した人の状況

099_3_プランを作成した人の状況_一時生活支援事業利用有無×変化の内容（経済的変化）(令和元年度)
【実数】 【比率】

一時生活支援事
業利用あり

一時生活支援事
業利用なし

一時生活支援事
業利用あり

一時生活支援事
業利用なし

1,469 16,243 100.00% 100.00%

400 1,715 27.23% 10.56%

124 3,010 8.44% 18.53%

36 972 2.45% 5.98%

183 2,190 12.46% 13.48%

278 1,876 18.92% 11.55%

1 203 0.07% 1.25%

1 65 0.07% 0.40%

5 224 0.34% 1.38%

2 222 0.14% 1.37%

116 1,416 7.90% 8.72%

412 4,261 28.05% 26.23%

34 352 2.31% 2.17%

1 86 0.07% 0.53%

0 178 0.00% 1.10%

0 30 0.00% 0.18%

099_4_プランを作成した人の状況_一時生活支援事業利用有無×変化の内容（経済的変化）(令和2年度)
【実数】 【比率】

一時生活支援事
業利用あり

一時生活支援事
業利用なし

一時生活支援事
業利用あり

一時生活支援事
業利用なし

1,241 25,747 100.00% 100.00%

416 1,378 33.52% 5.35%

61 2,286 4.92% 8.88%

18 525 1.45% 2.04%

131 1,756 10.56% 6.82%

194 2,236 15.63% 8.68%

3 135 0.24% 0.52%

4 181 0.32% 0.70%

17 237 1.37% 0.92%

27 4,500 2.18% 17.48%

41 1,888 3.30% 7.33%

234 4,185 18.86% 16.25%

46 660 3.71% 2.56%

2 113 0.16% 0.44%

1 165 0.08% 0.64%

0 98 0.00% 0.38%

自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始
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（1）プランを作成した人の状況

100_1_プランを作成した人の状況_一時生活支援事業利用有無×変化の内容（経済的以外での変化）(平成30年度~令和2年度)
【実数】 【比率】
 一時生活支援事

業利用あり
一時生活支援事
業利用なし

一時生活支援事業
利用あり

一時生活支援事業
利用なし

合計 4,337 58,205 100.00% 100.00%
医療機関受診開始 1,353 2,360 31.20% 4.05%
健康状態の改善 1,072 3,440 24.72% 5.91%
障害手帳取得 16 927 0.37% 1.59%
住まいの確保・安定 2,292 10,437 52.85% 17.93%
社会参加機会の増加 387 5,322 8.92% 9.14%
生活習慣の改善 869 3,259 20.04% 5.60%
対人関係・家族関係の改善 207 4,921 4.77% 8.45%
自立意欲の向上・改善 1,344 12,361 30.99% 21.24%
孤立の解消 635 5,872 14.64% 10.09%
精神の安定 435 9,402 10.03% 16.15%
その他 166 5,638 3.83% 9.69%
不明（変化なし） 84 4,889 1.94% 8.40%

100_2_プランを作成した人の状況_一時生活支援事業利用有無×変化の内容（経済的以外での変化）(平成30年度)
【実数】 【比率】
 一時生活支援事

業利用あり
一時生活支援事
業利用なし

一時生活支援事業
利用あり

一時生活支援事業
利用なし

合計 1,627 16,215 100.00% 100.00%
医療機関受診開始 563 978 34.60% 6.03%
健康状態の改善 444 1,428 27.29% 8.81%
障害手帳取得 9 380 0.55% 2.34%
住まいの確保・安定 773 2,379 47.51% 14.67%
社会参加機会の増加 206 2,471 12.66% 15.24%
生活習慣の改善 363 1,277 22.31% 7.88%
対人関係・家族関係の改善 73 2,051 4.49% 12.65%
自立意欲の向上・改善 541 4,239 33.25% 26.14%
孤立の解消 251 2,126 15.43% 13.11%
精神の安定 161 3,258 9.90% 20.09%
その他 68 1,814 4.18% 11.19%
不明（変化なし） 0 96 0.00% 0.59%

100_3_プランを作成した人の状況_一時生活支援事業利用有無×変化の内容（経済的以外での変化）(令和元年度)
【実数】 【比率】
 一時生活支援事

業利用あり
一時生活支援事
業利用なし

一時生活支援事業
利用あり

一時生活支援事業
利用なし

合計 1,469 16,243 100.00% 100.00%
医療機関受診開始 486 871 33.08% 5.36%
健康状態の改善 384 1,271 26.14% 7.82%
障害手帳取得 4 359 0.27% 2.21%
住まいの確保・安定 762 2,516 51.87% 15.49%
社会参加機会の増加 123 1,995 8.37% 12.28%
生活習慣の改善 306 1,272 20.83% 7.83%
対人関係・家族関係の改善 73 1,841 4.97% 11.33%
自立意欲の向上・改善 468 4,036 31.86% 24.85%
孤立の解消 197 2,133 13.41% 13.13%
精神の安定 149 3,340 10.14% 20.56%
その他 59 1,969 4.02% 12.12%
不明（変化なし） 15 867 1.02% 5.34%

100_4_プランを作成した人の状況_一時生活支援事業利用有無×変化の内容（経済的以外での変化）(令和2年度)
【実数】 【比率】
 一時生活支援事

業利用あり
一時生活支援事
業利用なし

一時生活支援事業
利用あり

一時生活支援事業
利用なし

合計 1,241 25,747 100.00% 100.00%
医療機関受診開始 304 511 24.50% 1.98%
健康状態の改善 244 741 19.66% 2.88%
障害手帳取得 3 188 0.24% 0.73%
住まいの確保・安定 757 5,542 61.00% 21.52%
社会参加機会の増加 58 856 4.67% 3.32%
生活習慣の改善 200 710 16.12% 2.76%
対人関係・家族関係の改善 61 1,029 4.92% 4.00%
自立意欲の向上・改善 335 4,086 26.99% 15.87%
孤立の解消 187 1,613 15.07% 6.26%
精神の安定 125 2,804 10.07% 10.89%
その他 39 1,855 3.14% 7.20%
不明（変化なし） 69 3,926 5.56% 15.25%

精神の安定
その他
不明（変化なし）

住まいの確保・安定
社会参加機会の増加
生活習慣の改善
対人関係・家族関係の改善
自立意欲の向上・改善
孤立の解消

不明（変化なし）

 

合計
医療機関受診開始
健康状態の改善
障害手帳取得

生活習慣の改善
対人関係・家族関係の改善
自立意欲の向上・改善
孤立の解消
精神の安定
その他

合計
医療機関受診開始
健康状態の改善
障害手帳取得
住まいの確保・安定
社会参加機会の増加

自立意欲の向上・改善
孤立の解消
精神の安定
その他
不明（変化なし）

 

健康状態の改善
障害手帳取得
住まいの確保・安定
社会参加機会の増加
生活習慣の改善
対人関係・家族関係の改善

精神の安定
その他
不明（変化なし）

 

合計
医療機関受診開始

住まいの確保・安定
社会参加機会の増加
生活習慣の改善
対人関係・家族関係の改善
自立意欲の向上・改善
孤立の解消

 

合計
医療機関受診開始
健康状態の改善
障害手帳取得
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（1）プランを作成した人の状況

101_1_プランを作成した人の状況_家計改善支援事業利用有無×変化の内容（経済的変化）(平成30年度~令和2年度）
【実数】 【比率】

家計改善支援事
業利用あり

家計改善支援事
業利用なし

家計改善支援事
業利用あり

家計改善支援事
業利用なし

8,524 54,018 100.00% 100.00%

1,378 4,604 16.17% 8.52%

3,180 5,854 37.31% 10.84%

1,135 1,466 13.32% 2.71%

963 5,715 11.30% 10.58%

661 6,274 7.75% 11.61%

54 535 0.63% 0.99%

38 215 0.45% 0.40%

122 387 1.43% 0.72%

128 4,636 1.50% 8.58%

796 4,765 9.34% 8.82%

1,160 13,494 13.61% 24.98%

127 1,239 1.49% 2.29%

26 184 0.31% 0.34%

54 306 0.63% 0.57%

14 115 0.16% 0.21%

101_2_プランを作成した人の状況_家計改善支援事業利用有無×変化の内容（経済的変化）(平成30年度)
【実数】 【比率】

家計改善支援事
業利用あり

家計改善支援事
業利用なし

家計改善支援事
業利用あり

家計改善支援事
業利用なし

2,762 15,080 100.00% 100.00%

454 1,619 16.44% 10.74%

1,199 2,354 43.41% 15.61%

444 606 16.08% 4.02%

385 2,033 13.94% 13.48%

250 2,101 9.05% 13.93%

28 219 1.01% 1.45%

1 1 0.04% 0.01%

3 23 0.11% 0.15%

3 10 0.11% 0.07%

338 1,762 12.24% 11.68%

473 5,089 17.13% 33.75%

27 247 0.98% 1.64%

1 7 0.04% 0.05%

1 15 0.04% 0.10%

0 1 0.00% 0.01%

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

合計

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始
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（1）プランを作成した人の状況

101_3_プランを作成した人の状況_家計改善支援事業利用有無×変化の内容（経済的変化）(令和元年度)
【実数】 【比率】

家計改善支援事
業利用あり

家計改善支援事
業利用なし

家計改善支援事
業利用あり

家計改善支援事
業利用なし

2,862 14,850 100.00% 100.00%

506 1,609 17.68% 10.84%

1,127 2,007 39.38% 13.52%

458 550 16.00% 3.70%

360 2,013 12.58% 13.56%

203 1,951 7.09% 13.14%

16 188 0.56% 1.27%

18 48 0.63% 0.32%

62 167 2.17% 1.12%

38 186 1.33% 1.25%

224 1,308 7.83% 8.81%

371 4,302 12.96% 28.97%

40 346 1.40% 2.33%

12 75 0.42% 0.51%

24 154 0.84% 1.04%

5 25 0.17% 0.17%

101_4_プランを作成した人の状況_家計改善支援事業利用有無×変化の内容（経済的変化）(令和2年度)
【実数】 【比率】

家計改善支援事
業利用あり

家計改善支援事
業利用なし

家計改善支援事
業利用あり

家計改善支援事
業利用なし

2,900 24,088 100.00% 100.00%

418 1,376 14.41% 5.71%

854 1,493 29.45% 6.20%

233 310 8.03% 1.29%

218 1,669 7.52% 6.93%

208 2,222 7.17% 9.22%

10 128 0.34% 0.53%

19 166 0.66% 0.69%

57 197 1.97% 0.82%

87 4,440 3.00% 18.43%

234 1,695 8.07% 7.04%

316 4,103 10.90% 17.03%

60 646 2.07% 2.68%

13 102 0.45% 0.42%

29 137 1.00% 0.57%

9 89 0.31% 0.37%

合計

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始
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（1）プランを作成した人の状況

102_1_プランを作成した人の状況_家計改善支援事業利用有無×変化の内容（経済的以外での変化）(平成30年度~令和2年度)
【実数】 【比率】
 家計改善支援事

業利用あり
家計改善支援事
業利用なし

家計改善支援事業
利用あり

家計改善支援事業
利用なし

合計 8,524 54,018 100.00% 100.00%
医療機関受診開始 406 3,307 4.76% 6.12%
健康状態の改善 711 3,801 8.34% 7.04%
障害手帳取得 149 794 1.75% 1.47%
住まいの確保・安定 1,271 11,458 14.91% 21.21%
社会参加機会の増加 795 4,914 9.33% 9.10%
生活習慣の改善 625 3,503 7.33% 6.48%
対人関係・家族関係の改善 1,268 3,860 14.88% 7.15%
自立意欲の向上・改善 2,507 11,198 29.41% 20.73%
孤立の解消 1,432 5,075 16.80% 9.40%
精神の安定 2,435 7,402 28.57% 13.70%
その他 784 5,020 9.20% 9.29%
不明（変化なし） 556 4,417 6.52% 8.18%

102_2_プランを作成した人の状況_家計改善支援事業利用有無×変化の内容（経済的以外での変化）(平成30年度)
【実数】 【比率】
 家計改善支援事

業利用あり
家計改善支援事
業利用なし

家計改善支援事業
利用あり

家計改善支援事業
利用なし

合計 2,762 15,080 100.00% 100.00%
医療機関受診開始 181 1,360 6.55% 9.02%
健康状態の改善 299 1,573 10.83% 10.43%
障害手帳取得 55 334 1.99% 2.21%
住まいの確保・安定 447 2,705 16.18% 17.94%
社会参加機会の増加 354 2,323 12.82% 15.40%
生活習慣の改善 236 1,404 8.54% 9.31%
対人関係・家族関係の改善 519 1,605 18.79% 10.64%
自立意欲の向上・改善 909 3,871 32.91% 25.67%
孤立の解消 537 1,840 19.44% 12.20%
精神の安定 856 2,563 30.99% 17.00%
その他 241 1,641 8.73% 10.88%
不明（変化なし） 11 85 0.40% 0.56%

102_3_プランを作成した人の状況_家計改善支援事業利用有無×変化の内容（経済的以外での変化）(令和元年度)
【実数】 【比率】
 家計改善支援事

業利用あり
家計改善支援事
業利用なし

家計改善支援事業
利用あり

家計改善支援事業
利用なし

合計 2,862 14,850 100.00% 100.00%
医療機関受診開始 153 1,204 5.35% 8.11%
健康状態の改善 267 1,388 9.33% 9.35%
障害手帳取得 63 300 2.20% 2.02%
住まいの確保・安定 417 2,861 14.57% 19.27%
社会参加機会の増加 315 1,803 11.01% 12.14%
生活習慣の改善 249 1,329 8.70% 8.95%
対人関係・家族関係の改善 468 1,446 16.35% 9.74%
自立意欲の向上・改善 902 3,602 31.52% 24.26%
孤立の解消 482 1,848 16.84% 12.44%
精神の安定 876 2,613 30.61% 17.60%
その他 277 1,751 9.68% 11.79%
不明（変化なし） 115 767 4.02% 5.16%

102_4_プランを作成した人の状況_家計改善支援事業利用有無×変化の内容（経済的以外での変化）(令和2年度)
【実数】 【比率】
 家計改善支援事

業利用あり
家計改善支援事
業利用なし

家計改善支援事業
利用あり

家計改善支援事業
利用なし

合計 2,900 24,088 100.00% 100.00%
医療機関受診開始 72 743 2.48% 3.08%
健康状態の改善 145 840 5.00% 3.49%
障害手帳取得 31 160 1.07% 0.66%
住まいの確保・安定 407 5,892 14.03% 24.46%
社会参加機会の増加 126 788 4.34% 3.27%
生活習慣の改善 140 770 4.83% 3.20%
対人関係・家族関係の改善 281 809 9.69% 3.36%
自立意欲の向上・改善 696 3,725 24.00% 15.46%
孤立の解消 413 1,387 14.24% 5.76%
精神の安定 703 2,226 24.24% 9.24%
その他 266 1,628 9.17% 6.76%
不明（変化なし） 430 3,565 14.83% 14.80%不明（変化なし）

生活習慣の改善
対人関係・家族関係の改善
自立意欲の向上・改善
孤立の解消
精神の安定
その他

合計
医療機関受診開始
健康状態の改善
障害手帳取得
住まいの確保・安定
社会参加機会の増加

自立意欲の向上・改善
孤立の解消
精神の安定
その他
不明（変化なし）

 

健康状態の改善
障害手帳取得
住まいの確保・安定
社会参加機会の増加
生活習慣の改善
対人関係・家族関係の改善

精神の安定
その他
不明（変化なし）

 

合計
医療機関受診開始

合計
医療機関受診開始
健康状態の改善
障害手帳取得
住まいの確保・安定
社会参加機会の増加

 

住まいの確保・安定
社会参加機会の増加
生活習慣の改善
対人関係・家族関係の改善
自立意欲の向上・改善
孤立の解消

不明（変化なし）

 

合計
医療機関受診開始
健康状態の改善
障害手帳取得

生活習慣の改善
対人関係・家族関係の改善
自立意欲の向上・改善
孤立の解消
精神の安定
その他
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（1）プランを作成した人の状況

103_1_プランを作成した人の状況_就労準備支援事業利用有無×変化の内容（経済的変化）(平成30年度~令和2年度)
【実数】 【比率】

就労準備支援事
業利用あり

就労準備支援事
業利用なし

就労準備支援事
業利用あり

就労準備支援事
業利用なし

2,778 59,764 100.00% 100.00%

109 5,873 3.92% 9.83%

265 8,769 9.54% 14.67%

41 2,560 1.48% 4.28%

300 6,378 10.80% 10.67%

427 6,508 15.37% 10.89%

75 514 2.70% 0.86%

3 250 0.11% 0.42%

25 484 0.90% 0.81%

37 4,727 1.33% 7.91%

190 5,371 6.84% 8.99%

683 13,971 24.59% 23.38%

96 1,270 3.46% 2.13%

43 167 1.55% 0.28%

77 283 2.77% 0.47%

5 124 0.18% 0.21%

103_2_プランを作成した人の状況_就労準備支援事業利用有無×変化の内容（経済的変化）(平成30年度)
【実数】 【比率】

就労準備支援事
業利用あり

就労準備支援事
業利用なし

就労準備支援事
業利用あり

就労準備支援事
業利用なし

930 16,912 100.00% 100.00%

29 2,044 3.12% 12.09%

115 3,438 12.37% 20.33%

15 1,035 1.61% 6.12%

111 2,307 11.94% 13.64%

169 2,182 18.17% 12.90%

33 214 3.55% 1.27%

0 2 0.00% 0.01%

2 24 0.22% 0.14%

1 12 0.11% 0.07%

95 2,005 10.22% 11.86%

298 5,264 32.04% 31.13%

37 237 3.98% 1.40%

2 6 0.22% 0.04%

3 13 0.32% 0.08%

0 1 0.00% 0.01%

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始
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（1）プランを作成した人の状況

103_3_プランを作成した人の状況_就労準備支援事業利用有無×変化の内容（経済的変化）(令和元年度)
【実数】 【比率】

就労準備支援事
業利用あり

就労準備支援事
業利用なし

就労準備支援事
業利用あり

就労準備支援事
業利用なし

1,059 16,653 100.00% 100.00%

38 2,077 3.59% 12.47%

95 3,039 8.97% 18.25%

15 993 1.42% 5.96%

125 2,248 11.80% 13.50%

171 1,983 16.15% 11.91%

29 175 2.74% 1.05%

1 65 0.09% 0.39%

9 220 0.85% 1.32%

18 206 1.70% 1.24%

64 1,468 6.04% 8.82%

246 4,427 23.23% 26.58%

31 355 2.93% 2.13%

20 67 1.89% 0.40%

31 147 2.93% 0.88%

2 28 0.19% 0.17%

103_4_プランを作成した人の状況_就労準備支援事業利用有無×変化の内容（経済的変化）(令和2年度)
【実数】 【比率】

就労準備支援事
業利用あり

就労準備支援事
業利用なし

就労準備支援事
業利用あり

就労準備支援事
業利用なし

789 26,199 100.00% 100.00%

42 1,752 5.32% 6.69%

55 2,292 6.97% 8.75%

11 532 1.39% 2.03%

64 1,823 8.11% 6.96%

87 2,343 11.03% 8.94%

13 125 1.65% 0.48%

2 183 0.25% 0.70%

14 240 1.77% 0.92%

18 4,509 2.28% 17.21%

31 1,898 3.93% 7.24%

139 4,280 17.62% 16.34%

28 678 3.55% 2.59%

21 94 2.66% 0.36%

43 123 5.45% 0.47%

3 95 0.38% 0.36%

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

生活保護適用

家計の改善

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

合計

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）
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（1）プランを作成した人の状況

104_1_プランを作成した人の状況_就労準備支援事業利用有無×変化の内容（経済的以外での変化）(平成30年度~令和2年度)
【実数】 【比率】
 就労準備支援事

業利用あり
就労準備支援事
業利用なし

就労準備支援事業
利用あり

就労準備支援事業
利用なし

合計 2,778 59,764 100.00% 100.00%
医療機関受診開始 211 3,502 7.60% 5.86%
健康状態の改善 246 4,266 8.86% 7.14%
障害手帳取得 152 791 5.47% 1.32%
住まいの確保・安定 135 12,594 4.86% 21.07%
社会参加機会の増加 978 4,731 35.21% 7.92%
生活習慣の改善 598 3,530 21.53% 5.91%
対人関係・家族関係の改善 603 4,525 21.71% 7.57%
自立意欲の向上・改善 1,202 12,503 43.27% 20.92%
孤立の解消 633 5,874 22.79% 9.83%
精神の安定 579 9,258 20.84% 15.49%
その他 241 5,563 8.68% 9.31%
不明（変化なし） 122 4,851 4.39% 8.12%

104_2_プランを作成した人の状況_就労準備支援事業利用有無×変化の内容（経済的以外での変化）(平成30年度)
【実数】 【比率】
 就労準備支援事

業利用あり
就労準備支援事
業利用なし

就労準備支援事業
利用あり

就労準備支援事業
利用なし

合計 930 16,912 100.00% 100.00%
医療機関受診開始 87 1,454 9.35% 8.60%
健康状態の改善 91 1,781 9.78% 10.53%
障害手帳取得 53 336 5.70% 1.99%
住まいの確保・安定 45 3,107 4.84% 18.37%
社会参加機会の増加 397 2,280 42.69% 13.48%
生活習慣の改善 216 1,424 23.23% 8.42%
対人関係・家族関係の改善 242 1,882 26.02% 11.13%
自立意欲の向上・改善 450 4,330 48.39% 25.60%
孤立の解消 230 2,147 24.73% 12.70%
精神の安定 204 3,215 21.94% 19.01%
その他 67 1,815 7.20% 10.73%
不明（変化なし） 1 95 0.11% 0.56%

104_3_プランを作成した人の状況_就労準備支援事業利用有無×変化の内容（経済的以外での変化）(令和元年度)
【実数】 【比率】
 就労準備支援事

業利用あり
就労準備支援事
業利用なし

就労準備支援事業
利用あり

就労準備支援事業
利用なし

合計 1,059 16,653 100.00% 100.00%
医療機関受診開始 66 1,291 6.23% 7.75%
健康状態の改善 87 1,568 8.22% 9.42%
障害手帳取得 59 304 5.57% 1.83%
住まいの確保・安定 56 3,222 5.29% 19.35%
社会参加機会の増加 383 1,735 36.17% 10.42%
生活習慣の改善 248 1,330 23.42% 7.99%
対人関係・家族関係の改善 231 1,683 21.81% 10.11%
自立意欲の向上・改善 462 4,042 43.63% 24.27%
孤立の解消 241 2,089 22.76% 12.54%
精神の安定 217 3,272 20.49% 19.65%
その他 94 1,934 8.88% 11.61%
不明（変化なし） 46 836 4.34% 5.02%

104_4_プランを作成した人の状況_就労準備支援事業利用有無×変化の内容（経済的以外での変化）(令和2年度)
【実数】 【比率】
 就労準備支援事

業利用あり
就労準備支援事
業利用なし

就労準備支援事業
利用あり

就労準備支援事業
利用なし

合計 789 26,199 100.00% 100.00%
医療機関受診開始 58 757 7.35% 2.89%
健康状態の改善 68 917 8.62% 3.50%
障害手帳取得 40 151 5.07% 0.58%
住まいの確保・安定 34 6,265 4.31% 23.91%
社会参加機会の増加 198 716 25.10% 2.73%
生活習慣の改善 134 776 16.98% 2.96%
対人関係・家族関係の改善 130 960 16.48% 3.66%
自立意欲の向上・改善 290 4,131 36.76% 15.77%
孤立の解消 162 1,638 20.53% 6.25%
精神の安定 158 2,771 20.03% 10.58%
その他 80 1,814 10.14% 6.92%
不明（変化なし） 75 3,920 9.51% 14.96%

精神の安定
その他
不明（変化なし）

健康状態の改善
障害手帳取得
住まいの確保・安定
社会参加機会の増加
生活習慣の改善
対人関係・家族関係の改善

 

合計
医療機関受診開始

住まいの確保・安定
社会参加機会の増加
生活習慣の改善
対人関係・家族関係の改善
自立意欲の向上・改善
孤立の解消

不明（変化なし）

 

合計
医療機関受診開始
健康状態の改善
障害手帳取得

自立意欲の向上・改善
孤立の解消

健康状態の改善
障害手帳取得
住まいの確保・安定
社会参加機会の増加
生活習慣の改善
対人関係・家族関係の改善

 

合計
医療機関受診開始

生活習慣の改善
対人関係・家族関係の改善
自立意欲の向上・改善
孤立の解消
精神の安定
その他

合計
医療機関受診開始
健康状態の改善
障害手帳取得
住まいの確保・安定
社会参加機会の増加

自立意欲の向上・改善
孤立の解消
精神の安定
その他
不明（変化なし）

 

精神の安定
その他
不明（変化なし）
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（1）プランを作成した人の状況

105_1_プランを作成した人の状況_認定就労訓練事業利用有無×変化の内容（経済的変化）(平成30年度~令和2年度)
【実数】 【比率】

認定就労訓練事
業利用あり

認定就労訓練事
業利用なし

認定就労訓練事
業利用あり

認定就労訓練事
業利用なし
：全期間

374 62,168 100.00% 100.00%

11 5,971 2.94% 9.60%

25 9,009 6.68% 14.49%

4 2,597 1.07% 4.18%

61 6,617 16.31% 10.64%

44 6,891 11.76% 11.08%

29 560 7.75% 0.90%

0 253 0.00% 0.41%

4 505 1.07% 0.81%

14 4,750 3.74% 7.64%

45 5,516 12.03% 8.87%

83 14,571 22.19% 23.44%

60 1,306 16.04% 2.10%

29 181 7.75% 0.29%

5 355 1.34% 0.57%

4 125 1.07% 0.20%

105_2_プランを作成した人の状況_認定就労訓練事業利用有無×変化の内容（経済的変化）(平成30年度)
【実数】 【比率】

認定就労訓練事
業利用あり

認定就労訓練事
業利用なし

認定就労訓練事
業利用あり

認定就労訓練事
業利用なし

164 17,678 100.00% 100.00%

6 2,067 3.66% 11.69%

15 3,538 9.15% 20.01%

1 1,049 0.61% 5.93%

28 2,390 17.07% 13.52%

24 2,327 14.63% 13.16%

12 235 7.32% 1.33%

0 2 0.00% 0.01%

0 26 0.00% 0.15%

0 13 0.00% 0.07%

19 2,081 11.59% 11.77%

49 5,513 29.88% 31.19%

31 243 18.90% 1.37%

4 4 2.44% 0.02%

0 16 0.00% 0.09%

0 1 0.00% 0.01%

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

合計

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

その他収入増加（一般就労以外）
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（1）プランを作成した人の状況

105_3_プランを作成した人の状況_認定就労訓練事業利用有無×変化の内容（経済的変化）(令和元年度)
【実数】 【比率】

認定就労訓練事
業利用あり

認定就労訓練事
業利用なし

認定就労訓練事
業利用あり

認定就労訓練事
業利用なし

138 17,574 100.00% 100.00%

3 2,112 2.17% 12.02%

9 3,125 6.52% 17.78%

3 1,005 2.17% 5.72%

23 2,350 16.67% 13.37%

13 2,141 9.42% 12.18%

14 190 10.14% 1.08%

0 66 0.00% 0.38%

2 227 1.45% 1.29%

7 217 5.07% 1.23%

23 1,509 16.67% 8.59%

25 4,648 18.12% 26.45%

27 359 19.57% 2.04%

13 74 9.42% 0.42%

1 177 0.72% 1.01%

3 27 2.17% 0.15%

105_4_プランを作成した人の状況_認定就労訓練事業利用有無×変化の内容（経済的変化）(令和2年度)
【実数】 【比率】

認定就労訓練事
業利用あり

認定就労訓練事
業利用なし

認定就労訓練事
業利用あり

認定就労訓練事
業利用なし

72 26,916 100.00% 100.00%

2 1,792 2.78% 6.66%

1 2,346 1.39% 8.72%

0 543 0.00% 2.02%

10 1,877 13.89% 6.97%

7 2,423 9.72% 9.00%

3 135 4.17% 0.50%

0 185 0.00% 0.69%

2 252 2.78% 0.94%

7 4,520 9.72% 16.79%

3 1,926 4.17% 7.16%

9 4,410 12.50% 16.38%

2 704 2.78% 2.62%

12 103 16.67% 0.38%

4 162 5.56% 0.60%

1 97 1.39% 0.36%

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

合計

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

家計の改善

債務の整理債務の整理

生活保護適用

家計の改善

合計

生活保護適用

職場定着

就職活動開始

職業訓練の開始、就学

保険関係収入の増加

年金関係収入の増加

その他収入増加（一般就労以外）

就労収入増加（一般就労において、転職・勤務時間の増
加等により増収した場合）

一般就労開始
（目的が継続的な就労（障害者雇用含む））

一般就労開始（目的が時限的）

雇用契約を伴う支援付き就労
（就労訓練事業、就労継続A型等）

障害者サービス活用
（就労継続B型、就労移行支援等）

自営業等雇用外の就労開始

合計
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（1）プランを作成した人の状況

106_1_プランを作成した人の状況_認定就労訓練事業利用有無×変化の内容（経済的以外での変化）(平成30年度~令和2年度)
【実数】 【比率】
 認定就労訓練事

業利用あり
認定就労訓練事
業利用なし

認定就労訓練事業
利用あり

認定就労訓練事業
利用なし

合計 374 62,168 100.00% 100.00%
医療機関受診開始 10 3,703 2.67% 5.96%
健康状態の改善 25 4,487 6.68% 7.22%
障害手帳取得 13 930 3.48% 1.50%
住まいの確保・安定 13 12,716 3.48% 20.45%
社会参加機会の増加 107 5,602 28.61% 9.01%
生活習慣の改善 74 4,054 19.79% 6.52%
対人関係・家族関係の改善 77 5,051 20.59% 8.12%
自立意欲の向上・改善 153 13,552 40.91% 21.80%
孤立の解消 73 6,434 19.52% 10.35%
精神の安定 70 9,767 18.72% 15.71%
その他 24 5,780 6.42% 9.30%
不明（変化なし） 13 4,960 3.48% 7.98%

106_2_プランを作成した人の状況_認定就労訓練事業利用有無×変化の内容（経済的以外での変化）(平成30年度)
【実数】 【比率】
 認定就労訓練事

業利用あり
認定就労訓練事
業利用なし

認定就労訓練事業
利用あり

認定就労訓練事業
利用なし

合計 164 17,678 100.00% 100.00%
医療機関受診開始 3 1,538 1.83% 8.70%
健康状態の改善 13 1,859 7.93% 10.52%
障害手帳取得 7 382 4.27% 2.16%
住まいの確保・安定 5 3,147 3.05% 17.80%
社会参加機会の増加 50 2,627 30.49% 14.86%
生活習慣の改善 29 1,611 17.68% 9.11%
対人関係・家族関係の改善 36 2,088 21.95% 11.81%
自立意欲の向上・改善 62 4,718 37.80% 26.69%
孤立の解消 29 2,348 17.68% 13.28%
精神の安定 26 3,393 15.85% 19.19%
その他 14 1,868 8.54% 10.57%
不明（変化なし） 0 96 0.00% 0.54%

106_3_プランを作成した人の状況_認定就労訓練事業利用有無×変化の内容（経済的以外での変化）(令和元年度)
【実数】 【比率】
 認定就労訓練事

業利用あり
認定就労訓練事
業利用なし

認定就労訓練事業
利用あり

認定就労訓練事業
利用なし

合計 138 17,574 100.00% 100.00%
医療機関受診開始 5 1,352 3.62% 7.69%
健康状態の改善 9 1,646 6.52% 9.37%
障害手帳取得 0 363 0.00% 2.07%
住まいの確保・安定 4 3,274 2.90% 18.63%
社会参加機会の増加 44 2,074 31.88% 11.80%
生活習慣の改善 29 1,549 21.01% 8.81%
対人関係・家族関係の改善 31 1,883 22.46% 10.71%
自立意欲の向上・改善 65 4,439 47.10% 25.26%
孤立の解消 33 2,297 23.91% 13.07%
精神の安定 33 3,456 23.91% 19.67%
その他 7 2,021 5.07% 11.50%
不明（変化なし） 3 879 2.17% 5.00%

106_4_プランを作成した人の状況_認定就労訓練事業利用有無×変化の内容（経済的以外での変化）(令和2年度)
【実数】 【比率】
 認定就労訓練事

業利用あり
認定就労訓練事
業利用なし

認定就労訓練事業
利用あり

認定就労訓練事業
利用なし

合計 72 26,916 100.00% 100.00%
医療機関受診開始 2 813 2.78% 3.02%
健康状態の改善 3 982 4.17% 3.65%
障害手帳取得 6 185 8.33% 0.69%
住まいの確保・安定 4 6,295 5.56% 23.39%
社会参加機会の増加 13 901 18.06% 3.35%
生活習慣の改善 16 894 22.22% 3.32%
対人関係・家族関係の改善 10 1,080 13.89% 4.01%
自立意欲の向上・改善 26 4,395 36.11% 16.33%
孤立の解消 11 1,789 15.28% 6.65%
精神の安定 11 2,918 15.28% 10.84%
その他 3 1,891 4.17% 7.03%
不明（変化なし） 10 3,985 13.89% 14.81%

精神の安定
その他
不明（変化なし）

住まいの確保・安定
社会参加機会の増加
生活習慣の改善
対人関係・家族関係の改善
自立意欲の向上・改善
孤立の解消

不明（変化なし）

 

合計
医療機関受診開始
健康状態の改善
障害手帳取得

生活習慣の改善
対人関係・家族関係の改善
自立意欲の向上・改善
孤立の解消
精神の安定
その他

合計
医療機関受診開始
健康状態の改善
障害手帳取得
住まいの確保・安定
社会参加機会の増加

孤立の解消
精神の安定
その他
不明（変化なし）

 

健康状態の改善
障害手帳取得
住まいの確保・安定
社会参加機会の増加
生活習慣の改善
対人関係・家族関係の改善

精神の安定
その他
不明（変化なし）

 

合計
医療機関受診開始

生活習慣の改善
対人関係・家族関係の改善
自立意欲の向上・改善
孤立の解消

 

合計
医療機関受診開始
健康状態の改善
障害手帳取得

自立意欲の向上・改善

住まいの確保・安定
社会参加機会の増加
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024_相談のみの人の状況_住居
025_相談のみの人の状況_最終学歴
026_相談のみの人の状況_相談内容

021_相談のみの人の状況_債務有無
022_相談のみの人の状況_滞納有無
023_相談のみの人の状況_公的給付の受給状況

027_相談のみの人の状況_最も困っている相談内容
028_相談のみの人の状況_特性

012_相談のみの人の状況_男女年齢別_健康状態（平成30年度~令和2年度）
013_相談のみの人の状況_健康保険の加入状況
014_相談のみの人の状況_障害手帳有無

009_相談のみの人の状況_男女年齢別_子どもの有無（平成30年度~令和2年度）
010_相談のみの人の状況_男女年齢別_世帯構成等（平成30年度~令和2年度）
011_相談のみの人の状況_健康状態

018_相談のみの人の状況_男女年齢別_就労状況×健康状態（平成30年度~令和2年度）
019_相談のみの人の状況_直近の離職後の期間
020_相談のみの人の状況_課税状況

015_相談のみの人の状況_障害手帳の種類
016_相談のみの人の状況_自立支援医療の利用の有無
017_相談のみの人の状況_就労状況

001_相談のみの人の状況_性別

006_相談のみの人の状況_婚姻状況
007_相談のみの人の状況_男女年齢別_婚姻状況（平成30年度~令和2年度）

（2）相談のみの人の状況

集計一覧

008_相談のみの人の状況_子どもの有無

002_相談のみの人の状況_年齢

004_相談のみの人の状況_同居者有無
005_相談のみの人の状況_男女年齢別_同居者有無（平成30年度~令和2年度）

003_相談のみの人の状況_年齢階層別の男女比
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（2）相談のみの人の状況

001_相談のみの人の状況_性別
【実数】
 合計 男性 女性 不明
全年度 113,362 63,706 48,393 1,263
平成30年度 24,725 12,823 11,295 607
令和元年度 26,354 13,750 12,186 418
令和2年度 62,136 37,056 24,842 238

【比率】
合計 男性 女性 不明

全年度 100.00% 56.20% 42.69% 1.11%
平成30年度 100.00% 51.86% 45.68% 2.46%
令和元年度 100.00% 52.17% 46.24% 1.59%
令和2年度 100.00% 59.64% 39.98% 0.38%

002_相談のみの人の状況_年齢
【実数】
 合計 ～10代 20代 30代 40代 50代 60～64歳 65歳～ 不明 平均
全年度 113,362 1,116 11,127 14,743 18,785 18,564 7,201 21,720 20,106 50.39
平成30年度 24,725 310 1,970 2,836 3,992 4,008 1,664 6,069 3,876 52.89
令和元年度 26,354 401 2,211 2,916 4,121 4,192 1,730 6,455 4,328 52.78
令和2年度 62,136 404 6,929 8,968 10,646 10,341 3,803 9,168 11,877 48.30

【比率】
合計 ～10代 20代 30代 40代 50代 60～64歳 65歳～ 不明

全年度 100.00% 0.98% 9.82% 13.01% 16.57% 16.38% 6.35% 19.16% 17.74%
平成30年度 100.00% 1.25% 7.97% 11.47% 16.15% 16.21% 6.73% 24.55% 15.68%
令和元年度 100.00% 1.52% 8.39% 11.06% 15.64% 15.91% 6.56% 24.49% 16.42%
令和2年度 100.00% 0.65% 11.15% 14.43% 17.13% 16.64% 6.12% 14.75% 19.11%

003_1_相談のみの人の状況_年齢階層別の男女比（平成30年度～令和2年度）
【実数】 【比率】

合計 男性 女性 不明 合計 男性 女性 不明
合計 113,362 63,706 48,393 1,263 100.00% 56.20% 42.69% 1.11%
65歳～ 22,405 11,667 9,900 838 100.00% 52.07% 44.19% 3.74%
60～64歳 7,332 4,708 2,471 153 100.00% 64.21% 33.70% 2.09%
50代 18,507 11,361 7,124 22 100.00% 61.39% 38.49% 0.12%
40代 18,796 10,641 8,076 79 100.00% 56.61% 42.97% 0.42%
30代 14,758 8,365 6,325 68 100.00% 56.68% 42.86% 0.46%
～20代 12,288 6,594 5,599 95 100.00% 53.66% 45.56% 0.77%
不明 19,276 10,370 8,898 8 100.00% 53.80% 46.16% 0.04%

003_2_相談のみの人の状況_年齢階層別の男女比（平成30年度）
【実数】 【比率】

合計 男性 女性 不明 合計 男性 女性 不明
合計 24,725 12,823 11,295 607 100.00% 51.86% 45.68% 2.46%
65歳～ 6,069 3032 2939 98 100.00% 49.96% 48.43% 1.61%
60～64歳 1,664 1052 601 11 100.00% 63.22% 36.12% 0.66%
50代 4,008 2314 1656 38 100.00% 57.73% 41.32% 0.95%
40代 3,992 2110 1846 36 100.00% 52.86% 46.24% 0.90%
30代 2,836 1437 1378 21 100.00% 50.67% 48.59% 0.74%
～20代 2,280 1124 1139 17 100.00% 49.30% 49.96% 0.75%
不明 3,876 1754 1736 386 100.00% 45.25% 44.79% 9.96%

003_3_相談のみの人の状況_年齢階層別の男女比（令和元年度）
【実数】 【比率】

合計 男性 女性 不明 合計 男性 女性 不明
合計 26,354 13,750 12,186 418 100.00% 52.17% 46.24% 1.59%
65歳～ 6,455 3228 3183 44 100.00% 50.01% 49.31% 0.68%
60～64歳 1,730 1075 647 8 100.00% 62.14% 37.40% 0.46%
50代 4,192 2492 1671 29 100.00% 59.45% 39.86% 0.69%
40代 4,121 2132 1967 22 100.00% 51.74% 47.73% 0.53%
30代 2,916 1494 1404 18 100.00% 51.23% 48.15% 0.62%
～20代 2,612 1318 1278 16 100.00% 50.46% 48.93% 0.61%
不明 4,328 2011 2036 281 100.00% 46.46% 47.04% 6.49%

003_4_相談のみの人の状況_年齢階層別の男女比（令和2年度）
【実数】 【比率】

合計 男性 女性 不明 合計 男性 女性 不明
合計 62,136 37,056 24,842 238 100.00% 59.64% 39.98% 0.38%
65歳～ 9,168 5389 3768 11 100.00% 58.78% 41.10% 0.12%
60～64歳 3,803 2579 1221 3 100.00% 67.81% 32.11% 0.08%
50代 10,341 6543 3786 12 100.00% 63.27% 36.61% 0.12%
40代 10,646 6383 4253 10 100.00% 59.96% 39.95% 0.09%
30代 8,968 5422 3532 14 100.00% 60.46% 39.38% 0.16%
～20代 7,333 4145 3171 17 100.00% 56.53% 43.24% 0.23%
不明 11,877 6595 5111 171 100.00% 55.53% 43.03% 1.44%

40代
30代
～20代
不明

合計
65歳～
60～64歳
50代

40代
30代
～20代
不明

合計
65歳～
60～64歳
50代

40代
30代
～20代
不明

合計
65歳～
60～64歳
50代

40代
30代
～20代
不明

合計
65歳～
60～64歳
50代
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（2）相談のみの人の状況

004_相談のみの人の状況_同居者有無
【実数】
 合計 無 有 不明
全年度 113,362 25,035 38,122 50,205
平成30年度 24,725 5,610 9,603 9,512
令和元年度 26,354 6,233 10,304 9,817
令和2年度 62,136 13,150 18,160 30,826

【比率】
合計 無 有 不明

全年度 100.00% 22.08% 33.63% 44.29%
平成30年度 100.00% 22.69% 38.84% 38.47%
令和元年度 100.00% 23.65% 39.10% 37.25%
令和2年度 100.00% 21.16% 29.23% 49.61%

005_相談のみの人の状況_男女年齢別_同居者有無（平成30年度~令和2年度）
【実数】
 合計 有 無 不明
男性～60代以上 16,375 5,309 4,709 6,357
男性～50代 11,361 3,690 3,237 4,434
男性～40代 10,641 3,722 2,793 4,126
男性～30代 8,365 2,873 2,269 3,223
男性～20代 6,594 1,985 1,986 2,623
女性～60代以上 12,371 4,685 3,287 4,399
女性～50代 7,124 3,194 1,376 2,554
女性～40代 8,076 4,102 1,130 2,844
女性～30代 6,325 3,048 952 2,325
女性～20代 5,599 2,180 1,243 2,176

【比率】
合計 有 無 不明

男性～60代以上 100.00% 32.42% 28.76% 38.82%
男性～50代 100.00% 32.48% 28.49% 39.03%
男性～40代 100.00% 34.98% 26.25% 38.77%
男性～30代 100.00% 34.35% 27.12% 38.53%
男性～20代 100.00% 30.10% 30.12% 39.78%
女性～60代以上 100.00% 37.87% 26.57% 35.56%
女性～50代 100.00% 44.83% 19.31% 35.85%
女性～40代 100.00% 50.79% 13.99% 35.22%
女性～30代 100.00% 48.19% 15.05% 36.76%
女性～20代 100.00% 38.94% 22.20% 38.86%

006_相談のみの人の状況_婚姻状況
【実数】
 合計 未婚 既婚 離別 死別 その他 不明
全年度 113,362 14,873 16,328 9,759 3,392 674 68,336
平成30年度 24,725 4,015 4,135 2,761 1,075 214 12,525
令和元年度 26,354 4,636 4,303 2,780 1,200 178 13,257
令和2年度 62,136 6,196 7,864 4,204 1,112 281 42,479

【比率】
合計 未婚 既婚 離別 死別 その他 不明

全年度 100.00% 13.12% 14.40% 8.61% 2.99% 0.59% 60.28%
平成30年度 100.00% 16.24% 16.72% 11.17% 4.35% 0.87% 50.66%
令和元年度 100.00% 17.59% 16.33% 10.55% 4.55% 0.68% 50.30%
令和2年度 100.00% 9.97% 12.66% 6.77% 1.79% 0.45% 68.36%

007_相談のみの人の状況_男女年齢別_婚姻状況（平成30年度~令和2年度）
【実数】
 合計 未婚 既婚 離別 死別 その他 不明
男性～60代以上 16,375 1,383 3,576 1,575 691 93 9,057
男性～50代 11,361 1,881 1,659 1,001 61 67 6,692
男性～40代 10,641 2,120 1,617 699 21 51 6,133
男性～30代 8,365 2,035 1,313 348 8 34 4,627
男性～20代 6,594 2,124 572 108 1 18 3,771
女性～60代以上 12,371 509 1,971 1,400 2,120 77 6,294
女性～50代 7,124 575 1,255 1,288 168 68 3,770
女性～40代 8,076 833 1,350 1,517 85 88 4,203
女性～30代 6,325 999 1,071 907 22 71 3,255
女性～20代 5,599 1,674 538 382 1 45 2,959

【比率】
合計 未婚 既婚 離別 死別 その他 不明

男性～60代以上 100.00% 8.45% 21.84% 9.62% 4.22% 0.57% 55.31%
男性～50代 100.00% 16.56% 14.60% 8.81% 0.54% 0.59% 58.90%
男性～40代 100.00% 19.92% 15.20% 6.57% 0.20% 0.48% 57.64%
男性～30代 100.00% 24.33% 15.70% 4.16% 0.10% 0.41% 55.31%
男性～20代 100.00% 32.21% 8.67% 1.64% 0.02% 0.27% 57.19%
女性～60代以上 100.00% 4.11% 15.93% 11.32% 17.14% 0.62% 50.88%
女性～50代 100.00% 8.07% 17.62% 18.08% 2.36% 0.95% 52.92%
女性～40代 100.00% 10.31% 16.72% 18.78% 1.05% 1.09% 52.04%
女性～30代 100.00% 15.79% 16.93% 14.34% 0.35% 1.12% 51.46%
女性～20代 100.00% 29.90% 9.61% 6.82% 0.02% 0.80% 52.85%
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（2）相談のみの人の状況

008_相談のみの人の状況_子どもの有無
【実数】
 合計 子ども無 子ども有

（扶養有）
子ども有
（扶養無）

不明

全年度 113,362 18,625 10,128 13,620 70,989
平成30年度 24,725 4,931 2,063 4,471 13,260
令和元年度 26,354 5,569 2,087 4,326 14,372
令和2年度 62,136 8,101 5,964 4,804 43,267

【比率】
 合計 子ども無 子ども有

（扶養有）
子ども有
（扶養無）

不明

全年度 100.00% 16.43% 8.93% 12.01% 62.62%
平成30年度 100.00% 19.94% 8.34% 18.08% 53.63%
令和元年度 100.00% 21.13% 7.92% 16.41% 54.53%
令和2年度 100.00% 13.04% 9.60% 7.73% 69.63%

009_相談のみの人の状況_男女年齢別_子どもの有無（平成30年度~令和2年度）
【実数】
 合計 子ども無 子ども有

（扶養有）
子ども有
（扶養無）

不明

男性～60代以上 16,375 2,666 878 2,999 9,832
男性～50代 11,361 2,371 840 1,092 7,058
男性～40代 10,641 2,349 1,050 761 6,481
男性～30代 8,365 2,060 874 439 4,992
男性～20代 6,594 1,889 337 210 4,158
女性～60代以上 12,371 1,701 752 3,432 6,486
女性～50代 7,124 1,039 867 1,388 3,830
女性～40代 8,076 1,104 1,744 1,179 4,049
女性～30代 6,325 1,012 1,393 694 3,226
女性～20代 5,599 1,446 663 323 3,167

【比率】
 合計 子ども無 子ども有

（扶養有）
子ども有
（扶養無）

不明

男性～60代以上 100.00% 16.28% 5.36% 18.31% 60.04%
男性～50代 100.00% 20.87% 7.39% 9.61% 62.12%
男性～40代 100.00% 22.07% 9.87% 7.15% 60.91%
男性～30代 100.00% 24.63% 10.45% 5.25% 59.68%
男性～20代 100.00% 28.65% 5.11% 3.18% 63.06%
女性～60代以上 100.00% 13.75% 6.08% 27.74% 52.43%
女性～50代 100.00% 14.58% 12.17% 19.48% 53.76%
女性～40代 100.00% 13.67% 21.59% 14.60% 50.14%
女性～30代 100.00% 16.00% 22.02% 10.97% 51.00%
女性～20代 100.00% 25.83% 11.84% 5.77% 56.56%

010_相談のみの人の状況_男女年齢別_世帯構成等（平成30年度~令和2年度）
【実数】
 合計 既婚

・同居有
・子ども有

未婚
・死別
・離別
・同居有
・子ども有

未婚
・死別
・離別
・同居有
・子ども無

未婚
・死別
・離別
・同居無
・子ども有

未婚
・死別
・離別
・同居無
・子ども無

その他

男性～60代以上 16,375 1,941 424 376 909 1,243 11,482
男性～50代 11,361 989 270 699 358 1,081 7,964
男性～40代 10,641 1,052 221 850 260 982 7,276
男性～30代 8,365 909 121 719 121 935 5,560
男性～20代 6,594 368 58 750 47 901 4,470
女性～60代以上 12,371 1,098 1,244 360 1,020 745 7,904
女性～50代 7,124 760 762 324 281 344 4,653
女性～40代 8,076 1,002 1,172 420 145 376 4,961
女性～30代 6,325 812 845 382 38 389 3,859
女性～20代 5,599 386 415 636 20 610 3,532

【比率】
 合計 既婚

・同居有
・子ども有

未婚
・死別
・離別
・同居有
・子ども有

未婚
・死別
・離別
・同居有
・子ども無

未婚
・死別
・離別
・同居無
・子ども有

未婚
・死別
・離別
・同居無
・子ども無

その他

男性～60代以上 100.00% 11.85% 2.59% 2.30% 5.55% 7.59% 70.12%
男性～50代 100.00% 8.71% 2.38% 6.15% 3.15% 9.52% 70.10%
男性～40代 100.00% 9.89% 2.08% 7.99% 2.44% 9.23% 68.38%
男性～30代 100.00% 10.87% 1.45% 8.60% 1.45% 11.18% 66.47%
男性～20代 100.00% 5.58% 0.88% 11.37% 0.71% 13.66% 67.79%
女性～60代以上 100.00% 8.88% 10.06% 2.91% 8.25% 6.02% 63.89%
女性～50代 100.00% 10.67% 10.70% 4.55% 3.94% 4.83% 65.31%
女性～40代 100.00% 12.41% 14.51% 5.20% 1.80% 4.66% 61.43%
女性～30代 100.00% 12.84% 13.36% 6.04% 0.60% 6.15% 61.01%
女性～20代 100.00% 6.89% 7.41% 11.36% 0.36% 10.89% 63.08%
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（2）相談のみの人の状況

011_相談のみの人の状況_健康状態
【実数】
 合計 通院していない/

健康状態良い
通院している 通院していない/

健康状態悪い
不明

全年度 113,362 18,874 19,996 4,449 70,043
平成30年度 24,725 4,765 6,394 1,450 12,116
令和元年度 26,354 4,983 6,718 1,457 13,196
令和2年度 62,136 9,104 6,852 1,536 44,644

【比率】
 合計 通院していない/

健康状態良い
通院している 通院していない/

健康状態悪い
不明

全年度 100.00% 16.65% 17.64% 3.92% 61.79%
平成30年度 100.00% 19.27% 25.86% 5.86% 49.00%
令和元年度 100.00% 18.91% 25.49% 5.53% 50.07%
令和2年度 100.00% 14.65% 11.03% 2.47% 71.85%

012_相談のみの人の状況_男女年齢別_健康状態（平成30年度~令和2年度）
【実数】

合計 通院していない/
健康状態良い

通院している 通院していない/
健康状態悪い

不明

男性～60代以上 16,375 2,465 4,259 737 8,914
男性～50代 11,361 1,979 2,364 667 6,351
男性～40代 10,641 2,234 1,752 562 6,093
男性～30代 8,365 2,098 1,013 375 4,879
男性～20代 6,594 1,812 578 239 3,965
女性～60代以上 12,371 1,873 3,559 463 6,476
女性～50代 7,124 1,215 1,671 354 3,884
女性～40代 8,076 1,681 1,680 341 4,374
女性～30代 6,325 1,437 1,025 272 3,591
女性～20代 5,599 1,337 796 197 3,269

【比率】
合計 通院していない/

健康状態良い
通院している 通院していない/

健康状態悪い
不明

男性～60代以上 100.00% 15.05% 26.01% 4.50% 54.44%
男性～50代 100.00% 17.42% 20.81% 5.87% 55.90%
男性～40代 100.00% 20.99% 16.46% 5.28% 57.26%
男性～30代 100.00% 25.08% 12.11% 4.48% 58.33%
男性～20代 100.00% 27.48% 8.77% 3.62% 60.13%
女性～60代以上 100.00% 15.14% 28.77% 3.74% 52.35%
女性～50代 100.00% 17.06% 23.46% 4.97% 54.52%
女性～40代 100.00% 20.81% 20.80% 4.22% 54.16%
女性～30代 100.00% 22.72% 16.21% 4.30% 56.77%
女性～20代 100.00% 23.88% 14.22% 3.52% 58.39%

013_相談のみの人の状況_健康保険の加入状況
【実数】
 合計 国民健康保険に

加入
健康保険
(国保以外)

加入していない 不明

全年度 113,362 19,927 7,919 1,853 83,663
平成30年度 24,725 5,925 2,303 565 15,932
令和元年度 26,354 6,111 2,349 588 17,306
令和2年度 62,136 7,856 3,257 695 50,328

【比率】
 合計 国民健康保険に

加入
健康保険
(国保以外)

加入していない 不明

全年度 100.00% 17.58% 6.99% 1.63% 73.80%
平成30年度 100.00% 23.96% 9.31% 2.29% 64.44%
令和元年度 100.00% 23.19% 8.91% 2.23% 65.67%
令和2年度 100.00% 12.64% 5.24% 1.12% 81.00%

014_相談のみの人の状況_障害手帳有無
【実数】
 合計 有 無 不明
全年度 113,362 5,603 22,967 84,792
平成30年度 24,725 1,885 6,530 16,310
令和元年度 26,354 2,032 6,558 17,764
令和2年度 62,136 1,677 9,846 50,613

【比率】
合計 有 無 不明

全年度 100.00% 4.94% 20.26% 74.80%
平成30年度 100.00% 7.62% 26.41% 65.97%
令和元年度 100.00% 7.71% 24.88% 67.41%
令和2年度 100.00% 2.70% 15.85% 81.46%
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015_相談のみの人の状況_障害手帳の種類
【実数】
 合計 身体 知的 精神 不明
全期間 5,603 1,946 570 2,798 474
平成30年度 1,885 699 167 920 164
令和元年度 2,032 661 220 1,045 173
令和2年度 1,677 584 180 830 136

【比率】
合計 身体 知的 精神 不明

全年度 100.00% 34.73% 10.17% 49.94% 8.46%
平成30年度 100.00% 37.08% 8.86% 48.81% 8.70%
令和元年度 100.00% 32.53% 10.83% 51.43% 8.51%
令和2年度 100.00% 34.82% 10.73% 49.49% 8.11%

016_相談のみの人の状況_自立支援医療の利用の有無
【実数】
 合計 無 有 不明
全年度 113,362 13,529 2,836 96,521
平成30年度 24,725 3,536 931 20,096
令和元年度 26,354 3,551 1,055 21,579
令和2年度 62,136 6,425 847 54,720

【比率】
合計 無 有 不明

全年度 100.00% 11.93% 2.50% 85.14%
平成30年度 100.00% 14.30% 3.77% 81.28%
令和元年度 100.00% 13.47% 4.00% 81.88%
令和2年度 100.00% 10.34% 1.36% 88.06%

017_相談のみの人の状況_就労状況
【実数】
 合計 就労している 今後、就労予定

(就労先決定済み)
仕事を探したい
／探している
(現在無職)

就労している
が、転職先を探
したい／探して
いる

仕事をしていな
い
(仕事は探してい
ない)

不明

全年度 113,362 25,320 1,332 14,492 2,951 12,460 56,807
平成30年度 24,725 4,661 418 3,468 709 4,303 11,166
令和元年度 26,354 4,824 388 3,992 839 4,468 11,843
令和2年度 62,136 15,804 523 7,005 1,399 3,674 33,731

【比率】
 合計 就労している 今後、就労予定

(就労先決定済み)
仕事を探したい
／探している
(現在無職)

就労している
が、転職先を探
したい／探して
いる

仕事をしていな
い
(仕事は探してい
ない)

不明

全年度 100.00% 22.34% 1.17% 12.78% 2.60% 10.99% 50.11%
平成30年度 100.00% 18.85% 1.69% 14.03% 2.87% 17.40% 45.16%
令和元年度 100.00% 18.30% 1.47% 15.15% 3.18% 16.95% 44.94%
令和2年度 100.00% 25.43% 0.84% 11.27% 2.25% 5.91% 54.29%

018_相談のみの人の状況_男女年齢別_就労状況×健康状態（平成30年度~令和2年度）
【実数】
 合計 就労中（就労し

ている・就労し
ているが転職先
を探したい／探
している）

求職中（仕事を
探したい・探し
ている）・健康
状態悪い

求職中（仕事を
探したい・探し
ている）・健康
状態悪くはない

仕事は探してい
ない・健康状態
悪い

仕事は探してい
ない・健康状態
悪くはない

その他

男性～60代以上 16,375 3,567 793 520 2,263 611 8,621
男性～50代 11,361 3,403 842 594 694 95 5,733
男性～40代 10,641 3,253 725 663 490 96 5,414
男性～30代 8,365 2,624 480 690 260 97 4,214
男性～20代 6,594 1,920 274 645 165 109 3,481
女性～60代以上 12,371 2,393 390 259 2,198 620 6,511
女性～50代 7,124 2,397 489 275 519 72 3,372
女性～40代 8,076 2,823 435 371 489 90 3,868
女性～30代 6,325 2,083 361 384 273 105 3,119
女性～20代 5,599 1,549 268 433 213 128 3,008

【比率】
 合計 就労中（就労し

ている・就労し
ているが転職先
を探したい／探
している）

求職中（仕事を
探したい・探し
ている）・健康
状態悪い

求職中（仕事を
探したい・探し
ている）・健康
状態悪くはない

仕事は探してい
ない・健康状態
悪い

仕事は探してい
ない・健康状態
悪くはない

その他

男性～60代以上 100.00% 21.78% 4.84% 3.18% 13.82% 3.73% 52.65%
男性～50代 100.00% 29.95% 7.41% 5.23% 6.11% 0.84% 50.46%
男性～40代 100.00% 30.57% 6.81% 6.23% 4.60% 0.90% 50.88%
男性～30代 100.00% 31.37% 5.74% 8.25% 3.11% 1.16% 50.38%
男性～20代 100.00% 29.12% 4.16% 9.78% 2.50% 1.65% 52.79%
女性～60代以上 100.00% 19.34% 3.15% 2.09% 17.77% 5.01% 52.63%
女性～50代 100.00% 33.65% 6.86% 3.86% 7.29% 1.01% 47.33%
女性～40代 100.00% 34.96% 5.39% 4.59% 6.05% 1.11% 47.89%
女性～30代 100.00% 32.93% 5.71% 6.07% 4.32% 1.66% 49.31%
女性～20代 100.00% 27.67% 4.79% 7.73% 3.80% 2.29% 53.72%
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019_相談のみの人の状況_直近の離職後の期間
【実数】
 合計 6ヵ月未満 6ヵ月以上

～1年未満
1年以上
～2年未満

2年以上 仕事をしたこと
がない

不明

全年度 15,824 5,661 1,029 645 1,205 77 7,207
平成30年度 3,886 1,442 271 173 423 24 1,553
令和元年度 4,380 1,723 269 214 427 36 1,711
令和2年度 7,528 2,483 489 258 351 16 3,931

【比率】
 合計 6ヵ月未満 6ヵ月以上

～1年未満
1年以上
～2年未満

2年以上 仕事をしたこと
がない

不明

全年度 100.00% 35.77% 6.50% 4.08% 7.62% 0.49% 45.54%
平成30年度 100.00% 37.11% 6.97% 4.45% 10.89% 0.62% 39.96%
令和元年度 100.00% 39.34% 6.14% 4.89% 9.75% 0.82% 39.06%
令和2年度 100.00% 32.98% 6.50% 3.43% 4.66% 0.21% 52.22%

020_相談のみの人の状況_課税状況
【実数】
 合計 住民税非課税世

帯ではない
住民税非課税世
帯である

不明

全年度 113,362 10,267 4,171 98,924
平成30年度 24,725 2,593 1,300 20,832
令和元年度 26,354 2,611 1,336 22,407
令和2年度 62,136 5,043 1,532 55,561

【比率】
 合計 住民税非課税世

帯ではない
住民税非課税世
帯である

不明

全年度 100.00% 9.06% 3.68% 87.26%
平成30年度 100.00% 10.49% 5.26% 84.25%
令和元年度 100.00% 9.91% 5.07% 85.02%
令和2年度 100.00% 8.12% 2.47% 89.42%

021_相談のみの人の状況_債務有無
【実数】
 合計 債務あり 債務なし 不明
全年度 113,362 13,465 15,510 84,387
平成30年度 24,725 3,657 3,742 17,326
令和元年度 26,354 3,781 3,946 18,627
令和2年度 62,136 6,000 7,804 48,332

【比率】
合計 債務あり 債務なし 不明

全年度 100.00% 11.88% 13.68% 74.44%
平成30年度 100.00% 14.79% 15.13% 70.07%
令和元年度 100.00% 14.35% 14.97% 70.68%
令和2年度 100.00% 9.66% 12.56% 77.78%

022_相談のみの人の状況_滞納有無
【実数】
 合計 滞納あり 滞納なし 不明
全年度 113,362 11,427 17,895 84,040
平成30年度 24,725 3,339 4,194 17,192
令和元年度 26,354 3,279 4,553 18,522
令和2年度 62,136 4,788 9,129 48,219

【比率】
合計 滞納あり 滞納なし 不明

全年度 100.00% 10.08% 15.79% 74.13%
平成30年度 100.00% 13.50% 16.96% 69.53%
令和元年度 100.00% 12.44% 17.28% 70.28%
令和2年度 100.00% 7.71% 14.69% 77.60%

023_相談のみの人の状況_公的給付の受給状況
【実数】
 合計 雇用保険 老齢年金・遺族

年金
障害者年金 特別障害者手当 児童手当 児童扶養手当 特別児童扶養手

当
住居確保給付金 その他

全年度 113,362 1,362 9,948 2,379 257 4,025 1,766 257 42 1,083
平成30年度 24,725 347 2,993 810 69 1,004 457 69 5 321
令和元年度 26,354 382 3,256 860 80 921 442 80 6 340
令和2年度 62,136 629 3,687 704 107 2,090 865 107 31 421

【比率】
 合計 雇用保険 老齢年金・遺族

年金
障害者年金 特別障害者手当 児童手当 児童扶養手当 特別児童扶養手

当
住居確保給付金 その他

全年度 100.00% 1.20% 8.78% 2.10% 0.23% 3.55% 1.56% 0.23% 0.04% 0.96%
平成30年度 100.00% 1.40% 12.11% 3.28% 0.28% 4.06% 1.85% 0.28% 0.02% 1.30%
令和元年度 100.00% 1.45% 12.35% 3.26% 0.30% 3.49% 1.68% 0.30% 0.02% 1.29%
令和2年度 100.00% 1.01% 5.93% 1.13% 0.17% 3.36% 1.39% 0.17% 0.05% 0.68%
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024_相談のみの人の状況_住居
【実数】
 合計 持家 借家 賃貸アパート・

マンション
公営住宅 会社寮・借り上

げ社宅
野宿 その他 不明

全年度 113,362 16,722 4,606 29,009 4,426 1,126 615 3,390 53,468
平成30年度 24,725 4,703 1,140 5,782 1,241 283 199 1,037 10,340
令和元年度 26,354 5,061 1,193 6,253 1,231 302 237 1,122 10,955
令和2年度 62,136 6,937 2,265 16,932 1,949 539 178 1,229 32,107

【比率】
 合計 持家 借家 賃貸アパート・

マンション
公営住宅 会社寮・借り上

げ社宅
野宿 その他 不明

全年度 100.00% 14.75% 4.06% 25.59% 3.90% 0.99% 0.54% 2.99% 47.17%
平成30年度 100.00% 19.02% 4.61% 23.39% 5.02% 1.14% 0.80% 4.19% 41.82%
令和元年度 100.00% 19.20% 4.53% 23.73% 4.67% 1.15% 0.90% 4.26% 41.57%
令和2年度 100.00% 11.16% 3.65% 27.25% 3.14% 0.87% 0.29% 1.98% 51.67%

025_相談のみの人の状況_最終学歴
【実数】
 合計 中学（高校未入

学）
中学（高校中
退）

高校（大学中退
を含む）

特別支援学校
（学級を含む）

専門学校・専修
学校・各種学校

高等専門学校 短大 大学・大学院 その他 現在、就学中 不明

全年度 113,362 1,607 883 5,057 71 1,320 151 318 1,959 122 234 101,640
平成30年度 24,725 530 265 1,491 13 337 43 102 580 34 48 21,282
令和元年度 26,354 459 272 1,542 35 423 51 105 664 50 54 22,699
令和2年度 62,136 615 345 2,014 23 556 57 111 709 37 132 57,537

【比率】
 合計 中学（高校未入

学）
中学（高校中
退）

高校（大学中退
を含む）

特別支援学校
（学級を含む）

専門学校・専修
学校・各種学校

高等専門学校 短大 大学・大学院 その他 現在、就学中 不明

全年度 100.00% 1.42% 0.78% 4.46% 0.06% 1.16% 0.13% 0.28% 1.73% 0.11% 0.21% 89.66%
平成30年度 100.00% 2.14% 1.07% 6.03% 0.05% 1.36% 0.17% 0.41% 2.35% 0.14% 0.19% 86.07%
令和元年度 100.00% 1.74% 1.03% 5.85% 0.13% 1.61% 0.19% 0.40% 2.52% 0.19% 0.20% 86.13%
令和2年度 100.00% 0.99% 0.56% 3.24% 0.04% 0.89% 0.09% 0.18% 1.14% 0.06% 0.21% 92.60%

026_相談のみの人の状況_相談内容
【実数】 【比率】
 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
合計

113,362 24,725 26,354 62,136 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%
病気や健康、障害のこと

18,945 6,284 6,638 6,004 16.71% 25.42% 25.19% 9.66%
住まいについて

18,018 4,753 5,162 8,079 15.89% 19.22% 19.59% 13.00%
収入・生活費のこと

63,834 13,230 14,339 36,175 56.31% 53.51% 54.41% 58.22%
家賃やローンの支払いのこと

27,699 4,125 4,593 18,948 24.43% 16.68% 17.43% 30.49%
税金や公共料金等の
支払いについて 9,854 2,870 2,980 3,987 8.69% 11.61% 11.31% 6.42%
債務について

5,972 1,908 2,045 2,007 5.27% 7.72% 7.76% 3.23%
仕事探し、就職について

19,178 5,569 5,883 7,696 16.92% 22.52% 22.32% 12.39%
仕事上の不安やトラブル

3,764 1,018 1,078 1,663 3.32% 4.12% 4.09% 2.68%
地域との関係について

985 318 321 345 0.87% 1.29% 1.22% 0.56%
家族との関係について

8,845 2,923 3,137 2,777 7.80% 11.82% 11.90% 4.47%
子育てのこと

2,291 763 738 784 2.02% 3.09% 2.80% 1.26%
介護のこと

3,252 1,074 1,149 1,027 2.87% 4.34% 4.36% 1.65%
ひきこもり・不登校

2,960 918 1,187 852 2.61% 3.71% 4.50% 1.37%
ＤＶ・虐待

1,393 448 508 434 1.23% 1.81% 1.93% 0.70%
食べるものがない

3,337 1,047 1,046 1,237 2.94% 4.23% 3.97% 1.99%
その他

22,155 4,278 4,355 13,489 19.54% 17.30% 16.53% 21.71%
不明

12,989 2,914 3,004 7,061 11.46% 11.79% 11.40% 11.36%

子育てのこと

介護のこと

ひきこもり・不登校

ＤＶ・虐待

食べるものがない

その他

不明

家族との関係について

 
合計

病気や健康、障害のこと

住まいについて

収入・生活費のこと

家賃やローンの支払いのこと

税金や公共料金等の
支払いについて
債務について

仕事探し、就職について

仕事上の不安やトラブル

地域との関係について
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027_相談のみの人の状況_最も困っている相談内容
【実数】 【比率】
 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
合計

113,362 24,725 26,354 62,136 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%
病気や健康、障害のこと

2,050 682 745 623 1.81% 2.76% 2.83% 1.00%
住まいについて

4,546 1,242 1,380 1,915 4.01% 5.02% 5.24% 3.08%
収入・生活費のこと

26,611 4,922 5,727 15,913 23.47% 19.91% 21.73% 25.61%
家賃やローンの支払いのこと

9,503 780 977 7,740 8.38% 3.15% 3.71% 12.46%
税金や公共料金等の
支払いについて 1,022 336 360 325 0.90% 1.36% 1.37% 0.52%
債務について

874 273 303 294 0.77% 1.10% 1.15% 0.47%
仕事探し、就職について

3,832 1,134 1,254 1,441 3.38% 4.59% 4.76% 2.32%
仕事上の不安やトラブル

423 134 136 153 0.37% 0.54% 0.52% 0.25%
地域との関係について

234 59 49 126 0.21% 0.24% 0.19% 0.20%
家族との関係について

1,700 504 530 665 1.50% 2.04% 2.01% 1.07%
子育てのこと

207 82 67 58 0.18% 0.33% 0.25% 0.09%
介護のこと

509 183 183 143 0.45% 0.74% 0.69% 0.23%
ひきこもり・不登校

859 252 380 225 0.76% 1.02% 1.44% 0.36%
ＤＶ・虐待

310 94 116 99 0.27% 0.38% 0.44% 0.16%
食べるものがない

829 234 271 323 0.73% 0.95% 1.03% 0.52%
その他

6,834 1,707 1,890 3,222 6.03% 6.90% 7.17% 5.19%
不明

53,019 12,107 11,986 28,871 46.77% 48.97% 45.48% 46.46%

028_相談のみの人の状況_特性
【実数】 【比率】
 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 全年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
合計 113,362 24,725 26,354 62,136 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%
病気 15,011 4,548 4,959 5,480 13.24% 18.39% 18.82% 8.82%
けが 1,349 432 464 453 1.19% 1.75% 1.76% 0.73%
障害（手帳有） 5,493 1,720 1,914 1,850 4.85% 6.96% 7.26% 2.98%
障害（疑い） 3,153 917 1,096 1,133 2.78% 3.71% 4.16% 1.82%
自死企図 330 112 105 111 0.29% 0.45% 0.40% 0.18%
その他メンタルヘルスの課題 9,512 2,913 3,285 3,299 8.39% 11.78% 12.46% 5.31%
住まい不安定 15,584 2,642 3,097 9,822 13.75% 10.69% 11.75% 15.81%
ホームレス 1,378 410 457 509 1.22% 1.66% 1.73% 0.82%
経済的困窮 66,504 9,444 10,919 46,037 58.67% 38.20% 41.43% 74.09%
（多重・過重）債務 7,358 2,166 2,366 2,813 6.49% 8.76% 8.98% 4.53%
家計管理の課題 9,810 2,853 3,196 3,740 8.65% 11.54% 12.13% 6.02%
就職活動困難 12,278 3,079 3,482 5,688 10.83% 12.45% 13.21% 9.15%
就職定着困難 5,750 1,501 1,787 2,454 5.07% 6.07% 6.78% 3.95%
生活習慣の乱れ 1,013 365 373 270 0.89% 1.48% 1.42% 0.43%
社会的孤立 3,256 957 1,206 1,088 2.87% 3.87% 4.58% 1.75%
家族関係・家族の問題 13,246 4,099 4,429 4,691 11.68% 16.58% 16.81% 7.55%
介護 3,137 981 1,110 1,043 2.77% 3.97% 4.21% 1.68%
子育て 2,709 780 830 1,091 2.39% 3.15% 3.15% 1.76%
不登校 222 70 83 68 0.20% 0.28% 0.31% 0.11%
非行 74 24 21 29 0.07% 0.10% 0.08% 0.05%
中卒・高校中退 743 265 241 237 0.66% 1.07% 0.91% 0.38%
ひとり親 3,559 942 948 1,663 3.14% 3.81% 3.60% 2.68%
DV・虐待 1,563 475 531 555 1.38% 1.92% 2.01% 0.89%
外国籍 1,839 176 195 1,467 1.62% 0.71% 0.74% 2.36%
刑余者 538 185 149 204 0.47% 0.75% 0.57% 0.33%
コミュニケーションが苦手 1,748 543 581 621 1.54% 2.20% 2.20% 1.00%
本人の能力の課題 2,055 575 647 824 1.81% 2.33% 2.46% 1.33%
被災 80 26 34 20 0.07% 0.11% 0.13% 0.03%
その他 29,028 10,094 9,799 9,104 25.61% 40.83% 37.18% 14.65%
不明 164 18 10 136 0.14% 0.07% 0.04% 0.22%

本人の能力の課題
被災
その他
不明

中卒・高校中退
ひとり親
DV・虐待
外国籍
刑余者
コミュニケーションが苦手

非行

経済的困窮
（多重・過重）債務
家計管理の課題
就職活動困難
就職定着困難
生活習慣の乱れ
社会的孤立
家族関係・家族の問題
介護
子育て
不登校

ホームレス

その他

不明

 
合計
病気
けが
障害（手帳有）
障害（疑い）
自死企図
その他メンタルヘルスの課題
住まい不安定

食べるものがない

家賃やローンの支払いのこと

税金や公共料金等の
支払いについて
債務について

仕事探し、就職について

仕事上の不安やトラブル

地域との関係について

家族との関係について

子育てのこと

介護のこと

ひきこもり・不登校

ＤＶ・虐待

収入・生活費のこと

 
合計

病気や健康、障害のこと

住まいについて
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030_プラン評価結果別の状況_見られた変化【経済的変化】
031_プラン評価結果別の状況_見られた変化【経済的以外での変化】

024_プラン評価結果別の状況_緊急支援の必要性
025_プラン評価結果別の状況_緊急支援の具体的な支援内容
026_プラン評価結果別の状況_一般就労目標有無
027_プラン評価結果別の状況_法に基づく事業等の利用状況
028_プラン評価結果別の状況_受給中の公的給付
029_プラン評価結果別の状況_相談前の関係機関・関係者

023_プラン評価結果別の状況_抱えていた課題【詳細】

012_プラン評価結果別の状況_自立支援医療の利用有無
013_プラン評価結果別の状況_就労状況
014_プラン評価結果別の状況_直近の離職後の期間
015_プラン評価結果別の状況_課税状況
016_プラン評価結果別の状況_債務有無
017_プラン評価結果別の状況_滞納有無
018_プラン評価結果別の状況_住居
019_プラン評価結果別の状況_最終学歴
020_プラン評価結果別の状況_相談内容
021_プラン評価結果別の状況_最も困っている相談内容
022_プラン評価結果別の状況_抱えていた課題

（3）プラン評価結果別の状況

集計一覧

011_プラン評価結果別の状況_障害者手帳の種類

001_プラン評価結果別の状況_プラン回数別
002_プラン評価結果別の状況_年齢
003_プラン評価結果別の状況_性別
004_プラン評価結果別の状況_同居者有無
005_プラン評価結果別の状況_婚姻状況
006_プラン評価結果別の状況_子どもの有無
007_プラン評価結果別の状況_世帯構成等
008_プラン評価結果別の状況_健康状態
009_プラン評価結果別の状況_健康保険の加入状況
010_プラン評価結果別の状況_障害者手帳有無
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（3）プラン評価結果別の状況

001_1_プラン評価結果別の状況_プラン回数別（平成30年度～令和2年度）
【実数】
 合計 終結 再プランして継続 中断 不明
全て 75,545 41,040 20,510 992 13,003
1回目 56,681 33,529 12,011 739 10,402
2回目 10,693 4,737 4,251 160 1,545
3回目以降 8,171 2,774 4,248 93 1,056

【比率】
合計 終結 再プランして継続 中断 不明

全て 100.00% 54.33% 27.15% 1.31% 17.21%
1回目 100.00% 59.15% 21.19% 1.30% 18.35%
2回目 100.00% 44.30% 39.75% 1.50% 14.45%
3回目以降 100.00% 33.95% 51.99% 1.14% 12.92%

001_2_プラン評価結果別の状況_プラン回数別（平成30年度）
【実数】
 合計 終結 再プランして継続 中断 不明
全て 19,356 11,528 5,931 383 1,514
1回目 13,747 8,993 3,242 281 1,231
2回目 3,195 1,631 1,327 68 169
3回目以降 2,414 904 1,362 34 114

【比率】
合計 終結 再プランして継続 中断 不明

全て 100.00% 59.56% 30.64% 1.98% 7.82%
1回目 100.00% 65.42% 23.58% 2.04% 8.95%
2回目 100.00% 51.05% 41.53% 2.13% 5.29%
3回目以降 100.00% 37.45% 56.42% 1.41% 4.72%

001_3_プラン評価結果別の状況_プラン回数別（令和元年度）
【実数】
 合計 終結 再プランして継続 中断 不明
全て 19,921 11,479 5,920 313 2,209
1回目 14,006 8,954 3,199 234 1,619
2回目 3,143 1,504 1,260 53 326
3回目以降 2,772 1,021 1,461 26 264

【比率】
合計 終結 再プランして継続 中断 不明

全て 100.00% 57.62% 29.72% 1.57% 11.09%
1回目 100.00% 63.93% 22.84% 1.67% 11.56%
2回目 100.00% 47.85% 40.09% 1.69% 10.37%
3回目以降 100.00% 36.83% 52.71% 0.94% 9.52%

001_4_プラン評価結果別の状況_プラン回数別（令和2年度）
【実数】
 合計 終結 再プランして継続 中断 不明
全て 36,268 18,033 8,659 296 9,280
1回目 28,928 15,582 5,570 224 7,552
2回目 4,355 1,602 1,664 39 1,050
3回目以降 2,985 849 1,425 33 678

【比率】
合計 終結 再プランして継続 中断 不明

全て 100.00% 49.72% 23.88% 0.82% 25.59%
1回目 100.00% 53.86% 19.25% 0.77% 26.11%
2回目 100.00% 36.79% 38.21% 0.90% 24.11%
3回目以降 100.00% 28.44% 47.74% 1.11% 22.71%

002_1_プラン評価結果別の状況_年齢（平成30年度～令和2年度）
【実数】
 合計 ～10代 20代 30代 40代 50代 60～64歳 65歳～ 不明 平均
終結 41,040 582 4,581 6,359 9,112 9,313 3,433 7,141 519 49.00
再プランして継続 20,510 271 2,298 3,339 5,069 5,086 1,620 2,739 88 47.83
中断 992 18 150 187 223 203 70 134 7 45.99

【比率】
合計 ～10代 20代 30代 40代 50代 60～64歳 65歳～ 不明

終結 100.00% 1.42% 11.16% 15.49% 22.20% 22.69% 8.37% 17.40% 1.26%
再プランして継続 100.00% 1.32% 11.20% 16.28% 24.71% 24.80% 7.90% 13.35% 0.43%
中断 100.00% 1.81% 15.12% 18.85% 22.48% 20.46% 7.06% 13.51% 0.71%

002_2_プラン評価結果別の状況_年齢（平成30年度）
【実数】
 合計 ～10代 20代 30代 40代 50代 60～64歳 65歳～ 不明 平均
終結 11,528 199 1,242 1,654 2,523 2,552 990 2,185 183 49.64
再プランして継続 5,931 106 662 925 1,513 1,435 459 815 16 47.75
中断 383 9 50 72 88 76 25 60 3 46.64

【比率】
合計 ～10代 20代 30代 40代 50代 60～64歳 65歳～ 不明

終結 100.00% 1.73% 10.77% 14.35% 21.89% 22.14% 8.59% 18.95% 1.59%
再プランして継続 100.00% 1.79% 11.16% 15.60% 25.51% 24.19% 7.74% 13.74% 0.27%
中断 100.00% 2.35% 13.05% 18.80% 22.98% 19.84% 6.53% 15.67% 0.78%
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（3）プラン評価結果別の状況

002_3_プラン評価結果別の状況_年齢（令和元年度）
【実数】
 合計 ～10代 20代 30代 40代 50代 60～64歳 65歳～ 不明 平均
終結 11,479 178 1,319 1,662 2,402 2,533 935 2,322 128 49.76
再プランして継続 5,920 89 650 938 1,450 1,492 461 821 19 48.04
中断 313 5 47 54 65 77 20 42 3 46.74

【比率】
合計 ～10代 20代 30代 40代 50代 60～64歳 65歳～ 不明

終結 100.00% 1.55% 11.49% 14.48% 20.93% 22.07% 8.15% 20.23% 1.12%
再プランして継続 100.00% 1.50% 10.98% 15.84% 24.49% 25.20% 7.79% 13.87% 0.32%
中断 100.00% 1.60% 15.02% 17.25% 20.77% 24.60% 6.39% 13.42% 0.96%

002_4_プラン評価結果別の状況_年齢（令和2年度）
【実数】
 合計 ～10代 20代 30代 40代 50代 60～64歳 65歳～ 不明 平均
終結 18,033 205 2,020 3,043 4,187 4,228 1,508 2,634 208 48.12
再プランして継続 8,659 76 986 1,476 2,106 2,159 700 1,103 53 47.75
中断 296 4 53 61 70 50 25 32 1 44.37

【比率】
合計 ～10代 20代 30代 40代 50代 60～64歳 65歳～ 不明

終結 100.00% 1.14% 11.20% 16.87% 23.22% 23.45% 8.36% 14.61% 1.15%
再プランして継続 100.00% 0.88% 11.39% 17.05% 24.32% 24.93% 8.08% 12.74% 0.61%
中断 100.00% 1.35% 17.91% 20.61% 23.65% 16.89% 8.45% 10.81% 0.34%

003_1_プラン評価結果別の状況_性別（平成30年度～令和2年度）
【実数】
 合計 男性 女性 その他 不明
終結 41,040 25,788 14,982 54 216
再プランして継続 20,510 12,383 8,087 6 34
中断 992 605 384 1 2

【比率】
合計 男性 女性 その他 不明

終結 100.00% 62.84% 36.51% 0.13% 0.53%
再プランして継続 100.00% 60.38% 39.43% 0.03% 0.17%
中断 100.00% 60.99% 38.71% 0.10% 0.20%

003_2_プラン評価結果別の状況_性別（平成30年度）
【実数】
 合計 男性 女性 その他 不明
終結 11,528 7,079 4,306 7 136
再プランして継続 5,931 3,540 2,381 1 9
中断 383 238 145 0 0

【比率】
合計 男性 女性 その他 不明

終結 100.00% 61.41% 37.35% 0.06% 1.18%
再プランして継続 100.00% 59.69% 40.15% 0.02% 0.15%
中断 100.00% 62.14% 37.86% 0.00% 0.00%

003_3_プラン評価結果別の状況_性別（令和元年度）
【実数】
 合計 男性 女性 その他 不明
終結 11,479 6,976 4,417 17 69
再プランして継続 5,920 3,600 2,297 1 22
中断 313 189 122 1 1

【比率】
合計 男性 女性 その他 不明

終結 100.00% 60.77% 38.48% 0.15% 0.60%
再プランして継続 100.00% 60.81% 38.80% 0.02% 0.37%
中断 100.00% 60.38% 38.98% 0.32% 0.32%

003_4_プラン評価結果別の状況_性別（令和2年度）
【実数】
 合計 男性 女性 その他 不明
終結 18,033 11,733 6,259 30 11
再プランして継続 8,659 5,243 3,409 4 3
中断 296 178 117 0 1

【比率】
合計 男性 女性 その他 不明

終結 100.00% 65.06% 34.71% 0.17% 0.06%
再プランして継続 100.00% 60.55% 39.37% 0.05% 0.03%
中断 100.00% 60.14% 39.53% 0.00% 0.34%

004_1_プラン評価結果別の状況_同居者有無（平成30年度～令和2年度）
【実数】
 合計 無 有 不明
終結 41,040 16,525 18,421 6,094
再プランして継続 20,510 7,373 11,388 1,749
中断 992 415 521 56

【比率】
合計 無 有 不明

終結 100.00% 40.27% 44.89% 14.85%
再プランして継続 100.00% 35.95% 55.52% 8.53%
中断 100.00% 41.83% 52.52% 5.65%
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（3）プラン評価結果別の状況

004_2_プラン評価結果別の状況_同居者有無（平成30年度）
【実数】
 合計 無 有 不明
終結 11,528 4,932 5,620 976
再プランして継続 5,931 2,144 3,479 308
中断 383 145 213 25

【比率】
合計 無 有 不明

終結 100.00% 42.78% 48.75% 8.47%
再プランして継続 100.00% 36.15% 58.66% 5.19%
中断 100.00% 37.86% 55.61% 6.53%

004_3_プラン評価結果別の状況_同居者有無（令和元年度）
【実数】
 合計 無 有 不明
終結 11,479 4,999 5,610 870
再プランして継続 5,920 2,079 3,550 291
中断 313 119 181 13

【比率】
合計 無 有 不明

終結 100.00% 43.55% 48.87% 7.58%
再プランして継続 100.00% 35.12% 59.97% 4.92%
中断 100.00% 38.02% 57.83% 4.15%

004_4_プラン評価結果別の状況_同居者有無（令和2年度）
【実数】
 合計 無 有 不明
終結 18,033 6,594 7,191 4,248
再プランして継続 8,659 3,150 4,359 1,150
中断 296 151 127 18

【比率】
合計 無 有 不明

終結 100.00% 36.57% 39.88% 23.56%
再プランして継続 100.00% 36.38% 50.34% 13.28%
中断 100.00% 51.01% 42.91% 6.08%

005_1_プラン評価結果別の状況_婚姻状況（平成30年度～令和2年度）
【実数】
 合計 未婚 既婚 離別 死別 その他 不明
終結 41,040 13,275 6,813 7,424 1,540 420 11,568
再プランして継続 20,510 8,381 3,440 3,942 681 210 3,856
中断 992 417 183 194 22 13 163

【比率】
合計 未婚 既婚 離別 死別 その他 不明

終結 100.00% 32.35% 16.60% 18.09% 3.75% 1.02% 28.19%
再プランして継続 100.00% 40.86% 16.77% 19.22% 3.32% 1.02% 18.80%
中断 100.00% 42.04% 18.45% 19.56% 2.22% 1.31% 16.43%

005_2_プラン評価結果別の状況_婚姻状況（平成30年度）
【実数】
 合計 未婚 既婚 離別 死別 その他 不明
終結 11,528 4,419 2,100 2,380 587 132 1,910
再プランして継続 5,931 2,829 936 1,197 232 59 678
中断 383 163 78 73 7 8 54

【比率】
合計 未婚 既婚 離別 死別 その他 不明

終結 100.00% 38.33% 18.22% 20.65% 5.09% 1.15% 16.57%
再プランして継続 100.00% 47.70% 15.78% 20.18% 3.91% 0.99% 11.43%
中断 100.00% 42.56% 20.37% 19.06% 1.83% 2.09% 14.10%

005_3_プラン評価結果別の状況_婚姻状況（令和元年度）
【実数】
 合計 未婚 既婚 離別 死別 その他 不明
終結 11,479 4,522 1,992 2,374 547 137 1,907
再プランして継続 5,920 2,874 953 1,134 221 71 667
中断 313 139 68 62 10 3 31

【比率】
合計 未婚 既婚 離別 死別 その他 不明

終結 100.00% 39.39% 17.35% 20.68% 4.77% 1.19% 16.61%
再プランして継続 100.00% 48.55% 16.10% 19.16% 3.73% 1.20% 11.27%
中断 100.00% 44.41% 21.73% 19.81% 3.19% 0.96% 9.90%

005_4_プラン評価結果別の状況_婚姻状況（令和2年度）
【実数】
 合計 未婚 既婚 離別 死別 その他 不明
終結 18,033 4,334 2,721 2,670 406 151 7,751
再プランして継続 8,659 2,678 1,551 1,611 228 80 2,511
中断 296 115 37 59 5 2 78

【比率】
合計 未婚 既婚 離別 死別 その他 不明

終結 100.00% 24.03% 15.09% 14.81% 2.25% 0.84% 42.98%
再プランして継続 100.00% 30.93% 17.91% 18.60% 2.63% 0.92% 29.00%
中断 100.00% 38.85% 12.50% 19.93% 1.69% 0.68% 26.35%
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（3）プラン評価結果別の状況

006_1_プラン評価結果別の状況_子どもの有無（平成30年度～令和2年度）
【実数】
 合計 子ども無 子ども有（扶養有） 子ども有（扶養無） 不明
終結 41,040 15,898 5,460 7,919 11,763
再プランして継続 20,510 9,185 3,254 3,461 4,610
中断 992 445 140 203 204

【比率】
合計 子ども無 子ども有（扶養有） 子ども有（扶養無） 不明

終結 100.00% 38.74% 13.30% 19.30% 28.66%
再プランして継続 100.00% 44.78% 15.87% 16.87% 22.48%
中断 100.00% 44.86% 14.11% 20.46% 20.56%

006_2_プラン評価結果別の状況_子どもの有無（平成30年度）
【実数】
 合計 子ども無 子ども有（扶養有） 子ども有（扶養無） 不明
終結 11,528 5,045 1,474 2,694 2,315
再プランして継続 5,931 3,041 830 1,146 914
中断 383 175 44 96 68

【比率】
合計 子ども無 子ども有（扶養有） 子ども有（扶養無） 不明

終結 100.00% 43.76% 12.79% 23.37% 20.08%
再プランして継続 100.00% 51.27% 13.99% 19.32% 15.41%
中断 100.00% 45.69% 11.49% 25.07% 17.75%

006_3_プラン評価結果別の状況_子どもの有無（令和元年度）
【実数】
 合計 子ども無 子ども有（扶養有） 子ども有（扶養無） 不明
終結 11,479 5,175 1,392 2,508 2,404
再プランして継続 5,920 3,108 795 1,111 906
中断 313 164 41 60 48

【比率】
合計 子ども無 子ども有（扶養有） 子ども有（扶養無） 不明

終結 100.00% 45.08% 12.13% 21.85% 20.94%
再プランして継続 100.00% 52.50% 13.43% 18.77% 15.30%
中断 100.00% 52.40% 13.10% 19.17% 15.34%

006_4_プラン評価結果別の状況_子どもの有無（令和2年度）
【実数】
 合計 子ども無 子ども有（扶養有） 子ども有（扶養無） 不明
終結 18,033 5,678 2,594 2,717 7,044
再プランして継続 8,659 3,036 1,629 1,204 2,790
中断 296 106 55 47 88

【比率】
合計 子ども無 子ども有（扶養有） 子ども有（扶養無） 不明

終結 100.00% 31.49% 14.38% 15.07% 39.06%
再プランして継続 100.00% 35.06% 18.81% 13.90% 32.22%
中断 100.00% 35.81% 18.58% 15.88% 29.73%

007_1_プラン評価結果別の状況_世帯構成等（平成30年度～令和2年度）
【実数】
 合計 既婚

・同居有
・子ども有

未婚・死別・離別
・同居有
・子ども有

未婚・死別・離別
・同居有
・子どもなし

未婚・死別・離別
・同居なし
・子ども有

未婚・死別・離別
・同居なし
・子どもなし

その他

終結 41,040 4,515 3,713 4,658 2,976 8,260 16,918
再プランして継続 20,510 2,327 2,321 4,067 1,338 3,999 6,458
中断 992 137 98 180 71 209 297

【比率】
 合計 既婚

・同居有
・子ども有

未婚・死別・離別
・同居有
・子ども有

未婚・死別・離別
・同居有
・子どもなし

未婚・死別・離別
・同居なし
・子ども有

未婚・死別・離別
・同居なし
・子どもなし

その他

終結 100.00% 11.00% 9.05% 11.35% 7.25% 20.13% 41.22%
再プランして継続 100.00% 11.35% 11.32% 19.83% 6.52% 19.50% 31.49%
中断 100.00% 13.81% 9.88% 18.15% 7.16% 21.07% 29.94%

007_2_プラン評価結果別の状況_世帯構成等（平成30年度）
【実数】
 合計 既婚

・同居有
・子ども有

未婚・死別・離別
・同居有
・子ども有

未婚・死別・離別
・同居有
・子どもなし

未婚・死別・離別
・同居なし
・子ども有

未婚・死別・離別
・同居なし
・子どもなし

その他

終結 11,528 1,440 1,239 1,682 1,078 2,721 3,368
再プランして継続 5,931 676 708 1,424 433 1,299 1,391
中断 383 60 38 75 26 79 105

【比率】
 合計 既婚

・同居有
・子ども有

未婚・死別・離別
・同居有
・子ども有

未婚・死別・離別
・同居有
・子どもなし

未婚・死別・離別
・同居なし
・子ども有

未婚・死別・離別
・同居なし
・子どもなし

その他

終結 100.00% 12.49% 10.75% 14.59% 9.35% 23.60% 29.22%
再プランして継続 100.00% 11.40% 11.94% 24.01% 7.30% 21.90% 23.45%
中断 100.00% 15.67% 9.92% 19.58% 6.79% 20.63% 27.42%
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007_3_プラン評価結果別の状況_世帯構成等（令和元年度）
【実数】
 合計 既婚

・同居有
・子ども有

未婚・死別・離別
・同居有
・子ども有

未婚・死別・離別
・同居有
・子どもなし

未婚・死別・離別
・同居なし
・子ども有

未婚・死別・離別
・同居なし
・子どもなし

その他

終結 11,479 1,281 1,203 1,700 928 2,776 3,591
再プランして継続 5,920 663 707 1,512 343 1,304 1,391
中断 313 50 25 75 20 70 73

【比率】
 合計 既婚

・同居有
・子ども有

未婚・死別・離別
・同居有
・子ども有

未婚・死別・離別
・同居有
・子どもなし

未婚・死別・離別
・同居なし
・子ども有

未婚・死別・離別
・同居なし
・子どもなし

その他

終結 100.00% 11.16% 10.48% 14.81% 8.08% 24.18% 31.28%
再プランして継続 100.00% 11.20% 11.94% 25.54% 5.79% 22.03% 23.50%
中断 100.00% 15.97% 7.99% 23.96% 6.39% 22.36% 23.32%

007_4_プラン評価結果別の状況_世帯構成等（令和2年度）
【実数】
 合計 既婚

・同居有
・子ども有

未婚・死別・離別
・同居有
・子ども有

未婚・死別・離別
・同居有
・子どもなし

未婚・死別・離別
・同居なし
・子ども有

未婚・死別・離別
・同居なし
・子どもなし

その他

終結 18,033 1,794 1,271 1,276 970 2,763 9,959
再プランして継続 8,659 988 906 1,131 562 1,396 3,676
中断 296 27 35 30 25 60 119

【比率】
 合計 既婚

・同居有
・子ども有

未婚・死別・離別
・同居有
・子ども有

未婚・死別・離別
・同居有
・子どもなし

未婚・死別・離別
・同居なし
・子ども有

未婚・死別・離別
・同居なし
・子どもなし

その他

終結 100.00% 9.95% 7.05% 7.08% 5.38% 15.32% 55.23%
再プランして継続 100.00% 11.41% 10.46% 13.06% 6.49% 16.12% 42.45%
中断 100.00% 9.12% 11.82% 10.14% 8.45% 20.27% 40.20%

008_1_プラン評価結果別の状況_健康状態（平成30年度～令和2年度）
【実数】
 合計 通院していない

/健康状態良い
通院している 通院していない

/健康状態悪い
不明

終結 41,040 15,671 12,123 4,171 9,075
再プランして継続 20,510 7,775 7,299 2,138 3,298
中断 992 430 291 140 131

【比率】
 合計 通院していない

/健康状態良い
通院している 通院していない

/健康状態悪い
不明

終結 100.00% 38.18% 29.54% 10.16% 22.11%
再プランして継続 100.00% 37.91% 35.59% 10.42% 16.08%
中断 100.00% 43.35% 29.33% 14.11% 13.21%

008_2_プラン評価結果別の状況_健康状態（平成30年度）
【実数】
 合計 通院していない

/健康状態良い
通院している 通院していない

/健康状態悪い
不明

終結 11,528 4,486 4,211 1,468 1,363
再プランして継続 5,931 2,291 2,435 753 452
中断 383 160 121 69 33

【比率】
 合計 通院していない

/健康状態良い
通院している 通院していない

/健康状態悪い
不明

終結 100.00% 38.91% 36.53% 12.73% 11.82%
再プランして継続 100.00% 38.63% 41.06% 12.70% 7.62%
中断 100.00% 41.78% 31.59% 18.02% 8.62%

008_3_プラン評価結果別の状況_健康状態（令和元年度）
【実数】
 合計 通院していない

/健康状態良い
通院している 通院していない

/健康状態悪い
不明

終結 11,479 4,417 4,230 1,440 1,392
再プランして継続 5,920 2,245 2,458 725 492
中断 313 138 108 43 24

【比率】
 合計 通院していない

/健康状態良い
通院している 通院していない

/健康状態悪い
不明

終結 100.00% 38.48% 36.85% 12.54% 12.13%
再プランして継続 100.00% 37.92% 41.52% 12.25% 8.31%
中断 100.00% 44.09% 34.50% 13.74% 7.67%

008_4_プラン評価結果別の状況_健康状態（令和2年度）
【実数】
 合計 通院していない

/健康状態良い
通院している 通院していない

/健康状態悪い
不明

終結 18,033 6,768 3,682 1,263 6,320
再プランして継続 8,659 3,239 2,406 660 2,354
中断 296 132 62 28 74

【比率】
 合計 通院していない

/健康状態良い
通院している 通院していない

/健康状態悪い
不明

終結 100.00% 37.53% 20.42% 7.00% 35.05%
再プランして継続 100.00% 37.41% 27.79% 7.62% 27.19%
中断 100.00% 44.59% 20.95% 9.46% 25.00%
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009_1_プラン評価結果別の状況_健康保険の加入状況（平成30年度～令和2年度）
【実数】
 合計 国民健康保険 健康保険

（国保以外）
加入していない 不明

終結 41,040 17,419 4,727 2,984 15,910
再プランして継続 20,510 10,418 2,939 1,200 5,953
中断 992 470 140 106 276

【比率】
 合計 国民健康保険 健康保険

（国保以外）
加入していない 不明

終結 100.00% 42.44% 11.52% 7.27% 38.77%
再プランして継続 100.00% 50.79% 14.33% 5.85% 29.02%
中断 100.00% 47.38% 14.11% 10.69% 27.82%

009_2_プラン評価結果別の状況_健康保険の加入状況（平成30年度）
【実数】
 合計 国民健康保険 健康保険

（国保以外）
加入していない 不明

終結 11,528 5,810 1,575 1,080 3,063
再プランして継続 5,931 3,292 943 453 1,243
中断 383 188 51 50 94

【比率】
 合計 国民健康保険 健康保険

（国保以外）
加入していない 不明

終結 100.00% 50.40% 13.66% 9.37% 26.57%
再プランして継続 100.00% 55.50% 15.90% 7.64% 20.96%
中断 100.00% 49.09% 13.32% 13.05% 24.54%

009_3_プラン評価結果別の状況_健康保険の加入状況（令和元年度）
【実数】
 合計 国民健康保険 健康保険

（国保以外）
加入していない 不明

終結 11,479 5,622 1,634 1,081 3,142
再プランして継続 5,920 3,204 974 390 1,352
中断 313 171 51 32 59

【比率】
 合計 国民健康保険 健康保険

（国保以外）
加入していない 不明

終結 100.00% 48.98% 14.23% 9.42% 27.37%
再プランして継続 100.00% 54.12% 16.45% 6.59% 22.84%
中断 100.00% 54.63% 16.29% 10.22% 18.85%

009_4_プラン評価結果別の状況_健康保険の加入状況（令和2年度）
【実数】
 合計 国民健康保険 健康保険

（国保以外）
加入していない 不明

終結 18,033 5,987 1,518 823 9,705
再プランして継続 8,659 3,922 1,022 357 3,358
中断 296 111 38 24 123

【比率】
 合計 国民健康保険 健康保険

（国保以外）
加入していない 不明

終結 100.00% 33.20% 8.42% 4.56% 53.82%
再プランして継続 100.00% 45.29% 11.80% 4.12% 38.78%
中断 100.00% 37.50% 12.84% 8.11% 41.55%

010_1_プラン評価結果別の状況_障害者手帳有無（平成30年度～令和2年度）
【実数】
 合計 有 無 不明
終結 41,040 3,674 20,491 16,875
再プランして継続 20,510 2,468 11,723 6,319
中断 992 95 582 315

【比率】
合計 有 無 不明

終結 100.00% 8.95% 49.93% 41.12%
再プランして継続 100.00% 12.03% 57.16% 30.81%
中断 100.00% 9.58% 58.67% 31.75%

010_2_プラン評価結果別の状況_障害者手帳有無（平成30年度）
【実数】
 合計 有 無 不明
終結 11,528 1,372 6,980 3,176
再プランして継続 5,931 893 3,751 1,287
中断 383 43 233 107

【比率】
合計 有 無 不明

終結 100.00% 11.90% 60.55% 27.55%
再プランして継続 100.00% 15.06% 63.24% 21.70%
中断 100.00% 11.23% 60.84% 27.94%
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010_3_プラン評価結果別の状況_障害者手帳有無（令和元年度）
【実数】
 合計 有 無 不明
終結 11,479 1,393 6,682 3,404
再プランして継続 5,920 885 3,650 1,385
中断 313 38 202 73

【比率】
合計 有 無 不明

終結 100.00% 12.14% 58.21% 29.65%
再プランして継続 100.00% 14.95% 61.66% 23.40%
中断 100.00% 12.14% 64.54% 23.32%

010_4_プラン評価結果別の状況_障害者手帳有無（令和2年度）
【実数】
 合計 有 無 不明
終結 18,033 909 6,829 10,295
再プランして継続 8,659 690 4,322 3,647
中断 296 14 147 135

【比率】
合計 有 無 不明

終結 100.00% 5.04% 37.87% 57.09%
再プランして継続 100.00% 7.97% 49.91% 42.12%
中断 100.00% 4.73% 49.66% 45.61%

011_1_プラン評価結果別の状況_障害者手帳の種類（平成30年度～令和2年度）
【実数】
 合計 身体 知的 精神 不明
終結 3,674 1,157 537 1,875 218
再プランして継続 2,468 625 431 1,380 125
中断 95 25 9 58 4

【比率】
合計 身体 知的 精神 不明

終結 100.00% 31.49% 14.62% 51.03% 5.93%
再プランして継続 100.00% 25.32% 17.46% 55.92% 5.06%
中断 100.00% 26.32% 9.47% 61.05% 4.21%

011_2_プラン評価結果別の状況_障害者手帳の種類（平成30年度）
【実数】
 合計 身体 知的 精神 不明
終結 1,372 453 194 673 90
再プランして継続 893 233 154 497 48
中断 43 10 6 26 2

【比率】
合計 身体 知的 精神 不明

終結 100.00% 33.02% 14.14% 49.05% 6.56%
再プランして継続 100.00% 26.09% 17.25% 55.66% 5.38%
中断 100.00% 23.26% 13.95% 60.47% 4.65%

011_3_プラン評価結果別の状況_障害者手帳の種類（令和元年度）
【実数】
 合計 身体 知的 精神 不明
終結 1,393 425 210 746 58
再プランして継続 885 204 172 511 35
中断 38 11 2 23 2

【比率】
合計 身体 知的 精神 不明

終結 100.00% 30.51% 15.08% 53.55% 4.16%
再プランして継続 100.00% 23.05% 19.44% 57.74% 3.95%
中断 100.00% 28.95% 5.26% 60.53% 5.26%

011_4_プラン評価結果別の状況_障害者手帳の種類（令和2年度）
【実数】
 合計 身体 知的 精神 不明
終結 909 279 133 456 70
再プランして継続 690 188 105 372 42
中断 14 4 1 9 0

【比率】
合計 身体 知的 精神 不明

終結 100.00% 30.69% 14.63% 50.17% 7.70%
再プランして継続 100.00% 27.25% 15.22% 53.91% 6.09%
中断 100.00% 28.57% 7.14% 64.29% 0.00%

012_1_プラン評価結果別の状況_自立支援医療の利用有無（平成30年度～令和2年度）
【実数】
 合計 無 有 不明
終結 41,040 11,334 2,446 27,260
再プランして継続 20,510 6,257 1,922 12,331
中断 992 256 65 671

【比率】
合計 無 有 不明

終結 100.00% 27.62% 5.96% 66.42%
再プランして継続 100.00% 30.51% 9.37% 60.12%
中断 100.00% 25.81% 6.55% 67.64%
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012_2_プラン評価結果別の状況_自立支援医療の利用有無（平成30年度）
【実数】
 合計 無 有 不明
終結 11,528 3,817 955 6,756
再プランして継続 5,931 1,889 752 3,290
中断 383 109 30 244

【比率】
合計 無 有 不明

終結 100.00% 33.11% 8.28% 58.61%
再プランして継続 100.00% 31.85% 12.68% 55.47%
中断 100.00% 28.46% 7.83% 63.71%

012_3_プラン評価結果別の状況_自立支援医療の利用有無（令和元年度）
【実数】
 合計 無 有 不明
終結 11,479 3,636 947 6,896
再プランして継続 5,920 1,874 721 3,325
中断 313 85 27 201

【比率】
合計 無 有 不明

終結 100.00% 31.68% 8.25% 60.07%
再プランして継続 100.00% 31.66% 12.18% 56.17%
中断 100.00% 27.16% 8.63% 64.22%

012_4_プラン評価結果別の状況_自立支援医療の利用有無（令和2年度）
【実数】
 合計 無 有 不明
終結 18,033 3,881 544 13,608
再プランして継続 8,659 2,494 449 5,716
中断 296 62 8 226

【比率】
合計 無 有 不明

終結 100.00% 21.52% 3.02% 75.46%
再プランして継続 100.00% 28.80% 5.19% 66.01%
中断 100.00% 20.95% 2.70% 76.35%
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013_1_プラン評価結果別の状況_就労状況（平成30年度～令和2年度）
【実数】
 合計 就労している 今後、就労予定

（就労先決定済み）
仕事を探したい
／探している
（現在無職）

就労しているが、転
職先を探したい
／探している

仕事をしていない
（仕事は探していな
い）

不明

終結 41,040 9,638 671 15,599 3,211 5,072 6,849
再プランして継続 20,510 5,122 245 8,348 1,800 2,639 2,356
中断 992 206 12 476 108 100 90

【比率】
 合計 就労している 今後、就労予定

（就労先決定済み）
仕事を探したい
／探している
（現在無職）

就労しているが、転
職先を探したい
／探している

仕事をしていない
（仕事は探していな
い）

不明

終結 100.00% 23.48% 1.63% 38.01% 7.82% 12.36% 16.69%
再プランして継続 100.00% 24.97% 1.19% 40.70% 8.78% 12.87% 11.49%
中断 100.00% 20.77% 1.21% 47.98% 10.89% 10.08% 9.07%

013_2_プラン評価結果別の状況_就労状況（平成30年度）
【実数】
 合計 就労している 今後、就労予定

（就労先決定済み）
仕事を探したい
／探している
（現在無職）

就労しているが、転
職先を探したい
／探している

仕事をしていない
（仕事は探していな
い）

不明

終結 11,528 2,219 226 5,043 971 1,895 1,174
再プランして継続 5,931 1,332 72 2,650 481 1,006 390
中断 383 77 6 174 41 49 36

【比率】
 合計 就労している 今後、就労予定

（就労先決定済み）
仕事を探したい
／探している
（現在無職）

就労しているが、転
職先を探したい
／探している

仕事をしていない
（仕事は探していな
い）

不明

終結 100.00% 19.25% 1.96% 43.75% 8.42% 16.44% 10.18%
再プランして継続 100.00% 22.46% 1.21% 44.68% 8.11% 16.96% 6.58%
中断 100.00% 20.10% 1.57% 45.43% 10.70% 12.79% 9.40%

013_3_プラン評価結果別の状況_就労状況（令和元年度）
【実数】
 合計 就労している 今後、就労予定

（就労先決定済み）
仕事を探したい
／探している
（現在無職）

就労しているが、転
職先を探したい
／探している

仕事をしていない
（仕事は探していな
い）

不明

終結 11,479 2,183 210 5,038 924 2,022 1,102
再プランして継続 5,920 1,297 76 2,611 540 1,015 381
中断 313 54 2 167 39 39 12

【比率】
 合計 就労している 今後、就労予定

（就労先決定済み）
仕事を探したい
／探している
（現在無職）

就労しているが、転
職先を探したい
／探している

仕事をしていない
（仕事は探していな
い）

不明

終結 100.00% 19.02% 1.83% 43.89% 8.05% 17.61% 9.60%
再プランして継続 100.00% 21.91% 1.28% 44.10% 9.12% 17.15% 6.44%
中断 100.00% 17.25% 0.64% 53.35% 12.46% 12.46% 3.83%

013_4_プラン評価結果別の状況_就労状況（令和2年度）
【実数】
 合計 就労している 今後、就労予定

（就労先決定済み）
仕事を探したい
／探している
（現在無職）

就労しているが、転
職先を探したい
／探している

仕事をしていない
（仕事は探していな
い）

不明

終結 18,033 5,236 235 5,518 1,316 1,155 4,573
再プランして継続 8,659 2,493 97 3,087 779 618 1,585
中断 296 75 4 135 28 12 42

【比率】
 合計 就労している 今後、就労予定

（就労先決定済み）
仕事を探したい
／探している
（現在無職）

就労しているが、転
職先を探したい
／探している

仕事をしていない
（仕事は探していな
い）

不明

終結 100.00% 29.04% 1.30% 30.60% 7.30% 6.40% 25.36%
再プランして継続 100.00% 28.79% 1.12% 35.65% 9.00% 7.14% 18.30%
中断 100.00% 25.34% 1.35% 45.61% 9.46% 4.05% 14.19%

014_1_プラン評価結果別の状況_直近の離職後の期間（平成30年度～令和2年度）
【実数】
 合計 6ヵ月未満 6ヵ月以上

～1年未満
1年以上
～2年未満

2年以上 仕事を
したことがない

不明

終結 16,270 7,612 1,395 957 1,966 181 4,159
再プランして継続 8,593 3,493 820 647 1,506 257 1,870
中断 488 233 54 31 69 7 94

【比率】
 合計 6ヵ月未満 6ヵ月以上

～1年未満
1年以上
～2年未満

2年以上 仕事を
したことがない

不明

終結 100.00% 46.79% 8.57% 5.88% 12.08% 1.11% 25.56%
再プランして継続 100.00% 40.65% 9.54% 7.53% 17.53% 2.99% 21.76%
中断 100.00% 47.75% 11.07% 6.35% 14.14% 1.43% 19.26%
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014_2_プラン評価結果別の状況_直近の離職後の期間（平成30年度）
【実数】
 合計 6ヵ月未満 6ヵ月以上

～1年未満
1年以上
～2年未満

2年以上 仕事を
したことがない

不明

終結 5,269 2,497 441 340 808 70 1,113
再プランして継続 2,722 1,093 235 218 622 87 467
中断 180 85 17 11 32 5 30

【比率】
 合計 6ヵ月未満 6ヵ月以上

～1年未満
1年以上
～2年未満

2年以上 仕事を
したことがない

不明

終結 100.00% 47.39% 8.37% 6.45% 15.33% 1.33% 21.12%
再プランして継続 100.00% 40.15% 8.63% 8.01% 22.85% 3.20% 17.16%
中断 100.00% 47.22% 9.44% 6.11% 17.78% 2.78% 16.67%

014_3_プラン評価結果別の状況_直近の離職後の期間（令和元年度）
【実数】
 合計 6ヵ月未満 6ヵ月以上

～1年未満
1年以上
～2年未満

2年以上 仕事を
したことがない

不明

終結 5,248 2,483 420 325 760 57 1,203
再プランして継続 2,687 1,065 223 203 562 111 523
中断 169 89 12 14 24 1 29

【比率】
 合計 6ヵ月未満 6ヵ月以上

～1年未満
1年以上
～2年未満

2年以上 仕事を
したことがない

不明

終結 100.00% 47.31% 8.00% 6.19% 14.48% 1.09% 22.92%
再プランして継続 100.00% 39.64% 8.30% 7.55% 20.92% 4.13% 19.46%
中断 100.00% 52.66% 7.10% 8.28% 14.20% 0.59% 17.16%

014_4_プラン評価結果別の状況_直近の離職後の期間（令和2年度）
【実数】
 合計 6ヵ月未満 6ヵ月以上

～1年未満
1年以上
～2年未満

2年以上 仕事を
したことがない

不明

終結 5,753 2,632 534 292 398 54 1,843
再プランして継続 3,184 1,335 362 226 322 59 880
中断 139 59 25 6 13 1 35

【比率】
 合計 6ヵ月未満 6ヵ月以上

～1年未満
1年以上
～2年未満

2年以上 仕事を
したことがない

不明

終結 100.00% 45.75% 9.28% 5.08% 6.92% 0.94% 32.04%
再プランして継続 100.00% 41.93% 11.37% 7.10% 10.11% 1.85% 27.64%
中断 100.00% 42.45% 17.99% 4.32% 9.35% 0.72% 25.18%

015_1_プラン評価結果別の状況_課税状況（平成30年度～令和2年度）
【実数】
 合計 住民税非課税世帯で

はない
住民税非課税世帯で
ある

不明

終結 41,040 8,247 4,673 28,120
再プランして継続 20,510 5,115 2,970 12,425
中断 992 258 143 591

【比率】
 合計 住民税非課税世帯で

はない
住民税非課税世帯で
ある

不明

終結 100.00% 20.10% 11.39% 68.52%
再プランして継続 100.00% 24.94% 14.48% 60.58%
中断 100.00% 26.01% 14.42% 59.58%

015_2_プラン評価結果別の状況_課税状況（平成30年度）
【実数】
 合計 住民税非課税世帯で

はない
住民税非課税世帯で
ある

不明

終結 11,528 2,846 1,740 6,942
再プランして継続 5,931 1,581 999 3,351
中断 383 92 65 226

【比率】
 合計 住民税非課税世帯で

はない
住民税非課税世帯で
ある

不明

終結 100.00% 24.69% 15.09% 60.22%
再プランして継続 100.00% 26.66% 16.84% 56.50%
中断 100.00% 24.02% 16.97% 59.01%

015_3_プラン評価結果別の状況_課税状況（令和元年度）
【実数】
 合計 住民税非課税世帯で

はない
住民税非課税世帯で
ある

不明

終結 11,479 2,660 1,548 7,271
再プランして継続 5,920 1,517 900 3,503
中断 313 91 50 172

【比率】
 合計 住民税非課税世帯で

はない
住民税非課税世帯で
ある

不明

終結 100.00% 23.17% 13.49% 63.34%
再プランして継続 100.00% 25.63% 15.20% 59.17%
中断 100.00% 29.07% 15.97% 54.95%
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015_4_プラン評価結果別の状況_課税状況（令和2年度）
【実数】
 合計 住民税非課税世帯で

はない
住民税非課税世帯で
ある

不明

終結 18,033 2,741 1,385 13,907
再プランして継続 8,659 2,017 1,071 5,571
中断 296 75 28 193

【比率】
 合計 住民税非課税世帯で

はない
住民税非課税世帯で
ある

不明

終結 100.00% 15.20% 7.68% 77.12%
再プランして継続 100.00% 23.29% 12.37% 64.34%
中断 100.00% 25.34% 9.46% 65.20%

016_1_プラン評価結果別の状況_債務有無（平成30年度～令和2年度）
【実数】
 合計 債務あり 債務なし 不明
終結 41,040 11,192 11,763 18,085
再プランして継続 20,510 6,284 6,923 7,303
中断 992 390 277 325

【比率】
合計 債務あり 債務なし 不明

終結 100.00% 27.27% 28.66% 44.07%
再プランして継続 100.00% 30.64% 33.75% 35.61%
中断 100.00% 39.31% 27.92% 32.76%

016_2_プラン評価結果別の状況_債務有無（平成30年度）
【実数】
 合計 債務あり 債務なし 不明
終結 11,528 3,645 4,069 3,814
再プランして継続 5,931 2,014 2,268 1,649
中断 383 153 116 114

【比率】
合計 債務あり 債務なし 不明

終結 100.00% 31.62% 35.30% 33.08%
再プランして継続 100.00% 33.96% 38.24% 27.80%
中断 100.00% 39.95% 30.29% 29.77%

016_3_プラン評価結果別の状況_債務有無（令和元年度）
【実数】
 合計 債務あり 債務なし 不明
終結 11,479 3,616 3,953 3,910
再プランして継続 5,920 1,913 2,216 1,791
中断 313 147 87 79

【比率】
合計 債務あり 債務なし 不明

終結 100.00% 31.50% 34.44% 34.06%
再プランして継続 100.00% 32.31% 37.43% 30.25%
中断 100.00% 46.96% 27.80% 25.24%

016_4_プラン評価結果別の状況_債務有無（令和2年度）
【実数】
 合計 債務あり 債務なし 不明
終結 18,033 3,931 3,741 10,361
再プランして継続 8,659 2,357 2,439 3,863
中断 296 90 74 132

【比率】
合計 債務あり 債務なし 不明

終結 100.00% 21.80% 20.75% 57.46%
再プランして継続 100.00% 27.22% 28.17% 44.61%
中断 100.00% 30.41% 25.00% 44.59%

017_1_プラン評価結果別の状況_滞納有無（平成30年度～令和2年度）
【実数】
 合計 滞納あり 滞納なし 不明
終結 41,040 10,225 12,948 17,867
再プランして継続 20,510 5,725 7,593 7,192
中断 992 371 318 303

【比率】
合計 滞納あり 滞納なし 不明

終結 100.00% 24.91% 31.55% 43.54%
再プランして継続 100.00% 27.91% 37.02% 35.07%
中断 100.00% 37.40% 32.06% 30.54%

017_2_プラン評価結果別の状況_滞納有無（平成30年度）
【実数】
 合計 滞納あり 滞納なし 不明
終結 11,528 3,594 4,259 3,675
再プランして継続 5,931 1,916 2,443 1,572
中断 383 154 124 105

【比率】
合計 滞納あり 滞納なし 不明

終結 100.00% 31.18% 36.94% 31.88%
再プランして継続 100.00% 32.30% 41.19% 26.50%
中断 100.00% 40.21% 32.38% 27.42%
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017_3_プラン評価結果別の状況_滞納有無（令和元年度）
【実数】
 合計 滞納あり 滞納なし 不明
終結 11,479 3,470 4,207 3,802
再プランして継続 5,920 1,810 2,335 1,775
中断 313 139 97 77

【比率】
合計 滞納あり 滞納なし 不明

終結 100.00% 30.23% 36.65% 33.12%
再プランして継続 100.00% 30.57% 39.44% 29.98%
中断 100.00% 44.41% 30.99% 24.60%

017_4_プラン評価結果別の状況_滞納有無（令和2年度）
【実数】
 合計 滞納あり 滞納なし 不明
終結 18,033 3,161 4,482 10,390
再プランして継続 8,659 1,999 2,815 3,845
中断 296 78 97 121

【比率】
合計 滞納あり 滞納なし 不明

終結 100.00% 17.53% 24.85% 57.62%
再プランして継続 100.00% 23.09% 32.51% 44.40%
中断 100.00% 26.35% 32.77% 40.88%

018_1_プラン評価結果別の状況_住居（平成30年度～令和2年度）
【実数】
 合計 持家 借家 賃貸アパート

・マンション
公営住宅 会社寮

・借り上げ社宅
野宿 その他 不明

終結 41,040 8,458 2,678 15,598 2,867 591 1,337 2,649 6,862
再プランして継続 20,510 5,688 1,320 8,023 1,764 154 412 1,132 2,017
中断 992 246 76 421 80 15 27 53 74

【比率】
 合計 持家 借家 賃貸アパート

・マンション
公営住宅 会社寮

・借り上げ社宅
野宿 その他 不明

終結 100.00% 20.61% 6.53% 38.01% 6.99% 1.44% 3.26% 6.45% 16.72%
再プランして継続 100.00% 27.73% 6.44% 39.12% 8.60% 0.75% 2.01% 5.52% 9.83%
中断 100.00% 24.80% 7.66% 42.44% 8.06% 1.51% 2.72% 5.34% 7.46%

018_2_プラン評価結果別の状況_住居（平成30年度）
【実数】
 合計 持家 借家 賃貸アパート

・マンション
公営住宅 会社寮

・借り上げ社宅
野宿 その他 不明

終結 11,528 2,764 768 4,260 921 188 485 877 1,265
再プランして継続 5,931 2,014 354 1,949 575 42 192 389 416
中断 383 98 36 139 33 5 11 25 36

【比率】
 合計 持家 借家 賃貸アパート

・マンション
公営住宅 会社寮

・借り上げ社宅
野宿 その他 不明

終結 100.00% 23.98% 6.66% 36.95% 7.99% 1.63% 4.21% 7.61% 10.97%
再プランして継続 100.00% 33.96% 5.97% 32.86% 9.69% 0.71% 3.24% 6.56% 7.01%
中断 100.00% 25.59% 9.40% 36.29% 8.62% 1.31% 2.87% 6.53% 9.40%

018_3_プラン評価結果別の状況_住居（令和元年度）
【実数】
 合計 持家 借家 賃貸アパート

・マンション
公営住宅 会社寮

・借り上げ社宅
野宿 その他 不明

終結 11,479 2,775 718 4,329 884 183 488 912 1,190
再プランして継続 5,920 2,037 365 1,938 591 49 159 372 409
中断 313 103 16 132 24 3 10 13 12

【比率】
 合計 持家 借家 賃貸アパート

・マンション
公営住宅 会社寮

・借り上げ社宅
野宿 その他 不明

終結 100.00% 24.17% 6.25% 37.71% 7.70% 1.59% 4.25% 7.94% 10.37%
再プランして継続 100.00% 34.41% 6.17% 32.74% 9.98% 0.83% 2.69% 6.28% 6.91%
中断 100.00% 32.91% 5.11% 42.17% 7.67% 0.96% 3.19% 4.15% 3.83%

018_4_プラン評価結果別の状況_住居（令和2年度）
【実数】
 合計 持家 借家 賃貸アパート

・マンション
公営住宅 会社寮

・借り上げ社宅
野宿 その他 不明

終結 18,033 2,919 1,192 7,009 1,062 220 364 860 4,407
再プランして継続 8,659 1,637 601 4,136 598 63 61 371 1,192
中断 296 45 24 150 23 7 6 15 26

【比率】
 合計 持家 借家 賃貸アパート

・マンション
公営住宅 会社寮

・借り上げ社宅
野宿 その他 不明

終結 100.00% 16.19% 6.61% 38.87% 5.89% 1.22% 2.02% 4.77% 24.44%
再プランして継続 100.00% 18.91% 6.94% 47.77% 6.91% 0.73% 0.70% 4.28% 13.77%
中断 100.00% 15.20% 8.11% 50.68% 7.77% 2.36% 2.03% 5.07% 8.78%
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019_1_プラン評価結果別の状況_最終学歴（平成30年度～令和2年度）
【実数】
 合計 中学（高校未入学） 中学（高校中退） 高校

（大学中退を含む）
特別支援学校
（学級を含む）

専門学校・専修学
校・各種学校

高等専門学校 短大 大学・大学院 その他 現在、就学中 不明

終結 41,040 2,913 1,683 8,248 105 2,051 210 467 2,408 119 191 22,645
再プランして継続 20,510 1,589 992 5,362 87 1,392 121 318 1,564 71 85 8,929
中断 992 82 48 297 1 55 8 22 65 5 4 405

【比率】
 合計 中学（高校未入学） 中学（高校中退） 高校

（大学中退を含む）
特別支援学校
（学級を含む）

専門学校・専修学
校・各種学校

高等専門学校 短大 大学・大学院 その他 現在、就学中 不明

終結 100.00% 7.10% 4.10% 20.10% 0.26% 5.00% 0.51% 1.14% 5.87% 0.29% 0.47% 55.18%
再プランして継続 100.00% 7.75% 4.84% 26.14% 0.42% 6.79% 0.59% 1.55% 7.63% 0.35% 0.41% 43.53%
中断 100.00% 8.27% 4.84% 29.94% 0.10% 5.54% 0.81% 2.22% 6.55% 0.50% 0.40% 40.83%

019_2_プラン評価結果別の状況_最終学歴（平成30年度）
【実数】
 合計 中学（高校未入学） 中学（高校中退） 高校

（大学中退を含む）
特別支援学校
（学級を含む）

専門学校・専修学
校・各種学校

高等専門学校 短大 大学・大学院 その他 現在、就学中 不明

終結 11,528 1,068 606 2,884 37 686 82 159 836 46 37 5,087
再プランして継続 5,931 531 320 1,772 31 469 40 101 548 15 32 2,072
中断 383 30 17 126 1 18 3 12 28 3 1 144

【比率】
 合計 中学（高校未入学） 中学（高校中退） 高校

（大学中退を含む）
特別支援学校
（学級を含む）

専門学校・専修学
校・各種学校

高等専門学校 短大 大学・大学院 その他 現在、就学中 不明

終結 100.00% 9.26% 5.26% 25.02% 0.32% 5.95% 0.71% 1.38% 7.25% 0.40% 0.32% 44.13%
再プランして継続 100.00% 8.95% 5.40% 29.88% 0.52% 7.91% 0.67% 1.70% 9.24% 0.25% 0.54% 34.94%
中断 100.00% 7.83% 4.44% 32.90% 0.26% 4.70% 0.78% 3.13% 7.31% 0.78% 0.26% 37.60%

019_3_プラン評価結果別の状況_最終学歴（令和元年度）
【実数】
 合計 中学（高校未入学） 中学（高校中退） 高校

（大学中退を含む）
特別支援学校
（学級を含む）

専門学校・専修学
校・各種学校

高等専門学校 短大 大学・大学院 その他 現在、就学中 不明

終結 11,479 1,000 532 2,795 42 676 74 170 821 38 38 5,293
再プランして継続 5,920 523 290 1,734 37 480 37 112 536 26 32 2,113
中断 313 29 21 94 0 24 4 4 21 2 1 113

【比率】
 合計 中学（高校未入学） 中学（高校中退） 高校

（大学中退を含む）
特別支援学校
（学級を含む）

専門学校・専修学
校・各種学校

高等専門学校 短大 大学・大学院 その他 現在、就学中 不明

終結 100.00% 8.71% 4.63% 24.35% 0.37% 5.89% 0.64% 1.48% 7.15% 0.33% 0.33% 46.11%
再プランして継続 100.00% 8.83% 4.90% 29.29% 0.63% 8.11% 0.63% 1.89% 9.05% 0.44% 0.54% 35.69%
中断 100.00% 9.27% 6.71% 30.03% 0.00% 7.67% 1.28% 1.28% 6.71% 0.64% 0.32% 36.10%

019_4_プラン評価結果別の状況_最終学歴（令和2年度）
【実数】
 合計 中学（高校未入学） 中学（高校中退） 高校

（大学中退を含む）
特別支援学校
（学級を含む）

専門学校・専修学
校・各種学校

高等専門学校 短大 大学・大学院 その他 現在、就学中 不明

終結 18,033 845 545 2,569 26 689 54 138 751 35 116 12,265
再プランして継続 8,659 535 382 1,856 19 443 44 105 480 30 21 4,744
中断 296 23 10 77 0 13 1 6 16 0 2 148

【比率】
 合計 中学（高校未入学） 中学（高校中退） 高校

（大学中退を含む）
特別支援学校
（学級を含む）

専門学校・専修学
校・各種学校

高等専門学校 短大 大学・大学院 その他 現在、就学中 不明

終結 100.00% 4.69% 3.02% 14.25% 0.14% 3.82% 0.30% 0.77% 4.16% 0.19% 0.64% 68.01%
再プランして継続 100.00% 6.18% 4.41% 21.43% 0.22% 5.12% 0.51% 1.21% 5.54% 0.35% 0.24% 54.79%
中断 100.00% 7.77% 3.38% 26.01% 0.00% 4.39% 0.34% 2.03% 5.41% 0.00% 0.68% 50.00%

020_1_プラン評価結果別の状況_相談内容（平成30年度～令和2年度）
【実数】 【比率】
 終結 再プランして継続 中断 終結 再プランして継続 中断
合計

41,040 20,510 992
合計

100.00% 100.00% 100.00%
病気や健康
障害のこと 7,978 4,237 198

病気や健康
障害のこと 19.44% 20.66% 19.96%

住まいについて
8,974 3,633 221

住まいについて
21.87% 17.71% 22.28%

収入・生活費
のこと 26,752 12,044 631

収入・生活費
のこと 65.19% 58.72% 63.61%

家賃やローン
の支払いのこと 10,648 6,134 307

家賃やローン
の支払いのこと 25.95% 29.91% 30.95%

税金や公共料金等
の支払いについて 5,566 3,022 190

税金や公共料金等
の支払いについて 13.56% 14.73% 19.15%

債務について
3,373 1,862 132

債務について
8.22% 9.08% 13.31%

仕事探し
就職について 16,748 9,440 539

仕事探し
就職について 40.81% 46.03% 54.33%

仕事上の不安
やトラブル 2,347 1,380 77

仕事上の不安
やトラブル 5.72% 6.73% 7.76%

地域との関係
について 324 199 16

地域との関係
について 0.79% 0.97% 1.61%

家族との関係
について 2,861 1,629 104

家族との関係
について 6.97% 7.94% 10.48%

子育てのこと
1,121 925 29

子育てのこと
2.73% 4.51% 2.92%

介護のこと
959 596 29

介護のこと
2.34% 2.91% 2.92%

ひきこもり
不登校 1,291 1,392 46

ひきこもり
不登校 3.15% 6.79% 4.64%

ＤＶ・虐待
460 197 12

ＤＶ・虐待
1.12% 0.96% 1.21%

食べるものがない
2,595 908 70

食べるものがない
6.32% 4.43% 7.06%

その他
3,894 1,821 48

その他
9.49% 8.88% 4.84%

不明
3,355 1,871 64

不明
8.17% 9.12% 6.45%
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020_2_プラン評価結果別の状況_相談内容（平成30年度）
【実数】 【比率】
 終結 再プランして継続 中断 終結 再プランして継続 中断
合計

11,528 5,931 383
合計

100.00% 100.00% 100.00%
病気や健康
障害のこと 3,002 1,606 87

病気や健康
障害のこと 26.04% 27.08% 22.72%

住まいについて
3,104 1,215 91

住まいについて
26.93% 20.49% 23.76%

収入・生活費
のこと 7,220 3,374 245

収入・生活費
のこと 62.63% 56.89% 63.97%

家賃やローン
の支払いのこと 2,710 1,221 114

家賃やローン
の支払いのこと 23.51% 20.59% 29.77%

税金や公共料金等
の支払いについて 1,958 1,042 88

税金や公共料金等
の支払いについて 16.98% 17.57% 22.98%

債務について
1,232 717 64

債務について
10.69% 12.09% 16.71%

仕事探し
就職について 5,986 3,212 219

仕事探し
就職について 51.93% 54.16% 57.18%

仕事上の不安
やトラブル 736 476 32

仕事上の不安
やトラブル 6.38% 8.03% 8.36%

地域との関係
について 121 83 6

地域との関係
について 1.05% 1.40% 1.57%

家族との関係
について 1,147 646 49

家族との関係
について 9.95% 10.89% 12.79%

子育てのこと
392 395 9

子育てのこと
3.40% 6.66% 2.35%

介護のこと
361 222 13

介護のこと
3.13% 3.74% 3.39%

ひきこもり
不登校 476 502 27

ひきこもり
不登校 4.13% 8.46% 7.05%

ＤＶ・虐待
166 92 7

ＤＶ・虐待
1.44% 1.55% 1.83%

食べるものがない
941 353 32

食べるものがない
8.16% 5.95% 8.36%

その他
1,048 421 23

その他
9.09% 7.10% 6.01%

不明
883 451 23

不明
7.66% 7.60% 6.01%

020_3_プラン評価結果別の状況_相談内容（令和元年度）
【実数】 【比率】
 終結 再プランして継続 中断 終結 再プランして継続 中断
合計

11,479 5,920 313
合計

100.00% 100.00% 100.00%
病気や健康
障害のこと 2,948 1,495 69

病気や健康
障害のこと 25.68% 25.25% 22.04%

住まいについて
3,003 1,108 59

住まいについて
26.16% 18.72% 18.85%

収入・生活費
のこと 7,037 3,234 197

収入・生活費
のこと 61.30% 54.63% 62.94%

家賃やローン
の支払いのこと 2,627 1,194 85

家賃やローン
の支払いのこと 22.89% 20.17% 27.16%

税金や公共料金等
の支払いについて 1,876 964 59

税金や公共料金等
の支払いについて 16.34% 16.28% 18.85%

債務について
1,290 657 47

債務について
11.24% 11.10% 15.02%

仕事探し
就職について 5,537 3,053 178

仕事探し
就職について 48.24% 51.57% 56.87%

仕事上の不安
やトラブル 715 492 26

仕事上の不安
やトラブル 6.23% 8.31% 8.31%

地域との関係
について 121 74 7

地域との関係
について 1.05% 1.25% 2.24%

家族との関係
について 1,068 567 32

家族との関係
について 9.30% 9.58% 10.22%

子育てのこと
424 345 13

子育てのこと
3.69% 5.83% 4.15%

介護のこと
357 213 12

介護のこと
3.11% 3.60% 3.83%

ひきこもり
不登校 535 548 11

ひきこもり
不登校 4.66% 9.26% 3.51%

ＤＶ・虐待
175 53 3

ＤＶ・虐待
1.52% 0.90% 0.96%

食べるものがない
954 296 23

食べるものがない
8.31% 5.00% 7.35%

その他
1,080 495 11

その他
9.41% 8.36% 3.51%

不明
971 563 18

不明
8.46% 9.51% 5.75%
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020_4_プラン評価結果別の状況_相談内容（令和2年度）
【実数】 【比率】
 終結 再プランして継続 中断 終結 再プランして継続 中断
合計

18,033 8,659 296
合計

100.00% 100.00% 100.00%
病気や健康
障害のこと 2,028 1,136 42

病気や健康
障害のこと 11.25% 13.12% 14.19%

住まいについて
2,867 1,310 71

住まいについて
15.90% 15.13% 23.99%

収入・生活費
のこと 12,495 5,436 189

収入・生活費
のこと 69.29% 62.78% 63.85%

家賃やローン
の支払いのこと 5,311 3,719 108

家賃やローン
の支払いのこと 29.45% 42.95% 36.49%

税金や公共料金等
の支払いについて 1,732 1,016 43

税金や公共料金等
の支払いについて 9.60% 11.73% 14.53%

債務について
851 488 21

債務について
4.72% 5.64% 7.09%

仕事探し
就職について 5,225 3,175 142

仕事探し
就職について 28.97% 36.67% 47.97%

仕事上の不安
やトラブル 896 412 19

仕事上の不安
やトラブル 4.97% 4.76% 6.42%

地域との関係
について 82 42 3

地域との関係
について 0.45% 0.49% 1.01%

家族との関係
について 646 416 23

家族との関係
について 3.58% 4.80% 7.77%

子育てのこと
305 185 7

子育てのこと
1.69% 2.14% 2.36%

介護のこと
241 161 4

介護のこと
1.34% 1.86% 1.35%

ひきこもり
不登校 280 342 8

ひきこもり
不登校 1.55% 3.95% 2.70%

ＤＶ・虐待
119 52 2

ＤＶ・虐待
0.66% 0.60% 0.68%

食べるものがない
700 259 15

食べるものがない
3.88% 2.99% 5.07%

その他
1,766 905 14

その他
9.79% 10.45% 4.73%

不明
1,501 857 23

不明
8.32% 9.90% 7.77%

021_1_プラン評価結果別の状況_最も困っている相談内容（平成30年度～令和2年度）
【実数】 【比率】
 終結 再プランして継続 中断 終結 再プランして継続 中断
合計

41,040 20,510 992
合計

100.00% 100.00% 100.00%
病気や健康
障害のこと 584 321 11

病気や健康
障害のこと 1.42% 1.57% 1.11%

住まいについて
2,261 796 44

住まいについて
5.51% 3.88% 4.44%

収入・生活費
のこと 7,579 3,452 196

収入・生活費
のこと 18.47% 16.83% 19.76%

家賃やローン
の支払いのこと 2,576 1,636 62

家賃やローン
の支払いのこと 6.28% 7.98% 6.25%

税金や公共料金等
の支払いについて 309 170 11

税金や公共料金等
の支払いについて 0.75% 0.83% 1.11%

債務について
479 273 14

債務について
1.17% 1.33% 1.41%

仕事探し
就職について 4,771 2,743 165

仕事探し
就職について 11.63% 13.37% 16.63%

仕事上の不安
やトラブル 162 104 5

仕事上の不安
やトラブル 0.39% 0.51% 0.50%

地域との関係
について 19 13 0

地域との関係
について 0.05% 0.06% 0.00%

家族との関係
について 238 113 5

家族との関係
について 0.58% 0.55% 0.50%

子育てのこと
196 404 1

子育てのこと
0.48% 1.97% 0.10%

介護のこと
58 35 2

介護のこと
0.14% 0.17% 0.20%

ひきこもり
不登校 210 326 4

ひきこもり
不登校 0.51% 1.59% 0.40%

ＤＶ・虐待
43 13 0

ＤＶ・虐待
0.10% 0.06% 0.00%

食べるものがない
405 124 11

食べるものがない
0.99% 0.60% 1.11%

その他
957 550 11

その他
2.33% 2.68% 1.11%

不明
20,193 9,437 450

不明
49.20% 46.01% 45.36%
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021_2_プラン評価結果別の状況_最も困っている相談内容（平成30年度）
【実数】 【比率】
 終結 再プランして継続 中断 終結 再プランして継続 中断
合計

11,528 5,931 383
合計

100.00% 100.00% 100.00%
病気や健康
障害のこと 241 128 6

病気や健康
障害のこと 2.09% 2.16% 1.57%

住まいについて
725 247 16

住まいについて
6.29% 4.16% 4.18%

収入・生活費
のこと 2,201 923 64

収入・生活費
のこと 19.09% 15.56% 16.71%

家賃やローン
の支払いのこと 426 167 22

家賃やローン
の支払いのこと 3.70% 2.82% 5.74%

税金や公共料金等
の支払いについて 129 69 5

税金や公共料金等
の支払いについて 1.12% 1.16% 1.31%

債務について
173 108 10

債務について
1.50% 1.82% 2.61%

仕事探し
就職について 1,793 955 64

仕事探し
就職について 15.55% 16.10% 16.71%

仕事上の不安
やトラブル 58 46 2

仕事上の不安
やトラブル 0.50% 0.78% 0.52%

地域との関係
について 8 6 0

地域との関係
について 0.07% 0.10% 0.00%

家族との関係
について 89 35 1

家族との関係
について 0.77% 0.59% 0.26%

子育てのこと
54 213 0

子育てのこと
0.47% 3.59% 0.00%

介護のこと
29 14 1

介護のこと
0.25% 0.24% 0.26%

ひきこもり
不登校 76 127 3

ひきこもり
不登校 0.66% 2.14% 0.78%

ＤＶ・虐待
12 6 0

ＤＶ・虐待
0.10% 0.10% 0.00%

食べるものがない
154 45 2

食べるものがない
1.34% 0.76% 0.52%

その他
214 126 7

その他
1.86% 2.12% 1.83%

不明
5,146 2,716 180

不明
44.64% 45.79% 47.00%

021_3_プラン評価結果別の状況_最も困っている相談内容（令和元年度）
【実数】 【比率】
 終結 再プランして継続 中断 終結 再プランして継続 中断
合計

11,479 5,920 313
合計

100.00% 100.00% 100.00%
病気や健康
障害のこと 223 116 1

病気や健康
障害のこと 1.94% 1.96% 0.32%

住まいについて
794 244 11

住まいについて
6.92% 4.12% 3.51%

収入・生活費
のこと 2,221 856 60

収入・生活費
のこと 19.35% 14.46% 19.17%

家賃やローン
の支払いのこと 464 176 16

家賃やローン
の支払いのこと 4.04% 2.97% 5.11%

税金や公共料金等
の支払いについて 113 61 6

税金や公共料金等
の支払いについて 0.98% 1.03% 1.92%

債務について
200 107 3

債務について
1.74% 1.81% 0.96%

仕事探し
就職について 1,729 974 67

仕事探し
就職について 15.06% 16.45% 21.41%

仕事上の不安
やトラブル 63 38 3

仕事上の不安
やトラブル 0.55% 0.64% 0.96%

地域との関係
について 7 7 0

地域との関係
について 0.06% 0.12% 0.00%

家族との関係
について 90 40 3

家族との関係
について 0.78% 0.68% 0.96%

子育てのこと
102 173 1

子育てのこと
0.89% 2.92% 0.32%

介護のこと
20 13 1

介護のこと
0.17% 0.22% 0.32%

ひきこもり
不登校 92 136 0

ひきこもり
不登校 0.80% 2.30% 0.00%

ＤＶ・虐待
16 3 0

ＤＶ・虐待
0.14% 0.05% 0.00%

食べるものがない
144 39 5

食べるものがない
1.25% 0.66% 1.60%

その他
263 145 1

その他
2.29% 2.45% 0.32%

不明
4,938 2,792 135

不明
43.02% 47.16% 43.13%
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（3）プラン評価結果別の状況

021_4_プラン評価結果別の状況_最も困っている相談内容（令和2年度）
【実数】 【比率】
 終結 再プランして継続 中断 終結 再プランして継続 中断
合計

18,033 8,659 296
合計

100.00% 100.00% 100.00%
病気や健康
障害のこと 120 77 4

病気や健康
障害のこと 0.67% 0.89% 1.35%

住まいについて
742 305 17

住まいについて
4.11% 3.52% 5.74%

収入・生活費
のこと 3,157 1,673 72

収入・生活費
のこと 17.51% 19.32% 24.32%

家賃やローン
の支払いのこと 1,686 1,293 24

家賃やローン
の支払いのこと 9.35% 14.93% 8.11%

税金や公共料金等
の支払いについて 67 40 0

税金や公共料金等
の支払いについて 0.37% 0.46% 0.00%

債務について
106 58 1

債務について
0.59% 0.67% 0.34%

仕事探し
就職について 1,249 814 34

仕事探し
就職について 6.93% 9.40% 11.49%

仕事上の不安
やトラブル 41 20 0

仕事上の不安
やトラブル 0.23% 0.23% 0.00%

地域との関係
について 4 0 0

地域との関係
について 0.02% 0.00% 0.00%

家族との関係
について 59 38 1

家族との関係
について 0.33% 0.44% 0.34%

子育てのこと
40 18 0

子育てのこと
0.22% 0.21% 0.00%

介護のこと
9 8 0

介護のこと
0.05% 0.09% 0.00%

ひきこもり
不登校 42 63 1

ひきこもり
不登校 0.23% 0.73% 0.34%

ＤＶ・虐待
15 4 0

ＤＶ・虐待
0.08% 0.05% 0.00%

食べるものがない
107 40 4

食べるものがない
0.59% 0.46% 1.35%

その他
480 279 3

その他
2.66% 3.22% 1.01%

不明
10,109 3,929 135

不明
56.06% 45.37% 45.61%

022_1_プラン評価結果別の状況_抱えていた課題（平成30年度～令和2年度）
【実数】
 合計 経済的課題 孤立的課題 障害 病気・けが メンタルヘルス系

課題
その他

終結 41,040 35,481 5,179 5,517 8,679 6,450 23,233
再プランして継続 20,510 17,073 3,358 4,047 4,644 4,578 14,164
中断 992 864 138 164 218 224 661

【比率】
 合計 経済的課題 孤立的課題 障害 病気・けが メンタルヘルス系

課題
その他

終結 100.00% 86.45% 12.62% 13.44% 21.15% 15.72% 56.61%
再プランして継続 100.00% 83.24% 16.37% 19.73% 22.64% 22.32% 69.06%
中断 100.00% 87.10% 13.91% 16.53% 21.98% 22.58% 66.63%

022_2_プラン評価結果別の状況_抱えていた課題（平成30年度）
【実数】
 合計 経済的課題 孤立的課題 障害 病気・けが メンタルヘルス系

課題
その他

終結 11,528 9,378 1,910 2,010 3,193 2,359 7,606
再プランして継続 5,931 4,897 1,279 1,506 1,626 1,674 4,142
中断 383 331 67 73 97 108 265

【比率】
 合計 経済的課題 孤立的課題 障害 病気・けが メンタルヘルス系

課題
その他

終結 100.00% 81.35% 16.57% 17.44% 27.70% 20.46% 65.98%
再プランして継続 100.00% 82.57% 21.56% 25.39% 27.42% 28.22% 69.84%
中断 100.00% 86.42% 17.49% 19.06% 25.33% 28.20% 69.19%

022_3_プラン評価結果別の状況_抱えていた課題（令和元年度）
【実数】
 合計 経済的課題 孤立的課題 障害 病気・けが メンタルヘルス系

課題
その他

終結 11,479 9,390 1,891 2,127 3,168 2,427 7,386
再プランして継続 5,920 4,908 1,256 1,469 1,573 1,645 4,069
中断 313 277 44 60 77 77 209

【比率】
 合計 経済的課題 孤立的課題 障害 病気・けが メンタルヘルス系

課題
その他

終結 100.00% 81.80% 16.47% 18.53% 27.60% 21.14% 64.34%
再プランして継続 100.00% 82.91% 21.22% 24.81% 26.57% 27.79% 68.73%
中断 100.00% 88.50% 14.06% 19.17% 24.60% 24.60% 66.77%

022_4_プラン評価結果別の状況_抱えていた課題（令和2年度）
【実数】
 合計 経済的課題 孤立的課題 障害 病気・けが メンタルヘルス系

課題
その他

終結 18,033 16,713 1,378 1,380 2,318 1,664 8,241
再プランして継続 8,659 7,268 823 1,072 1,445 1,259 5,953
中断 296 256 27 31 44 39 187

【比率】
 合計 経済的課題 孤立的課題 障害 病気・けが メンタルヘルス系

課題
その他

終結 100.00% 92.68% 7.64% 7.65% 12.85% 9.23% 45.70%
再プランして継続 100.00% 83.94% 9.50% 12.38% 16.69% 14.54% 68.75%
中断 100.00% 86.49% 9.12% 10.47% 14.86% 13.18% 63.18%
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（3）プラン評価結果別の状況

023_1_プラン評価結果別の状況_抱えていた課題【詳細】（平成30年度～令和2年度）
【実数】 【比率】
 終結 再プランして継続 中断 終結 再プランして継続 中断
合計

41,040 20,510 992

合計

100.00% 100.00% 100.00%
経済的困窮

29,490 12,413 685

経済的困窮

71.86% 60.52% 69.05%
（多重・過重）債務

5,952 3,225 227

（多重・過重）債務

14.50% 15.72% 22.88%
家計管理の課題

7,395 4,699 247

家計管理の課題

18.02% 22.91% 24.90%
就職活動困難

12,237 7,385 372

就職活動困難

29.82% 36.01% 37.50%
就職定着困難

5,923 3,673 224

就職定着困難

14.43% 17.91% 22.58%
ホームレス

2,555 721 43

ホームレス

6.23% 3.52% 4.33%
社会的孤立
（ニート・ひきこも
りなどを含む） 2,653 2,558 96

社会的孤立
（ニート・ひきこも
りなどを含む） 6.46% 12.47% 9.68%

不登校

191 246 3

不登校

0.47% 1.20% 0.30%
障害（手帳有）

3,041 1,994 81

障害（手帳有）

7.41% 9.72% 8.17%
障害（疑い）

2,531 2,112 84

障害（疑い）

6.17% 10.30% 8.47%
病気

8,118 4,352 200

病気

19.78% 21.22% 20.16%
けが

824 401 22

けが

2.01% 1.96% 2.22%
自死企画

331 219 8

自死企画

0.81% 1.07% 0.81%
その他のメンタルヘ
ルス系課題（うつ
・適応障害など） 6,365 4,538 222

その他のメンタルヘ
ルス系課題（うつ
・適応障害など） 15.51% 22.13% 22.38%

住まい不安定

9,160 4,877 244

住まい不安定

22.32% 23.78% 24.60%
生活習慣の乱れ

1,664 1,251 65

生活習慣の乱れ

4.05% 6.10% 6.55%
家族関係
・家族の問題

7,512 4,564 234

家族関係
・家族の問題

18.30% 22.25% 23.59%
介護

1,339 847 42

介護

3.26% 4.13% 4.23%
子育て

1,922 1,450 64

子育て

4.68% 7.07% 6.45%
非行

67 31 2

非行

0.16% 0.15% 0.20%
中卒・高校中退

1,723 1,015 43

中卒・高校中退

4.20% 4.95% 4.33%
ひとり親

2,414 1,813 59

ひとり親

5.88% 8.84% 5.95%
DV・虐待

930 504 26

DV・虐待

2.27% 2.46% 2.62%
外国籍

652 516 18

外国籍

1.59% 2.52% 1.81%
刑余者

425 158 10

刑余者

1.04% 0.77% 1.01%
コミュニケーション
が苦手

2,420 2,463 101

コミュニケーション
が苦手

5.90% 12.01% 10.18%
本人の能力の課題
（識字・言語・理解
等） 2,468 1,967 70

本人の能力の課題
（識字・言語・理解
等） 6.01% 9.59% 7.06%

被災

66 19 1

被災

0.16% 0.09% 0.10%
その他

4,960 2,801 116

その他

12.09% 13.66% 11.69%
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（3）プラン評価結果別の状況

023_2_プラン評価結果別の状況_抱えていた課題【詳細】（平成30年度）
【実数】 【比率】
 終結 再プランして継続 中断 終結 再プランして継続 中断
合計

11,528 5,931 383

合計

100.00% 100.00% 100.00%
経済的困窮

7,193 3,281 251

経済的困窮

62.40% 55.32% 65.54%
（多重・過重）債務

2,150 1,154 104

（多重・過重）債務

18.65% 19.46% 27.15%
家計管理の課題

2,634 1,632 123

家計管理の課題

22.85% 27.52% 32.11%
就職活動困難

3,990 2,312 160

就職活動困難

34.61% 38.98% 41.78%
就職定着困難

2,035 1,268 85

就職定着困難

17.65% 21.38% 22.19%
ホームレス

887 302 20

ホームレス

7.69% 5.09% 5.22%
社会的孤立
（ニート・ひきこも
りなどを含む） 1,038 945 48

社会的孤立
（ニート・ひきこも
りなどを含む） 9.00% 15.93% 12.53%

不登校

81 81 0

不登校

0.70% 1.37% 0.00%
障害（手帳有）

1,111 707 37

障害（手帳有）

9.64% 11.92% 9.66%
障害（疑い）

917 823 36

障害（疑い）

7.95% 13.88% 9.40%
病気

2,952 1,545 89

病気

25.61% 26.05% 23.24%
けが

340 132 11

けが

2.95% 2.23% 2.87%
自死企画

129 95 6

自死企画

1.12% 1.60% 1.57%
その他のメンタルヘ
ルス系課題（うつ
・適応障害など） 2,316 1,657 107

その他のメンタルヘ
ルス系課題（うつ
・適応障害など） 20.09% 27.94% 27.94%

住まい不安定

2,601 1,014 84

住まい不安定

22.56% 17.10% 21.93%
生活習慣の乱れ

620 478 32

生活習慣の乱れ

5.38% 8.06% 8.36%
家族関係
・家族の問題

2,825 1,595 105

家族関係
・家族の問題

24.51% 26.89% 27.42%
介護

482 318 23

介護

4.18% 5.36% 6.01%
子育て

621 475 24

子育て

5.39% 8.01% 6.27%
非行

29 18 1

非行

0.25% 0.30% 0.26%
中卒・高校中退

658 329 14

中卒・高校中退

5.71% 5.55% 3.66%
ひとり親

842 605 26

ひとり親

7.30% 10.20% 6.79%
DV・虐待

363 196 14

DV・虐待

3.15% 3.30% 3.66%
外国籍

105 49 2

外国籍

0.91% 0.83% 0.52%
刑余者

165 61 4

刑余者

1.43% 1.03% 1.04%
コミュニケーション
が苦手

904 901 51

コミュニケーション
が苦手

7.84% 15.19% 13.32%
本人の能力の課題
（識字・言語・理解
等） 836 697 34

本人の能力の課題
（識字・言語・理解
等） 7.25% 11.75% 8.88%

被災

29 12 1

被災

0.25% 0.20% 0.26%
その他

1,604 683 52

その他

13.91% 11.52% 13.58%
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（3）プラン評価結果別の状況

023_3_プラン評価結果別の状況_抱えていた課題【詳細】（令和元年度）
【実数】 【比率】
 終結 再プランして継続 中断 終結 再プランして継続 中断
合計

11,479 5,920 313

合計

100.00% 100.00% 100.00%
経済的困窮

7,182 3,129 221

経済的困窮

62.57% 52.85% 70.61%
（多重・過重）債務

2,114 1,054 87

（多重・過重）債務

18.42% 17.80% 27.80%
家計管理の課題

2,817 1,668 77

家計管理の課題

24.54% 28.18% 24.60%
就職活動困難

3,965 2,447 115

就職活動困難

34.54% 41.33% 36.74%
就職定着困難

2,112 1,234 82

就職定着困難

18.40% 20.84% 26.20%
ホームレス

872 258 13

ホームレス

7.60% 4.36% 4.15%
社会的孤立
（ニート・ひきこも
りなどを含む） 1,026 980 30

社会的孤立
（ニート・ひきこも
りなどを含む） 8.94% 16.55% 9.58%

不登校

71 96 3

不登校

0.62% 1.62% 0.96%
障害（手帳有）

1,185 725 31

障害（手帳有）

10.32% 12.25% 9.90%
障害（疑い）

964 772 29

障害（疑い）

8.40% 13.04% 9.27%
病気

2,993 1,483 70

病気

26.07% 25.05% 22.36%
けが

285 124 8

けが

2.48% 2.09% 2.56%
自死企画

117 75 2

自死企画

1.02% 1.27% 0.64%
その他のメンタルヘ
ルス系課題（うつ
・適応障害など） 2,402 1,632 76

その他のメンタルヘ
ルス系課題（うつ
・適応障害など） 20.93% 27.57% 24.28%

住まい不安定

2,562 907 66

住まい不安定

22.32% 15.32% 21.09%
生活習慣の乱れ

642 466 19

生活習慣の乱れ

5.59% 7.87% 6.07%
家族関係
・家族の問題

2,705 1,548 83

家族関係
・家族の問題

23.56% 26.15% 26.52%
介護

525 305 13

介護

4.57% 5.15% 4.15%
子育て

631 477 20

子育て

5.50% 8.06% 6.39%
非行

26 8 0

非行

0.23% 0.14% 0.00%
中卒・高校中退

583 344 20

中卒・高校中退

5.08% 5.81% 6.39%
ひとり親

764 558 18

ひとり親

6.66% 9.43% 5.75%
DV・虐待

329 166 10

DV・虐待

2.87% 2.80% 3.19%
外国籍

89 57 2

外国籍

0.78% 0.96% 0.64%
刑余者

146 65 3

刑余者

1.27% 1.10% 0.96%
コミュニケーション
が苦手

958 931 30

コミュニケーション
が苦手

8.35% 15.73% 9.58%
本人の能力の課題
（識字・言語・理解
等） 916 712 18

本人の能力の課題
（識字・言語・理解
等） 7.98% 12.03% 5.75%

被災

29 4 0

被災

0.25% 0.07% 0.00%
その他

1,476 692 31

その他

12.86% 11.69% 9.90%
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（3）プラン評価結果別の状況

023_4_プラン評価結果別の状況_抱えていた課題【詳細】（令和2年度）
【実数】 【比率】
 終結 再プランして継続 中断 終結 再プランして継続 中断
合計

18,033 8,659 296

合計

100.00% 100.00% 100.00%
経済的困窮

15,115 6,003 213

経済的困窮

83.82% 69.33% 71.96%
（多重・過重）債務

1,688 1,017 36

（多重・過重）債務

9.36% 11.75% 12.16%
家計管理の課題

1,944 1,399 47

家計管理の課題

10.78% 16.16% 15.88%
就職活動困難

4,282 2,626 97

就職活動困難

23.75% 30.33% 32.77%
就職定着困難

1,776 1,171 57

就職定着困難

9.85% 13.52% 19.26%
ホームレス

796 161 10

ホームレス

4.41% 1.86% 3.38%
社会的孤立
（ニート・ひきこも
りなどを含む） 589 633 18

社会的孤立
（ニート・ひきこも
りなどを含む） 3.27% 7.31% 6.08%

不登校

39 69 0

不登校

0.22% 0.80% 0.00%
障害（手帳有）

745 562 13

障害（手帳有）

4.13% 6.49% 4.39%
障害（疑い）

650 517 19

障害（疑い）

3.60% 5.97% 6.42%
病気

2,173 1,324 41

病気

12.05% 15.29% 13.85%
けが

199 145 3

けが

1.10% 1.67% 1.01%
自死企画

85 49 0

自死企画

0.47% 0.57% 0.00%
その他のメンタルヘ
ルス系課題（うつ
・適応障害など） 1,647 1,249 39

その他のメンタルヘ
ルス系課題（うつ
・適応障害など） 9.13% 14.42% 13.18%

住まい不安定

3,997 2,956 94

住まい不安定

22.16% 34.14% 31.76%
生活習慣の乱れ

402 307 14

生活習慣の乱れ

2.23% 3.55% 4.73%
家族関係
・家族の問題

1,982 1,421 46

家族関係
・家族の問題

10.99% 16.41% 15.54%
介護

332 224 6

介護

1.84% 2.59% 2.03%
子育て

670 498 20

子育て

3.72% 5.75% 6.76%
非行

12 5 1

非行

0.07% 0.06% 0.34%
中卒・高校中退

482 342 9

中卒・高校中退

2.67% 3.95% 3.04%
ひとり親

808 650 15

ひとり親

4.48% 7.51% 5.07%
DV・虐待

238 142 2

DV・虐待

1.32% 1.64% 0.68%
外国籍

458 410 14

外国籍

2.54% 4.73% 4.73%
刑余者

114 32 3

刑余者

0.63% 0.37% 1.01%
コミュニケーション
が苦手

558 631 20

コミュニケーション
が苦手

3.09% 7.29% 6.76%
本人の能力の課題
（識字・言語・理解
等） 716 558 18

本人の能力の課題
（識字・言語・理解
等） 3.97% 6.44% 6.08%

被災

8 3 0

被災

0.04% 0.03% 0.00%
その他

1,880 1,426 33

その他

10.43% 16.47% 11.15%
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（3）プラン評価結果別の状況

024_1_プラン評価結果別の状況_緊急支援の必要性（平成30年度～令和2年度）
【実数】
 合計 緊急支援の必要性

「あり」
緊急支援の必要性
「なし」

不明

終結 41,040 18,168 19,476 3,396
再プランして継続 20,510 7,047 11,319 2,144
中断 992 335 580 77

【比率】
 合計 緊急支援の必要性

「あり」
緊急支援の必要性
「なし」

不明

終結 100.00% 44.27% 47.46% 8.27%
再プランして継続 100.00% 34.36% 55.19% 10.45%
中断 100.00% 33.77% 58.47% 7.76%

024_2_プラン評価結果別の状況_緊急支援の必要性（平成30年度）
【実数】
 合計 緊急支援の必要性

「あり」
緊急支援の必要性
「なし」

不明

終結 11,528 3,376 7,556 596
再プランして継続 5,931 1,320 4,354 257
中断 383 99 267 17

【比率】
 合計 緊急支援の必要性

「あり」
緊急支援の必要性
「なし」

不明

終結 100.00% 29.29% 65.54% 5.17%
再プランして継続 100.00% 22.26% 73.41% 4.33%
中断 100.00% 25.85% 69.71% 4.44%

024_3_プラン評価結果別の状況_緊急支援の必要性（令和元年度）
【実数】

 
合計 緊急支援の必要性

「あり」
緊急支援の必要性
「なし」

不明

終結 11,479 3,285 7,226 968
再プランして継続 5,920 1,243 4,215 462
中断 313 89 209 15

【比率】
合計 緊急支援の必要性

「あり」
緊急支援の必要性
「なし」

不明

終結 100.00% 28.62% 62.95% 8.43%
再プランして継続 100.00% 21.00% 71.20% 7.80%
中断 100.00% 28.43% 66.77% 4.79%

024_4_プラン評価結果別の状況_緊急支援の必要性（令和2年度）
【実数】

 

合計 緊急支援の必要性
「あり」

緊急支援の必要性
「なし」

不明

終結 18,033 11,507 4,694 1,832
再プランして継続 8,659 4,484 2,750 1,425
中断 296 147 104 45

【比率】
合計 緊急支援の必要性

「あり」
緊急支援の必要性
「なし」

不明

終結 100.00% 63.81% 26.03% 10.16%
再プランして継続 100.00% 51.78% 31.76% 16.46%
中断 100.00% 49.66% 35.14% 15.20%

025_1_プラン評価結果別の状況_緊急支援の具体的な支援内容（平成30年度～令和2年度）
【実数】

合計 住居確保給付金 一時生活支援事業 生活福祉資金 その他の貸付 食糧支援
（フードバンク等）

不明

終結 18,168 5,092 2,885 6,758 454 1,078 3,605
再プランして継続 7,047 3,339 1,049 2,090 365 475 1,219
中断 335 110 56 56 6 27 112

【比率】
合計 住居確保給付金 一時生活支援事業 生活福祉資金 その他の貸付 食糧支援

（フードバンク等）
不明

終結 100.00% 28.03% 15.88% 37.20% 2.50% 5.93% 19.84%
再プランして継続 100.00% 47.38% 14.89% 29.66% 5.18% 6.74% 17.30%
中断 100.00% 32.84% 16.72% 16.72% 1.79% 8.06% 33.43%

025_2_プラン評価結果別の状況_緊急支援の具体的な支援内容（平成30年度）
【実数】

合計 住居確保給付金 一時生活支援事業 生活福祉資金 その他の貸付 食糧支援
（フードバンク等）

不明

終結 3,376 742 1,066 2 0 1 1,571
再プランして継続 1,320 377 437 7 0 8 500
中断 99 21 26 1 0 0 51

【比率】
合計 住居確保給付金 一時生活支援事業 生活福祉資金 その他の貸付 食糧支援

（フードバンク等）
不明

終結 100.00% 21.98% 31.58% 0.06% 0.00% 0.03% 46.53%
再プランして継続 100.00% 28.56% 33.11% 0.53% 0.00% 0.61% 37.88%
中断 100.00% 21.21% 26.26% 1.01% 0.00% 0.00% 51.52%
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025_3_プラン評価結果別の状況_緊急支援の具体的な支援内容（令和元年度）
【実数】

合計 住居確保給付金 一時生活支援事業 生活福祉資金 その他の貸付 食糧支援
（フードバンク等）

不明

終結 3,285 743 981 65 18 130 1,393
再プランして継続 1,243 371 364 46 11 58 430
中断 89 24 16 2 0 0 48

【比率】
合計 住居確保給付金 一時生活支援事業 生活福祉資金 その他の貸付 食糧支援

（フードバンク等）
不明

終結 100.00% 22.62% 29.86% 1.98% 0.55% 3.96% 42.40%
再プランして継続 100.00% 29.85% 29.28% 3.70% 0.88% 4.67% 34.59%
中断 100.00% 26.97% 17.98% 2.25% 0.00% 0.00% 53.93%

025_4_プラン評価結果別の状況_緊急支援の具体的な支援内容（令和2年度）
【実数】

合計 住居確保給付金 一時生活支援事業 生活福祉資金 その他の貸付 食糧支援
（フードバンク等）

不明

終結 11,507 3,607 838 6,691 436 947 641
再プランして継続 4,484 2,591 248 2,037 354 409 289
中断 147 65 14 53 6 27 13

【比率】
合計 住居確保給付金 一時生活支援事業 生活福祉資金 その他の貸付 食糧支援

（フードバンク等）
不明

終結 100.00% 31.35% 7.28% 58.15% 3.79% 8.23% 5.57%
再プランして継続 100.00% 57.78% 5.53% 45.43% 7.89% 9.12% 6.45%
中断 100.00% 44.22% 9.52% 36.05% 4.08% 18.37% 8.84%

026_1_プラン評価結果別の状況_一般就労目標有無（平成30年度～令和2年度）
【実数】
 合計 就労目標なし 就労目標あり 不明
終結 41,040 14,504 24,861 1,675
再プランして継続 20,510 8,105 11,517 888
中断 992 323 605 64

【比率】
合計 就労目標なし 就労目標あり 不明

終結 100.00% 35.34% 60.58% 4.08%
再プランして継続 100.00% 39.52% 56.15% 4.33%
中断 100.00% 32.56% 60.99% 6.45%

026_2_プラン評価結果別の状況_一般就労目標有無（平成30年度）
【実数】
 合計 就労目標なし 就労目標あり 不明
終結 11,528 4,252 6,281 995
再プランして継続 5,931 2,401 3,022 508
中断 383 114 220 49

【比率】
合計 就労目標なし 就労目標あり 不明

終結 100.00% 36.88% 54.48% 8.63%
再プランして継続 100.00% 40.48% 50.95% 8.57%
中断 100.00% 29.77% 57.44% 12.79%

026_3_プラン評価結果別の状況_一般就労目標有無（令和元年度）
【実数】
 合計 就労目標なし 就労目標あり 不明
終結 11,479 4,693 6,107 679
再プランして継続 5,920 2,524 3,016 380
中断 313 114 184 15

【比率】
合計 就労目標なし 就労目標あり 不明

終結 100.00% 40.88% 53.20% 5.92%
再プランして継続 100.00% 42.64% 50.95% 6.42%
中断 100.00% 36.42% 58.79% 4.79%

026_4_プラン評価結果別の状況_一般就労目標有無（令和2年度）
【実数】
 合計 就労目標なし 就労目標あり 不明
終結 18,033 5,559 12,473 1
再プランして継続 8,659 3,180 5,479 0
中断 296 95 201 0

【比率】
合計 就労目標なし 就労目標あり 不明

終結 100.00% 30.83% 69.17% 0.01%
再プランして継続 100.00% 36.72% 63.28% 0.00%
中断 100.00% 32.09% 67.91% 0.00%

027_1_プラン評価結果別の状況_法に基づく事業等の利用状況（平成30年度～令和2年度）
【実数】
 合計 住居確保給付金 一時生活支援事業 家計改善支援事業 就労準備支援事業 認定就労訓練事業 自立相談支援事業

による就労支援
生活福祉資金
の貸付

生活保護受給者等
就労自立促進事業

利用なし

終結 41,040 7,088 3,367 5,866 1,207 67 17,572 9,360 9,748 7,253
再プランして継続 20,510 4,946 1,097 3,529 1,965 268 10,338 3,203 4,923 3,546
中断 992 146 52 142 33 2 539 117 221 176

【比率】
 合計 住居確保給付金 一時生活支援事業 家計改善支援事業 就労準備支援事業 認定就労訓練事業 自立相談支援事業

による就労支援
生活福祉資金
の貸付

生活保護受給者等
就労自立促進事業

利用なし

終結 100.00% 17.27% 8.20% 14.29% 2.94% 0.16% 42.82% 22.81% 23.75% 17.67%
再プランして継続 100.00% 24.12% 5.35% 17.21% 9.58% 1.31% 50.40% 15.62% 24.00% 17.29%
中断 100.00% 14.72% 5.24% 14.31% 3.33% 0.20% 54.33% 11.79% 22.28% 17.74%
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027_2_プラン評価結果別の状況_法に基づく事業等の利用状況（平成30年度）
【実数】
 合計 住居確保給付金 一時生活支援事業 家計改善支援事業 就労準備支援事業 認定就労訓練事業 自立相談支援事業

による就労支援
生活福祉資金
の貸付

生活保護受給者等
就労自立促進事業

利用なし

終結 11,528 1,064 1,214 1,996 378 28 5,329 704 3,035 2,750
再プランして継続 5,931 453 460 1,079 638 91 2,815 273 1,375 1,441
中断 383 22 24 67 15 1 200 22 89 81

【比率】
 合計 住居確保給付金 一時生活支援事業 家計改善支援事業 就労準備支援事業 認定就労訓練事業 自立相談支援事業

による就労支援
生活福祉資金
の貸付

生活保護受給者等
就労自立促進事業

利用なし

終結 100.00% 9.23% 10.53% 17.31% 3.28% 0.24% 46.23% 6.11% 26.33% 23.85%
再プランして継続 100.00% 7.64% 7.76% 18.19% 10.76% 1.53% 47.46% 4.60% 23.18% 24.30%
中断 100.00% 5.74% 6.27% 17.49% 3.92% 0.26% 52.22% 5.74% 23.24% 21.15%

027_3_プラン評価結果別の状況_法に基づく事業等の利用状況（令和元年度）
【実数】
 合計 住居確保給付金 一時生活支援事業 家計改善支援事業 就労準備支援事業 認定就労訓練事業 自立相談支援事業

による就労支援
生活福祉資金
の貸付

生活保護受給者等
就労自立促進事業

利用なし

終結 11,479 1,027 1,136 2,035 479 24 5,177 648 2,917 2,915
再プランして継続 5,920 462 381 1,161 752 123 2,752 221 1,437 1,365
中断 313 25 14 44 14 0 173 18 69 68

【比率】
 合計 住居確保給付金 一時生活支援事業 家計改善支援事業 就労準備支援事業 認定就労訓練事業 自立相談支援事業

による就労支援
生活福祉資金
の貸付

生活保護受給者等
就労自立促進事業

利用なし

終結 100.00% 8.95% 9.90% 17.73% 4.17% 0.21% 45.10% 5.65% 25.41% 25.39%
再プランして継続 100.00% 7.80% 6.44% 19.61% 12.70% 2.08% 46.49% 3.73% 24.27% 23.06%
中断 100.00% 7.99% 4.47% 14.06% 4.47% 0.00% 55.27% 5.75% 22.04% 21.73%

027_4_プラン評価結果別の状況_法に基づく事業等の利用状況（令和2年度）
【実数】
 合計 住居確保給付金 一時生活支援事業 家計改善支援事業 就労準備支援事業 認定就労訓練事業 自立相談支援事業

による就労支援
生活福祉資金
の貸付

生活保護受給者等
就労自立促進事業

利用なし

終結 18,033 4,997 1,017 1,835 350 15 7,066 8,008 3,796 1,588
再プランして継続 8,659 4,031 256 1,289 575 54 4,771 2,709 2,111 740
中断 296 99 14 31 4 1 166 77 63 27

【比率】
 合計 住居確保給付金 一時生活支援事業 家計改善支援事業 就労準備支援事業 認定就労訓練事業 自立相談支援事業

による就労支援
生活福祉資金
の貸付

生活保護受給者等
就労自立促進事業

利用なし

終結 100.00% 27.71% 5.64% 10.18% 1.94% 0.08% 39.18% 44.41% 21.05% 8.81%
再プランして継続 100.00% 46.55% 2.96% 14.89% 6.64% 0.62% 55.10% 31.29% 24.38% 8.55%
中断 100.00% 33.45% 4.73% 10.47% 1.35% 0.34% 56.08% 26.01% 21.28% 9.12%

028_1_プラン評価結果別の状況_受給中の公的給付（平成30年度～令和2年度）
【実数】
 合計 雇用保険 老齢年金・遺族年金 障害者年金 特別障害者手当 児童手当 児童扶養手当 特別児童扶養手当 住居確保給付金 その他
終結 41,040 1,307 5,589 1,595 192 3,101 1,546 192 435 800
再プランして継続 20,510 779 2,890 1,116 182 2,157 1,163 182 333 581
中断 992 38 120 43 7 92 37 7 6 15

【比率】
合計 雇用保険 老齢年金・遺族年金 障害者年金 特別障害者手当 児童手当 児童扶養手当 特別児童扶養手当 住居確保給付金 その他

終結 100.00% 3.18% 13.62% 3.89% 0.47% 7.56% 3.77% 0.47% 1.06% 1.95%
再プランして継続 100.00% 3.80% 14.09% 5.44% 0.89% 10.52% 5.67% 0.89% 1.62% 2.83%
中断 100.00% 3.83% 12.10% 4.33% 0.71% 9.27% 3.73% 0.71% 0.60% 1.51%

028_2_プラン評価結果別の状況_受給中の公的給付（平成30年度）
【実数】
 合計 雇用保険 老齢年金・遺族年金 障害者年金 特別障害者手当 児童手当 児童扶養手当 特別児童扶養手当 住居確保給付金 その他
終結 11,528 403 1,996 602 67 955 492 67 77 274
再プランして継続 5,931 224 993 413 45 632 378 45 40 215
中断 383 13 54 21 4 38 15 4 3 6

【比率】
合計 雇用保険 老齢年金・遺族年金 障害者年金 特別障害者手当 児童手当 児童扶養手当 特別児童扶養手当 住居確保給付金 その他

終結 100.00% 3.50% 17.31% 5.22% 0.58% 8.28% 4.27% 0.58% 0.67% 2.38%
再プランして継続 100.00% 3.78% 16.74% 6.96% 0.76% 10.66% 6.37% 0.76% 0.67% 3.63%
中断 100.00% 3.39% 14.10% 5.48% 1.04% 9.92% 3.92% 1.04% 0.78% 1.57%

028_3_プラン評価結果別の状況_受給中の公的給付（令和元年度）
【実数】
 合計 雇用保険 老齢年金・遺族年金 障害者年金 特別障害者手当 児童手当 児童扶養手当 特別児童扶養手当 住居確保給付金 その他
終結 11,479 409 2,044 613 60 862 433 60 60 301
再プランして継続 5,920 236 1,007 412 74 615 319 74 46 209
中断 313 13 46 17 2 27 11 2 0 5

【比率】
合計 雇用保険 老齢年金・遺族年金 障害者年金 特別障害者手当 児童手当 児童扶養手当 特別児童扶養手当 住居確保給付金 その他

終結 100.00% 3.56% 17.81% 5.34% 0.52% 7.51% 3.77% 0.52% 0.52% 2.62%
再プランして継続 100.00% 3.99% 17.01% 6.96% 1.25% 10.39% 5.39% 1.25% 0.78% 3.53%
中断 100.00% 4.15% 14.70% 5.43% 0.64% 8.63% 3.51% 0.64% 0.00% 1.60%

028_4_プラン評価結果別の状況_受給中の公的給付（令和2年度）
【実数】
 合計 雇用保険 老齢年金・遺族年金 障害者年金 特別障害者手当 児童手当 児童扶養手当 特別児童扶養手当 住居確保給付金 その他
終結 18,033 495 1,549 380 65 1,284 621 65 298 225
再プランして継続 8,659 319 890 291 63 910 466 63 247 157
中断 296 12 20 5 1 27 11 1 3 4

【比率】
合計 雇用保険 老齢年金・遺族年金 障害者年金 特別障害者手当 児童手当 児童扶養手当 特別児童扶養手当 住居確保給付金 その他

終結 100.00% 2.74% 8.59% 2.11% 0.36% 7.12% 3.44% 0.36% 1.65% 1.25%
再プランして継続 100.00% 3.68% 10.28% 3.36% 0.73% 10.51% 5.38% 0.73% 2.85% 1.81%
中断 100.00% 4.05% 6.76% 1.69% 0.34% 9.12% 3.72% 0.34% 1.01% 1.35%
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029_1_プラン評価結果別の状況_相談前の関係機関・関係者（平成30年度～令和2年度）
【実数】 【比率】

 
終結 再プランし

て継続
中断 終結 再プランし

て継続
中断

合計 41,040 20,510 992 合計 100.00% 100.00% 100.00%

ハローワーク 15,838 8,826 488 ハローワーク 38.59% 43.03% 49.19%
就業訓練所 468 392 25 就業訓練所 1.14% 1.91% 2.52%
就労準備支援機関 351 530 10 就労準備支援機関 0.86% 2.58% 1.01%
地域若者サポートステーション 220 209 10 地域若者サポートステーション 0.54% 1.02% 1.01%
就労支援法人・団体（就労訓練事業を含む） 2,522 1,818 69 就労支援法人・団体（就労訓練事業を含む） 6.15% 8.86% 6.96%
一般企業 4,701 2,566 141 一般企業 11.45% 12.51% 14.21%
各種協同組合（生協等） 283 131 11 各種協同組合（生協等） 0.69% 0.64% 1.11%
農業者・農業団体 77 68 2 農業者・農業団体 0.19% 0.33% 0.20%

医療機関 5,929 4,037 173 医療機関 14.45% 19.68% 17.44%
医療機関の内、無料低額診療実施機関 41 23 0 医療機関の内、無料低額診療実施機関 0.10% 0.11% 0.00%
行政の保健担当部署 200 143 6 行政の保健担当部署 0.49% 0.70% 0.60%

行政の障害担当部署 2,124 1,464 51 行政の障害担当部署 5.18% 7.14% 5.14%
基幹相談支援センター 84 51 4 基幹相談支援センター 0.20% 0.25% 0.40%
精神保健福祉センター 25 21 2 精神保健福祉センター 0.06% 0.10% 0.20%
障害者就業・生活支援センター 649 539 16 障害者就業・生活支援センター 1.58% 2.63% 1.61%
障害者就労支援事業所 768 623 18 障害者就労支援事業所 1.87% 3.04% 1.81%
その他障害者支援機関・施設 888 761 28 その他障害者支援機関・施設 2.16% 3.71% 2.82%

行政の高齢者担当部署 1,101 500 14 行政の高齢者担当部署 2.68% 2.44% 1.41%
地域包括支援センター 1,595 887 42 地域包括支援センター 3.89% 4.32% 4.23%
居宅介護支援事業所・その他介護事業所 703 427 20 居宅介護支援事業所・その他介護事業所 1.71% 2.08% 2.02%

行政の子ども家庭担当部署 1,343 862 43 行政の子ども家庭担当部署 3.27% 4.20% 4.33%
教育委員会 51 46 2 教育委員会 0.12% 0.22% 0.20%
保育所・幼稚園・子ども園 47 37 2 保育所・幼稚園・子ども園 0.11% 0.18% 0.20%
小・中・高（特別支援含む）学校 196 153 4 小・中・高（特別支援含む）学校 0.48% 0.75% 0.40%
大学等（高等専門学校、専修学校、各種学校含む） 8 10 0 大学等（高等専門学校、専修学校、各種学校含む） 0.02% 0.05% 0.00%
その他教育機関 16 26 0 その他教育機関 0.04% 0.13% 0.00%
家庭児童相談室（福祉事務所） 258 168 8 家庭児童相談室（福祉事務所） 0.63% 0.82% 0.81%
児童相談所・児童家庭支援センター 182 108 6 児童相談所・児童家庭支援センター 0.44% 0.53% 0.60%
児童福祉施設 9 7 1 児童福祉施設 0.02% 0.03% 0.10%
地域子育て支援センター 28 11 0 地域子育て支援センター 0.07% 0.05% 0.00%
その他子育て支援機関 12 22 1 その他子育て支援機関 0.03% 0.11% 0.10%
行政の人権担当部署 9 11 0 行政の人権担当部署 0.02% 0.05% 0.00%
男女共同参画センター 5 2 0 男女共同参画センター 0.01% 0.01% 0.00%
婦人相談所・配偶者暴力相談支援センター 24 19 0 婦人相談所・配偶者暴力相談支援センター 0.06% 0.09% 0.00%

福祉事務所（生活保護担当部署） 8,318 2,666 135 福祉事務所（生活保護担当部署） 20.27% 13.00% 13.61%
ホームレス支援機関 377 68 4 ホームレス支援機関 0.92% 0.33% 0.40%
一時保護施設 722 80 5 一時保護施設 1.76% 0.39% 0.50%
警察 209 106 9 警察 0.51% 0.52% 0.91%
更生保護施設・自立準備ホーム 58 27 3 更生保護施設・自立準備ホーム 0.14% 0.13% 0.30%
地域生活定着支援センター 16 5 0 地域生活定着支援センター 0.04% 0.02% 0.00%

行政の税担当部署 1,721 1,167 71 行政の税担当部署 4.19% 5.69% 7.16%
行政の保険・年金担当部署（年金事務所含む） 1,750 1,124 67 行政の保険・年金担当部署（年金事務所含む） 4.26% 5.48% 6.75%
社会保険労務士 34 24 0 社会保険労務士 0.08% 0.12% 0.00%
自立・家計改善支援機関 3,578 2,505 102 自立・家計改善支援機関 8.72% 12.21% 10.28%
食糧支援関係団体（フードバンク等） 531 244 9 食糧支援関係団体（フードバンク等） 1.29% 1.19% 0.91%
小口貸付（生活福祉資金除く） 1,803 656 51 小口貸付（生活福祉資金除く） 4.39% 3.20% 5.14%
社会福祉協議会（生活福祉資金） 3,210 1,863 49 社会福祉協議会（生活福祉資金） 7.82% 9.08% 4.94%
社会福祉協議会（日常生活自立支援事業） 122 78 5 社会福祉協議会（日常生活自立支援事業） 0.30% 0.38% 0.50%
成年後見人制度の支援機関 279 194 8 成年後見人制度の支援機関 0.68% 0.95% 0.81%
法テラス・弁護士・司法書士 2,529 1,313 98 法テラス・弁護士・司法書士 6.16% 6.40% 9.88%
消費生活センター・消費生活相談窓口・多重債務者等相談窓口 233 118 14 消費生活センター・消費生活相談窓口・多重債務者等相談窓口 0.57% 0.58% 1.41%

行政の住宅施策担当部局（居住支援協議会） 121 94 2 行政の住宅施策担当部局（居住支援協議会） 0.29% 0.46% 0.20%
居住支援法人 45 20 2 居住支援法人 0.11% 0.10% 0.20%
不動産・保証関係会社 873 557 20 不動産・保証関係会社 2.13% 2.72% 2.02%

他地域の生活困窮者自立相談支援機関 25 3 2 他地域の生活困窮者自立相談支援機関 0.06% 0.01% 0.20%
民生委員・児童委員 674 353 25 民生委員・児童委員 1.64% 1.72% 2.52%
外国人支援団体・相談窓口 33 23 0 外国人支援団体・相談窓口 0.08% 0.11% 0.00%
ひきこもり支援機関 15 32 1 ひきこもり支援機関 0.04% 0.16% 0.10%
ＮＰＯ・ボランティア団体 978 780 31 ＮＰＯ・ボランティア団体 2.38% 3.80% 3.13%
商店街・商工会等経済団体 45 41 3 商店街・商工会等経済団体 0.11% 0.20% 0.30%
町内会・自治会、福祉委員、近隣住民 341 238 9 町内会・自治会、福祉委員、近隣住民 0.83% 1.16% 0.91%
ライフライン民間事業者（電気・ガス・水道） 28 16 2 ライフライン民間事業者（電気・ガス・水道） 0.07% 0.08% 0.20%
保健所（動物・ペットの多頭飼育等） 5 2 0 保健所（動物・ペットの多頭飼育等） 0.01% 0.01% 0.00%
社会福祉協議会（資金、日常生活自立支援以外） 420 274 33 社会福祉協議会（資金、日常生活自立支援以外） 1.02% 1.34% 3.33%
その他行政の担当部署 1,758 1,031 59 その他行政の担当部署 4.28% 5.03% 5.95%
家族・親族・その他キーパーソン 409 354 9 家族・親族・その他キーパーソン 1.00% 1.73% 0.91%
その他1 & その他2 3,627 2,316 99 その他1 & その他2 8.84% 11.29% 9.98%

不明 9,341 3,870 171 不明 22.76% 18.87% 17.24%
不明 不明

生活・金銭 生活・金銭

住居 住居

その他 その他

高齢 高齢

子ども・人権 子ども・人権

保護 保護

就労 就労

医療 医療

障害 障害
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（3）プラン評価結果別の状況

029_2_プラン評価結果別の状況_相談前の関係機関・関係者（平成30年度）
【実数】 【比率】

 
終結 再プランし

て継続
中断 終結 再プランし

て継続
中断

合計 11,528 5,931 383 合計 100.00% 100.00% 100.00%

ハローワーク 5,275 2,622 201 ハローワーク 45.76% 44.21% 52.48%
就業訓練所 195 162 11 就業訓練所 1.69% 2.73% 2.87%
就労準備支援機関 0 0 0 就労準備支援機関 0.00% 0.00% 0.00%
地域若者サポートステーション 96 59 4 地域若者サポートステーション 0.83% 0.99% 1.04%
就労支援法人・団体（就労訓練事業を含む） 1,124 761 36 就労支援法人・団体（就労訓練事業を含む） 9.75% 12.83% 9.40%
一般企業 1,523 772 51 一般企業 13.21% 13.02% 13.32%
各種協同組合（生協等） 126 48 3 各種協同組合（生協等） 1.09% 0.81% 0.78%
農業者・農業団体 31 24 2 農業者・農業団体 0.27% 0.40% 0.52%

医療機関 2,349 1,519 72 医療機関 20.38% 25.61% 18.80%
医療機関の内、無料低額診療実施機関 0 0 0 医療機関の内、無料低額診療実施機関 0.00% 0.00% 0.00%
行政の保健担当部署 0 1 0 行政の保健担当部署 0.00% 0.02% 0.00%

行政の障害担当部署 914 595 23 行政の障害担当部署 7.93% 10.03% 6.01%
基幹相談支援センター 1 0 0 基幹相談支援センター 0.01% 0.00% 0.00%
精神保健福祉センター 0 0 0 精神保健福祉センター 0.00% 0.00% 0.00%
障害者就業・生活支援センター 282 207 10 障害者就業・生活支援センター 2.45% 3.49% 2.61%
障害者就労支援事業所 314 241 10 障害者就労支援事業所 2.72% 4.06% 2.61%
その他障害者支援機関・施設 375 288 17 その他障害者支援機関・施設 3.25% 4.86% 4.44%

行政の高齢者担当部署 464 216 7 行政の高齢者担当部署 4.02% 3.64% 1.83%
地域包括支援センター 668 390 21 地域包括支援センター 5.79% 6.58% 5.48%
居宅介護支援事業所・その他介護事業所 276 187 6 居宅介護支援事業所・その他介護事業所 2.39% 3.15% 1.57%

行政の子ども家庭担当部署 539 319 22 行政の子ども家庭担当部署 4.68% 5.38% 5.74%
教育委員会 1 0 0 教育委員会 0.01% 0.00% 0.00%
保育所・幼稚園・子ども園 0 0 0 保育所・幼稚園・子ども園 0.00% 0.00% 0.00%
小・中・高（特別支援含む）学校 0 0 0 小・中・高（特別支援含む）学校 0.00% 0.00% 0.00%
大学等（高等専門学校、専修学校、各種学校含む） 0 0 0 大学等（高等専門学校、専修学校、各種学校含む） 0.00% 0.00% 0.00%
その他教育機関 0 0 0 その他教育機関 0.00% 0.00% 0.00%
家庭児童相談室（福祉事務所） 113 73 4 家庭児童相談室（福祉事務所） 0.98% 1.23% 1.04%
児童相談所・児童家庭支援センター 78 42 0 児童相談所・児童家庭支援センター 0.68% 0.71% 0.00%
児童福祉施設 0 0 0 児童福祉施設 0.00% 0.00% 0.00%
地域子育て支援センター 0 0 0 地域子育て支援センター 0.00% 0.00% 0.00%
その他子育て支援機関 0 0 0 その他子育て支援機関 0.00% 0.00% 0.00%
行政の人権担当部署 0 0 0 行政の人権担当部署 0.00% 0.00% 0.00%
男女共同参画センター 0 0 0 男女共同参画センター 0.00% 0.00% 0.00%
婦人相談所・配偶者暴力相談支援センター 0 0 0 婦人相談所・配偶者暴力相談支援センター 0.00% 0.00% 0.00%

福祉事務所（生活保護担当部署） 2,920 915 57 福祉事務所（生活保護担当部署） 25.33% 15.43% 14.88%
ホームレス支援機関 141 30 1 ホームレス支援機関 1.22% 0.51% 0.26%
一時保護施設 276 43 3 一時保護施設 2.39% 0.73% 0.78%
警察 76 40 4 警察 0.66% 0.67% 1.04%
更生保護施設・自立準備ホーム 24 13 1 更生保護施設・自立準備ホーム 0.21% 0.22% 0.26%
地域生活定着支援センター 9 2 0 地域生活定着支援センター 0.08% 0.03% 0.00%

行政の税担当部署 707 458 31 行政の税担当部署 6.13% 7.72% 8.09%
行政の保険・年金担当部署（年金事務所含む） 714 464 34 行政の保険・年金担当部署（年金事務所含む） 6.19% 7.82% 8.88%
社会保険労務士 0 0 0 社会保険労務士 0.00% 0.00% 0.00%
自立・家計改善支援機関 1,279 701 53 自立・家計改善支援機関 11.09% 11.82% 13.84%
食糧支援関係団体（フードバンク等） 1 0 0 食糧支援関係団体（フードバンク等） 0.01% 0.00% 0.00%
小口貸付（生活福祉資金除く） 656 200 20 小口貸付（生活福祉資金除く） 5.69% 3.37% 5.22%
社会福祉協議会（生活福祉資金） 2 1 0 社会福祉協議会（生活福祉資金） 0.02% 0.02% 0.00%
社会福祉協議会（日常生活自立支援事業） 0 0 0 社会福祉協議会（日常生活自立支援事業） 0.00% 0.00% 0.00%
成年後見人制度の支援機関 154 80 4 成年後見人制度の支援機関 1.34% 1.35% 1.04%
法テラス・弁護士・司法書士 1,051 530 53 法テラス・弁護士・司法書士 9.12% 8.94% 13.84%
消費生活センター・消費生活相談窓口・多重債務者等相談窓口 115 53 10 消費生活センター・消費生活相談窓口・多重債務者等相談窓口 1.00% 0.89% 2.61%

行政の住宅施策担当部局（居住支援協議会） 0 0 0 行政の住宅施策担当部局（居住支援協議会） 0.00% 0.00% 0.00%
居住支援法人 0 0 0 居住支援法人 0.00% 0.00% 0.00%
不動産・保証関係会社 0 0 0 不動産・保証関係会社 0.00% 0.00% 0.00%

他地域の生活困窮者自立相談支援機関 0 0 0 他地域の生活困窮者自立相談支援機関 0.00% 0.00% 0.00%
民生委員・児童委員 319 165 13 民生委員・児童委員 2.77% 2.78% 3.39%
外国人支援団体・相談窓口 0 0 0 外国人支援団体・相談窓口 0.00% 0.00% 0.00%
ひきこもり支援機関 0 0 0 ひきこもり支援機関 0.00% 0.00% 0.00%
ＮＰＯ・ボランティア団体 395 305 17 ＮＰＯ・ボランティア団体 3.43% 5.14% 4.44%
商店街・商工会等経済団体 12 15 1 商店街・商工会等経済団体 0.10% 0.25% 0.26%
町内会・自治会、福祉委員、近隣住民 171 99 5 町内会・自治会、福祉委員、近隣住民 1.48% 1.67% 1.31%
ライフライン民間事業者（電気・ガス・水道） 0 0 0 ライフライン民間事業者（電気・ガス・水道） 0.00% 0.00% 0.00%
保健所（動物・ペットの多頭飼育等） 0 0 0 保健所（動物・ペットの多頭飼育等） 0.00% 0.00% 0.00%
社会福祉協議会（資金、日常生活自立支援以外） 3 0 0 社会福祉協議会（資金、日常生活自立支援以外） 0.03% 0.00% 0.00%
その他行政の担当部署 760 392 33 その他行政の担当部署 6.59% 6.61% 8.62%
家族・親族・その他キーパーソン 0 0 0 家族・親族・その他キーパーソン 0.00% 0.00% 0.00%
その他1 & その他2 1,546 987 44 その他1 & その他2 13.41% 16.64% 11.49%

不明 1,116 676 44 不明 9.68% 11.40% 11.49%

就労 就労

医療 医療

障害 障害

高齢 高齢

子ども・人権 子ども・人権

保護 保護

生活・金銭 生活・金銭

住居 住居

その他 その他

不明 不明

参考資料１　- 101 -



（3）プラン評価結果別の状況

029_3_プラン評価結果別の状況_相談前の関係機関・関係者（令和元年度）
【実数】 【比率】

 
終結 再プランし

て継続
中断 終結 再プランし

て継続
中断

合計 11,479 5,920 313 合計 100.00% 100.00% 100.00%

ハローワーク 4,979 2,649 167 ハローワーク 43.37% 44.75% 53.35%
就業訓練所 184 148 7 就業訓練所 1.60% 2.50% 2.24%
就労準備支援機関 54 80 0 就労準備支援機関 0.47% 1.35% 0.00%
地域若者サポートステーション 63 85 4 地域若者サポートステーション 0.55% 1.44% 1.28%
就労支援法人・団体（就労訓練事業を含む） 946 717 27 就労支援法人・団体（就労訓練事業を含む） 8.24% 12.11% 8.63%
一般企業 1,625 812 49 一般企業 14.16% 13.72% 15.65%
各種協同組合（生協等） 128 48 8 各種協同組合（生協等） 1.12% 0.81% 2.56%
農業者・農業団体 27 21 0 農業者・農業団体 0.24% 0.35% 0.00%

医療機関 2,364 1,592 62 医療機関 20.59% 26.89% 19.81%
医療機関の内、無料低額診療実施機関 5 5 0 医療機関の内、無料低額診療実施機関 0.04% 0.08% 0.00%
行政の保健担当部署 36 19 0 行政の保健担当部署 0.31% 0.32% 0.00%

行政の障害担当部署 865 588 22 行政の障害担当部署 7.54% 9.93% 7.03%
基幹相談支援センター 13 5 0 基幹相談支援センター 0.11% 0.08% 0.00%
精神保健福祉センター 2 3 0 精神保健福祉センター 0.02% 0.05% 0.00%
障害者就業・生活支援センター 276 222 5 障害者就業・生活支援センター 2.40% 3.75% 1.60%
障害者就労支援事業所 321 249 5 障害者就労支援事業所 2.80% 4.21% 1.60%
その他障害者支援機関・施設 355 311 8 その他障害者支援機関・施設 3.09% 5.25% 2.56%

行政の高齢者担当部署 473 194 5 行政の高齢者担当部署 4.12% 3.28% 1.60%
地域包括支援センター 665 343 15 地域包括支援センター 5.79% 5.79% 4.79%
居宅介護支援事業所・その他介護事業所 290 161 11 居宅介護支援事業所・その他介護事業所 2.53% 2.72% 3.51%

行政の子ども家庭担当部署 523 316 13 行政の子ども家庭担当部署 4.56% 5.34% 4.15%
教育委員会 4 4 0 教育委員会 0.03% 0.07% 0.00%
保育所・幼稚園・子ども園 7 5 0 保育所・幼稚園・子ども園 0.06% 0.08% 0.00%
小・中・高（特別支援含む）学校 27 24 0 小・中・高（特別支援含む）学校 0.24% 0.41% 0.00%
大学等（高等専門学校、専修学校、各種学校含む） 0 0 0 大学等（高等専門学校、専修学校、各種学校含む） 0.00% 0.00% 0.00%
その他教育機関 1 8 0 その他教育機関 0.01% 0.14% 0.00%
家庭児童相談室（福祉事務所） 112 65 4 家庭児童相談室（福祉事務所） 0.98% 1.10% 1.28%
児童相談所・児童家庭支援センター 74 52 4 児童相談所・児童家庭支援センター 0.64% 0.88% 1.28%
児童福祉施設 3 2 0 児童福祉施設 0.03% 0.03% 0.00%
地域子育て支援センター 6 2 0 地域子育て支援センター 0.05% 0.03% 0.00%
その他子育て支援機関 3 1 0 その他子育て支援機関 0.03% 0.02% 0.00%
行政の人権担当部署 1 0 0 行政の人権担当部署 0.01% 0.00% 0.00%
男女共同参画センター 1 0 0 男女共同参画センター 0.01% 0.00% 0.00%
婦人相談所・配偶者暴力相談支援センター 5 4 0 婦人相談所・配偶者暴力相談支援センター 0.04% 0.07% 0.00%

福祉事務所（生活保護担当部署） 2,942 801 41 福祉事務所（生活保護担当部署） 25.63% 13.53% 13.10%
ホームレス支援機関 130 23 2 ホームレス支援機関 1.13% 0.39% 0.64%
一時保護施設 269 18 2 一時保護施設 2.34% 0.30% 0.64%
警察 96 51 4 警察 0.84% 0.86% 1.28%
更生保護施設・自立準備ホーム 23 11 1 更生保護施設・自立準備ホーム 0.20% 0.19% 0.32%
地域生活定着支援センター 5 2 0 地域生活定着支援センター 0.04% 0.03% 0.00%

行政の税担当部署 698 479 28 行政の税担当部署 6.08% 8.09% 8.95%
行政の保険・年金担当部署（年金事務所含む） 732 455 23 行政の保険・年金担当部署（年金事務所含む） 6.38% 7.69% 7.35%
社会保険労務士 10 1 0 社会保険労務士 0.09% 0.02% 0.00%
自立・家計改善支援機関 1,214 785 35 自立・家計改善支援機関 10.58% 13.26% 11.18%
食糧支援関係団体（フードバンク等） 78 46 0 食糧支援関係団体（フードバンク等） 0.68% 0.78% 0.00%
小口貸付（生活福祉資金除く） 589 203 20 小口貸付（生活福祉資金除く） 5.13% 3.43% 6.39%
社会福祉協議会（生活福祉資金） 89 42 2 社会福祉協議会（生活福祉資金） 0.78% 0.71% 0.64%
社会福祉協議会（日常生活自立支援事業） 22 10 0 社会福祉協議会（日常生活自立支援事業） 0.19% 0.17% 0.00%
成年後見人制度の支援機関 98 97 3 成年後見人制度の支援機関 0.85% 1.64% 0.96%
法テラス・弁護士・司法書士 1,009 522 37 法テラス・弁護士・司法書士 8.79% 8.82% 11.82%
消費生活センター・消費生活相談窓口・多重債務者等相談窓口 90 49 4 消費生活センター・消費生活相談窓口・多重債務者等相談窓口 0.78% 0.83% 1.28%

行政の住宅施策担当部局（居住支援協議会） 9 8 0 行政の住宅施策担当部局（居住支援協議会） 0.08% 0.14% 0.00%
居住支援法人 7 3 0 居住支援法人 0.06% 0.05% 0.00%
不動産・保証関係会社 57 23 0 不動産・保証関係会社 0.50% 0.39% 0.00%

他地域の生活困窮者自立相談支援機関 5 1 0 他地域の生活困窮者自立相談支援機関 0.04% 0.02% 0.00%
民生委員・児童委員 264 147 10 民生委員・児童委員 2.30% 2.48% 3.19%
外国人支援団体・相談窓口 1 1 0 外国人支援団体・相談窓口 0.01% 0.02% 0.00%
ひきこもり支援機関 4 2 1 ひきこもり支援機関 0.03% 0.03% 0.32%
ＮＰＯ・ボランティア団体 469 341 14 ＮＰＯ・ボランティア団体 4.09% 5.76% 4.47%
商店街・商工会等経済団体 15 8 1 商店街・商工会等経済団体 0.13% 0.14% 0.32%
町内会・自治会、福祉委員、近隣住民 135 103 4 町内会・自治会、福祉委員、近隣住民 1.18% 1.74% 1.28%
ライフライン民間事業者（電気・ガス・水道） 6 3 0 ライフライン民間事業者（電気・ガス・水道） 0.05% 0.05% 0.00%
保健所（動物・ペットの多頭飼育等） 1 0 0 保健所（動物・ペットの多頭飼育等） 0.01% 0.00% 0.00%
社会福祉協議会（資金、日常生活自立支援以外） 91 50 5 社会福祉協議会（資金、日常生活自立支援以外） 0.79% 0.84% 1.60%
その他行政の担当部署 663 439 20 その他行政の担当部署 5.78% 7.42% 6.39%
家族・親族・その他キーパーソン 61 38 0 家族・親族・その他キーパーソン 0.53% 0.64% 0.00%
その他1 & その他2 1,488 988 37 その他1 & その他2 12.96% 16.69% 11.82%

不明 1,155 643 30 不明 10.06% 10.86% 9.58%

就労 就労

医療 医療

障害 障害

高齢 高齢

子ども・人権 子ども・人権

保護 保護

不明 不明

生活・金銭 生活・金銭

住居 住居

その他 その他
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（3）プラン評価結果別の状況

029_4_プラン評価結果別の状況_相談前の関係機関・関係者（令和2年度）
【実数】 【比率】

 
終結 再プランし

て継続
中断 終結 再プランし

て継続
中断

合計 18,033 8,659 296 合計 100.00% 100.00% 100.00%

ハローワーク 5,584 3,555 120 ハローワーク 30.97% 41.06% 40.54%
就業訓練所 89 82 7 就業訓練所 0.49% 0.95% 2.36%
就労準備支援機関 297 450 10 就労準備支援機関 1.65% 5.20% 3.38%
地域若者サポートステーション 61 65 2 地域若者サポートステーション 0.34% 0.75% 0.68%
就労支援法人・団体（就労訓練事業を含む） 452 340 6 就労支援法人・団体（就労訓練事業を含む） 2.51% 3.93% 2.03%
一般企業 1,553 982 41 一般企業 8.61% 11.34% 13.85%
各種協同組合（生協等） 29 35 0 各種協同組合（生協等） 0.16% 0.40% 0.00%
農業者・農業団体 19 23 0 農業者・農業団体 0.11% 0.27% 0.00%

医療機関 1,216 926 39 医療機関 6.74% 10.69% 13.18%
医療機関の内、無料低額診療実施機関 36 18 0 医療機関の内、無料低額診療実施機関 0.20% 0.21% 0.00%
行政の保健担当部署 164 123 6 行政の保健担当部署 0.91% 1.42% 2.03%

行政の障害担当部署 345 281 6 行政の障害担当部署 1.91% 3.25% 2.03%
基幹相談支援センター 70 46 4 基幹相談支援センター 0.39% 0.53% 1.35%
精神保健福祉センター 23 18 2 精神保健福祉センター 0.13% 0.21% 0.68%
障害者就業・生活支援センター 91 110 1 障害者就業・生活支援センター 0.50% 1.27% 0.34%
障害者就労支援事業所 133 133 3 障害者就労支援事業所 0.74% 1.54% 1.01%
その他障害者支援機関・施設 158 162 3 その他障害者支援機関・施設 0.88% 1.87% 1.01%

行政の高齢者担当部署 164 90 2 行政の高齢者担当部署 0.91% 1.04% 0.68%
地域包括支援センター 262 154 6 地域包括支援センター 1.45% 1.78% 2.03%
居宅介護支援事業所・その他介護事業所 137 79 3 居宅介護支援事業所・その他介護事業所 0.76% 0.91% 1.01%

行政の子ども家庭担当部署 281 227 8 行政の子ども家庭担当部署 1.56% 2.62% 2.70%
教育委員会 46 42 2 教育委員会 0.26% 0.49% 0.68%
保育所・幼稚園・子ども園 40 32 2 保育所・幼稚園・子ども園 0.22% 0.37% 0.68%
小・中・高（特別支援含む）学校 169 129 4 小・中・高（特別支援含む）学校 0.94% 1.49% 1.35%
大学等（高等専門学校、専修学校、各種学校含む） 8 10 0 大学等（高等専門学校、専修学校、各種学校含む） 0.04% 0.12% 0.00%
その他教育機関 15 18 0 その他教育機関 0.08% 0.21% 0.00%
家庭児童相談室（福祉事務所） 33 30 0 家庭児童相談室（福祉事務所） 0.18% 0.35% 0.00%
児童相談所・児童家庭支援センター 30 14 2 児童相談所・児童家庭支援センター 0.17% 0.16% 0.68%
児童福祉施設 6 5 1 児童福祉施設 0.03% 0.06% 0.34%
地域子育て支援センター 22 9 0 地域子育て支援センター 0.12% 0.10% 0.00%
その他子育て支援機関 9 21 1 その他子育て支援機関 0.05% 0.24% 0.34%
行政の人権担当部署 8 11 0 行政の人権担当部署 0.04% 0.13% 0.00%
男女共同参画センター 4 2 0 男女共同参画センター 0.02% 0.02% 0.00%
婦人相談所・配偶者暴力相談支援センター 19 15 0 婦人相談所・配偶者暴力相談支援センター 0.11% 0.17% 0.00%

福祉事務所（生活保護担当部署） 2,456 950 37 福祉事務所（生活保護担当部署） 13.62% 10.97% 12.50%
ホームレス支援機関 106 15 1 ホームレス支援機関 0.59% 0.17% 0.34%
一時保護施設 177 19 0 一時保護施設 0.98% 0.22% 0.00%
警察 37 15 1 警察 0.21% 0.17% 0.34%
更生保護施設・自立準備ホーム 11 3 1 更生保護施設・自立準備ホーム 0.06% 0.03% 0.34%
地域生活定着支援センター 2 1 0 地域生活定着支援センター 0.01% 0.01% 0.00%

行政の税担当部署 316 230 12 行政の税担当部署 1.75% 2.66% 4.05%
行政の保険・年金担当部署（年金事務所含む） 304 205 10 行政の保険・年金担当部署（年金事務所含む） 1.69% 2.37% 3.38%
社会保険労務士 24 23 0 社会保険労務士 0.13% 0.27% 0.00%
自立・家計改善支援機関 1,085 1,019 14 自立・家計改善支援機関 6.02% 11.77% 4.73%
食糧支援関係団体（フードバンク等） 452 198 9 食糧支援関係団体（フードバンク等） 2.51% 2.29% 3.04%
小口貸付（生活福祉資金除く） 558 253 11 小口貸付（生活福祉資金除く） 3.09% 2.92% 3.72%
社会福祉協議会（生活福祉資金） 3,119 1,820 47 社会福祉協議会（生活福祉資金） 17.30% 21.02% 15.88%
社会福祉協議会（日常生活自立支援事業） 100 68 5 社会福祉協議会（日常生活自立支援事業） 0.55% 0.79% 1.69%
成年後見人制度の支援機関 27 17 1 成年後見人制度の支援機関 0.15% 0.20% 0.34%
法テラス・弁護士・司法書士 469 261 8 法テラス・弁護士・司法書士 2.60% 3.01% 2.70%
消費生活センター・消費生活相談窓口・多重債務者等相談窓口 28 16 0 消費生活センター・消費生活相談窓口・多重債務者等相談窓口 0.16% 0.18% 0.00%

行政の住宅施策担当部局（居住支援協議会） 112 86 2 行政の住宅施策担当部局（居住支援協議会） 0.62% 0.99% 0.68%
居住支援法人 38 17 2 居住支援法人 0.21% 0.20% 0.68%
不動産・保証関係会社 816 534 20 不動産・保証関係会社 4.53% 6.17% 6.76%

他地域の生活困窮者自立相談支援機関 20 2 2 他地域の生活困窮者自立相談支援機関 0.11% 0.02% 0.68%
民生委員・児童委員 91 41 2 民生委員・児童委員 0.50% 0.47% 0.68%
外国人支援団体・相談窓口 32 22 0 外国人支援団体・相談窓口 0.18% 0.25% 0.00%
ひきこもり支援機関 11 30 0 ひきこもり支援機関 0.06% 0.35% 0.00%
ＮＰＯ・ボランティア団体 114 134 0 ＮＰＯ・ボランティア団体 0.63% 1.55% 0.00%
商店街・商工会等経済団体 18 18 1 商店街・商工会等経済団体 0.10% 0.21% 0.34%
町内会・自治会、福祉委員、近隣住民 35 36 0 町内会・自治会、福祉委員、近隣住民 0.19% 0.42% 0.00%
ライフライン民間事業者（電気・ガス・水道） 22 13 2 ライフライン民間事業者（電気・ガス・水道） 0.12% 0.15% 0.68%
保健所（動物・ペットの多頭飼育等） 4 2 0 保健所（動物・ペットの多頭飼育等） 0.02% 0.02% 0.00%
社会福祉協議会（資金、日常生活自立支援以外） 326 224 28 社会福祉協議会（資金、日常生活自立支援以外） 1.81% 2.59% 9.46%
その他行政の担当部署 335 200 6 その他行政の担当部署 1.86% 2.31% 2.03%
家族・親族・その他キーパーソン 348 316 9 家族・親族・その他キーパーソン 1.93% 3.65% 3.04%
その他1 & その他2 593 341 18 その他1 & その他2 3.29% 3.94% 6.08%

不明 7,070 2,551 97 不明 39.21% 29.46% 32.77%

就労 就労

医療 医療

障害 障害

高齢 高齢

子ども・人権 子ども・人権

保護 保護

生活・金銭 生活・金銭

住居 住居

その他 その他

不明 不明
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（3）プラン評価結果別の状況

030_1_プラン評価結果別の状況_見られた変化【経済的変化】（平成30年度～令和2年度）
【実数】 【比率】
 終結 再プランして継続 中断 終結 再プランして継続 中断
合計

41,040 20,510 992

合計

100.00% 100.00% 100.00%
生活保護適用

5,729 225 28

生活保護適用

13.96% 1.10% 2.82%
家計の改善

6,583 2,404 47

家計の改善

16.04% 11.72% 4.74%
債務の整理

1,758 823 20

債務の整理

4.28% 4.01% 2.02%
職場定着

5,159 1,467 52

職場定着

12.57% 7.15% 5.24%
就職活動開始

3,884 2,961 90

就職活動開始

9.46% 14.44% 9.07%
職業訓練
の開始 就学

286 295 8

職業訓練
の開始 就学

0.70% 1.44% 0.81%
保険関係収入
の増加

159 91 3

保険関係収入
の増加

0.39% 0.44% 0.30%
年金関係収入
の増加

349 156 4

年金関係収入
の増加

0.85% 0.76% 0.40%
その他収入増加
（一般就労以外）

4,461 300 3

その他収入増加
（一般就労以外）

10.87% 1.46% 0.30%
就労収入増加
（転職・勤務時間の
増加等により増収） 4,056 1,442 63

就労収入増加
（転職・勤務時間の
増加等により増収） 9.88% 7.03% 6.35%

一般就労開始（目的
が継続的な就労（障
害者雇用含む）） 10,536 3,982 136

一般就労開始（目的
が継続的な就労（障
害者雇用含む）） 25.67% 19.41% 13.71%

一般就労開始
（目的が時限的）

743 617 6

一般就労開始
（目的が時限的）

1.81% 3.01% 0.60%
雇用契約を伴う支援
付き就労（就労訓練
事業等） 106 104 0

雇用契約を伴う支援
付き就労（就労訓練
事業等） 0.26% 0.51% 0.00%

障害者サービス活用
（就労継続B型、就
労移行支援等） 236 124 0

障害者サービス活用
（就労継続B型、就
労移行支援等） 0.58% 0.60% 0.00%

自営業等雇用外の就
労開始

95 33 1

自営業等雇用外の就
労開始

0.23% 0.16% 0.10%

030_2_プラン評価結果別の状況_見られた変化【経済的変化】（平成30年度）
【実数】 【比率】
 終結 再プランして継続 中断 終結 再プランして継続 中断
合計

11,528 5,931 383

合計

100.00% 100.00% 100.00%
生活保護適用

1,961 103 9

生活保護適用

17.01% 1.74% 2.35%
家計の改善

2,558 967 28

家計の改善

22.19% 16.30% 7.31%
債務の整理

704 337 9

債務の整理

6.11% 5.68% 2.35%
職場定着

1,836 563 19

職場定着

15.93% 9.49% 4.96%
就職活動開始

1,393 920 38

就職活動開始

12.08% 15.51% 9.92%
職業訓練
の開始 就学

110 133 4

職業訓練
の開始 就学

0.95% 2.24% 1.04%
保険関係収入
の増加

1 1 0

保険関係収入
の増加

0.01% 0.02% 0.00%
年金関係収入
の増加

18 8 0

年金関係収入
の増加

0.16% 0.13% 0.00%
その他収入増加
（一般就労以外）

11 2 0

その他収入増加
（一般就労以外）

0.10% 0.03% 0.00%
就労収入増加
（転職・勤務時間の
増加等により増収） 1,422 652 26

就労収入増加
（転職・勤務時間の
増加等により増収） 12.34% 10.99% 6.79%

一般就労開始（目的
が継続的な就労（障
害者雇用含む）） 3,958 1,543 61

一般就労開始（目的
が継続的な就労（障
害者雇用含む）） 34.33% 26.02% 15.93%

一般就労開始
（目的が時限的）

126 146 2

一般就労開始
（目的が時限的）

1.09% 2.46% 0.52%
雇用契約を伴う支援
付き就労（就労訓練
事業等） 2 6 0

雇用契約を伴う支援
付き就労（就労訓練
事業等） 0.02% 0.10% 0.00%

障害者サービス活用
（就労継続B型、就
労移行支援等） 15 1 0

障害者サービス活用
（就労継続B型、就
労移行支援等） 0.13% 0.02% 0.00%

自営業等雇用外の就
労開始

1 0 0

自営業等雇用外の就
労開始

0.01% 0.00% 0.00%
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（3）プラン評価結果別の状況

030_3_プラン評価結果別の状況_見られた変化【経済的変化】（令和元年度）
【実数】 【比率】
 終結 再プランして継続 中断 終結 再プランして継続 中断
合計

11,479 5,920 313

合計

100.00% 100.00% 100.00%
生活保護適用

2,024 77 14

生活保護適用

17.63% 1.30% 4.47%
家計の改善

2,276 845 13

家計の改善

19.83% 14.27% 4.15%
債務の整理

676 325 7

債務の整理

5.89% 5.49% 2.24%
職場定着

1,844 512 17

職場定着

16.06% 8.65% 5.43%
就職活動開始

1,228 895 31

就職活動開始

10.70% 15.12% 9.90%
職業訓練
の開始 就学

107 94 3

職業訓練
の開始 就学

0.93% 1.59% 0.96%
保険関係収入
の増加

40 26 0

保険関係収入
の増加

0.35% 0.44% 0.00%
年金関係収入
の増加

159 68 2

年金関係収入
の増加

1.39% 1.15% 0.64%
その他収入増加
（一般就労以外）

146 78 0

その他収入増加
（一般就労以外）

1.27% 1.32% 0.00%
就労収入増加
（転職・勤務時間の
増加等により増収） 1,123 396 13

就労収入増加
（転職・勤務時間の
増加等により増収） 9.78% 6.69% 4.15%

一般就労開始（目的
が継続的な就労（障
害者雇用含む）） 3,320 1,311 42

一般就労開始（目的
が継続的な就労（障
害者雇用含む）） 28.92% 22.15% 13.42%

一般就労開始
（目的が時限的）

224 161 1

一般就労開始
（目的が時限的）

1.95% 2.72% 0.32%
雇用契約を伴う支援
付き就労（就労訓練
事業等） 45 42 0

雇用契約を伴う支援
付き就労（就労訓練
事業等） 0.39% 0.71% 0.00%

障害者サービス活用
（就労継続B型、就
労移行支援等） 111 67 0

障害者サービス活用
（就労継続B型、就
労移行支援等） 0.97% 1.13% 0.00%

自営業等雇用外の就
労開始

24 6 0

自営業等雇用外の就
労開始

0.21% 0.10% 0.00%

030_4_プラン評価結果別の状況_見られた変化【経済的変化】（令和2年度）
【実数】 【比率】
 終結 再プランして継続 中断 終結 再プランして継続 中断
合計

18,033 8,659 296

合計

100.00% 100.00% 100.00%
生活保護適用

1,744 45 5

生活保護適用

9.67% 0.52% 1.69%
家計の改善

1,749 592 6

家計の改善

9.70% 6.84% 2.03%
債務の整理

378 161 4

債務の整理

2.10% 1.86% 1.35%
職場定着

1,479 392 16

職場定着

8.20% 4.53% 5.41%
就職活動開始

1,263 1,146 21

就職活動開始

7.00% 13.23% 7.09%
職業訓練
の開始 就学

69 68 1

職業訓練
の開始 就学

0.38% 0.79% 0.34%
保険関係収入
の増加

118 64 3

保険関係収入
の増加

0.65% 0.74% 1.01%
年金関係収入
の増加

172 80 2

年金関係収入
の増加

0.95% 0.92% 0.68%
その他収入増加
（一般就労以外）

4,304 220 3

その他収入増加
（一般就労以外）

23.87% 2.54% 1.01%
就労収入増加
（転職・勤務時間の
増加等により増収） 1,511 394 24

就労収入増加
（転職・勤務時間の
増加等により増収） 8.38% 4.55% 8.11%

一般就労開始（目的
が継続的な就労（障
害者雇用含む）） 3,258 1,128 33

一般就労開始（目的
が継続的な就労（障
害者雇用含む）） 18.07% 13.03% 11.15%

一般就労開始
（目的が時限的）

393 310 3

一般就労開始
（目的が時限的）

2.18% 3.58% 1.01%
雇用契約を伴う支援
付き就労（就労訓練
事業等） 59 56 0

雇用契約を伴う支援
付き就労（就労訓練
事業等） 0.33% 0.65% 0.00%

障害者サービス活用
（就労継続B型、就
労移行支援等） 110 56 0

障害者サービス活用
（就労継続B型、就
労移行支援等） 0.61% 0.65% 0.00%

自営業等雇用外の就
労開始

70 27 1

自営業等雇用外の就
労開始

0.39% 0.31% 0.34%
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（3）プラン評価結果別の状況

031_1_プラン評価結果別の状況_見られた変化【経済的以外での変化】（平成30年度～令和2年度）
【実数】 【比率】
 終結 再プランして継続 中断 終結 再プランして継続 中断
合計

41,040 20,510 992
合計

100.00% 100.00% 100.00%
医療機関受診開始

2,491 1,180 42
医療機関受診開始

6.07% 5.75% 4.23%
健康状態の改善

2,937 1,540 35
健康状態の改善

7.16% 7.51% 3.53%
障害手帳取得

516 417 10
障害手帳取得

1.26% 2.03% 1.01%
住まいの確保・安定

9,410 3,245 74
住まいの確保・安定

22.93% 15.82% 7.46%
社会参加機会の増加

3,308 2,351 50
社会参加機会の増加

8.06% 11.46% 5.04%
生活習慣の改善

2,474 1,607 47
生活習慣の改善

6.03% 7.84% 4.74%
対人関係・家族関係
の改善 3,239 1,837 52

対人関係・家族関係
の改善 7.89% 8.96% 5.24%

自立意欲
の向上・改善 8,304 5,313 88

自立意欲
の向上・改善 20.23% 25.90% 8.87%

孤立の解消
4,045 2,396 66

孤立の解消
9.86% 11.68% 6.65%

精神の安定
6,678 3,098 61

精神の安定
16.27% 15.10% 6.15%

その他
3,285 2,376 143

その他
8.00% 11.58% 14.42%

031_2_プラン評価結果別の状況_見られた変化【経済的以外での変化】（平成30年度）
【実数】 【比率】
 終結 再プランして継続 中断 終結 再プランして継続 中断
合計

11,528 5,931 383
合計

100.00% 100.00% 100.00%
医療機関受診開始

1,019 502 20
医療機関受診開始

8.84% 8.46% 5.22%
健康状態の改善

1,206 654 12
健康状態の改善

10.46% 11.03% 3.13%
障害手帳取得

215 170 4
障害手帳取得

1.87% 2.87% 1.04%
住まいの確保・安定

2,535 590 27
住まいの確保・安定

21.99% 9.95% 7.05%
社会参加機会の増加

1,588 1,061 28
社会参加機会の増加

13.78% 17.89% 7.31%
生活習慣の改善

979 641 20
生活習慣の改善

8.49% 10.81% 5.22%
対人関係・家族関係
の改善 1,349 745 30

対人関係・家族関係
の改善 11.70% 12.56% 7.83%

自立意欲
の向上・改善 2,859 1,880 41

自立意欲
の向上・改善 24.80% 31.70% 10.70%

孤立の解消
1,504 833 40

孤立の解消
13.05% 14.04% 10.44%

精神の安定
2,340 1,046 33

精神の安定
20.30% 17.64% 8.62%

その他
1,074 769 39

その他
9.32% 12.97% 10.18%

031_3_プラン評価結果別の状況_見られた変化【経済的以外での変化】（令和元年度）
【実数】 【比率】
 終結 再プランして継続 中断 終結 再プランして継続 中断
合計

11,479 5,920 313
合計

100.00% 100.00% 100.00%
医療機関受診開始

920 424 13
医療機関受診開始

8.01% 7.16% 4.15%
健康状態の改善

1,129 513 13
健康状態の改善

9.84% 8.67% 4.15%
障害手帳取得

206 154 3
障害手帳取得

1.79% 2.60% 0.96%
住まいの確保・安定

2,692 566 20
住まいの確保・安定

23.45% 9.56% 6.39%
社会参加機会の増加

1,197 901 20
社会参加機会の増加

10.43% 15.22% 6.39%
生活習慣の改善

966 593 19
生活習慣の改善

8.42% 10.02% 6.07%
対人関係・家族関係
の改善 1,216 682 16

対人関係・家族関係
の改善 10.59% 11.52% 5.11%

自立意欲
の向上・改善 2,728 1,743 33

自立意欲
の向上・改善 23.77% 29.44% 10.54%

孤立の解消
1,472 836 22

孤立の解消
12.82% 14.12% 7.03%

精神の安定
2,413 1,053 23

精神の安定
21.02% 17.79% 7.35%

その他
1,115 854 59

その他
9.71% 14.43% 18.85%

031_4_プラン評価結果別の状況_見られた変化【経済的以外での変化】（令和2年度）
【実数】 【比率】
 終結 再プランして継続 中断 終結 再プランして継続 中断
合計

18,033 8,659 296
合計

100.00% 100.00% 100.00%
医療機関受診開始

552 254 9
医療機関受診開始

3.06% 2.93% 3.04%
健康状態の改善

602 373 10
健康状態の改善

3.34% 4.31% 3.38%
障害手帳取得

95 93 3
障害手帳取得

0.53% 1.07% 1.01%
住まいの確保・安定

4,183 2,089 27
住まいの確保・安定

23.20% 24.13% 9.12%
社会参加機会の増加

523 389 2
社会参加機会の増加

2.90% 4.49% 0.68%
生活習慣の改善

529 373 8
生活習慣の改善

2.93% 4.31% 2.70%
対人関係・家族関係
の改善 674 410 6

対人関係・家族関係
の改善 3.74% 4.73% 2.03%

自立意欲
の向上・改善 2,717 1,690 14

自立意欲
の向上・改善 15.07% 19.52% 4.73%

孤立の解消
1,069 727 4

孤立の解消
5.93% 8.40% 1.35%

精神の安定
1,925 999 5

精神の安定
10.67% 11.54% 1.69%

その他
1,096 753 45

その他
6.08% 8.70% 15.20%
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参考資料２ 

ヒアリング調査結果一覧 

 



 A県B町 C県D市 E県F市 G県H市 I県J市

国様式 独⾃様式 国様式 独⾃様式 独⾃様式

国様式 ⼀部改変 国様式 独⾃様式 ⼀部改変

国様式 ⼀部改変 国様式 独⾃様式 ⼀部改変

国様式 ⼀部改変 ― 独⾃様式 ⼀部改変

国様式 ⼀部改変 国様式 独⾃様式 独⾃様式

相談受付書（初期⾯談で使う、社会福祉
協議会独⾃の様式）、家計再⽣プラン

相談連絡票／個⼈情報取り扱い同意書

・2回⽬で同意を取得するなど⼯夫して
いる。

・ 相談受付・申込票の本⼈署名につい
ては、同意が得られるように働きかけて
もらっている。署名が難しいこともある
が、⼝頭での確認は⾏っている。

・ 本⼈の署名をもらうことについて、
抵抗がある⼈もいるので強制ではない。
ケースバイケースで信頼関係を築きなが
らサインしてもらうこともある。
・情報提供先の機関についてきちんと説
明ができるほど信頼関係ができたところ
で同意を取りたいと考えている。
・ 特に引きこもりの⽅などは匿名で関
わっている⼈もいるほどなので、初回相
談時に相談受付・申込票への署名をもら
うことは難しい。

・ 本⼈の同意を取るのが難しいケース
がある。

・ 相談受付・申込票は町独⾃の様式
（受付票）を⽤意している。
・ ⽀援開始にあたっては、受付票以外
に個⼈情報取り扱いに関する同意書に署
名を頂くようにしている。本⼈同意は
「重層的⽀援のプラン作成に当たり必要
であるため」と説明している。ただし、
実際には書⾯での同意よりも⼝頭同意の
ほうが多く、半数ほどになる。
・ 本⼈⾃らが相談に来た⼈は問題意識
もあるため、同意の取得がしやすいが、
家族や関係者からの相談ケースは本⼈に
とってはうっとうしいものであり、同意
取得も難しい。

・多機関協働事業のプランについては、
初回だけでよいのではないかとの希望あ
り

・ プラン開始の段階では、本⼈による
署名をもらっていない。

・（説明⽤の⽂書の作成が遅れ、ヒアリ
ングの時点ではまだ署名がもらえていな
かったが）最終的には重層的会議の対象
者からは署名をもらい、会議を開催し
た。

・ プラン化する前に実際の⽀援を始め
ているので、プランが後付けになり、⽀
援⾃体が調整会議前に終結してしまう場
合もある。このような場合、同意をもら
うタイミングが難しくなってしまう。

・実施なし

追加候補
項⽬
削除候補
項⽬

運⽤につ
いて

・関係機関からつながれた⽇を初回相談
受付⽇として記載している。

・ 困窮システムの相談受付から抜き
取ったものを提供している。
・国様式の相談受付・申込票を⽤いな
かったことについて、⽣活困窮と⼀体的
に運営したかった、ということ以外に理
由はない。

その他意
⾒

相談受付時

プラン作成時

同意取得
の状況

その他の時点

各帳票の
項⽬や帳
票の使い

⽅

相談受
付・申込
票

使⽤帳票

⾃治体名

インテーク・アセス
メントシート

プラン兼事業等利⽤
申込書

評価シート

つながり評価シート

その他

相談受付・申込票
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追加候補
項⽬
削除候補
項⽬

運⽤につ
いて

その他意
⾒

相談受付時

プラン作成時

同意取得
の状況

その他の時点

各帳票の
項⽬や帳
票の使い

⽅

相談受
付・申込
票

使⽤帳票

⾃治体名

インテーク・アセス
メントシート

プラン兼事業等利⽤
申込書

評価シート

つながり評価シート

その他

相談受付・申込票

K県L市 M県N町 O県P市 Q県R市 S県T市

国様式 ―

多機関協働事業：⼀部改変
アウトリーチ等を通じた継続的⽀援事
業：国様式
参加⽀援事業：国様式

国様式

⼀部改変
相談受付票（相談受付票は情報提供のみ
の場合に使⽤）、利⽤申込受付票に分け
て使っている。

国様式 ― 多機関協働事業：独⾃様式 国様式
独⾃様式（介護、障害、⽣活⽀援の3種
類がある）

国様式 ―

多機関協働事業：独⾃様式
アウトリーチ等を通じた継続的⽀援事
業：国様式
参加⽀援事業：国様式

国様式 独⾃様式

国様式 ―

多機関協働事業：独⾃様式
アウトリーチ等を通じた継続的⽀援事
業：国様式
参加⽀援事業：国様式

国様式 独⾃様式

国様式 ― 独⾃様式 国様式 ―

・ 国の帳票の項⽬を参考にしながら、
担当保健師が⾃⾝で個別のケース記録を
つけている。
・ インテーク・アセスメントシートと
マクロで連携したエクセルの⼀覧表を作
成中。

・重層的⽀援会議や⽀援会議においては
参加⽀援事業・アウトリーチ事業ともに
国の帳票を使⽤している。ただし⽀援経
過記録については当市の社会福祉協議会
全職員がログインID/パスワードを持つ
共通のシステムに⼊⼒している。

フェースシート、⽀援計画書・⽀援同意
書、⽀援経過記録、⽀援計画評価表

・引きこもりの場合、同意を取るのが難
しい。はじめは家族とつながり、本⼈と
会えたところで本⼈の同意を取ってい
る。
・個⼈情報を書くことに抵抗感がある⼈
からは同意をもらいづらい。

・多機関協働事業では⼝頭で本⼈からの
同意を得ている。

・本⼈が相談に来ることはまれなので、
せっかく相談者（家族など）から利⽤申
込を得たとしても再度本⼈に同意を取る
必要があり、使い勝⼿が悪いと感じてい
る。

・ 介護保険事業のケアプラン作成と、重層的
⽀援体制整備事業のプラン作成は全く違う。
介護保険の場合は、本⼈に「サービスを利⽤
する」という分かりやすいメリットがある
が、重層的⽀援体制整備事業の⽅はそういう
ものではない。そのため、説明と同意のサイ
ンが難しく、⽀援員の負担になってしまう。
・状況が変わるたびにプランを変えてサイン
をもらうことになるが、プラン改訂時に「な
ぜこんなに何回もサインをしないといけない
のか」と⾔われることもある。必ずサインを
もらうことに執着すると、関係性が難しくな
る場合もある。重層から⽣活困窮に⽀援が切
り替わる場合も同様で、対象者から理解を得
にくい。当市の場合、2事業の窓⼝が⼀緒な
ので、ますますそれぞれプランと書類が必要
なのを理解してもらうことが必要なため、⽀
援員の更なる負担になっていると感じてい
る。
・ また、タイミングの問題もあり（今ならサ
インもらえそうだが会議でプランが承認され
ていない、など）サインをもらいそびれる
ケースもある。

・ プランを⾒せて署名をもらうことは
していない。
・ 会議で共有する際には⼝頭で確認を
もらっている。

・ プランは逐次変更するため、都度本
⼈の同意を取ることを必要とすると煩雑
になってしまう。そのため、相談申込の
段階で、多機関で情報共有することにつ
いてのみ同意を得ている。
・多機関協働事業においては、関係する
機関につなぐ役割がメインであり、具体
的な⽀援はつないだ先になるため、本⼈
からの同意をもらっていない。

・世帯に対してプランを作る場合、全員
から同意をもらわなくてはならないの
か?

・本来、本⼈の同意がとれないうちはア
ウトリーチ等を通じた継続的⽀援の取組
として起票すべきだが、いったん多機関
協働事業として起票して検討するように
している。そして本⼈からプランに対す
る合意が取れたところで重層的⽀援会議
にかけはじめる。

・ 当市では、３事業（多機関協働、ア
ウトリーチ、参加⽀援）とも同じ機関で
対応をしているため、⽀援の過程で事業
名が変わったとしても同意を取り直すこ
とはなく、同意を取るのは最初の1回の
みとしている。
・ 本⼈同意をもらう様式は利⽤申込受
付票と⽀援計画書・⽀援同意書の2つで
ある。

・ ⾯談の時は相談受付・申込票やアセ
スメントインテークシートをガイドとし
て⾒ながら話を聞くことが多い。

・ 国から提⽰された様式は、冒頭に□
多機関協働事業 □参加⽀援事業 □アウ
トリーチ等を通じた継続的⽀援の取組、
その下に本⼈が記載する欄が設けられて
いるが、当市独⾃の帳票では、⽀援者側
の記載欄は末尾に移動させた形を取って
いる。
・ ⾼齢で⼿が震えるなどの理由で本⼈
が書けない場合は、職員が記⼊し同意に
関わる部分だけ本⼈に書いてもらうとい
う形をとっている。
・ 現在は紙で管理しているが、システ
ムに画像データとして保存することを検
討する予定である。
・ 相談申込票⾃体を⽀援者間で共有す
ることはない。

・ 独⾃のピラミッド型の会議体制を
取っているため、重層的⽀援会議にまで
上がってくるケースがほとんどない。こ
れまでに重層的⽀援会議で扱ったのは2
件のみ、そのうち1件が相談者本⼈によ
る申し込みを⾏ったものだった。

・ そもそも、本⼈が「相談申込」を⾏
う、というイメージがわかない。
・ 本⼈記⼊欄と相談受理機関記⼊欄が
交互にくる形になっており、混乱する利
⽤者が多い。順番がおかしいと思う。

参考資料２　- 2 -



 A県B町 C県D市 E県F市 G県H市 I県J市⾃治体名

追加候補
項⽬

・ ⽀援機関との関係性（過去につなが
りがあったけれど今は希薄、相談員と相
性が良い悪いなど）は⽀援を⾏う上で⼤
事である。そのようなことを書き込める
欄があると良い。

・相談者に関わる課題と特性について、
「成年後⾒制度」「認知症」「買い物ゴ
ミ出し等」のチェック項⽬を追加してほ
しい。

削除候補
項⽬

・ 相談歴の概況は主訴と合わせて書き
たい。別々に書くと、逆にわかりづらく
なる。
・相談経路のチェック項⽬は、過去の相
談歴がある場合以外は記載していない。
・インテーク・アセスメントシートの
ページが多くて⼤変である。また、実際
は本⼈の主訴・⽣活歴等の⽂章で整理さ
れた項⽬に基づいてプランを⽴てている
ため、それ以外の項⽬は⼿間になってし
まう。

その他意
⾒

・本⼈からだけではなく、つなぎ元の機関
から聞き取った情報も記載している。
・初回相談だけではインテーク・アセスメ
ントシートをすべて埋めることはできな
い。質問するのが失礼に当たるようなデリ
ケートな内容には初回では踏み込めない。
そのため、必要な情報が得られると上書き
をしている。
・ インテーク・アセスメントシートは⻑
すぎる。多機関の会議の資料としては、別
書類（ワードで「今⽇の論点」を⽰す）を
作成し、⼝頭で補⾜しつつ共有を⾏ってい
る。
・ インテーク・アセスメントシートはあ
くまでも国への報告⽤に記載している。
・ 社会福祉協議会内の記録⽤としては、
簡単にその⽇の出来事を書いていく様式を
準備している。「誰のケースで訪問・電話
があった」・決定事項・プランの内容など
を⼊⼒している。

・ 家族関係図・エコマップについて、
複雑な世帯が多いため、画⾯上で描くの
が難しいので実際にはあまり使ったこと
がない。印刷した後⼿書きで埋めて、情
報共有のために使うことはある。
・ 家族の状況の項⽬において、個⼈ご
とではなく家族まとめて記載を⾏ってい
るのは、困窮のシステムになれているか
らである。また、正直、個⼈で分かれて
いても、それぞれ情報を記⼊するのは⼿
間だと感じる。
・ ⽂章形式とチェック形式、どちらか
便利かわからないが、印刷して何ページ
もあるのは⼤変である。現在もチェック
形式は使わず⽂章で記述してしまってい
るので、結局チェックはあっても使わな
いと思われる。

・相談者に関わる課題と特性について
は、本⼈も認識している課題、⽀援者側
が認識する課題を◎、○等、記号を分け
て認識できるようにするとよいのではな
いか。

追加候補
項⽬
削除候補
項⽬

・簡素化を希望

その他意
⾒

・プランの「実施内容」の欄には、プラ
ンを⽴てた後の⽀援経過等を記載してい
る。⽀援経過は別に記載しながら転記し
ている部分もあるため、帳票類が1つで
収まるようになれば良い。
・同じ⼈に複数のプラン（多機関協働事
業、アウトリーチ等を通じた継続的⽀援
の取組等）があるため、それぞれの部分
に該当する内容を記載している。もう少
し簡素化できると良い。
・プランの期間の設定は、ケアマネ
ジャーとしての経験値をもとに作成し
た。そのような経験のない⼈が記⼊して
いくのは⼤変であろうと思う。

・ 多機関協働事業、参加⽀援事業、ア
ウトリーチ等を通じた継続的⽀援の取組
それぞれの委託先がそれぞれの様式でプ
ランシートを作っている。
・ しかし、ひとつの世帯として⽀援を
することを考えたとき、多機関協働事
業、参加⽀援事業、アウトリーチ等を通
じた継続的⽀援の取組の情報を連携させ
ることが⼤事であるため、⼀枚にまとめ
たほうがわかりやすいという現場の意⾒
があった。⼀⽅で、市としては、分かれ
ているメリットもあると考えている。
・ 世帯／個⼈どちらについて取り合う
べきなのか迷うところなので、はっきり
⼿引きで⽰してほしい。

・ 重層的⽀援会議で⽅針が変わるた
び、プランを作成する形で運営してい
る。

・ 様式としては1つに集約しており、1
つの世帯で複数⼈が関わる課題である場
合は、1⼈1⼈別々に作成している。

各帳票の
項⽬や帳
票の使い

⽅

プラン兼
事業等利
⽤申込書

インテー
ク・アセ
スメント
シート

参考資料２　- 3 -



⾃治体名

追加候補
項⽬

削除候補
項⽬

その他意
⾒

追加候補
項⽬
削除候補
項⽬

その他意
⾒

各帳票の
項⽬や帳
票の使い

⽅

プラン兼
事業等利
⽤申込書

インテー
ク・アセ
スメント
シート

K県L市 M県N町 O県P市 Q県R市 S県T市

・相談経路について、これまでどこにも
相談したことがない⽅もいるので、「相
談なし」の項⽬がほしい。また、議員が
相談者を「ワンストップ相談窓⼝」に繋
いでくれることもあるため、「議員」と
いう項⽬があっても良いと思う。
・ 相談者に関わる課題と特性につい
て、アルコール依存・ゲーム依存の⽅が
来た際、どこにチェックをすればよいの
か迷うため、依存症という項⽬があると
良いだろう。

・ 家族ごとの問題を抱えている場合
は、もう1件起票した⽅がよいか迷う。
・ 引きこもりについても、本⼈が⽀援
につながった時にもう⼀本起票すべきか
迷う。
・ 個⼈ごとに登録することが原則だと
思うが、家族ごとで⽀援した⽅がよいの
ではないかと思うこともある。
・ ⼊⼒形式としては、分類に迷うこと
はあるものの、やはりチェック形式が良
いと思う。
・ プランの⽅にも結局同じような内容
を⼊れるので、インテークシートから内
容を切り貼りできるように⼯夫してい
る。

・ ほとんどレ点がつかない相談機関は
あるが、これから相談する可能性がない
とは⾔えないので、このままでよいと思
う。

・ アセスメントにあたっては、忙しい多機関の⼈
と情報共有を⾏うため⾴数を少なく、簡潔に把握
できることが必要と考え、国の様式は使わず、独
⾃に重層⽀援・アセスメントシートを作成、何回
か改訂しながら使っている。
・ 相談を開始して、本⼈等の状況を把握する際
は、担当者それぞれが⼿元でメモを取り、イン
テーク・アセスメントシートは、重層会議の後
に、ある程度⽀援の⽅針が固まった段階でまとめ
て記⼊することが多い。
・ 国の様式では記⼊項⽬に客観的な事実と相談者
が語った項⽬が混ざっている。
・ 本⼈が認識している課題と周りから⾒たときの
課題の違いを⽂書に起こす必要はない。
・ サービス利⽤状況や年⾦受給状況など、今受け
ているサービスや今後受けられる可能性がある
サービスについても記載したほうが良いと思う。
しかし、利⽤者個⼈によって実態が⼤きく異なる
項⽬であるため、選択肢化は難しいと感じる。そ
もそも、選択肢で表現できるような課題は多機関
協働事業には上がってこないと思う。
・ ⽣活困窮者⾃⽴⽀援制度の帳票と形式や項⽬を
合わせることで、他課との連携の際の⼿間を省く
ことができると思う。

・ 過去の職歴等について、転職を繰り
返している場合書ききれない。特記事項
欄がもう少し⼤きくてもよいのかもしれ
ないが、重層的⽀援会議に上がってくる
ケースは本当に多様なので、各⾃治体が
書き⽅を⼯夫するので良いのではないか
と思う。

・ インテーク・アセスメントシートは
世帯単位で記⼊し、個⼈単位でプランを
⽴て、⽀援経過は世帯単位でまとめて⾒
ている。
・ 要援護者によって関わる⽀援機関が
違うため、情報共有先とテーマ（その回
が世帯全体を扱うのか、⼦どもに特化す
るのか等）によって情報共有の仕⽅は変
わる。会議の趣旨によって、関係する分
の帳票だけを提出するようにしている。
⾃分たちで書類を作成することもある。

・ 重層的⽀援会議ではプランシート基
本資料としている。あとは⼝頭などで補
⾜しており、特に問題はない。

・ 選択肢化については、実際に選択肢
化された帳票を使ってみないとイメージ
がつかないが、再相談で選択肢を追加し
た際に、集計や分析が難しくなるのでは
ないかと感じる。
・選択肢があることで、相談経験が浅く
ても、⽀援のイメージが広がりやすい。

・ プラン管理進⾏表に全世帯単位で事
案を列記し、事案ごとにモニタリング結
果、評価結果も記載できるようにしてい
る。通常、重層⽀援の定例会議（⽉1
回）ごとにモニタリング欄に書き⾜して
いく。
・ 相談事案は世帯単位のことが多く、
誰に対するプランを誰の同意でやるのか
がわかりづらい。
・ 世帯単位で、かつ構成員ごとの課題
や⽀援内容が記⼊できるような形の独⾃
様式をつくった。
・ そもそも、本⼈が認識している課題
と⽀援の担当者が認識している課題が違
う場合、⽀援の担当者が⽴てたプランに
対して同意をもらうことが難しい。
・ また、現在の国の様式⼀式だと、申
込書などとあわせて何度も同意をもらわ
なくてはならず、負担が⼤きい。

・複数の課題を抱える世帯に対するプラ
ンの作り⽅を⽰してほしい。

・ プランを作るうえで、本⼈の同意を
取るのが難しいことが多々ある（特に引
きこもりや8050世帯の場合）。そのた
め、本⼈に⾒せ、同意を得ることを必要
とする書類は1種類で、なるべく簡潔
に、差し⽀えない表現で記載するように
している。本⼈に⾒せることを前提とす
ると、詳細な内容は書き込みづらい。
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 A県B町 C県D市 E県F市 G県H市 I県J市⾃治体名
追加候補
項⽬

・ ⽀援対象者が亡くなった場合に
チェックする項⽬。

削除候補
項⽬

・ 特記事項等の記載は不要ではないか
と思われる。専⾨性のある⼈が相談対応
しているので、それぞれの裁量に委ねて
ほしい。
・⾒られた変化の項⽬は不要。重要な変
化は⼈それぞれ違いがありすぎるため、
単純な項⽬に当てはめること⾃体が難し
い。数値化したいのだと思われるが、⽬
に⾒えるような変化があり数値化できる
ような単純なケースであれば重層の対象
者にはならないと考えている。

その他意
⾒

・ ⽬⽴った変化を記⼊する際、項⽬が
多くて迷う。また、社会⾯のハードルが
⾼い。買い物に⾏った、などでも⼗分な
のに、就労した等ではステップが⾶躍し
すぎている。

追加候補
項⽬

削除候補
項⽬

その他意
⾒

・ つながり評価はできるかぎりご本⼈
と会って⾏っているが、マイナスの評価
をしなくてはならないときに難しさを感
じる。
・ 本⼈に評価をストレートに伝える場
ではなく、重層的⽀援会議に参加する⽀
援者間で評価を共有するためのものとし
てとらえた⽅が⾃然、という意⾒があっ
た。
・ 担当者だけが評価するものなのか、
会議体をもって評価すべきなのか、⼿引
きを⾒る限りでは明らかではない。その
点をはっきりと⽰してほしい。
・ 3か⽉ごとに書くこと⾃体に異論はな
い。しかし、3か⽉では⼤きく状況が動
かない場合もある。そのようなケースの
評価のためだけに関係者を招集し会議を
⾏うことは、関係者の業務の忙しさを考
えると難しい。

・つながり評価は、書⾯上は相談受付⽇
の1か⽉後の⽇付を記載しているが、実
際はその付近で会った時の印象をもとに
評価している。

・ 評価の時期につながりを評価するの
がとても難しい。
・ 初回の時点で受けた印象を記載した
うえで、そこからの変化を記録したい。
・ 開始1か⽉での初回評価はしていな
い。評価をする意味もよくわからない。
・ つながり評価スパンの指標を、⼿引
きに分かりやすく記載してほしい。

・ 評価シートはたまたま電話がかかっ
てきた際に評価として記載することもあ
れば、定期⾯談の結果を踏まえて記載す
ることもある。本⼈と連絡がつかない状
況とならないよう、評価シートをつける
ということを理由として、つながり続け
るようにしている。
・つながり指標⾃体が実態と合っていな
い。実績を数値化したいのは重々承知だ
が、多岐に渡るケースの中でこの指標に
合わず、実績が数値ができていない

・ 各帳票類については、ある程度選択
肢で、その他の事項は特記事項として書
けるのであればよい。今は国の様式を
使っているが、記⼊が簡素化されるとよ
い。
・ 介護保険事業（⽀援）計画では事例
検討会があり、実績が積みあがっている
が、重層的⽀援体制整備事業ではまだそ
こまではいっていないため、記載に関す
る特記事項、留意点のほかに記⼊例があ
るとありがたい。

・ 理想は、現場の職員がつくる報告で
報告もでき、職場内で分析もできるよう
な様式だと思う。
・ 帳票の書き⽅について、「⾃治体で
柔軟に」といわれたとき、⼈によって書
き⽅が全く異なるので、共通のゴールを
思いながら話し合うことが難しい。

・ 国の帳票を使わなくてはならないと
思っていた。

・ 帳票類は全体的になるべく簡素化し
てほしい。

・ 多機関協働事業・アウトリーチ等を
通じた継続的⽀援の取組・参加⽀援事業
が別々の機関が実施していることを想定
されているように思うが、⼀括で委託し
ている場合には切り分けが難しいことが
多い。
・⾃由度の⾼いものが良い。

各帳票の
項⽬や帳
票の使い

⽅

評価シー
ト

帳票全体について

つながり
評価シー
ト
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⾃治体名
追加候補
項⽬

削除候補
項⽬

その他意
⾒

追加候補
項⽬

削除候補
項⽬

その他意
⾒

各帳票の
項⽬や帳
票の使い

⽅

評価シー
ト

帳票全体について

つながり
評価シー
ト

K県L市 M県N町 O県P市 Q県R市 S県T市

・ 変化なし、と書くことも結構ある。
国が想定しているような⼤きな変化は起
きていない。就職や制度につながったな
どの成果は分かりやすいので書けるが、
例えば本⼈が窓⼝に来るようになった、
参加⽀援などのレベルで⾒ると、評価は
難しいところである。

・ 評価シートで項⽬化されているより
も⼩さな変化（ハローワークに⾏くこと
ができた、引きこもりの⼈が町の担当者
である⾃分に会えたなど）も記載できる
ようにしてほしい。⼩さい変化は、本⼈
にとっては⼤きい変化である。

・ 国の様式は使わず、独⾃に作成した
プラン管理進⾏表（添付資料03）を何
回か改訂しながら使っている。評価に⽤
いる項⽬としては、国様式の「⾒られた
変化」にとどめている。
・ 評価は当市の担当者が、⽀援を終結
させるタイミングで⾏っている。本⼈と
話し合ってはいない。

・ プラン作成はあくまでも世帯全体に
対するものを⽴てていると思うので、世
帯の中の誰に対する評価なのかを記載す
る項⽬が必要だと思う。

・⽣死に関わるほど⽣活困窮している
ケースだと、3か⽉（つながり評価シー
トのための⾯談は3か⽉毎と設定されて
いる）待たずに評価が必要な場合があ
る。
・次回の⾯談⽇や次回⾯談⽇までの⽬標
設定は、対象者と共に考えている。
・つながり評価シートを利⽤していない
ので、実際に使⽤した場合の感想と違う
かもしれないが、経過が追い⾟いのでは
ないかと思う。

・ つながり評価の「⽬標の達成状況」
の評価の選択肢に違和感がある。現在
は、どのような⽀援につながったかな
ど、客観的に評価できそうな項⽬のみ
使っている。⾃⼰肯定感など、対応する
職員によって評価の基準が異なってしま
いそうな項⽬は記⼊していない。誰の何
を評価しているのかが曖昧である。
・ 重層的⽀援体制整備事業が関わるの
は直近1か⽉くらいで何とかしなくては
ならない⾄急の課題が多い。参加事業を
除き、関わる時間も短いため、国が求め
るような評価を⾏うのは難しいと感じ
る。

・ つながり評価を、初回も含めて3か⽉
に1度⾏うものだということを認識して
いなかった（記載を⾒落としていた）。
⼿引きの⽅にわかりやすく記したほうが
良いと思う。

・ つながり評価シートのみ、ファイル
が1枚分かれており、連動していないの
で、ケースごとの実施状況を管理するの
が負担になっている。

・帳票同⼠をマクロで連動させ、記⼊の
⼿間を省いてほしい。

・ 帳票に情報をまとめる際に担当者ご
とに判断基準が異なる点があり、情報共
有のツールとして使⽤しづらい。帳票
ベースで情報整理に関するルールが明確
にされていると使⽤しやすいと思う。

・ マニュアルを相当読み込まないと⾒
落としが出てしまい、負担が⼤きい。ど
のタイミングでどの帳票を使うのかがわ
かるように、分かりやすく記載してほし
い。

・ 国の帳票類はファイルやシート数が
多く、管理や同意を取得するのが⼤変だ
と思う。相談者（本⼈）に対し、多機関
協働事業、アウトリーチ等を通じた継続
的⽀援の取組、参加⽀援間の切り替えは
説明しづらい。当市では3事業は連動し
ていると説明している。
・ 多機関協働事業・参加⽀援事業・ア
ウトリーチ等を通じた継続的⽀援の取組
を分ける形になっていないのは、当市の
場合、すべての事業を多機関型地域包括
⽀援センターに委託しており、⽀援を⼀
貫して⾏っていく上で、同じシートの⽅
が使いやすいためである。
・ また、帳票と報告⽤のシートをマク
ロでつなげているため、統計上の利便性
も含め、同じ様式の⽅が集計と分析の際
に便利である。なお、⽀援の経過も⾒る
ことができる。
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 A県B町 C県D市 E県F市 G県H市 I県J市⾃治体名

・ 参加⽀援の活動報告については、市
独⾃の様式はないが、主に⼝頭で社会福
祉協議会から市へ報告している。

・ 社会福祉協議会に多機関協働事業と
アウトリーチ等を通じた継続的⽀援の取
組両⽅を委託しているため、社会福祉協
議会内部では⼀体化して実施している
が、報告の際は無理やり分離させてい
る。

・ 重層的⽀援体制整備事業の実施によ
り、今まで制度のはざまにいた⽅々（今
まではなぜ社会福祉協議会が関わるのか
といわれてしまっていたような⽅々）に
きちんと腰を据えて関わることが出来る
ようになった。
・ 重層的⽀援会議にかけられないケー
スが多い。

・ 現在は多機関協働事業の担当者が⽀
援対象者等との⾯談業務やプラン作成業
務を⾏っているが、今後は⽀援者を⽀援
することに注⼒する形にしたいと考えて
いる。
・ プランの⽬的がわからない。最終的
につながり評価を⾏うことを考えると、
つながり評価に記載されているような数
値化できない部分を⽬標に掲げるべきと
いうことか。本⼈のニーズがそれとは異
なる場合（収⼊を上げたいなど）、本⼈
の思いはなかったことになってしまうの
か。
・ 社会に出ることを勧められても、そ
れができないから引きこもっているのに
元も⼦もない。

・ ⽀援が必要な⼈の状況は急変するこ
とが多く、⽀援が必要な段階では会議を
開催している余裕はなく、すぐに対応す
る必要も多い。
・重層的⽀援体制整備事業をやってよ
かったことは、これまでつながることが
できなかった⼈に対して、つながるため
の根拠ができたことである。

・重層的⽀援で報告を挙げているケース
は、現場が担っているケースのほんの⼀部
のため、違和感がある。現場としては、地
域の⼈たちとの関係性づくりなど、数で表
れない活動をないがしろにされたくない、
という思いがある。
・ 現在のチェック形式だと、当てはまら
ずに悩むことが発⽣する。現場の細かい
ニュアンスを報告できるようにしてほし
い、と現場は思っている。
・ 国の報告⽤の書類をつくることで作業
が増えている。市としては、新しい委託先
にこれを⼀からやってくださいとは⾔いに
くい。
・ アウトリーチから多機関、参加⽀援か
ら多機関の流れも報告できるようにしてほ
しい。
・ エクセルについて、コピーする際にす
べて出⼒される設定になっているが、とて
も⾒づらい。必要な部分だけ出⼒できるよ
うにしてほしい。
・ 区役所の保健福祉センターでも、各種
制度利⽤をきっかけに複雑ケースを⾏うこ
とがある。その際は情報共有が必要だが、
パッと⾒てわかるものでないと負担であ
る。
・委託先のNPO法⼈が独⾃で⾏っている相
談事案について、 現状の報告様式だと、
参加⽀援としての件数は積みあがるが、社
会福祉協議会と連携事案でないため重層的
⽀援体制整備事業としてはカウントされな
い。

・ 本⼈の同意がないことなどにより、
重層的⽀援体制整備事業の⼀環として位
置づけられない場合、ケースを国に報告
するルートがない。

・エクセルと連動していないのが⼿間で
ある。評価シートやインテーク・アセス
メントシートを記⼊した段階で実績に反
映されるようなシステムにしてほしい。

・独⾃に作成している簡易記録シートか
らの転記でできるようにしている。
・実績報告として必要なことがあるのは
わかるが、何のためにどのデータが必要
であるかを分かるようにしてもらいた
い。どのように活⽤されるかが明⽰され
ていた⽅が帳票の⾃由度があがる。
・エクセルをコピーする際、⽤紙の設定
がA3となっているのが⼿間である。

重層的⽀援体制整備事業のあ
り⽅

運営に当たっての⼯夫

実績報告のあり⽅
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⾃治体名

重層的⽀援体制整備事業のあ
り⽅

運営に当たっての⼯夫

実績報告のあり⽅

K県L市 M県N町 O県P市 Q県R市 S県T市

・ 相談受付票は、重層の帳票が導⼊さ
れた時に⽣活困窮のものに合わせたの
で、重ねて書いてもらうことがないよう
にしている。
・⽣活困窮の就労⽀援の場合は、ハロー
ワークに業務をお願いする際の⽂書が必
要なので、⽀援途中から現れた家族につ
いても起票するようにしている。
・同意をもらう回数を少なくするため、
⽀援内容が多少変わったくらいではプラ
ン改訂は⾏わず、⼤きく状況が変わった
時、本当に⾒直さなければいけない時に
改訂するようにしている。（しかし、仕
事が定着しない⼈は、その都度プランを
変えざるを得ないため、煩雑になってい
る。）

・ 紙ベースでは紛失する可能性がある
ため、wordの記録（⽇付と内容を記
載、様式は特になし）を作り、いつでも
⾒られるようにしている。

・ 参加⽀援事業・アウトリーチ等を通
じた継続的⽀援の取組に関しては、国の
様式をそのまま、しかしかなり部分的に
使っている。
・ 使っている部分は事例によりさまざ
まである。国に報告するほかの帳票があ
る場合には、基本的な情報をそちらにま
とめて、参加⽀援事業・アウトリーチ等
を通じた継続的⽀援の取組の帳票は補完
的に使っている。
・ 会議の際にはプラン管理進⾏表に記
載しなおす。

・ 関係者間における会議を⾏う際の情
報のやり取りにおいても、上記の帳票を
使っている。たくさん書いても読む⼈が
混乱するため、込み⼊った話は⼝頭で伝
えている。
・ それぞれの⽀援機関がどのような⽀
援を⾏うかは、⽀援計画書の記⼊欄の左
右で対応する内容を記載している。
・ ⽀援経過記録は、本⼈に⾒せるもの
ではないので、具体的に書きこみを⾏
い、⽀援機関同⼠で共有する。
・ 実施状況報告書（独⾃統計資料）は
重層的⽀援会議のたびに書き、会議記録
として残すようにしている。重層的⽀援
会議で、「このプランは○か⽉」と決め
ているが、それも管理が煩雑になってき
ているので、そのためにも使っている。

・ 多機関協働事業や参加⽀援事業にお
いて当市職員が関わると、他の連携機関
が「任せてよい」と考えて⼀歩引いた姿
勢になってしまうことがある。それを防
ぐために、当課はあくまでも調整役であ
ると説明しているが、やはり積極的に取
り組んでもらうことに難しさを感じる。
・ 現状だと、ひと⼿間かけているだけ
で、それが本⼈にとって何か良いインパ
クトをもたらしているかには疑問があ
る。

・実績報告の負担が⼤きい
・重層的⽀援体制整備事業に関連して社
会資源を⽴ち上げた、やりとりした、開
拓したなど、その実績を反映するものは
特にないのが現状。だが、そこも重要な
過程と考え、当市では別の様式を作成
し、参加⽀援の⽴ち上げとして委託先の
社会福祉協議会から実績報告としてあげ
てもらっている。

・ 実績報告が⾮常に⼤変である。これ
がなければもう何⼈か⽀援できたのにと
思うことがある。
・ 帳票類とマクロで連携したエクセル
シート等があるとよい。

・ 実績報告のためのエクセルへの⼊⼒
は⼿間である。
・ 同⼀世帯の事案でも複数⼈がおり、
市役所内の様々な部署が関わる場合に
は、部署ごとに違う視点で作られた違う
様式の帳票を使って報告を⾏っており、
それが⼤きな負担になっている。それぞ
れにシステムがあっても、⼊⼒をばらば
らに⾏わなければならないのであれば、
システム化されても負担が増えるだけだ
と思う。
・ この点を解消できれば、より相談に
注⼒できる。

・ エクセルが⾮常に横に⻑くて使いづ
らい。
・若⼿職員は、グーグルフォームが良い
と⾔っている。

・ 国への実績報告のために必要な情報は、上
記の様式類とは別途設けている、多機関協働
事業の実績を報告するための統計⽤シート
（モデル事業の時から使っているもの）の⽅
に記載されている
・ 実績報告の様式が横に⻑すぎてみづらい、
事務量が多すぎると感じているので、改善し
てほしい。
・ ⼊⼒すると⾚くなる部分があるので改善し
てほしい。
・ シート1枚⽬がマクロを使って登録するよ
うになっているが、⼀度登録した後、修正す
る際に⾏⾃体を消すとすべてやり直すことに
なり、これではファイル上で⼿⼊⼒した⽅が
逆に早いのではないかと感じる。
・ つながり指標の報告について、何回も⽇付
を⼊⼒するところがあるが、基本的にすべて
同⽇に⾏うものなので、なくて良いと思う。
・ 報告の頻度はそこまで気にならないが、報
告する項⽬が⻑いため、時間がかかる。
・ 前のデータの横に何度も⼊⼒する必要があ
るが、その際項⽬を探すのに⼿間がかかる。
（まだ場所をおぼえきれていないため）⽬で
探す以上、どうしても漏れのミスが出てしま
う。
・ ケースの番号を打ち込んだら検索結果が⼀
画⾯に出⼒されるようになった⽅が把握しや
すい。
・ エクセルの統計表で⼊⼒をしているより
も、個⼈ごとのページに⼊⼒する⽅がやりや
すい。介護保険事業で使われているケアマネ
ジメントプランのシステムのようなイメー
ジ。
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